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平成２４年第７回西会津町議会定例会会議録 

 

第１．招  集 

１．日 時    平成２４年９月７日 

２．場 所    西会津町役場 

 

第２．開会、閉会及び会期 

１．開 会    平成２４年９月 ７日 

２．閉 会    平成２４年９月１４日 

３．会 期    ８日間 

 

第３．議員の応招・不応招 

１．応招議員 

１番 三 留 正 義 ６番 鈴 木 滿 子 11 番 五十嵐 忠比古 

２番 長谷川 義 雄 ７番 多 賀   剛 12 番 武 藤 道 廣 

３番 渡 部   憲 ８番 青 木 照 夫 13 番 長谷沼 清 吉 

４番 伊 藤 一 男 ９番 荒 海 清 隆   

５番 猪 俣 常 三 10 番 清 野 佐 一   

２．不応招議員 

な し 



 2 

平成２４年第７回西会津町議会定例会会議録 

 

議事日程一覧 

 

平成２４年９月７日（金） 

日程第１  会議録署名議員の指名 

日程第２  会期の決定 

日程第３  議長諸報告 

日程第４  所管事務調査実施報告 

日程第５  議会基本条例制定特別委員会の中間報告 

日程第６  例月出納検査報告 

日程第７  付議事件名報告 

日程第８  提案理由の説明 

日程第９  報告第１号  委任専決処分事項 

 

平成２４年９月１０日（月） 

日程第１ 一般質問（猪俣常三 伊藤一男 長谷川義雄 渡部憲 多賀剛 鈴木滿子） 

 

平成２４年９月１１日（火） 

日程第１ 一般質問（荒海清隆 清野佐一 武藤道廣 長谷沼清吉） 

  

平成２４年９月１２日(水) 

日程第１  議案第１号  西会津町介護保険財政安定化特例基金条例  

日程第２  議案第２号  西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例 

日程第３  議案第３号  西会津町子育て医療費サポート事業条例の一部を改正する条 

            例 

日程第４  議案第４号  西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

日程第５  議案第５号  西会津町防災会議条例の一部を改正する条例 

日程第６  議案第６号  西会津町災害対策本部条例の一部を改正する条例 

日程第７  議案第７号  平成２３年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定について 

日程第８  議案第８号  平成２３年度西会津町工業団地造成事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第９  議案第９号  平成２３年度西会津町商業団地造成事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第10  議案第10号  平成２３年度西会津町住宅団地造成事業特別会計歳入歳出 

決算の認定について 

日程第11  議案第11号  平成２３年度西会津町下水道施設事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第12  議案第12号  平成２３年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計歳入 
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歳出決算の認定について 

日程第13  議案第13号  平成２３年度西会津町個別排水処理事業特別会計歳入歳出 

決算の認定について 

日程第14  議案第14号  平成２３年度西会津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第15  議案第15号  平成２３年度西会津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

日程第16  議案第16号  平成２３年度西会津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認 

定について 

日程第17  議案第17号  平成２３年度西会津町簡易水道等事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第18  議案第18号  平成２３年度西会津町水道事業会計剰余金の処分及び決算 

の認定について 

日程第19  議案第19号  平成２３年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の 

認定について 

日程第20  議会案第１号  事務検査に関する決議 

 

平成２４年９月１３日(木) 

日程第１  議案第７号  平成２３年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

平成２４年９月１４日(金) 

日程第１  議案第８号  平成２３年度西会津町工業団地造成事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第２  議案第９号  平成２３年度西会津町商業団地造成事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第３  議案第10号  平成２３年度西会津町住宅団地造成事業特別会計歳入歳出 

決算の認定について 

日程第４  議案第11号  平成２３年度西会津町下水道施設事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第５  議案第12号  平成２３年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計歳入 

歳出決算の認定について 

日程第６  議案第13号  平成２３年度西会津町個別排水処理事業特別会計歳入歳出 

決算の認定について 

日程第７  議案第14号  平成２３年度西会津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第８  議案第15号  平成２３年度西会津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

日程第９  議案第16号  平成２３年度西会津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認 

定について 
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日程第10  議案第17号  平成２３年度西会津町簡易水道等事業特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第11  議案第18号  平成２３年度西会津町水道事業会計剰余金の処分及び決算 

の認定について 

日程第12  議案第19号  平成２３年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の 

認定について 

日程第13  議案第20号  平成２４年度西会津町一般会計補正予算（第４次） 

日程第14  議案第21号  平成２４年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第 

２次） 

日程第15  議案第22号  平成２４年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第１次） 

日程第16  議案第23号  西会津診療所太陽光発電施設等設置工事請負契約の締結に 

ついて 

日程第17  議案第24号  町道上野尻村中線消雪施設設置（さく井）工事請負契約の 

締結について 

日程第18  議案第25号  教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

日程第19  議案第26号  教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

日程第20  議案第27号  教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

日程第21  議案第28号  西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることに 

ついて 

日程第22  議案第29号  西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることに 

ついて 

日程第23  議案第30号  西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることに 

ついて 

日程第24  議案第31号  西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることに 

ついて 

日程第25  常任委員会の管外行政調査実施申出について 

日程第26  議員派遣について 

日程第27  議会運営委員会の継続審査申出について 

日程第28  議会広報特別委員会の継続審査申出について 

日程第29  議会基本条例制定特別委員会の継続審査申出について 
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平成２４年第７回西会津町議会定例会会議録 

 

平成２４年９月７日（金） 

 

開  会   １０時００分 

 

出席議員 

１番 三 留 正 義 ６番 鈴 木 滿 子 11 番 五十嵐 忠比古 

２番 長谷川 義 雄 ７番 多 賀   剛 12 番 武 藤 道 廣 

３番 渡 部   憲 ８番 青 木 照 夫 13 番 長谷沼 清 吉 

４番 伊 藤 一 男 ９番 荒 海 清 隆   

５番 猪 俣 常 三 10 番 清 野 佐 一   

 

欠席議員 

  な し 

 

地方自治法第１２１条の規定により説明のため議会に出席した者の職氏名 

町 長 伊 藤   勝 建設水道課長 酒 井 誠 明 

副 町 長 藤 城 良 教 会計管理者兼出納室長 田 崎 宗 作 

総 務 課 長  伊 藤 要一郎 教育委員長  井 上 祐 悦 

企画情報課長 杉 原 徳 夫 教 育 長 佐 藤   晃 

町民税務課長 新 田 新 也 教 育 課 長  成 田 信 幸 

健康福祉課長 高 橋 謙 一 代表監査委員 新井田   大 

商工観光課長 大 竹   享 農業委員会長 斎 藤 太喜男 

農林振興課長 佐 藤 美恵子 農業委員会事務局長 佐 藤 美恵子 

 

会議に職務のため出席した者の職氏名 

議会事務局長 佐 藤 健 一 議会事務局主査 薄   清 久 
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第５回議会定例会議事日程（第１号） 

 

平成２４年９月７日 午前１０時開議 

 

開  会 

 

開  議 

 

日程第１  会議録署名議員の指名 

 

日程第２  会期の決定 

 

日程第３  議長諸報告 

    

日程第４  所管事務調査実施報告 

 

日程第５  議会基本条例制定特別委員会の中間報告 

 

日程第６  例月出納検査報告 

 

日程第７  付議事件名報告 

 

日程第８  提案理由の説明 

 

日程第９  報告第１号  委任専決処分事項 

 

散  会 

 

 

 

（全員協議会） 

 

（議会基本条例制定特別委員会） 

 

（議会広報特別委員会） 
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○議長  おはようございます。ただいまから、平成 24 年第７回西会津町議会定例会を開会

します。 

（１０時００分） 

開会にあたり一言ごあいさつ申し上げます。 

議員各位には、公私まことにご多忙のところご出席賜り、厚く御礼を申し上げます。 

本定例会に提出される諸議案につきましては、後刻、町長から詳細にわたって説明され

ることと存じますが、円滑に議事を進められ、適正妥当な議決に達せられますよう切望い

たしますとともに、諸般の議事運営にご協力を賜りますようお願い申し上げまして開会の

ごあいさつといたします。 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程に入るに先立ち、事務局長から諸報告をいたさせます。 

事務局長。 

○議会事務局長  報告いたします。 

本定例会に、町長より別紙配付のとおり 31 件の議案及び１件の報告事項が提出され、受

理しました。 

本定例会の一般質問の通告は、10 議員からであり、質問者及び質問の要旨は、お手元に

配付の一般質問通告書のとおりであります。 

次に、例月出納検査、定期監査及び財政援助団体の監査結果については、監査委員から

報告があり、その写しを配付してございます。 

次に、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 27条第１項の規定による平成 23 年

度西会津町の教育に関する事務の管理及び執行状況の点検評価の結果については、教育委

員長から報告があり、その写しを配付してございます。 

最後に、本定例会に議案説明のため、町長、教育委員長、監査委員、農業委員会会長に

出席を求めました。 

なお、本定例会に、地方自治法第 121 条の規定に係る説明委任者として、町長から副町

長、各課長及び会計管理者兼出納室長を、教育委員長からは教育長、教育課長を、農業委

員会会長からは、農業委員会事務局長をそれぞれ出席させる旨の通知があり受理いたしま

した。以上であります。 

○議長  以上で諸報告を終ります。 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第 116条の規定により、１番、三留正義君、11 番、五十嵐

忠比古君を指名します。 

日程第２、会期の決定を議題とします。 

お諮りします。 

本定例会の会期は、本日から９月 14 日までの８日間にしたいと思います。ご異議ありま

せんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 
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したがって、会期は本日から９月 14 日までの８日間に決定しました。 

日程第３、議長諸報告を行います。 

６月定例会以降、現在までの議会活動は、お手元に配付の議長諸報告のとおりでありま

す。 

日程第４、所管事務調査実施報告を行います。各常任委員長の報告を求めます。 

報告は総務常任委員会、経済常任委員会の順で行ってください。 

はじめに総務常任委員会委員長、青木照夫君。 

○総務常任委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  続いて経済常任委員会委員長、五十嵐忠比古君。 

○経済常任委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これをもって、所管事務調査実施報告を終わります。 

日程第５に入る前に、皆さんに申し上げます。 

議会基本条例制定特別委員会から調査中の事件について、中間報告をしたい旨の申出が

あります。 

お諮りします。 

議会基本条例制定特別委員会の継続審査事件の中間報告について、申出のとおり報告を

受けることにしたいと思います。ご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会基本条例制定特別委員会からの申出のとおり、中間報告を受けること

に決定しました。 

日程第５、議会基本条例制定特別委員会の中間報告を行います。 

議会基本条例制定特別委員会の報告を求めます。 

議会基本条例制定特別委員会委員長、清野佐一君。 

○議会基本条例制定特別委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終ります。 

これをもって、議会基本条例制定特別委員会の中間報告を終ります。 

日程第６、例月出納検査報告を行います。 

監査委員の報告を求めます。 

監査委員、新井田大君。 

○監査委員  （例月出納検査結果報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これをもって、例月出納検査報告を終ります。 

日程第７、付議事件名報告を行います。 
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付議事件名につきましては、お手元にお配りの議会定例会議案付議事件の記載のとおり

であります。 

日程第８、提案理由の説明を行います。 

町長の提案理由の説明を求めます。 

町長、伊藤勝君。 

○町長  （町長提案理由の説明） 

○議長  日程第９、報告第１号、委任専決処分事項の報告を行います。 

本件の報告説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  報告第１号、委任専決処分の報告について、ご説明を申し上げます。 

地方自治法第 180 条第１項の規定により、昭和 53 年６月 30 日にご議決をいただいてお

ります町長の専決処分事項の指定に基づき、損害賠償並びに和解に関することについて、

委任専決処分を行いましたので、その内容につきましてご報告を申し上げます。件数は１

件で、事故に係るものであります。 

それでは、報告第１号をご覧いただきたいと思います。 

発生年月日は、平成 24 年６月９日であります。その内容でありますが、西会津町睦合字

宮ノ上地内の林道泥浮山線において、相手方車両が道路の横断溝を通過した際、グレーチ

ングが跳ね上がり、車体底部に接触し損傷を与えたものであります。 

事件の相手方は記載のとおりであります。和解の年月日は平成 24 年８月７日、賠償額８

万 3,790 円で和解したところであります。過失割合は、当方 100％、相手方０％でござい

ます。 

以上をもちまして、地方自治法第 180 条第２項の規定に基づき委任専決処分事項の報告

といたします。 

○議長  ただいまの報告に対し質疑を行います。 

7番、多賀剛君。 

○多賀剛  ただいまの報告で内容は十分理解したわけでありますけれども、この跳ね上が

ったグレーチングというのは、たまたまそこの箇所だけ特異の状態で跳ね上がってしまっ

たのか。この対応に関しては、グレーチングの止めの強化をしたということでありますけ

れども、同じようなグレーチングは町内に相当数あると思いますが、そのグレーチングの

跳ね上がらないような状況になっているのか、そういう調査はその後なさいましたでしょ

うか。その点をお尋ねします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  町内の横断溝についてグレーチングで施工している箇所については、一

応、道路パトロールも兼ねまして調査をいたしまして、今のところそのような危険個所は

ないというようなことでございました。 

本箇所につきましては、グレーチングを撤去いたしまして、中に管渠を入れまして埋め

戻して、今度、グレーチングの開渠から暗渠に切り替えております。 

以上でございます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 
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○長谷沼清吉  車同士、町所有の車での専決処分が今までほとんどであって、対このよう

な形で町の保険が、和解が成立したというのは、私は初めてと記憶しますが、このような

ケースがあったのかないのか。その場合、どのような保険を使うのか、今までの町有の車

と同じ保険でこれが支払われるのかということであります。 

あと、町道、林道は町の管轄でありますが、農道の責任は町に所属するのかしないのか。 

それと、こういう事故を防ぐために、今、場所はわかりました。点検をしたということ

ですが、やはり町管理の道路だけではなくて、いろんな面で、そこを利用している人から

知らせていただくと、通報していただくというシステムをこれからつくっていく必要があ

るのかと、特に町関係、役場、そうでありますし、いろんな関係者、職員が勤めているわ

けですから、職員の人たちが、積極的にこういう場合は通報していくというのも一つの方

法ではないのかなと、再発防止のためにどのようなことをお考えか説明をしていただきた

いと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  私のほうからは、冒頭質問のございました事故の形態、それから保険の状況

についてお答えをさせていただきたいと思います。 

まず、このような事故が過去にあったのかということでございますが、私が知る限りで

は、このような形態の事故というのは今回が初めてということでございます。 

保険でございますけれども、車対車でありますと、町が全国町村会の保険に入っており

ますので、その保険をつかって対応させていただいておりますけれども、今回は町の管理

する施設ということでございまして、これについては、また別途の保険がございます。町

が加入いたします総合賠償補償保険というものがございますので、今回はこちらで対応を

させていただいたところでございます。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  お答えいたします。 

農道につきましてのご質問でございますが、農道と皆さんお思いになっているのも、か

なり町道として認定している箇所がございます。ある一定、３メートルくらいからはだい

たい町道になっているかと思うんですが、そういうものについては町の管理で補修等、行

っております。 

あと道路の損傷個所については、今のところ町の職員によってパトロールをして、修繕

箇所等を発見すれば、その都度補修しているというような状況でございますが、そのほか、

自治区長さんから、悪いところがあればうちのほうに連絡がございまして、その都度それ

に対しての補修等を行っております。 

今後につきましては、町の職員等からも連絡もあって、それも補修をしているような状

況でございます。今後、そのようなことで各自治区からの補修箇所の連絡等の連絡体制等

についても検討してまいりたいと考えております。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  基盤整備をしまして、その道路がかなり町道に編入されたというのは私も

承知しておりますが、そうはいえども、農道もかなり現在残って、農道として使っている

わけですよ。水と水土里の生コンなんかは、農道のためにもらってやっているわけですか
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ら、そういうような農道での事故の責任は町にあるのかないのか、どこにあるのかという

ことを聞いているわけです。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  かなりの数、基盤整備で整備した農道等については、かなりの数が町道

として認定しております。そのほか、改良区で管理する農道等もございます。それからま

た、幅員が狭いところにつきましては、赤道というふうになるかと思います。その赤道と

か、改良区の農道につきまして、それが町の管理になるのか、もし事故があったときに町

の責任になるのかというのは、ちょっと今のところなかなか判断がつかないもので、そう

いう事例がございましたときに、その都度対応してまいりたいと考えております。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  わかりました。よく調べて、あったら対応ではなくて、責任の所在という

のはどっかしらあるはずですから、今すぐでなくも結構ですから、やはりこういう機会に

改めて調べて、あとでご報告していただきたいと思います。 

○議長  これで報告第１号、委任専決処分事項の報告を終わります。 

以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会いたします。（１１時４９分） 
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○議長  おはようございます。平成 24 年第７回西会津町議会定例会を再開します。 

（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、一般質問を行います。 

通告により、順番に発言を許します。質問者は順次質問席に着席し、発言を求めてくだ

さい。 

５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  ５番、猪俣常三です。議場の皆さん、おはようございます。このたび、町民

の生活に関わる重要な課題について、９月定例議会において一般質問をいたします。 

先月、８月６日付けの新聞に掲載されておりました内容で、県内の浪江町の町長が、８

月の５日に広島市で開かれた原水爆禁止 2012 年の世界大会に出席され、シンポジウムで講

演された中で、匂いもなく、目に見えない放射能に対して、不安を払拭するのは並大抵の

ことではないというお話をされておりました。さらに、政府の事故後の施策は被害者の目

線に立っていない。放射能の被害に対して重大さを訴えておられました。この新聞を読ん

で胸が引きつめられるような思いであります。 

さて、平成 23 年の３月 11 日に起きた未曾有の東北地方太平洋沖大地震、いわゆる東日

本大震災に伴い、東京電力福島第１原子力発電所の事故が起きてから、１年６カ月を経過

しようとしております。経験したこともない恐怖の放射性物質が飛散し、それにより危険

区域から避難をさせられ、ふるさとに帰りたくても帰れない、不自由な生活を強いられて

おります。事故発生時に放射性物質の拡散を予測する放射能影響予測システムが働かず、

飯館村や浪江町の住民は、放射線量の高い地域に避難をし、無用の被曝を強いられたと、

国や県への対応が９月７日の新聞報道に掲載されていたことは、ご承知のことと思います。 

原発から 120キロ離れた遠い会津地方においては、比較的安心と言われながらも、空間

線量はその値、もっとも低かったけれども、下水道汚泥などに高い放射性物質が含まれて

いることや、風評被害による農林漁業産物等に影響がありました。また、最近になって、

６月 10 日のＮＨＫ教育テレビで放映された中で、ホットスポットといわれる、当初から放

射能汚染があったものではなく、会津地方の河川の川底に異変が起きている。あるいは生

じているとのことであります。その原因は、野山に放射能が降り、雨や雪解けによっての

自然環境のもと、川へ流れこんだとされております。目に見えない物質が町民の命、町民

の健康を脅かして、財産まで奪い取るような状況になってしまったことは、非常に残念で

なりません。このようなことから、過般、６月の定例議会に原子力災害対策について質問

をし、ご答弁をいただいたところであります。 

現在において、いまだ震災による東京電力福島第１原子力発電所の事故は収束していな

い中で、最近になって原子力の再稼働が浮上してまいりました。お隣の新潟県にある東京

電力柏崎刈羽原子力発電所、この再稼働の可能性も伝えられております。そこで、一朝有

事の際に、わが町において防災計画は大丈夫だろうか不安を感じております。妊婦や幼い

子どもたちと将来の若者を守ることが大事であります。したがって、防災とは、危険を多

めに評価し、対策を講じて住民を守ることが一番大事なことと考えますが、今後、緊急な
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対策として取り組む必要があることから、お伺いをいたします。 

それでは、西会津町地域防災計画に放射能災害対策計画の考えについてでありますが、

原発事故の放射能汚染は、住民の生活に先の見えない大きな不安と影響を与えている現状

にあることから、緊急時迅速放射能影響予測ネットワーク、いわゆるスピーディのシステ

ム共有と、町民への的確な、迅速な伝達。放射能からの避難、または避難者の受け入れ。

放射能の測定。風評被害。外部被曝及び内部被曝に対する健康診断、あるいは検査。ホッ

トスポットといわれる河川の川底に異変が生じていることへの対応、関係する国や電力会

社への賠償請求対策などの教訓を踏まえて、西会津町地域防災計画にあらゆる放射能災害

を想定した放射能災害対策計画については、重要なことと思うが、町の考えをお伺いいた

します。 

次に、ケーブルテレビ高度化事業にかかる課題についてでありますが、本町においては、

多額の公的資金を投入し、先進的なケーブル高度化事業が推進され、情報化時代への対応

をされてきました。反面、便利になればなるほど複雑化し、管理や規制など、対処が求め

られてまいります。特に本町は、町民の財産ともいうべき施設に町の財源を投入し管理さ

れている中、ケーブル光ファイバーの業者による利用が想定されます。その際の町の施設

の利用について何点かお伺いいたします。 

１点目は、町の財産でありますケーブル光ファイバーを利用する際、どのような規則を

適用するのか、その条件などをお尋ねいたします。 

２点目に、このケーブル光ファイバーの空いている芯数、いわゆる線のことであります

が、この線に業者による利用はあるのか、あるとすれば、町はどのように管理しているの

かお尋ねいたします。 

３点目に、ケーブル光ファイバーを利用したタッチパネルの事業についてお尋ねいたし

ます。この事業に町はどのようにかかわっているのか、本来の利活用がなされていない実

態を見たり聞いたりしておりますが、町は指導など行う考えはないかお伺いをいたします。 

次に、防災無線の今後のビジョンについての課題でありますが、本町では、町民に情報

を伝達する手段として、防災無線が使用されております。緊急時においては、防災無線で

の情報伝達はより重要なものと考えられます。最近、防災無線において、聞きにくい、聞

こえない、言葉で話されている内容が聞き取れないなどの機器の整備不良から起きている

ものではないものの苦情など、町民からの声を耳にいたします。このことから町の考えを

お伺いいたします。 

まず、防災無線を家の中で聞いておられる町民のかたは、何を話しているのかまったく

わからない。チャイムの音は聞こえるけれども、言葉で伝達されている内容はよく聞こえ

ない、聞き取れない。外で聞いているときは聞き取れる。緊急時の無線放送で聞こえない

ことがあるとのことであります。このような状態を改善するには、防災を目的とした光フ

ァイバーを利用して、音声告知システム放送の機器を町民の住宅の中に取り付けることが

有効と思われるが、町の考えはどうか。ビジョンと併せてお伺いいたします。 

以上をもって質問といたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  おはようございます。５番、猪俣常三議員のご質問のうち、私からは、西会津町
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地域防災計画における放射能災害対策の位置付けについてお答えをいたします。 

ただいま議員から、原発事故による放射能汚染に対する安全性の高い見地からのご質問

がございましたが、議員もご承知のとおり、本年６月議会定例会でもお答えいたしました

とおり、町では、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、災害に対して町及び町内の防災

関係機関が総合的に対処していくため、西会津町地域防災計画を策定しております。 

この計画により、的確な情報収集や情報伝達による災害予防をはじめ、一朝有事の際に

は災害対策本部を設置し、迅速で的確な災害応急対策、町民生活の早期回復・正常化に向

けた災害復旧を実施することとなっております。 

現在、災害対策基本法により、福島県内で原子力災害対策を講ずることが義務付けられ

ております自治体は、原子力発電所の半径８キロメートルから 10キロメートルを基準とし

て、行政区や自然的・社会的条件を満たした地域を有する、いわゆる原発周辺の６町のみ

であります。この６町につきましては、原子力災害発生の際の情報伝達や避難、モニタリ

ング等の行動マニュアルなどの策定を地域防災計画の中に位置付けられております。 

現在の法律では、本町の地域防災計画の中に原子力災害対策を位置付ける義務はありま

せんが、今後、国から新たな基準や指針等が示されました場合には、それに基づき必要な

行動マニュアル等を町計画へ盛り込んでまいる考えであります。 

なお、ご質問の中にありました、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム、い

わゆるスピーディにつきましては、県防災情報システムにより、町に情報が入ることとな

っておりますので、有事の際には町民への迅速な情報伝達が可能となっております。 

また、町民の安全・安心を確認するための空間線量調査や水検査の実施と公表、風評被

害対策としての農林産物の検査及び各種イベントへの参加、外部被曝対策、あるいは内部

被曝対策としての放射線量測定器の貸出などにつきましても、昨年に引き続き実施し、放

射能対策に取り組んでまいる考えでありますのでご理解をいただきたいと思います。 

その他のご質問等につきましては、担当課長に答弁をいたさせます。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ５番、猪俣常三議員の光ケーブル高度化利用にかかる課題についてのご

質問にお答えいたします。 

ご承知のとおり、町では、平成 20 年度からケーブルテレビ高度化事業を進めておりまし

て、今年度の整備工事が終了しますと、全町的に光ファイバー網の幅広い利用が可能とな

り、高度情報化の推進に寄与できるものと考えております。 

はじめに、光ファイバーの貸与についての質問にお答えします。まず、光ファイバーの

空き芯の貸付から申し上げます。町では携帯電話の町内の全域で活用できるようエリアの

拡大事業に取り組んでおり、近年整備した地区やこれから計画されている地区においては、

本町の整備した光ファイバーの空き芯を利用し事業を行っております。現在、ＮＴＴドコ

モと東北インテリジェント通信の２社に１芯換算で約 161.5キロメートルの貸与を行って

おり、合計 11 の携帯電話施設に活用されております。 

次に、通信帯域の貸付について申し上げます。先に説明しました空き芯の貸付のほか、

町では、各世帯に引き込んでいる光ファイバーの通信帯域の未利用部分、空き帯域につい

ても、貸付を行っています。この空き帯域の貸付先は、株式会社テクニカルスタッフの 1
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社でありまして、タッチスーパー事業に活用されております。 

この光ファイバーの空き芯、空き帯域の貸付でありますが、西会津町光ファイバーケー

ブルの貸付けに関する要綱に基づきまして、個別案件ごとに契約書を取り交わし、有償に

て貸付を行っているところであり、貸付条件といたしましては、情報通信の格差是正や町

民の利便性の向上に資する事業に限定させていただいているところであります。 

つぎに、タッチスーパー事業についての質問にお答えします。本事業は、ＮＰＯ法人西

会津地域活動支援センターが、総務省の地域雇用創出事業、絆プロジェクトの採択を受け

立ち上げ、現在の運営は株式会社テクニカルスタッフが実施している事業であります。ま

ず、町の関わりについてでありますが、本事業の応募の際に、町の推薦書が必要との相談

がありました。事業計画をヒアリングしたところ、高齢者の買い物を支援する事業である

こと。地元商店の活性化につながること。新たな雇用創出になることなど、本町のニーズ

に合った先進的な事業であったことから、推薦書を交付するとともに、事業立ち上げに伴

って組織された地域協議会にも町職員を派遣し、町の立場で意見を述べさせていただいて

きたところであります。 

町としましては、今後とも当初計画に添った適正な事業運営が図られるよう、事業業者

に働きかけをしていきたいと考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  ５番、猪俣常三議員のご質問のうち、防災無線についてのご質問にお答

えいたします。 

議員もご承知のとおり、防災行政無線につきましては、気象情報や交通情報など町民の

皆さんの生活に密接に関係する情報を迅速かつ的確に発信してきたところであります。ま

た、地域の地形や住宅の位置などによる難聴対策につきましては、昨年度、奥川の塩自治

区をはじめとした５自治区におきまして、拡声子局や宅内個別受信機を設置するなど、今

まで改善を図ってきたところであります。 

このことから、今後につきましても防災行政無線が聞こえにくい地域等がありましたら、

随時調査を実施するとともに改善に努めてまいる考えであります。 

次に、防災行政無線の難聴対策としての光ファイバーを利用した住宅内への音声告知シ

ステムの導入についてでありますが、昨年発生した東日本大震災では、有線による防災情

報の提供を行っていた多くの自治体が、断線により情報伝達ができませんでした。また、

本町におきましても、新潟・福島豪雨によりケーブル線が断線した地域もありましたこと

から、有線の光ファイバーのみを利用した防災情報の提供につきましては、現在のところ

考えておりませんのでご理解願います。 

一方、防災行政無線につきましては、現在アナログ波で運用しておりますが、国の方針

としましては、常備消防の消防救急無線は平成 28年５月 31 日までに、市町村防災行政無

線はその後に、デジタル波への移行を行うとのことでありますので、今後、順次整備を進

め、町民の安全・安心の確保を図ってまいる考えでありますので、ご理解願います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  町長、それから各課長から説明をいただきまして、何点か私の考えが届くよ

うな部分を、ご質問をさせていただきたいと思います。 
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先ほど新潟のお話を申し上げましたが、再稼働をするということというのは、まず新潟

に原発がある限り、どの程度あるのかといえば７基あるわけです。そうしますと、お隣の

県のいかなる事故が起きた際、一番身近にあるのは西会津町、わが町が一番近いわけであ

って、そういう中での対策を講じていただける大きな問題を私としては申し上げたわけで

あって、そこには、この問題は、当初、スピーディは働かなかったという大きな問題があ

ったわけです。これは今回、９月７日の新聞の中に、浪江町長が文部科学省に７月の際、

仮定に基づいたものの計算については、いかなる情報があっても県民の皆さんに情報はし

ないということで、大きな問題になっていたはずです。そのために、高い放射線のあると

ころに避難をさせたということに対して、そこの町の町長さんは、ものすごく心を痛めて

いるというのがわかってきたということでありますから、今まさに福島県も新潟県も、こ

のスピーディの共有をしっかりと防災の中に入れていただければ、まずは住民の命を守っ

ていただくための対策として考えていただく、その点を再度確認をしたいということであ

ります。お聞きしたいということであります。まずその１点、お尋ね申し上げます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  ただいま議員から、福島原発、そしてお隣にある刈羽原発、これとの関係で、む

しろ私もそう思うんでありますが、福島原発よりも刈羽原発のほうが西会津町は近いとい

うふうに思っているところであります。そうしたことから、いわゆるこの原発に対する住

民の安心安全には、もっと周辺の自治体、あるいは国でいう半径うんぬんというよりも、

一朝有事の際にはどうあるべきかという対策というものについて、基本的にやはり策定を

しておくべきではないかという趣旨のことであろうと思うんです。確かに、私もそういう

安全に対して、万事、安全対策を講じていくということは、これは当然のことだというふ

うに思います。しかし、何せこの一つの町村単位で、それらを具体的に放射能対策、ある

いは原発が爆発した場合について、あるいは事故が起きた場合についてどうすべきかとい

うことについては、なかなかまだ、国や県からのそうした明確な災害対策にどう盛り込め

ということがきておりませんので、なかなか難しい判断が迫られているというふうに思っ

ているところであります。 

特に今回の福島第１原子力発電所の爆発というのは、まさに世界でも類を見ない、また

わが国では初めての経験でありますから、そのために、いわゆるスピーディが、その機能

が働かなかった。そして安全な地域に対する避難誘導というもの、そういったことが相当

問題視されているということは承知しているわけでありますけれども、そういう広い意味

からの安全対策というものについては、これから十分に国民的な議論を巻き起こして、そ

してその対策はどうあるべきかと、こういうことも私は必要だと思いますし、そういうこ

との状況をみながら、町における災害対策の中に、国、あるいは県からの指導要請であり

ますれば、やっぱり積極的にそういうものについては取り組んでいくというふうにしてい

きたいというふうに思っているところであります。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  スピーディのご質問にお答えいたします。 

国では、先ほど議員がおっしゃられたとおり、東日本大震災の際にスピーディの予測の

公表が大幅に遅れたため、周辺住民の避難に活用できなかったと、大変非難されていると
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ころでございますが、現在、国では、防災基本計画、それの見直し作業を進めてございま

して、スピーディにつきましては、その中で公表手順をきちんと明確化した上で盛り込む

と、そういった作業をしてございます。具体的に申し上げますと、ある程度きちんとした

解析ではない、粗い解析であっても、雲の流れの方向等が推測できれば、速やかに国から

都道府県、さらには市町村に情報を公表できるような手順ということで、現在作業を進め

てございますので、もし今後、このようなことがあれば、速やかな公表ができるようにな

るというふうに今現在、国で進めているところでございます。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  私もそのように考えておる１人でありまして、できるだけ国の基本計画もあ

りますでしょうし、また県のほうの地域計画の対策の問題もありますでしょうし、わが町

にくれば、地域防災対策の計画もあると思います。いずれにしても、文部科学省が言った

よな、あえて無責任的な考え方で公表はしないと、頑なにことを抑えてしまうようなこと

をするものではなくて、ある程度、これが出たというのは、先般、東北大に日本の原子力

放射線の科学学会の先生がたが講演をされたシンポジウムの中に、実際はスピーディを使

わなかったらできなかったはずではないのかと、これ携わったかたがお話をされてから、

この問題か大きくクローズアップされて、この地域の防災を見直していかなければならな

いということになったわけでありますので、ましてや西会津においても、このことについ

ては、大きな関心が高いものであろうと思いますので、あえてそういう部分については、

町のサイドで進めていただきたいと、こういうことであります。先ほど町長が言っておら

れましたように、一朝有事の際のいろんな立場で、国からの指針が示されたら、それを検

討してまいりたいという前向きな姿勢をお示し申し上げていただいたとこに対して、でき

るだけそのように進めていただきたいと、こんなふうに考えております。 

地域防災につきましては、特にいろんな項目を出しておりますけれども、その中で、一

つ一つやれば時間が限りなくかかってしまいます。その中でも、食品関係につきましては、

農林振興課のほうで一生懸命それに努力されているということもございます。それが風評

被害とか、そういういろんな検査をされておるということであります。ただ一番問題なの

は、外部被曝、あるいは内部被曝について、これは県のみならず、町としての対応をどう

これからしていかなければならないのか、そういった点をちょっと伺ってみたいと思いま

すので、お答えください。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ただいまご質問のありました外部被曝及び内部被曝に関する健康の関係

についてのご質問にお答えしたいと思います。 

これは県の、県民健康管理調査の中で、県としての方針がうたわれております。これま

で基本調査としましては、全県民を対象に県民健康調査を実施してございます。その後で

ございますが、詳細調査といたしまして、当時 18歳以下であった全県民を対象に、甲状腺

検査ということで、この検査をしてございますが、これは現在、原発周辺の市町村を主に

行っておりまして、先週でございますが、新聞報道にございましたが、今後はその市町村

の子どもたちで県外に避難している子どもたちを対象に、その検査をするという内容でご

ざいます。 
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また今年度から、19 歳から 39 歳の既存の検診対象外の県民の皆さまには、基本健診を

受けていただくということになってございます。さらに、これも県のほうでの対応でござ

いますが、県民健康調査に基づきまして、内部被曝が疑われる対象者、原発の周辺の住民

のかたでございますが、ホールボディカウンターということで内部被曝の状況を検査して

ございますが、新聞報道によりますと、基準値を上回るものはなかったというような新聞

報道でございました。 

以上でございます。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  そのとおりの報道でございました。だからこそ妊婦や、あるいは幼い子ども

さん、若い、これから将来、西会津町を背負って立っていただかなければならないかたが

たを、まず放射線ということについてのものを浴びないのが一番いいよろしいわけですが、

そうもいかない部分がございますので、できるだけそういう弱い大事なかた、こういうか

たがたをまず守っていただくための健康検査、診査、診察できる環境づくりをまずやって

いただくということを、まず要望しておきたいと思います。 

それから、ホットスポットというのが今出てまいりましたけれども、この問題について

は、先般、６月の 10 日、ＮＨＫの教育テレビの中で、阿賀野川上流の、ということでした。

そこで、その河川はということになりますと、阿賀川を指すような表現となっておりまし

た。現実に坂下の宮川という川で、１万 7,000ベクレルの川底から放射能の濃度が出たと

いうことが、私の情報を得る中で、得た内容でございます。とすれば、最初からあったわ

けではないというこですので、川底にはそれ相当なりの検査等も考えていただかなければ

ならない対応策も必要になってくるのではないのかということを伺っておきたいと思いま

すが、答弁をお願いしたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

川の魚等のモニタリングといいますか、そちらのほうについては、現在やってございま

して、あと川底の濃度検査につきましては、管理者が県でありますので、町としても、そ

ういったお話があるということでありましたら、県のほうに検査については働きかけをし

てまいりたいと考えてございます。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  ホットスポットといって、私どもは発電所を持っておりますし、川底は深い

ということもございますので、できるだけそういうところも含めてご判断をしていただき

ながら、町民に安心な、安全な態勢であるという旨をお示し申し上げていただきたいとい

うことも含めて、また、みんなが響くまちなんだよということは、町長の姿勢方針で示さ

れているまちづくりに密着するわけでから、そういうことも含めて進めていただきたいと、

こんなふうに思います。 

次の議題のほうに移らせていただきますが、光ケーブル高度化利用にかかる課題につい

ての件でございまして、先ほど光ファイバーの内容についてお答えをいただきました。私

はこれをなぜお話を申し上げたのかということは、あとで防災無線の関係と関わりがちょ

っとあるものですから、今、光ファイバーの有効活用という部分で、ちょっとお尋ねをし
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てみたいと思います。 

この光ファイバーは、10億程度のお金をかけて、立派につくりあげたわけでありますか

ら、そういうふうな利便性をさらに発展させていかなければならないということから、私

は質問をさせていただくわけであります。要は、先ほどタッチパネルというものが出てき

ましたけれども、本当は、実際は町の管轄ではないとは思うんですけれども、わかる範囲

内であれば教えていただきたいと思います。実際このタッチパネルというのが、この事業

にどのくらいの、何台くらいのものが配置されて、そして利便性が高い利活用がされてい

るのか、そういったところをお聞かせいただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

町も地域協議会に関わって、本事業の立ち上げに関わったというよなことを先ほど申し

上げました。当初計画、この機械の導入台数が 300台ということでありまして、そのうち

配送を行う業者に 15台だか使っておりますので、一般家庭には 285台を割り振れるだけの

事業を行ったということでございます。町でも貸与しておりまして、使用料というような

ことで、いただいておりますが、285 台、今現在、使用料の請求を毎月出しているという

状況でございます。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  290 何台ということがお話されました。そういうふうになってきたときに、

なぜこれを私が言うのかというと、いろんな業者というのは、この光ファイバーを、空芯

に対して、利用させて、宣伝させてください、ああさせてくださいというようなことは、

想定できるような気がしてならないわけであります。ただ実際相手方がいろんな免許を持

って、ここに入れさせてくださいといったときに、拒否できるのかな、拒否できないのか

なということなんですね。でも、拒否できない理由が一つあると私は考えておりますので、

そこの点を知っているところの部分でお答えいただきたいと思います。 

私が今言いたいことは、もし申請されて、どうぞこうしてください、ああしてください

といったときの規約というのも、規律も必要だろうと思います。それがあるのかないのか

を今お聞きしたほうがいいのかなと、こういうふうに思っていたところですが、そういっ

たところ、厳正な規制、規約があってこそ、この町の財産であるケーブル光ファイバーを

利用される、そういう場合に、町に還元できるようなものがあるのかないのかをお尋ねし

たほうがいいのかなと、こんなふうに思っておりますので、そこら辺のところをお答えい

ただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えします。 

先ほど答弁で申し上げましたように、現在、空芯と、空いている芯を活用しているのは、

携帯電話事業だけでございまして、あと空帯域を貸しているのは、タッチスーパー事業、

１件だけでございます。そのほか、町のケーブルテレビ光ファイバー網を活用させてくだ

さいというような話は、現在のところ業者から申出はございません。ただ、先ほども申し

上げましたが、この貸付にあたりましては、町で要綱をつくっておりまして、光ファイバ

ーケーブルの貸付けに関する要綱というような形で貸与の条件、そういったことを明示し
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ているということでございますので、その条件というのが、情報通信網の格差是正、それ

から町民の利便性向上、広く町民の皆さんの利便性向上につながるような事業というよう

なことで、貸出要件がございますので、何にでもこう貸与していくというようなことには

ならないということでございます。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  規約というのは、貸し付ける料金のみということですか。貸与する使用料金

だけですかということです。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えします。 

光ファイバーケーブルの貸付けに関する要綱というのは、１条から 11 条までございまし

て、この要綱制定の趣旨であったり、あと定義、貸付の単位、どういう単位で貸すのか、

貸付対象者、それから貸付期間、貸付料、貸付受付の申請の手続きの方法、あと決定の仕

方。それから貸付の方法、あと情報の公開とかというような形で、きちんとした要綱を策

定しておりまして、これにつきましては、町の要綱の一つとして例規集にもきちんと登載

されております。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  一部の内容をお話をしていただきました。ただ、この光ファイバーに、とに

かく使わせてくださいという、町の財政施設でもある、財産でつくっている施設なんだか

ら、町の施設であることは間違いないと思うんですね。これを簡単に、空芯を使わさせて

しまうということではなくして、私はある程度、大きな条件も厳しく付けておいたほうが

いいのではないかということも伺っておきたいと思うんですが、その点、お答えください。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

ちょっと何回も申し上げましたが、あくまでも条件を付けておりまして、情報通信の格

差是正、町民の利便性向上、そういったものに資する事業であれば、町としてこんな活用

に使いたいよということで協議をしていただいて、その要綱に当てはまるようであれば貸

与するということで、誰でも使っていいですよと門戸を開いているわけではなくて、当然、

町が審査をして、要件に当てはまらないものはその時点でお断りするというような形を取

っていますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  今の問題につきましては、私も質問に不備な点もあるかとは思います。いず

れにせよ、もう一度勉強させていただいて、内容を精査させていただきたいと、こんなふ

うに思っております。 

時間もなくなってきますので、それと絡んできますが、次の防災無線の関係のほうに移

っていきたいと思いますが、この防災無線の関係では、音声告知システムについては、設

置する考え方はないということを申し述べておられますので、ここについて私が考え方が

違う点が一つあるわけです。本来ですと、光ファイバーなのに、簡単に言えば音声告知シ

ステムの放送が入れることによって、いかなる場所であってもすべてが対処できるという

ことを申し上げておきたいと思うんですね。そこに聞こえる、聞こえないということに、
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いろんな問題があれば、それがすべて解消にもなると、解消になるから音声告知システム

放送の機器を取り付けたらいかがなものかと、これを町でやっていただけないかという部

分でお話してまいりたいと考えております。その点について、先ほど光ファイバーの関係

と関わってくる部分があるんですが、単刀直入に申し上げれば、その機器を町で設置する

ことを考えれば、いとも簡単に光ファイバーは、いつでもセッティング、設置できること

になっているわけですから、しかもこんなに立派なシステムをつくっておきながら、でき

ないということではなくして、町民の負託に応えられるだけの大きなものがあるんじゃな

いかと思うんですね。だから、そういうことを考えたときに、付けたほうがいいのではな

いかと、町の考え方をお聞きしたいと、こういうことで再度お尋ねを申し上げたいと思い

ます。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

先ほど私、答弁いたしましたのは、光ファイバーを利用した有線だけの防災の音声告知

システムは考えておりませんと、ですから、光ファイバーを活用した音声告知システム、

今後町としていろんな面で導入の検討の余地はあると思いますけれども、その中に防災無

線の機能を入れた部分でしたら、それは無線と有線の共有ということで考えはできますけ

れども、あくまでも有線だけの防災情報の伝達というのは、町として考えてございません。 

先ほどご答弁で申し上げたのは、有線の場合は断線すれば、すべて伝達ができなくなる

と、いろんな災害で断線すればできなくなりますから、そういったリスクを背負ったよう

なやり方はできませんということでありまして、あくまでも防災無線は無線を基本にやっ

ていくと、その中で光ファイバーを活用した音声告知システムが将来的に、仮に導入され

た場合に、いろんな機能があって、その中の一つとして防災情報の告知についても併用で

きるのでしたら、それは考えられると、そういったことでありますので、ご理解をいただ

きたいと思います。 

○議長  防災無線という言葉を使うから、防災情報の告知とか、そういう言葉を使わない

と一緒になってしまっているから。 

５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  今、私か言っているのは、防災無線は確かに聞こえないという話はしている

んだけれども、要は、光ファイバーという有線が入っているわけです、正直言うと。そこ

に各ご家庭のところには機器でもいい機器があって、それがタッチパネルも使える。それ

から音声告知システムにも使われる。そういうものがあるはずであったと、そういう部分

を強調して申し上げれば、接続することによって、いともこんなに立派なシステム化され

ているやつを、機器一つ入れることによってできないのかと、こうお尋ねをしているわけ

です。だから、無線がどうのこうのということは、今、防災無線は聞こえない、聞こえる

という、チャイムは聞こえるけれども、言っている言葉はなかなか聞こえないから、早め

にわかりやすくしてくださいよというのは、町民の声なんだぞと、こういう意味なのね。

だから、光ファイバーがいっている各町村でも、光ファイバーを使って、そして機器は音

声告知システムのやつを、機器を入れているから立派に伝達情報がスムーズにいっている

ということ。ここは光ファイバーがいっていても、無線で流しているから、すべてが通っ
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ているものだと思っているわけ、そういうことではなくて、聞こえる、聞こえないの解消

は、この光ファイバーを使うことの、家の中にちょっとセッティングすることによって機

械が活きてくるといっているわけなんです。それに対してお答えくださいといっているん

です。有線だから、有線のみという意味ではなくて。無線だから無線でこうだという意味

ではなくて、そこのところをお聞きしているんですよということをお尋ねします。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ケーブルテレビの高度利用の関係でございますので、こちらから答えさ

せていただきます。 

ケーブルテレビの高度化というようなことで、町では 10億以上の金を使ってやったわけ

です。これは目的は、とにかくテレビをデジタル化するんだということが一つあります。

それからインターネット、光ケーブルやることによって高速のインターネットができると

いうこと。それで今現在は、健康管理システムとか、先ほどいいましたタッチパネル、タ

ッチスーパー、そういった事業、それから空線を利用して携帯電話の利用なんかにも使わ

れているということでございます。 

今回のこの事業導入にあたりまして、町としましても、その高度利用というようなこと

を今後考えていきましょうということであったわけでありまして、その一つには、音声告

知といわれる部分も、一要素としてはあるということでございます。その件に関しまして

は、今年度、西会津町ではどういうものが必要なのかというようなことで、今年予算を取

っておりまして、その町の方向を出していきたいというふうに考えております。 

ただ簡単にですね、すぐにできるという話ではなくて、結構その各世帯にその端末を置

かなければならないということでありますので、大きな費用もかかりますので、その辺、

今年、町に合った方式はどうなのか、何なのか、それらを決めて、その費用等を勘案しな

がら、実施時期については検討していくということでございます。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  大変いいお話、答えていただきました。時間もなくなってまいりましたので、

そのような考え方のビジョンを示していただきたいということで、あえてビジョンと、そ

ういったことを含めてお伺いしたいと申し上げて、今回お尋ねをしたわけであります。そ

れ以上の契約等の問題もあるとすれば、なかなか難しいところがあるでしょうから、私と

しては、そのようなことをまずお願いを申し上げて質問を終わりたいと思います。 

以上です。終わります。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  ４番、伊藤一男です。私は、今議会定例会において、２項目にわたって一般

質問の通告をしておりますので、これから順次質問をいたします。 

まず最初に、西会津高校存続の取り組みについてお伺いをいたします。西会津高校は昭

和 23 年、山都高等学校野沢分校として開校をし、昭和 39年に西会津高校として独立、以

来今年で64年目を迎えようとしております。その間、6,200人余の卒業生を世に送り出し、

町はもとより、それぞれの各界において大いに活躍しているところであります。 

しかしながら、現在、西会津高校は、過疎化、少子高齢化の進行に伴い、入学者が激減

しております。今年度の入学者は 29名で、これで２年連続募集人員 80 名の半数を下回る
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状況となっております。県教育委員会の県立高校改革計画によると、小規模校の入学者が

３年連続で定員の半数を下回った場合、分校化や統合の対象となり、廃校へ向かっていく

危惧さえ現実のものとなってきております。 

このような状況の中、同窓会、ＰＴＡ、学校による西会津高校を考える会実行委員会を

立ち上げ、この難局を乗り切るべく、打開策を模索しているところですが、町として、高

校存続の危機をどのようにとらえ、どのような取り組みをしていくのかをお伺いをいたし

ます。 

次に、旧小学校廃校後の利活用についてお伺いをいたします。今年４月から、町内５校

の小学校が統合され、西会津小学校として順調にスタートしたところであります。統合に

伴い、各小学校はその長い歴史に幕を下ろすこととなりました。廃校に伴う、今後の旧小

学校施設の利活用は、各地域の活性化につながる大事なことと考えるが、その利活用状況、

また計画等について、町の考えをお伺いするものであります。 

また、統合小学校は、西会津中学校の隣接地に新しく建設され、27年度に開校予定にて

っいるが、現西会津小学校廃校後の利活用計画についても、この問題については、町民の

皆さんから、いまだに旧野沢小学校があれだけきれいに外装がなされ、また耐震の工事が

なされているのに、なぜ新しく学校を建てなければならないのかと、そういうようなこと

がまだ言われていますので、そういう町民の皆さんに理解を得ていただくために、具体的

に早くその利活用方法を示していただきたいというふうに思っております。 

以上をもって私の質問といたします。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ４番、伊藤一男議員のご質問のうち、西会津高校存続の取り組みについてお答

えいたします。 

西会津高校は、本町唯一の後期中等教育機関であり、本町における人材の育成や地域の

発展になくてはならない高校でございます。しかしながら、募集定員に対し入学者の過半

数割れが２年間続き、平成 19年度は存続の危機に立たされてしまったところであります。

そこで、町を挙げて存続に取り組むこととし、西会津高校活性化対策協議会を立ち上げ、

会津坂下町方面からの通学を可能にするため、町民バス運行等の支援策を実施いたしまし

た。 

その結果、平成 20 年度は募集定員の過半数を超える 73 名が入学したことで分校化は免

れ、平成 22 年度までの３年間は過半数以上を確保してきたところであります。しかしなが

ら、議員ご指摘のとおり、平成 23 年度から２年連続で過半数割れとなったことから、また、

存続の危機に直面する状況になってしまいました。 

そこで、本年６月１日に開催いたしました西会津高校活性化対策協議会での協議に基づ

き、魅力ある高校づくりの参考とするため、対策協議会長であります町長、そして校長の

連名で、西会津中学校生徒とその保護者のみなさまに対してアンケートを実施いたしまし

た。また、同窓会、ＰＴＡ、高校による、西会津高校を考える会が設立され、存続へ向け

た活動に積極的に取り組んでいただいております。さらに、過日、県教育委員会により開

催されました高校改革懇談会では、町長を先頭にすべての委員から、分校化の回避を求め

る意見、要望が述べられ、その結果、県教育委員会からは、県立高校改革計画に基づき機
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械的に分校化するのではなく、広く意見をいただいたうえで方向付けをしていきたいとの

考えが述べられたところであります。西会津高校活性化対策協議会では、今後、近隣の中

学校を２、３度訪問し、西会津高校のＰＲを積極的に実施してまいります。 

町といたしましても、現行の西会津高校支援策に加え、効果的で新たな支援策について

総合的に検討するとともに、皆さまのご努力を結集して西会津高校が存続できるよう全力

で取り組んでまいりますので、ご理解願います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ４番、伊藤一男議員の旧小学校校舎の利活用についてのご質問にお答え

します。 

学校施設は、多くの町民の思い出が詰まった学び舎であり、地域のシンボルでもあるこ

とから、その利活用の検討にあたりましては、町民の声を最大限に反映していくことが最

も重要です。そこで町では、昨年の８月と 11 月の２回、各地区で廃校の利活用に関する座

談会を開催し、そこでいただいた地域の皆さんのご意見を基に、このたび、西会津町廃校

施設等利活用計画を策定いたしました。その計画の主な内容につきましてご説明をさせて

いただきます。 

まず、旧野沢小学校、現在の西会津小学校校舎につきましては、新校舎への移転後、役

場庁舎及び公民館機能を移転する計画といたしました。現在の役場庁舎は老朽化が激しく、

災害時の防災拠点としての機能が果たせない危険性があること、また公民館については老

朽化とともに駐車場が狭く、多くの町民が集まる施設としては不便なことなどから、耐震

補強工事が完了している同校校舎に両施設の機能を移転し、住民サービスの向上を図るも

のであります。 

次に、旧尾野本小学校校舎及び講堂につきましては、町内の学校施設の中では最も耐震

性が低く、公益的な施設として利用することが難しいことから、将来的には解体撤去を視

野に検討しております。なお、跡地利用という観点では、小中学校に近接し、自動車での

アクセスもよいことから、町の大きな課題となっている保育所施設の整備候補地の一つと

して検討してまいりたいと考えております。 

次に、旧群岡小学校につきましては、座談会においても有効な利活用方法が出されず、

現時点では具体的な活用計画はありません。そこで、文部科学省の廃校活用プロジェクト

や町のホームページなどを通じまして情報を発信し、町内外の民間企業やＮＰＯ法人など

による利活用を公募してまいりたいと考えております。なお応募等があった場合には、地

域振興や雇用創出につながるかどうかなど、地元の皆さんと十分に見極めながら選考作業

等を進めてまいります。 

次に、旧新郷小学校につきましては、隣接する国際芸術村との一体的な利活用という観

点から、町の民俗資料や歴史資料の展示・保存施設としての活用を検討しております。現

在、町の民俗資料等は旧群岡中学校などに保管してありますが、見学できるような状況に

はないことから、それらを整理し、芸術村との連携した取り組みも可能な新郷小学校に展

示することで、町の伝統文化の継承に役立ててまいりたいと考えております。 

次に、旧奥川小学校につきましては、座談会等における地域の強い要望もあり、奥川支

所及び公民館分館、診療所の各機能を移転することといたしました。現在の奥川支所は老
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朽化が進み、駐車場も狭く、カーブに面した見通しの悪い場所に位置するといった問題が

ありましたが、この移転によりそれらの問題点は解消されると考えられます。また、奥川

地区においては奥川マラソンをはじめ、さまざまな地域活動の拠点ともなっているのが、

奥川小学校周辺でありますことから、そういったことも踏まえた移転計画でございます。

なお、移転に伴う改修工事に必要な経費は、今次定例会の補正予算で計上させていただい

たところでございます。 

以上、現時点における小学校施設の利活用計画について説明させていただきましたが、

今後も地域の皆さんのご意見や町の財政状況などを考慮し、随時計画の見直しを図ってま

いりたいと思います。なお、具体的な利活用は、実施計画等に計上の上、個々の施策の中

で実施してまいりますが、耐震や維持管理などの面で利活用が困難と判断される場合には、

解体や撤去、売却による処分も検討してまいりたいと考えておりますので、ご理解願いま

す。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、まず最初に、西会津高校の存続の取り組みについての再質問をい

たします。 

今年、西会津高校に入学された生徒は 29人なんですが、西会津中学校から入学された生

徒は何人いらっしゃいますか。まずお伺いしたいと思います。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  24 年度に西会津中学校から西会津高校に進学した生徒は 17名でございます。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  町の取り組み、いろんな一生懸命、支援策やら、いろいろとＰＲ活動やって

おりますが、やはり基本は、西会津中学校から、地元の中学校から生徒をいかに残ってい

ただくかと、その辺の取り組みについては、どのような取り組みをなされているかお伺い

をしたいと思います。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  再質問にお答え申し上げます。 

議員おっしゃるとおり、西会津中学校、地元の中学校でございますので、今の 17名だと

か 20 名ではなくて、今年あたりは 75 名、３年生おります。もっともっと率的にも、半分、

あるいは半分以上というふうな形で、西会津高等学校に進学していただければ、こんなあ

りがたいことはないというふうに常々思っているところでございます。 

したがいまして、今年度第１回目の活性化対策協議会におきましても、そのことが大き

な課題ですよということを確認しあいまして、それに基づきまして、議員おっしゃられた

考える会だとか、という形になって表れてきているところでございます。大いに西会津高

校、進学、あるいは就職において、どんどんどんどん実績を高めていけるように、町とし

てもこれから支援をしていかなければいけないと思いますし、当面、西会津高校に目を向

けていただいて、地元の高校を活性化していただくために、生徒の皆さん、保護者のみな

さんにも考える会の皆さまを中心にして、また町といたしましても、口こみというふうな

形になるかもしれせまんけれども、努力をしていかなければいけないと、こんなふうに思

っているところでございます。 
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○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  中学生徒の保護者へのアンケート調査なんですが、その辺の結果については

どういうような結果といいますか、簡単に、お尋ねしたいと思います。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  アンケート実施ということで、先ほどご答弁の中で申し上げました。数字的な

ことにつきましては、校長先生からちょっとお聞きしております。それを踏まえて、西会

津高校として魅力ある高校にするために、こういう方向で取り組んでいきますという方向

付けを今されている段階だと思います。それがはっきりしましたら、お聞きいたしまして、

町として西会津高校と連携して、生徒の確保に向けて取り組んでいかなければいけないな

と。また、支援策についても、そういう結果も踏まえて検討していかなければいけないな

と、こんなふうに思っているところでございます。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  アンケート調査の中から、そういう保護者の中から、やはり生徒の経済的な

負担、時間的な負担、そういったようなことというのは、やはりアンケート調査の内容か

らみられましたでしょうか。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  アンケートの中身でございますが、日頃西会津高校に対してどういう印象を持

っているかという設問がございまして、とても関心がある、関心がある、あまり関心がな

いとかという選択式で伺っています。それから、保護者の皆さんには、子どもに行かせた

い高校のポイントは何ですかと、こういう設問であります。それにつきましては、まず生

徒からの回答によりますと、関心が低いというお子さんも２割程度おられましたけれども、

みんな真剣にお答えをいただいておりまして、まず高校を選ぶポイントとしては、やりた

い部活があること、そして熱心な指導を受けられること。それから二つ目として、大学、

短大、専門学校への進学、これが実現できること。あるいは特色ある学校行事。それから

就職指導と就職内定率の向上。そんなところが生徒の皆さんは回答しておられるようでご

ざいます。 

課題としては、やはり生徒が入りやすい部活ということも、まず浮かんできます。それ

から進学、就職実績の向上ですね。授業の改善、レベルを高めていく、そんなことも触れ

られているようでありまして、これらのことを踏まえて、高等学校として、西会津高校を

魅力あるものにするために、こういう方向で行きましょうという作業を現在進めておられ

るところだと思いますので、その結果も参考にしながら、町としても考えていきたいなと、

こんなふうに思っているところであります。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  ちょっと質問を変えまして、９月３日に開催されました高校改革懇談会、こ

の内容については、先ほどちょっとお話されたんですが、もう一度その内容について、県

の教育委員会での見解ですか、その辺の話をもう少しお伺いしたいと思います。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  先ほど答弁で申し上げましたが、町長を先頭にいたしまして、委員の皆さま、

その委員の皆さまは、町からは町長、それから私、中学校の校長先生、中学校のＰＴＡ会
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長さん、それから高等学校の校長先生、ＰＴＡ会長さん、同窓会長さん、それから有識者

といたしまして、４名のかたが委嘱をされまして、会議にご出席をいただいたところです。

県教育委員会からは、高校教育課長、そして主任管理主事、それから管理主事とこのお三

方がお出になられました。そこで会議を持ったわけでありますが、ご承知のように議員お

っしゃるとおり、第２次の県立高校改革計画というのがございまして、それで３年間募集

定員に対して過半数を超えられなかった場合には、分校化、あるいは廃校と、こういう方

向で整理をしますよと、こういうふうになっているわけであります。少し話が長くなって

申し訳ないんですが、これにつきましては、一昨年、県の教育委員会におきまして、10 年

以上も前につくられたその改革計画、議員おっしゃるとおり、少子化等々に耐えられるも

のではない。高等学校をなくすための計画になっていると。そういうことを見直して、中

山間地の高校にも存続の道があるように、そういうことで学校の存続につながるように、

この改革の計画を見直して検討していくんだと。学校教育審議会というのがございまして、

そこに諮問をしたわけなんです。１回だけ会議を 23 年の当初に持ったわけでありますが、

３月の東日本大震災をむかえてしまいまして、サテライト高校だの、その対応に追われま

して、実際その会議は開かれていないんです現在。その部分を早めに進めていただきたい

ということ。町長からはいつも先頭に立って要望活動を展開していただいているわけであ

りますが、県の教育委員会に対しては、この見直しの趣旨にそって、中山間地の高校が存

続するような方向で検討してもらいたいということ。それから 35人学級も視野に入れてと、

西会津高校が残るような方向で十分にご検討願いたいんだということで、要望活動を続け

てきているところでございますので、それにそいまして、これからも強力に展開をしてい

かなければいけないなと。 

それにしましても、来年、過半数を超える生徒さんに必ず入学していただけるように、

私ども町、高等学校、そして考える会、町民の皆さま、みんなで力を合わせて、確保に向

けてがんばっていかなければいけないなと強く思っているところでございます。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  その９月３日の高校の改革懇談会において、町長は何か要望とかされたと思

うんですが、その辺は、町長の要望についてはどのようなことであったのかお伺いいたし

ます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  この改革委員会の中で、冒頭、私から町のこれまでの取り組み、いわゆる現在ま

で、平成 19年の、あの状況から今日にいたるまで、西会津町として西会津高校というのは、

町にとってはなくてはならない高校教育の機関だということで、その必要性というものに

ついて、十分私の考えを述べさせていただいたということであります。 

したがって、町としては今後も存続対策協議会、これらを通じて、これは一定程度、こ

の要件が整い、あるいは入学生の過半数以下を超えたからといってやめるものではなくて、

やはり今後とも、その対策協議会を通じて町としてできる限りの支援をしていきたいとい

うことも、改めて県のほうに申し上げたところであります。また、特に教育長からも言わ

れたように、今回の見直しのそのもととなるものは、もう 10 年も前に策定されたものを現

在にあてがって、そして過半数割れをした場合についてはこうですよと、今ほどのような
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内容にそって対応していると。私はこれは非常におかしいと、改めるべきだと、一つは少

子化、もう一つは、私は今回の原発事故によって、あるいは大震災によって県内に１万数

千人がこの避難をしてしまったと、そして、なおかつこの今、県外に行っている子どもさ

んたち、これはもう高校も含めてですけれども、本当にこれから福島県の教育というもの

を長い目で見た場合について、こうした会津地域において受け皿となるような高校機関と

いうものは、やはり私はしっかりもっていくべきではないかと。県のほうにおいても、や

はりそうした取り組みというものもしっかり対応していただきたいという話を申し上げ、

県のほうに要望を行ったということであります。 

正式の名称で、存続と言いましたけれども、活性化対策協議会、これ存続ということで

はなくて、活性化ということで正式名称であります。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  教育長、そして町長からの力強いお話いただきまして、何とかなるのかなと、

そういうような気がいたしました。私は人材育成の視点から、やはり西会津高校というの

は、やはり既存の町の企業の、一つのやっぱりそういう受け皿といいますか、やはり西会

津高校があって現在の町にある企業が、その従業員が、やはり多数いて、それによって企

業が成り立っている。そういうふうに私は考えておりますので、やはりその辺の、企業が

やっぱりこれから人がいなくて、立ち行かなくなるということも十分に頭に入れながら、

西会津高校の存続を考えていったらいいのではないかというふうに思っております。 

そして、これからは中長期的な視点から考えますと、やはりさっきから言われましたよ

うに、西会津の生徒だけでは、これはまかないきれるものではなくなってきますよね。そ

うすると、やはり今、西会津町で友好都市というか、交流都市がありますよね。そういう

交流都市、やはり横浜市とか、鶴見区、世田谷、そういったところの中学生へのそういう

ＰＲ活動や勧誘もこれから必要になってくるのではていかと、それは交流人口の増加も含

めて、やはりその辺も視野に入れながら考えていくべきではないのかと、そういうふうに

思っておりますが、その点、町の考えというか見解についてはどうでしょうか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  まず地元高校で就職を希望される、いわゆる西高で就職を希望されるかたという

のは、私は比較的多いというふうに思います。これから、例えば工場誘致、あるいは地元

企業の育成ということを考えたときに、一番問題となるのは、例えば企業誘致の場合に、

そこに工場の場所が、工場を設置する場所があるかどうかということも当然ですけれども、

それ以上に、就労人口がどれだけいますかと、こういうことが問われたときに、私はやっ

ぱりこの就労人口、そして新しい企業が来たならば、それに対応できるような人口という

ものについては、こうですということで、やはりこの提示のできるようなまちづくりとい

うことをしていかなければ、なかなか現在の企業誘致というものについても難しい。さら

には、工場を増設するにしても、あるいはこの就労人口というものを、やはり中心になる

わけでありますので、そうした場合に、ちゃんとここに高校を卒業して地元で働ける、あ

るいは働いてもいいという人を確保する意味においては、私は西会津高校の優位性という

ものをしっかり持って、存続をするための働き、そういうことの取り組みは町としても十

分に対応していかなければならないということであります。これは将来的に向けても、私
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は大変重要な、大きな課題だと思っております。 

今、議員からご提案がございましたけれども、交流人口の促進というものは町の大きな

取り組みの一つでありまして、ただ、イベントに行ったからいいとか、あるいはつながり

を持ったからいいとかではなくて、やっぱりその先には、今ほど言いましたような、観光

やあるいは人材が逆に西会津町に、そうした居住できるような環境整備とか、あるいはそ

うした視点を持って取り組んでいくべきだろうというふうに思っているところであります。

したがって、そうしたこともこれから視野に入れながら、取り組みを進めていくべきでは

ないかと、こんなふうに思っているところであります。 

さらに、これからの存続の中にあって、町としてやっぱり考えていかなければならない

のは、西会津だけではないと、この存続問題を、危機的な問題を考えている。それは、只

見高校であり、川口高校であり、南会津高校、こういったところにおいても、やはりこう

した存続に危機的な状況にあると。今、それぞれの学校がどういう支援策を講じているの

か、資料を取り寄せておりますので、それと西会津町が地元高校に対して支援している内

容というものについて、やはり精査をしなから、そういった他の市町村との見合いという

ことについてもしっかり対応していくべきではないのかなというふうに思っておりますの

で、そのところは教育委員会とも含めて、十分検討してまいりたいというふうに思ってい

るところであります。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、最後にこの問題で、町としてこれから県の知事部局や、県教育委

員会に陳情というのは考えていらっしゃいますかどうかをまずお聞きしたいと思います。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  先ほどご答弁でもちょっと触れさせていただきましが、対策協議会、来月には

もう開かせていただいて、そこでまたいろいろな要望等について出し合って、現在の動き

の状況を確認しながら、先ほど申し上げましたように、35人学級、県においては新たな中

山間地の高校が存続できるような改革、これを強くやっていただきたいんだということを、

町長を先頭に要望等も含めて、検討してまいりたいと思っております。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  これで再質問を終わりますが、とにかく教育長にしても、小学校中学校のい

ろんな問題があって大変だと思います。また町長についても、やはり町の全体のいろんな

問題というようなものを抱えて大変だと思いますが、それぞれ町の一つの大事なことと、

そういうような位置付けで、これからひとつ頑張っていただきたいと思います。 

続きまして、旧小学校廃校後の利活用について再質問をいたします。まず、先ほど課長

から、いろいろ答弁いただいたわけでありますが、その中で、各廃校施設の中にプール等

があるんですが、プール等の利活用について、まだちょっと触れられていなかったので、

その辺についてお伺いをしたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

小学校に設置されているプールの活用というようなことでございますが、廃校、今回の

計画の利活用計画の中に、ちょっと盛り込ませていただきましたが、プールについては、
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やはり今後、維持管理をしていくということはちょっと困難だろうというふうに考えてい

るところでございまして、西会津小学校は当然閉校まで使っていくことになりますが、そ

れ以外の小学校につきましては、順次解体というような方向で検討していきたいと考えて

います。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  話というか、よく聞きますんですが、プールについては防火用水的なことで

残すのかなと、そういうような話はあるんですが、そのようなことは考えていないんです

か、防火用水的なそういうあれについては。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  企画情報課のほうでは廃校利活用計画というような形で計画を策定しま

して、内部協議をしたわけでありますが、担当部局も水利に困っていて、防火用水として

使わなければならないというような話は出てまいりませんでしたので、そういった活用は

ちょっと考えられないかなというふうに考えております。取り壊しという方向で進みたい

と思っています。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  旧群岡中学校の利活用についてなんですが、向かいに群岡診療所があるんで

すが、群岡診療所もだいぶ古くなっておりますので、群岡診療所の移転については、そう

いう考えはないでしょうか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ただいま、群岡診療所の移転に関するご質問でございますが、旧群岡中

学校の空き教室を利用してはというご質問だと思いますが、現段階では群岡診療所の移転

については検討しておりませんので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  たいぶ古くなっておりますので、やはりもし移転というか、新しく建てるの

か、移転するのか、その辺はもう考えておかなければならないことだというふうに思いま

すが、その辺はどうでしょうか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  お答えいたします。 

現在、群岡診療所でございますが、これまで、昨年もそうでございましたが、何度か改

修工事、改装工事等をいたしまして、患者さんにご不便のないような形で改修はしてまい

りました。建物自体の老朽化につきましては、議員ご指摘のとおりでございますが、現段

階では改修、改造という形で進めてきておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  いろいろ改修工事とか、いろいろやっておりますが、群岡診療所はこれから

残すということについては問題はないと。例えば西会津診療所にそういうまとめるとか、

そういうことからして、廃校後の利用は考えられない、そういうことはどうですか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、廃校利用に伴うご質問でございますが、現在の診療所の在り

方でございますが、今後、トータル的に検討をしていかなければならないとは考えてござ
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いますが、現時点では、現在の場所に診療所ということで継続していきたいと考えており

ますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、次の質問に移りたいと思います。 

旧新郷小学校の利活用なんですが、これについては民俗資料館的なものとして使ってい

ければと、そういうようなことでありますし、やはり芸術村との連携といいますか、その

点からして新郷連絡所の廃校への移転というようなことも十分に考えられることだと思い

ますが、いかがでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

新郷小学校に新郷の連絡所をというような話も、懇談会の中で地元の皆さんからも一部

出されたところであります。新郷小学校は、正面から入るのに下から階段を登って行くよ

うな状況になっていまして、車の横付けもなかなか本当に厳しいような状況、バリアフリ

ーという面からしますと、なかなか高齢者の皆さんが日常、こう利用する新郷連絡所とし

てはどうなのかなというふうに考えていたところであります。それが芸術村とうまく活用

して、そういった機能も一緒にするというようなこであれば、将来的に考えられないこと

はないかと思いますが、現時点ではそういったことで無理だろうというふうに考えたとこ

ろでございます。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  旧新郷小学校については、やはり芸術村もあることから、やはり連絡所を移

転したりして、職員を置いて、管理運営がちゃんとできるような、そういう形が望ましい

のかなと、そういうことで質問したわけですが、その点について。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  廃校の活用につきましては、財政状況をみながら、順序、できるところ

から順序よくというようなことでございます。新郷につきましても、これから具体的な計

画を立てていくことになると思います。そういった段階で検討させていただきます。 

○議長  ４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  旧小学校廃校後の利活用についても、これから十分検討なされまして、とに

かくいいものを、地域の活性化につながるようなものをやっていただきたいと、そういう

ふうに要望を申し上げまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長  暫時休議します。（１１時４６分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  皆さん、こんにちは。２番、長谷川義雄です。昨年の３月 11 日の東日本大

震災由来の事故により、エネルギーの確保が問題となり、脱原発が活発に議論され、毎週

金曜日にはデモが行われるなど、節電も含めて一人ひとりがよく考えなくてはなりません。

また、教育現場においては、いじめが原因による自殺が相次ぐなど、大きな社会問題にな

っています。このような状況を少しでも解決することが急がれています。そのような中で、

私は一般質問の中にエネルギー政策及び学校教育問題について一般質問をしたいと思いま
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す。 

まずエネルギー政策についてですが、一つ目として、再生可能エネルギーが注目されて

いる状況の中で、わが町においては、太陽光発電、小水力発電、バイオマス発電等を設置

する世帯に、町独自の補助金制度を設ける考えはないかお聞きします。 

二つ目として、わが町の森林資源などを活用して、雇用を創出するような地場産業を構

築する考えはないかお尋ねします。 

学校教育についてですが、一つ目として、新年度より保健体育の授業において、武道と

ダンスが必修となっており、西会津中学校においては剣道を選択していますが、怪我の有

無及び改善すべき点はないのかお聞きします。 

二つ目として、全国的に問題になっているいじめが、西会津町においてはあるのか。ま

た、対策についてはどのように考えているのかお尋ねします。 

二つのテーマについて私の一般質問といたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  ２番、長谷川義雄議員のエネルギー政策についてのご質問に、私からお答えをし

たいと思います。 

昨年の東日本大震災を起因として発生した福島第１原子力発電所の事故以来、国・県と

もエネルギー政策を大きく転換し、原発に依存しない社会づくりを目指して、再生可能エ

ネルギーの導入を積極的に推し進めているところであります。 

こうした状況を踏まえ、本町においても、町の風土や特性に合った再生可能エネルギー

導入に積極的に取り組む考えでありまして、福島県再生可能エネルギー導入等による防災

拠点支援事業を活用して、西会津診療所をはじめとした五つの公共施設に太陽光発電設備

の設置に取り組むことといたしております。このほか、県の補助事業である再生可能エネ

ルギー可能性調査事業を導入して、小水力発電事業の可能性調査にも本年度事業として取

り組むこととしております。このため今次補正に本費用を盛り込んでいるところでござい

ます。 

また、本町の再生可能エネルギーの推進方針を定めた西会津町再生可能エネルギー導入

推進計画の策定作業を現在進めております。太陽光発電、太陽熱利用、小水力発電、風力

発電、バイオマス利活用、雪氷熱利用などの事業を盛り込み、広く事業を推進していくこ

とといたしました。ただいま議員から提起のありました再生可能エネルギー事業に対する

町の補助制度につきましても、本作業の中で検討しておりますので、来年度からの導入を

図ってまいりたいと考えております。 

また、再生可能エネルギー固定買い取り制度が本年７月１日にスタートいたしましたこ

とを受けて、本町についてもメガソーラーや風力発電といった事業についても、民間業者

が施設立地に関しての調査等に訪れるようになっております。また、森林資源の活用を利

用したバイオマス発電事業についても、本町への立地協議が来ております。事業導入に向

け各種協議が進められているところであります。こうした事業にあたっては、町内に豊富

にある森林資源の有効活用になるほか、雇用の創出や地域の活性化にも大きな効果をもた

らすものと期待しておるところであります。こうした事業立ち上げを協議する地域協議会

に町も森林組合などとともに参加をいたしまして、事業化を支援していく考えであります。 
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このように、再生可能エネルギーをめぐる情勢は大きく動いておりますので、今後も国

や県の動向を注視しながら、積極的に取り組んでまいりますので、ご理解をいただきたい

と思います。 

その他のご質問等につきましては、教育長より答弁いたさせます。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ２番、長谷川義雄議員のご質問のうち、学校教育についてお答えいたします。 

はじめに、本年より必修となりました剣道についてのご質問にお答えいたします。中学

校においては、平成 24 年度から武道が必修となったことから、西会津中学校におきまして

は、剣道を選択いたしましたが、授業は、年間指導計画に基づきまして、11 月から実施す

ることとしております。剣道は、開校以来、部活動で実施しており、これまでも安全面に

は十分留意して指導してきたところであります。授業におきましても周到に準備をし、負

傷することのないよう万全を期して指導してまいりますので、ご理解願います。 

次に、いじめについてのご質問にお答えいたします。議員ご指摘のとおり、現在、いじ

め問題が全国的に憂慮されております。いじめは、どこにでも起こり得るといわれており

まして、日頃から、その未然防止及び早期発見・早期解決に向け取り組むことが大切であ

ると考えております。 

本町におきましては、全国的に問題となっているようないじめは見られませんが、児童

生徒同士のトラブルや問題行動が見られた場合には、直ちに教育委員会に報告をいただく

とともに、教育委員会、学校、家庭が連携して早期解決に向け取り組んでいるところであ

ります。本年４月に５校が統合してスタートいたしました西会津小学校におきましても、

関係各位のご尽力により、おかげさまで児童は環境の変化に適応できており、いじめ等も

見られない状況にあります。今後とも、児童生徒が、いじめのない、楽しく充実した学校

生活を送れるように努めてまいりますので、ご理解願います。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  まず最初にエネルギー政策についてですけれども、先ほどの答弁の中で、

来年度は計画しているということで、それは理解しました。その中で、森林組合と共同に

より検討するということですけれども、他の町の、例えば森林組合に勤めなくても、自分

で働けるような、例えば南会津町では間伐材を自分で集めて、１カ所に集積して、そこに

補助金を出すというような考えはあるのでしょうか。あくまでも森林組合を主体としてな

のか、大きくとらえるのもいいでしょうけれども、林業従事者が勤めなくても、自分で働

けるような制度を考える考えはないのかお聞きします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  議員のお尋ねの中で、実は森林組合とエネルギー政策というのをドッキングして

いるのかなということでお答えしてきたつもりでありました。エネルギー政策のバイオマ

スに関する間伐材の利用というのは、これは町が事業主体となって、それを積極的に取り

組むということではございません。こうした大規模な計画になりますと、資金での問題や、

あるいは将来的な計画というものをしっかり立てていかなければならないわけでありまし

て、例えば民間参入、こういった場合について、町との協議がございましたならば、やっ

ぱり町が持っているノウハウや、あるいは補助を受ける場合のいろんな制度、政策的なも
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ので町との協議が必要だという場合について、町としても積極的にそれに協力をしていく

と、あるいは森林組合もそうしたことに対応していくというようなことでの取り組みを考

えているところでございます。 

また、森林組合は、今ほどの話でありますと、それとはまったく別に、今、広く町内の

86％の、この西会津の森林資源というものをどう利活用するんだと、あるいはそういう中

で雇用形態をどのように考えているんだとなってくると、エネルギー政策とはまた違った

意味での町の森林計画ということになろうかと思いますので、そうしたことについては、

今後森林組合との協議、あるいは現在森林組合が事業主体となって行っております間伐の

取り組みや、あるいは植林、こういったことでいろんな雇用形態が取り組まれる、あるい

はそういう取り組みの中で雇用が創出されるということについては、これは町としても積

極的に進めていきたいという基本方針で、現在、森林組合との協議は行っております。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  わかりました。あと、それと先ほどの答弁にもありましたけれども、太陽

光発電とか、小水力発電とか、そういった事業にも補助なり、あとは町が資料を取ってあ

げたり、あとは申請手続きなどもやってもらえばありがたいと思うんですけれども、どう

でしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えさせていただきます。 

個人への補助制度についてだというふうに思われるわけでありますが、町で、町長の答

弁でも申し上げましたように、来年度から各種再生可能エネルギー、個人的に取り組む、

住宅に取り組む、さらには事業所で取り組みたい、さらには農業用施設で活用したい、そ

ういったものに対しての補助制度を現在検討しております。 

これは、あくまでも町の補助事業でございまして、太陽光などにつきましては、実際に

導入するにあたり国の補助もありますし、県の補助もあるわけでありますが、そこに町の

補助を新たに制度的に設けたいということでございまして、町に申請手続きを取っていた

だいて、補助金を交付するというようなやり方を考えております。太陽光だけに限定して

いる町村が、福島県で導入している状況をみますと多いわけでありますが、西会津町では

広く小水力だとか、太陽熱利用だとか、そういったものに取り組む場合にあっても補助金

を出せるような仕組みをつくっていきたいということで現在考えているところでありまし

て、国から補助をもらうための申請のお手伝いとか、そういったことは現実的には実際事

業を導入する業者さんが指導しながらやっているのかなというふうに思いますので、町で

そこまでは検討しておりませんので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  今の答弁ですが、私は国の補助の手続きではなくて、町がその手続きのお

手伝いをしてくれるのかなと、資料を収集とか、国の補助ではなくて、小水力発電をやる

場合に、申請手続きが複雑だと思います、たぶんやる場合、水利権の問題とか、そういっ

たときにアドバイス、町があればいいのかなという質問です。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  そういったものを導入したいというようなときに、申請の手続きなんか
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もすべて町として応援できないかというようなことでございますが、どういったことを想

定されているのか、ちょっとつかめないわけですが、その許認可に関しましては、なかな

か個人的に水利権を取得したり、やるということはちょっと難しいのかなというふうに思

うんですが、その辺はちょっと町がお手伝いすれば、できるという作業ではないのかなと

いうふうに思います。そんなことなので、どういったことが想定されるのかがちょっと想

像つかないわけですが、簡単なお手伝い等についてはしていけるかもしれませんが、すべ

て町がお膳立てしたような形で事業を応援するということは、ちょっと困難だというふう

に考えております。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  では、それはわかりました。私がさっき質問したとおり、町には広大な森

林と、町のまわりには遊休農地が資源として眠っているわけです。ちなみに遊休農地とい

うのはどのくらいあるんでしょうか。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  遊休農地、耕作放棄地の面積だと思いますのでお答えいたします。 

平成 21 年に農振農用地の白地の部分の耕作放棄地調査をしました結果では、全体で 556

ヘクタール、それから農振農用地といわれる部分については、農業委員さんが農地パトロ

ールをされておりますので、それと合わせますと、だいたい全体で 620ヘクタールほどあ

ります。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  私がその遊休農地を聞いたという意味は、エネルギーの問題と関連がある

からです。といいますのは、今、遊休農地、耕作放棄地と、優良農地とあるでしょうけれ

ども、あまり利用されていないと思うんです。それで、その利用の仕方として、今は一般

的にソバをつくっている人も多いでしょうけれども、ソバなどは原発の被害で価格が低迷

で伸びないと思うんです。私が言いたいのは、その場所に、例えば菜種の油を植えて、地

元で食にしたり、余ればエネルギーにも変えることができる、そういった観点から質問し

たわけです。そういう考えはありませんか。 

○議長  遊休農地とか、耕作放棄地は荒れているからだから、ソバつくっているところと

か、畑にしているところはそういう言葉じゃなくて、それを理解して。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

今回、今検討しておりますのでは、あくまでも再生可能エネルギーについて、町の補助

事業なり、町の推進方針をちょっと考えているということでございまして、遊休農地のそ

の有効利用、それから菜種をつくって、それを油にしてというようなところに関しまして

は、町として今現在検討していないというような状況でございますので、ご理解いただき

たいと思います。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  私が菜種の油を植えたらどうでしょうかというのは、エネルギーも含めて

多方面に考えたからです。教育行政を含めて。健康を含めて。というのは、西会津町はか

つていたるところに菜種が植えられていたわけです。今は、その菜種というのは、用途が
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広いからです。食べることもできる、昔は食べることしかできなかった。今は自動車を走

らせることができる、それもエネルギーの一環だと思うからです。それは町の特産品とし

てそういったことを進めれば、マイクロバスを走らせることもできるし、農家の働く意欲

として、現在高齢者というのは経験と、まだ元気があります。町長が昨日、一昨日と敬老

会をみてわかるように、老人の元気なパワーをもらって、それを次の世代に伝えれば、町

の特産になるのかなと私は考えたんです。そうすれば、老人も働く意欲もできます。私の

夢からもしれませんけれども、春は菜種と、秋はコスモス、全国的にみれば小豆島はオリ

ーブ油と、大島は椿油、西会津町は菜種油ぐらいのビジョンは、町長は考えはありません

か、ちょっと大きくなりますけれども、エネルギーに絡んで。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  確かに遊休農地といわれるものが 620ヘクタールもあるということでありますが、

しかしそれは、全部集めればそういう面積になるということでありまして、それは場所的

にやると点在しているわけであります。そうした点在しているところで、一斉に菜種を植

えて新しいエネルギーをつくりだそうという発想は非常にすばらしいというふうに思って

おります。できるかできないかは別にしても、そうした新たな遊休農地の利活用がエネル

ギーとして活用できるような菜種油、あるいは菜種を植える、そういったことの施策とい

うことは、やっぱた考え方によっては有効なのかなというふうに思いますので、十分そう

いったご意見については拝聴させていただきたいと思います。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  町長の答弁、ありがとうございました。私はエネルギー政策の２番に関連

して質問したつもりです。森林資源などと、あと雇用も創出と、地場産業の構築と、進め

てもらうことに期待します。 

質問を変えまして、学校教育なんですけれども、まだ剣道はやっていないということで、

子どもたちに聞いたんですけれども、今年は過ぎたからいいでしょうけれども、夏場だと

剣道の防具の匂いがするとか、匂いがきついとかあったんですけれども、その対策は大丈

夫でしょうか。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  再質問にお答え申し上げます。 

剣道の大会などを見ても、本当に夏でも冬でも大汗かいて試合をやっていることであり

まして、胴衣等も汗が染みこんでというのがだいたい実態かなと、こんなふうに思うわけ

でありますが、その管理等々については、個人持ちではなくて学校として準備をしており

ますので、万全を期していかなければいけないと思っております。 

先ほど答弁申し上げた中で、11 月からということで、ちょっと舌足らずではございまし

たが、中学校の体育につきましてもご承知のように、外でやる種目等々もございます。し

たがって、どちらの学校でも同じなんですが、陸上だとかサッカーなどの球技、あるいは

水泳、こういうのは日が長い、外でできる活動として全般に計画を立てて位置づけるとい

うのが一般的でございます。今度、必修化されました武道については、室内でできる種目

でございますので、どうしても 11 月以降と、こういうふうにずれ込むような結果になるわ

けでございます。そんなことで指導してまいりますので、今まで部活動の経験もございま
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すから、そういう経験も踏まえて、汗対策等も十分に注意をして、指導にあたっていただ

くように指導してまいりたいと思います。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  わかりました。それでは、最後のいじめ問題についてですけれども、今ま

での教育に関わった中で、いじめ問題に直面したことはありましたか、教育委員長、教育

長それぞれにお聞きしたいと思います。 

○議長  今までというのは、人生の経験の中で。 

教育委員長、井上祐悦君。 

○教育委員長  私の教育現場における経験からというようなことでお尋ねがあったと思い

ますけれども、ご答弁申し上げたいと思いますが、直接的に私自身が学級担任をしたり、

あるいは校長という立場でいじめに直面したというような事例はございません。ただ、現

在、教育委員長という立場で定例の教育委員会等で、この問題について非常に危機感を持

って定例会等で話し合っているわけでありますけれども、ないというような認識ではなく

て、あるかもしれないという強い危機感を持って、これは対応していかないと、まず解決、

もしあったときの解決は無理であるというような感じで話し合いをしているところでござ

います。 

といいますのも、いじめと、それから小学校低学年等における小さな子どもにおける、

いわゆる冷やかしとか、からかいとか、仲間外れとか、そういう部分で、これがいじめな

のかどうかというような区別も非常にしにくい部分がございます。それで、ご存知とは思

いますけれども、文部科学省については、いじめとはこういうことなんだという、しっか

りとした定義を各現場に指導しているところであります。 

いずれにしましても、それが言葉で表れたり、あるいは態度で表れたり、さらにはもっ

と中学生、このような問題を起こした大津等におきますと、恐喝とか、あるいは暴行とか

というような大きな問題にきてはじめて、これはいじめだというふうにしてとらえてしま

うんですが、そうではなくて、小さな、さっき言ったような現象、これらをやっぱり見逃

すことなく、早急に、学校では慎重にやっぱり取り上げながら進めていく、ともすると、

こういう問題というのは、人目に付かないところで起こりやすい。陰で行われる傾向があ

るというようなことから、先ほどの教育長の答弁にもありましたように、学校、そして家

庭、地域社会、教育委員会、この辺がまさに一体となって、早期解決に取り組んでいく必

要があるというふうに思っておりますし、まずもって大事なのは、やっぱりいじめのよう

な、あるいはさっきいった小学生の小さな問題のようなことが発生しない学校づくり、い

わゆる学校は楽しい、みんなが助け合う、協力しあう、そういうような日頃からの学校づ

くりが大事だと、私はずっと常々思って、学校現場に携わってまいりました。 

現在、そのような状況の中で教育委員会という中で話あっておりますけれども、具体的

には教育長のさっき答弁にありましたような形、本町においては、そういう事実は発生し

ておりませんが、早急にやっぱり、こういうことがあったならば、学校と連絡を取り合い

ながら早期解決を図ってまいりたいと、そのように思っておりますので、ご理解いただき

たいと思います。 

○議長  同一質問で、個人的というあれだったけれども、立場で答えてもらうという形で
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いいですよね、個人のあれはここではちょっとあれだから、教育長としての立場でね。今

は教育委員長の立場でね、今度、教育長の立場で。 

教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

教育長としての立場でということでございましたので、一教師の端くれとして現場にい

た当時のことは直接的には触れないで、今の立場をもとにお話をさせていただきます。今

ほど井上委員長からお話がございましたように、国ではいじめの定義というものを定めま

して、全国の全学校を主に配布をして徹底をしているところであります。ご承知のとおり

かと存じますけれども、その定義は、まず自分より弱い者に対して一方的に苦痛を与えて

いくこと、それが手段としては身体的、心理的な攻撃。体ですから、殴ったり蹴ったり、

それから今度は言葉で、というふうなことであります。しかもそれは継続的に加える。相

手が深刻な苦痛を感じる。こういう状況をいじめと、こういうふうにいうんだと、こうい

うことであります。 

こういう点から考えますと、西会津町におきましては、そのようないじめは、今のとこ

ろ見られません。ただ、学校現場であります、人間の集団でありますから、子ども同士の

ちょっとしたトラブル、あるいは問題行動等が見られます。それに対しては、教育の原点

は家庭にあって、しかも家庭と学校と地域がそれぞれの役割をはたしながら、一体になっ

て連携して子ども育てていかなければいけないという大原則があるわけです。そこのとこ

ろを大事にしながら、早期に発見をして、早期に解決する。これが決め手であると、こう

いうことでございます。実際、西会津中学校におきましても、トラブったりすることがご

ざいます。また問題行動も見られます。そのような折には、学校からいち早く報告をいた

だき、そして学校に対してこうしたほうがいいですよ、こう対応してくださいというふう

な形で指示、指導をしているわけでありますが、なんといっても、その早期解決のために、

学校だけでは限界がございます。学校と家庭、場合によっては地域の皆さんからの情報な

ども参考にしながら、ご支援をいただきながらということになりますが、教育委員会、関

係者で連携をして、一体になって育てていかなければいけないという観点からやっている

ところであります。 

今の子どもたちの社会といいますか、その中では、議員の皆さまもお聞きになっている

かと思いますが、自分がちょっと悪いことをした。問題となるようなことをした。それは

友達がそれを見ていて、先生に報告をした。それをチクったと称して仲間外れにしたり、

いじわるなことをしたりということがありがちでございます。その場合、心の教育が大事

なわけでありますから、自分がやったことが友達から先生や親さんに報告されても、何で

すかそのやり方は、報告されても間違いないと、そういう行動をしなさいと、生活をしな

さいと、その指導が大事だというふうに思って、学校にも今、組織的に取り組んでいただ

いているところでありますが、地域、家庭、すべてにおいて、そういう風潮、年齢制限が

あるわけです。車の運転は 18歳以上ですよ。そういう縛りをしっかり守れる。そういう子

どもに育てていかなければいけない。そこが原点であろうと思いますし、そういうことの

指導の積み重ねが、いじめの防止にもつながっていくのではないかと、こんなふうに考え

ているところでございます。 
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○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  西会津町では、不幸なこともないんですけれども、いじめ対策はマニュア

ルなり準備は万全になっているというふうに理解されていいんでしょうか。 

あと、もし起きた場合に、他県の教育委員会では、全校生徒を集めて集会やらアンケー

トを取って対応はしているんでしょうけれども、あってはならないんですが、あった場合

にそういったアンケートを、それはプライバシーの問題もあるでしょうけれども、開示を

する考えはありますか、ないですか。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ことが起きてから調査うんぬんではなくて、現在、西会津中学校においては、

学期に数回、子どもたちから自由記述で調査をしたりしております。これは例の大津の問

題もありますので、もっと回数を増やして、新たな情報を得やすいような状況にしていく

ことが大事ろうと、もちろんそこでプライバシーは守らなければいけません。 

公表、開示うんぬんですが、公表については、その結果については、いじめがありまし

た、ありませんと、そういうことについては積極的に公表すべきだと、こんなふうに思っ

ています。一人ひとりのペーパーについて開示、これはもうあるべきではないと、こんな

ふうに考えております。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  教育長の答弁で、ことが起きないように、内容についても開示すると、そ

の言葉を聞いて安心しました。プライバシーも大事ですけれども、子どもの命が大切です

ので、今後もよろしくお願いします。 

あまり質問が多いと、私からのいじめになりますので、これで質問を終わります。 

（「議事進行」の声あり） 

○議長  議事進行、13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今の質問者は、開示について教育長は了解したみたいなことをおっしゃい

ましたが、教育長は、あったないは知らせますが、個々の内容は開示しないと、はっきり

答弁しているわけです。誤解をしていますから、もう一回答弁したほうがいいです。 

○議長  開示は、その全体のアンケートはやるけれども、個々のやつはしないというのは

理解しているんでしょう。 

２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  私が開示というのは、最悪の事態の場合です。大きな問題にならないとき

は、アンケートの内容程度でいいと思います。最悪の場合には、保護者と信頼を得るため

に開示してほしいと言ったんです。あくまでも、そういった説明会とか、あった場合です

よ、なってほしくないから言うんですけれども、説明会というのはあくまでも説明であっ

て、一般的に、社会的にとらえているのは答弁なんです。答弁というのは説明を加えるこ

と、答弁というのは答えて、弁明することであって、説明というのは、あることが内容、

理由、異議など、よくわかるようにと説明するのが説明です。私はその意味で言ったわけ

です。だから、問題がなければ開示しないほうがいいと思います。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ご理解いただいているとおりかと思います。私が申し上げたのは、何かそうい
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うことが、起きてはならないんですが、起きた場合に隠すような、そういう動きはまずあ

りえないですよということが一つでございます。それから、学期に数回やっている意識調

査等々の結果を踏まえて、教育委員会に報告をいただき、先ほどご答弁申し上げましたよ

うに、家庭、そして学校、教育委員会が連携して、その個々について、親さんとも十分に

協議をして、その都度解決を図っていくんだと、それが早期解決でございますので、そう

いう点でご理解を賜りたいと思います。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  これで私の質問は終わります。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  渡部憲と申します。３番です。ただいまより通告順に従いまして、質問を開始

します。 

まず第１に、先ほど長谷川義雄議員から質問がございましたいじめ問題について、私も

同様に質問をいたしたいと思います。ただ私は別な角度から質問いたしたいと思います。 

まず、いじめ問題についてでありますが、現在、いじめ問題の解決は、わが国の教育に

おける緊急の課題となっております。昨今、全国各地において、いじめを苦にしたと考え

られる児童生徒の自殺が相次いで発生するなど、大変憂慮するべき状況であります。本町

教育委員会としては、早急に対策を講じるべきと考えます。そのことを踏まえ、教育長に

本町のいじめの実態をお伺い申し上げます。 

二つ目は、野沢町内の流雪溝についてであります。野沢町内の流雪溝につきましては、

３月に質問した件を再度質問いたしますが、流雪溝の不具合、砂利づまり、ごみづまり、

そして水量調節板を今年度に改修するというお話でございましたが、その対応と進み具合

をお尋ねいたします。 

また、町として除雪、融雪について、野沢町内の将来のビジョンについて、どういう考

え方を持っているのか伺います。 

二つの問題につきまして、簡単明瞭なる答弁を求めます。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ３番、渡部憲議員のご質問のうち、いじめ問題についてのご質問にお答えいた

します。 

議員ご指摘のとおり、現在、いじめ問題が全国的に憂慮されているところでございまし

て、いじめは、どこにでも起こり得るといわれており、日頃から、その未然防止及び早期

発見・早期解決に向け取り組むことが大変大切であると考えております。 

本町におきましては、全国的に問題となっているようないじめは、現在のところ見られ

ませんが、児童生徒同士のトラブル、あるいは問題行動が見られた場合には、直ちに教育

委員会に報告をいただくとともに、教育委員会、学校、家庭が連携をして早期解決に向け

取り組んでいるところでございます。 

本年４月に５校が統合してスタートいたしました西会津小学校におきましても、関係各

位のご尽力により、おかげさまで児童は環境の変化に適応できており、いじめ等も見られ

ない状況にあります。 

今後とも、児童生徒が、いじめのない、楽しく充実した学校生活を送れるように努めて
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まいりたいと存じますので、ご理解願います。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  ３番、渡部憲議員の流雪溝についてのご質問にお答えします。 

本町地内の流雪溝に堆積した土砂への対策でありますが、本側溝は農業用水路としても

活用していることから、その用途を終える秋以降に計画していたところであります。現在

刈り入れを目前に控えているところであり、用水が完全に不用になる今月末から作業に入

りたいと考えております。 

次に水量調節板についてですが、先に克雪活動実行委員会から改善の要望を受けている

ところが２カ所あります。再度克雪活動実行委員会と協議・調査をして、支障ある箇所に

ついては降雪前に改修する考えでありますので、ご理解願います。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  ただいま教育問題につきまして、いじめ問題につきまして、教育長から答弁い

ただきました。今まで、いじめはなかったんだと、西会津町には。そう答弁いただきまし

たが、私は本当はあったんじゃないかとそう思います。個人的意見ですけれども。これ西

中の統合、そして小学校の統合、それで育ちも生まれも違う、そして学校も違う生徒さん

が集まれば、いろんな問題が起きる、これは当然であります。その中にいじめもありまし

ょう。特に学校や教育委員会には、いじめの兆候や対応に不適切であったものもみられま

す。これは西会津を特定したものではございませんが。学校は、人間教育の育成の場であ

り、秩序を持った行動をし、そして素直で明るい思いやりのある生徒を育てる場だと私は

思うのであります。これは学校だげではなく、家庭にもいえることで、親子が常にコミュ

ニケーションを持つことがいかに大切であるか、これは本当に大事なことであるんです。

だから教育長、学校も教育委員会も、いじめ問題を隠ぺいすることなく、町学校、ＰＴＡ

も一緒になって、真剣に取り組む問題であると私は思います。そして、いじめは犯罪であ

り、絶対に行ってはいけない行為である。それを生徒に自覚させるべきであります。 

私はできたら、精神教育も行ってほしいと。これは、精神教育というのは、私は自衛隊

に行ってきましたからわかるんですけれども、毎日、毎日やるんですよ、そうすると体に

身に付く、そういうことも検討していただきたい。 

そして、文科省や政府も、やっと重い腰を上げまして、命にかかわる場合は、その案件

を国に報告させ、教育委員会を指導すると、現場任せにせず、国が積極的に介入すると、

できれば警察権力の介入も辞さないんだと、そういう方針を国としては決めました。 

町としても私は、対応策としてスクールカウンセラーの配置や、スクールソーシャルワ

ーカーを増やす。または教員の研修の充実、そしていじめの防止のための第３者委員会、

これを立ち上げるべきだと、私はそう思います。そういう考えはありませんか。 

そして、西会津の小中学校からは、いじめは絶対になくすんだと、教育長の本当に力強

い決意を、ここでもう一度私はお伺いしたい。そして、人手が足りないんだと、そして先

生がたも常に見るようないんだという場合は、13人も議員がおるんですから、われわれみ

んなお役に立ちますよ。そして、子どもの命が救えるんだったら本望でございます。議長

だってだめだとは言わないから、これ許可いりますからね。そういうことで、もう一度教

育長の力強い決意をお聞きしたいと。 
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○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  渡部憲議員おっしゃること、九分どおり同意しております。と申しますのは、

冒頭、西会津にはいじめはあったんだと私は思うという部分がございましたが、開校以来

のことをおっしゃっているのか、そこの部分、ちょっと定かでないんですが、ご質問の中

で、現在ということで、今年の７月に大津の問題が明らかになって、少なくともあれ以降

とか、そういうような限定した範囲でお答えをしておりますので、そこの部分はご理解を

賜りたいと思います。 

そういうことで申し上げますと、現時点で国の定義に基づくようないじめは、西会津町

においては存在していませんということは断言できることでございます。ただ、議員おっ

しゃるのとまったく同感でございますが、人間は 10人集まればみんな性格も顔かたちも違

います。その 10人がみんな自立をする、そして尊重される、だから世界で一つの花なんて

いう歌もあると私は思っているんです。 

それで、自分と考え方が違うから仲間外れにするんだとか、いじわるをするんだとか、

そんなことは絶対学校としては許さないんだよと、家庭でも許されないんだよ。そういう

教育の原点の部分で、地域の皆さまも含めて、一致して子どもたちに指導にあたっていく

必要があるなと、こんなふうに思っております。 

それから、いじめがあった場合に、大津のように対応が遅れたり、隠そうとしたり、こ

ういうことは絶対にあってはならないことだと私も思っております。したがいまして、ま

ず学校現場では、心の教育といいますか、道徳の教育と同じでございまして、友達、ほか

の人をいじめたり、悪口を言ったりすることは、人として、人間として許されることでは

ないんだよと、そこの指導教育を徹底してやるべきだと、こういうふうに思っています。 

したがって、今、小学校、中学校においても、会議等で申し上げますけれども、今、申

し上げたように、十人十色でみんな違うんだと、その違いはみんな許されるんだと、そし

て尊重しあって仲良く、みんながよくなるように学んでいくんだと、その考え方を徹底を

して、いじめにつながらないように、学校での教育、また家庭での教育、地域での教育も

進めてまいりたいなと、こんなふうに思っているところでございますので、ご理解を賜り

たいと思います。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  教育長の考え方、わかりました。教育委員長、同じ考えでしょうか。 

○議長  先ほどもそうですが、同じ質問で何人もに、それはちょっと控えてください。 

３番、渡部憲君。 

○渡部憲  もう１回だけ教育長に、教育委員会には報告はなかったと、なかったからない

という断言するのは、私はちょっと理解しがたいところがございます。ただ今、悪いこと

に学校評価制度、校長評価制度、それから先生の評価制度がありますよね、そうすると、

やはりいろんな面倒くさいのは、教育委員会に報告しないほうがいいんじゃないかという、

そういうことも私はあるんではないかと思います。そういうことは絶対ないように、ひと

つ何事もみな、みんな全部、教育委員会に報告して、みんなで一緒になって、そういうい

じめ問題というのをなくすんだと、佐藤教育長しっかりしているからそれは大丈夫だと思

うんですけれども。 
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それから二つ目ですね。建設水道課長から 

○議長  一問一答だから、答弁をもらって次に移ってください。答弁いいならいいですけ

れども。 

○渡部憲  答弁はいいです。 

○議長  じゃあそう言って、続けてやってください。 

○渡部憲  この流雪溝の問題です。流雪溝は、秋までやると言っていただきました。ただ、

これ同じ、われわれも克雪委員長、青木さん、いらっしゃいます。俺も副委員長ですけれ

ども、今度は、やっぱり朝、叩き起こされなくてもいいと思いますよ、今度は。ちゃんと

やってくるれというから。だけど、なんぼこの流雪溝、そのほかに一本、本町から旧会津

信用金庫の裏を通って、リオンドールを通って、それから道の駅に流れている流雪溝あり

ますよね。これの蓋はどうなっていますか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議員おただしの流雪溝については、本町から南裏線を通って走る流雪溝

のことかと思います。蓋とおっしゃいますのは、下に下っての話かと思いますが、それに

つきましては、除雪の排雪の雪が流雪溝に入って、雪づまりを起こすというようなことで、

今まで角材を上げ、その上にコンパネをあげておりました。本年もこのような態勢でいき

たいというふうに考えております。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  それが問題なんです課長。そのコンパネは、あげるのはいいですよ。しかしあ

そこは、町の雪捨て場になっているんです。そうするとコンパネの上に雪があがります。

そうするとコンパネは水分を吸って、ベニヤですから、下に落ちてしまうんです、その水

路にね。そうすると水があふれて、むかいの土地にばんばんばんばんその水が当たるわけ

です。そうすると、土留めに使っている木が腐ってしまう。そうすると、その土地が崩れ

てくる。わかりますか。それで私は、その地権者のかたから言われました。何とかしろと。

これは町の雪捨て場ということは、町の除雪車をもって、冬の臨時職員のかたが押してく

るわけです。それであそこに投げるんですから、これは町の管理なんですよ。だから、全

部あそこまでやれというわけではないんですけれども、その 20メーターくらいのものです

から、毎年毎年コンパネ新しいのと取り換えていないで、何かいい方法はないのか。それ

で私はすぐ隣で工事をやっておられる業者に聞いたんです。これどうしたほうがいいと思

いますかと言ったら、渡部さん、それはコンパネなんかあげてもだめだから、こういうＨ

鋼をこう並べなさいと、20 メーターくらいだから。そうすれば蓋も何もいらないんだと、

そういう返答がございました。そういう考えはありませんか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  このおただしの流雪溝の件でございますが、うちのほうに、いつも水が

あふれるという報告がちょっと来ていなかったもので、大変申し訳ありません。なお現地

を確認させていただきたいと、このように考えておりますので、ご理解願います。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  課長からは建設的な答弁をもらいました。 

いじめ問題、そしてこの流雪溝問題、異常なくやってもらえると私は信じます。これで
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私の質問を終わります。 

○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  皆さんこんにちは。７番、多賀剛でございます。今定例会に３項目の質問通告

をしておりますので、通告に従いまして順次質問をさせていただきます。 

まず初めに、空き家、空き店舗対策及び危険家屋、廃屋対策についてお尋ねをいたしま

す。2005 年、日本全体が人口減少社会に突入し、今後、加速度的に人口が減少していく中

で、数々の社会問題が取りざたされております。過疎化が急激に進行している本町にとっ

ても例外ではなく、少子高齢化とともに、今後大変憂慮される問題であるのが、この空き

家、空き店舗対策と危険家屋、廃屋対策ではなかろうかと思われます。 

核家族の進展により、今後ますます空き家等の数が増えてくるのは明らかであり、私の

周辺を見渡しても、老人だけの世帯、またはすでに子どもが町外に土地を求め、住居を構

えておられるかたがたくさんいらっしゃいます。いずれそのかたがたの家は、近い将来空

き家となるのであります。町内の中心通り沿いでも、シャッターが閉まったままの店舗、

空き家が目立つようになりました。また最近では、歯が抜けるように更地となってしまっ

た土地も数多くあります。 

このような中、昔のような賑やかな街並みを取り戻したいと思いつつも、なかなか効果

的な妙案が出てこないのも事実であります。現在のところ、空き家、空き店舗の状況は数

を含め、どのようにとらえているのでしょうか。また、有効活用に向けた取り組み、対策

はどのうよになっているのかお尋ねをいたします。 

もう１点は、空き家になってからも所有者に連絡が取れて、適正な管理がなされている

ならば特に問題はないのでしょうが、長い年月を経過してくる間には、所有者が不明とな

ったり、適正な管理を行わない、あるいは行政の指導にも従わないなど、こういった問題

が発生することも想定されます。そうなった場合、景観上も決していいものではありませ

んし、周辺住民に多大な迷惑を及ぼします。また、生命、財産の危機となるような重大な

事態になることも大変心配されます。現に、ここ何年かの豪雪では、屋根の積雪により倒

壊のおそれのある家屋があったり、また最近のニュースでは、不審者が空き家に入り込み、

生活をし、近隣住民の金品を奪う目的で強盗殺人事件を起こすという、大変残忍な事件も

報道されております。また、火災等の心配もあり、防犯上の観点からも大変憂慮されるも

のであります。現在の危険家屋、廃屋の状況は数を含めどうなっているのか、また所有者、

使用者には、どのような指導、対応をしているのか、今後の対策も併せてお尋ねをいたし

ます。 

２点目といたしまして、ＩＣＴのまちづくりに関連して、モバイル通信、高速無線通信

環境の整備についてお尋ねをいたします。本町は周辺市町村に先駆けて、通信インフラの

整備に力を入れてまいりました。ケーブルテレビ高度化２期工事が完了すれば、全町で光

ファイバーによる高速通信が可能となり、本町のような山間部にいながらも、都市部と変

わらない通信環境が整うとされております。 

しかしながら、都市部と比べて歴然とした格差があるのが、このモバイル通信や高速無

線通信環境の分野であります。加えて申し上げれば、大変残念なのが、地デジ放送のサテ

ライトアンテナがないために、アンテナをあげても地デジのテレビ放送を見ることはでき
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ません。この件に関しましては、放送事業者の都合もあるのでしょうから、町当局として

は、以前から表明しているとおり、今後もサテライトアンテナの設置に向けた要望を引き

続き継続していただき、将来、テレビ電波のない空白地帯とならないよう、しっかりとし

た対応を望むものであります。この件は通告しておりませんので、ご答弁は結構でありま

す。 

先ほど申し上げましたＷｉ－Ｆｉなどに代表されるモバイル通信や高速無線通信環境の

差は歴然とあります。本町にはＷｉ－Ｆｉスポット等のエリアが残念ながらありません。

最近は私のまわりでも、多くのかたが使っておりますが、携帯電話からスマートフォンへ、

パソコン、あるいはノートパソコンからアイパットのようなタブレット型の端末へと利用

者が急激に伸びております。 

このような変化の中、いまだに、この役場庁舎内は有線ランシステムであります。図書

館に行ってもＷｉ－Ｆｉなどのスポットエリアにはなっておりません。また、よりっせ、

道の駅においても同じであります。この通信環境を整備するというのは、住民の利便性の

向上ばかりではありません。本町は交流人口の増加に力を入れております。本町を訪れる

観光客やビジネスマン、何気なく立ち寄った人でも、今、話したような通信環境があると

いうのは、町の魅力をアップするばかりではなく、滞在時間が長くいられるようになった

りなど、商工観光分野の発展にも十分寄与するものだと思います。加えて申し上げれば、

ＮＴＴのアナログ回線の環境があれば、費用もそんなに多額にかかるものではありません。 

以上のことから、役場、公共施設、よりっせなど、多く人が集まる場所にＷｉ－Ｆｉス

ポット等のモバイル通信、高速無線通信環境を整備することはできないかお尋ねをいたし

ます。 

３点目の質問といたしまして、ＩＣＴを活用した防災対策についてお尋ねをいたします。

昨年９月定例会でも申し上げましたが、緊急速報メールについて再度お尋ねをするもので

あります。災害時、あるいは緊急時、現在は防災無線を主体に広報、周知活動を行ってお

ります。それに合わせケーブルテレビの文字放送や町の広報車を使って広報に努めている

ところであります。私は、これまでのこのシステムが機能していないとか、効果がないと

申し上げているのではございません。防災対策、あるいは一刻を争うような緊急時は、今

までの広報手段にプラスして、いろいろな手段を複合的に組み合わせることによって、周

知の制度が上がり、より多くの住民が情報を得ることができるものだと思います。 

以前、同僚議員がＶＨＦの low波を使った防災ラジオ放送が、災害時、大変有効だとい

うような話もされました。また、先ほど猪俣議員は、ケーブルテレビの光ファイバーケー

ブルの空き帯域を利用して、音声告知システム放送が有効だという話もされました。私は

それぞれ大変有効で効果があるものだと思います。町民の安心、安全、命にかかわること

でありますから、すべてできればこれにこしたことはないと思います。しかし導入にかか

る費用の問題、運用費用など、費用対効果の面でなかなかすぐには取り組めないというの

が実情ではないかと思います。 

この緊急速報メールは、昨年も申し上げましたが、配信対象エリアの受信者は、緊急地

震速報と同様に、月額使用料や通話料がかかりません。導入にかかる初期費用と年間の運

用費用も、他の伝達手段に比べれば各段に安価であることなど、費用対効果を考えれば、
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なぜ導入しないのか、できないのか、そのほうが私は理解できません。昨年の担当課長の

ご答弁では、その導入に向けて検討するということでありましたので、その後どのように

検討されたのか、いつごろなら導入できるのか、再度お伺いするものであります。 

以上の３点を私の一般質問といたします。明快なご答弁をお願いいたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  ７番、多賀剛議員のいくつかのご質問のうち、私からは、危険家屋対策について

の、ご質問にお答えをいたしたいと思います。 

空き家・空き店舗などの老朽化した危険家屋対策については、防災、防犯、景観などの

観点や、周辺住民に倒壊の不安を与えるなど、本町にとどまらず、全国的な課題であると

認識しているところであります。町が独自で行った調査によりますと、老朽化が著しく、

倒壊により道路や通行者、周囲の家屋に損害を及ぼす恐れがある建物は、町全体で約 10

棟であります。家屋の管理につきましては、原則として所有者や管理者が行うべきものだ

とこう考えております。しかし、近年、解体費用や相続などの問題によって、老朽化した

空き家等を放置するケースが増加傾向にあります。 

町といたしましては、このような危険家屋につきましては、所有者や管理者に対し、状

況などを説明しながら適切な管理を行うよう指導するとともに、今後の動向を見極めなが

ら、空き家対策に関する条例の制定などについても検討してまいりたいと思っているとこ

ろであります。また、防犯上の問題がある場合においては、警察や防犯協会などの関係機

関との連携を図りながら、対処してまいる考えでありますのでご理解いただきたいと思い

ます。 

その他のご質問等につきましては、担当課長に答弁いたさせます。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  ７番、多賀剛議員のご質問のうち、空き家・空き店舗対策についてお答

えいたします。 

町では、交流人口の拡大や地域の活性化を図るため、町外のかたがたに空き家情報の提

供を行っております。町内の空き家につきましては約 200軒を数え、昨年の３月に東日本

大震災による被災者の受入れが可能な家屋等も含め、空き家調査を実施しましたところ、

10軒の空き家について所有者の承諾を得たことから、それら空き家について被災者への紹

介、県や町のホームページへの掲載をはじめ、首都圏でのＵターン・Ｉターン説明会にお

いて情報を提供してまいりました。 

この結果、昨年度は空き家５軒に被災者のかたが入居され、今年度はこれまで６軒の物

件について情報提供しておりますが、そのうち２軒にＩターンを希望するかたと工事関係

のかたが入居しております。空き家の利活用につきましては、今後も空き家所有者に事業

の周知を図るとともに、所有者の承諾を得た物件については、ホームページ等による情報

提供を行うなど、交流人口の拡大、集落の活性化に向けて取り組んでまいる考えでありま

す。 

次に、空き店舗につきましては、商工会に確認しましたところ、町全体で 25 の店舗が確

認されており、そのうちの 18の店舗が野沢町内にあるとのことであります。商工会により

ますと、これまで空き店舗を借りたいというかたがおりましたが、空き店舗のほとんどが
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店舗兼住宅であるなど、課題もあることから契約までには至らなかったとのことでありま

す。 

町としましても、商店街の活性化や街並景観の保持の観点から空き店舗対策は重要であ

ると考えており、今後商工会をはじめ関係機関と連携を図りながら、活用策等について検

討してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ７番、多賀剛議員のご質問のうち、高速無線通信環境の整備についてお

答えいたします。 

５番、猪俣議員への答弁でも申し上げましたとおり、町では、平成 20 年度からケーブル

テレビの高度化事業を進めており、今年度の整備工事が終了しますと、全町的に光ファイ

バー網の幅広い利用が可能となり、高度情報化の推進に寄与できるものと考えております。 

ご質問の高速無線通信環境につきましては、急速に進む情報化社会に対応するために、

あらゆる分野でその整備が求められていると認識しております。特に、Ｗｉ－Ｆｉスポッ

トなどモバイル機器を利用できる通信環境につきましては、飲食店などを中心に全国で 20

万カ所以上が設置されておりまして、公共施設においても設置が増えている状況にあり、

本町ではロータスインと民間店舗２施設に設置されているところであります。Ｗｉ－Ｆｉ

環境の整備について調査してみましたところ、町ケーブルテレビ加入施設にあっては、大

きな整備費用を要しないことが判明しましたことから、道の駅、さゆり公園等の観光客の

多く集まる施設から設置について、検討してまいることとしましたので、ご理解願います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  ７番、多賀剛議員の緊急エリアメールについてのご質問にお答えいたし

ます。 

防災情報を周知する新たな情報ツール、緊急情報メールサービス、いわゆるエリアメー

ルは、携帯電話会社のメールサービスを利用し、国や市町村から災害発生時に避難勧告や

各種警報などの緊急情報を通信するサービスであります。 

町では、昨年９月定例会におきまして多賀議員からご質問をいただき、その後、当時、

配信サービスを開始しておりましたＮＴＴドコモとエリアメールの無料配信契約を締結い

たしました。また、他の携帯電話会社のエーユーやソフトバンクにおいても、本年から同

様のサービスを開始しましたことから、現在、無料配信契約に向けた作業を進めていると

ころであります。エリアメールにつきましては、携帯電話全ての機種に対応することはで

きませんが、議員おただしのとおり大規模な災害時や緊急時の有効な情報伝達手段の一つ

でありますことから、町といたしましても有効活用を図ってまいる考えでありますので、

ご理解を願います。 

○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  それでは、順番に再質問をさせていただきます。まず、この空き家、空き店舗

対策についてお尋ねをしますけれども、商工観光課長からご答弁いただいた内容は、理解

できました。被災者を中心に何件か入居の実績があったということでありますが、これは

空き店舗の活用策、主にといったほうが正しいかもしれませんが、この以前、町長が、こ

の野沢のまちなかは、ふるさと自慢館を中心に、この野沢宿、宿場町の街並みを中長期的
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には、景観も含めて整備しなければいけないんではないかというような話を、私うかがっ

たことがあるんですが、そういった際、私は近くで、近隣であれば、会津若松市の七日町

商店街、七日町の街並み協議会というのがあるそうなんですが、あそこは年数が結構かか

りましたけれども、今は大変、25万人もの観光客が立ち寄る、いわゆる集客の目玉スポッ

トになっております。 

そんな中で、われわれ野沢の町内も、こういうあそこの取り組みというのは大変参考に

できる面は結構あるんじゃないかなと思います。私、その協議会の会長の話を以前聞いた

ことがあるんですが、どうしても会津の土地柄というか、人柄といいますか、空き店舗、

空き家になっても、なかなか人には貸しづらいと、店舗兼住宅になっているというような

物件も確かにあるんでしょうけれども、そこのまず納得してもらうのに大変腐心をしたと

いうよう話をうかがって、それには、やっぱりこの街並み協議会というもの、もちろん行

政も入っていますけれども、ＮＰＯだとか、町の商店主たちが集まってつくっている協議

会なんですけれども、実際、使っていない店舗、それと本当は貸したくないけれども、使

いたい人がいるんだというのであれば、その貸したくないといっている家主の説得にも随

分力を注いで、マッチングといいますか、ペアリングをしてきたと。それで、いざその商

店がシャッターが開いた暁には、その家賃の補助を行政のほうでしてやったというような

ことがありましたけれども、私は、その大変参考になる事例じゃないかなと思うんですが、

町長そんな考えはないでしょうか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  私もこのまちなか再生プロジェクトとか、そうした中でのいろんなご意見をいた

だいておりますし、そして、いよいよこれは新しい年度から、具体的にこの取り組みを開

始したいなというふうに思っているところであります。計画が具体的にどういうようなま

ちなか再生がこれから図っていくのか、具体的な取り組みと年次別計画とか、そういった

ことについては、議会の皆さんにも提示をしながら対応していきたいというふうに思って

いるところであります。 

さて、今、議員からお話ありました会津若松の青春通りとか、あるいは七日町通り、非

常に多くの観光客の皆さんが来ていただいて、来ていただいてというよりも、見る限り相

当数交流人口に役立っているなというふう思っているところであります。ああいう一つの

方法も、やっぱり見習っていく必要があるだろうというふうに思いますし、そして西会津

町は、もっとこの歴史とか、文化とか、そうしたことを組み立てていけば、現在のある店

舗も有効的に活用できますし、さらには本当はもう少しこの辺は、まちなかに公衆トイレ

が必要だとか、あるいはこういうところに空き家スペース、空き広場スペースをつくって

いくことが必要だとか、あるいは中には駐車場も必要だとか、こういうことを想定しなが

ら、一つの町内のそうした景観と合わせた、そうしたまちなか再生を図っていくというこ

とは、当然これから必要になってくるだろうと思います。 

したがって、今現在どの部分の空き家をどういうふうにしようかというところまでにつ

いては、はっきりと申し上げることはできませんけれども、やっぱり誰が見ても、このと

ころは町として手を付けていかなければならないんだなというところについては、やっぱ

り町も積極的に、それに対応していきたいなというふうに思っているところであります。 
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○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひ私もそうしていただければなと、すぐにはこれできることではありません

けれども、中長期的な計画の中で、ぜひ取り組んでいただきたいと思います。 

それともう一つ、空き家にしても空き店舗にしても、どうしても貸しづらいというのは、

何か貸せばお金に困っていると思われるとか、いろんな感じがあるようなんですが、これ

実は、私もテレビでちょっと見ただけなので、内容は全部は掌握していませんけれども、

その空き店舗なり空き家、この貸してしまうと居住権の問題など、難しい問題が発生する

のでいやだという人には、シェアするというような考え方が、今結構流行っていきている

そうなんです。ということは、年にお盆とお正月くらいは帰ってくるので貸せないよとい

う中でも、テレビの見る範囲であれば、実際そのうちには仏壇、仏間があって、その上に

はご先祖さまの絵なり、写真があって、そこをシェアして借りているというような実例が

紹介されました。その代り、お盆とか、お正月に帰ってきたときは、その帰ってきたとき

には一緒に住みましょうよというような貸し方もありますので、あまり旧態依然の店子と

大家というような考え方ではなくて、もう少し借りやすい方法もあるのかなと私感じまし

たので、そんなところも検討していただければなというふうに思います。 

次に質問を変えまして、危険家屋、廃屋対策についてお尋ねしますけれども、先ほど町

長のご答弁で、町内には 10棟ほどの、そういう家があるというようなことでありますけれ

ども、この危険家屋に関しましては、本当にこの安全対策の面から、本当に優先度の高い

問題だと思います。先ほど言った、倒壊の恐れのあるようなお宅が、実際に子どもたちが

通学する通学路のそばにあると、通行車両や通行人への倒壊した場合の危険があるなんて

いう場合も実際にありますので、これは早急に撤去できるような方法を考えていただきた

いと。 

この一般質問の通告を見ましたら、先輩議員の通告にもありましたけれども、これは条

例をつくってやっているようなところもあると。お隣、新潟県佐渡市なんかでは、老朽危

険家屋対策支援事業といいまして、一定の条件のもとでありますが、解体費用を上限 50

万補助するというような自治体もあります。この空き家の適正管理を掲げた条例、あるい

は景観条例の中での廃屋対策を盛り込んだ条例、これ全国の自治体で今 30 を超えるような

条例ができているそうであります。 

これは私は、早急に撤去命令、あるいは撤去したがわない場合は、行政代執行も可能に

するような、強い条例をつくるべきだと思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  私も町内を見て、やっぱりこれは危険だなと、あるいは雪降ろしでも、誰もが手

を付けていない、そんな家屋も見受けられるということは承知しているわけであります。

さて、これは実際に、現在のままの状態でいけば、これはもう、あくまでも所有者の問題

であって、これは危険だからといって勝手に壊すわけにはなかなかできない、所有権との

問題もありますし、あるいは中には、財産を放棄しますというような家屋も、受け止めて

いるところも実はあるわけです。しかしそうだからといっても、即、町としてそれに手を

加えて、整地をするということについても、なかなかこれしっかりとした順序を行ってい

かないと、勝手にそれを処分することはできないということもありますので、その点につ
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いては、今ほど議員がおっしゃったいろんな条例が多分にあると思いますので、こういっ

た場合については、どういう対応をしているのか、あるいは西会津町の現状に合わせた場

合に、これが可能なのかどうなのか、そういうところも十分調査をしながら、この西会津

町に合ったような、こういった倒壊家屋にする危険を回避するための条例、これについて

検討していきたいということでありますので、これについても十分調査をしてみたいと思

っています。 

○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  先ほど言いましたけれども、この優先度においては、これは大変重要な部分だ

と思いますので、早急に検討いただいて、対処できるように、本当に町民の命にかかわる

問題でありますから、それは早急に対処していただきたいと思います。 

次に質問を変えまして、この高速無線通信の件に移りますけれども、先ほど私、大変失

礼な質問をしてしまいました。西会津町にはこのＷｉ－Ｆｉスポット等のエリアがないと、

よく調査もしないで言ったもんだとお思いかもしれませんが、実際２カ所があるというこ

とでありましたので、その辺は私、訂正させていただきたいと思います。 

実はよりっせと飲食店に１カ所ずつあるというご答弁でありましたけれども、これ実は、

町長へのお便り、町民提案制度の中で、６月の 19日の回答で、実はこれ出ていた。私見た

らば同じ内容のやつが出ていたんですよ。それで、回答者、町長というようなことであり

ますけれども、６月の 19日の時点で、これも私と同じようなことを、よりっせみたいに人

の多く集まるところは、こういう環境は必要なんじゃないかという質問者に対して、町長

のご答弁は、スマートフォンやノートパソコンにも対応できる無線通信は必要と思います。

今後これらの情報通信設備については、十分検討していきたいと思いますという回答をし

ておられます。 

私、ロータスインで使えるということは知らなかったので、実は、実際にあった話、こ

のお盆休みに、Ｗｉ－Ｆｉの、要はアイパッドを持って、図書館に行ってちょっと調べも

のの仕事をしたいと行ったら、そこができないと、つながらないと、じゃあよりっせだっ

たらつながるだろう、本人の考えですからよりっせに行ったら、よりっせもだめだ。しょ

うがないから坂下のほうに行ったら、坂下ではあるところでつながったと、そんなことで

そこで作業なり調べものをして、やってきたと。それでついでだから、そこで買い物をし、

食事までしてきたということであります。これは特別な事例ではないと思います。私は、

こういうケースは結構あったかと思います。これからもあると思います。よりっせなんか

は年間 35 万人、37 万人の人が入るところですから。ですからこれは、早急に設置すべき

だと思います。 

それで、この町長よく、よくというより以前、話ましたけれども、スピード感を持って

各種施策を取り組むというようなことをおっしゃっております。今、国会では近いうちに

国民の真意を問うとか、近いうち解散だとか、まったく意味不明なあやふやな表現がまか

り通っておりますけれども、この町長のおっしゃるスピード感というのは、どういうとこ

ろなんでしょうか。私の感覚だと、この６月の 19日にこういう回答をしていて、この９月

の 10 日過ぎになって、よりっせでつながっていないというところは、私個人的にはスピー

ド感にはちょっと伴っていないような気がするんですが、そのスピード感と併せて、町長
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のご見解をお伺いします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  私もそうでありますけれども、担当する職員や、そういったところについても、

すべてが現在のＩＣＴに関する能力や、それに対応するだけの力量があるかというと、決

してそうではありません。そういうことで、町民からの要望なり、あるいは議員からの質

問にありましたように、これからどんどんどんどんと新しい方向性にＷｉ－Ｆｉやモバイ

ル機器ができて、いわゆるこの小型通信機器を持って、どこでもやはりこれを通信できる

ような、そういう全体的な整備を進めていくということは当然なことだというふうには思

っています。 

しかしながら今、西会津が今もっとも取り組んできたのが光ファイバーの設置であった

り、さらには今、すべてが無線で通じる、そういうような状況でもありませんので、そう

したハードの面についても徐々に取り組んでいこうというふうに思っているところです。 

さて、今回のように、例えば即、費用もかからない、あるいはいろんな通信会社、ドコ

モとか、エーユーとか、こういったところと提携をすれば、即できるというような内容に

ついては、担当課のほうで、これを質問いただいたり、あるいは町民から回答を得た時点

で、これについて取り組むと言った以上は、担当のほうでもきちっとこれを踏まえて取り

組んでいるわけであります。ですから、時期的に、ただ３カ月か４カ月経っても、まだ進

まないとか、遅いとかということで評価される内容もあるかと思いますけれども、これは

すべて、担当課のほうに、私が言ったことは、やっぱりそれは責任を持って、担当するほ

うはやると、こういうことでありますので、この間、いろいろと担当のほうでもエーユー

やドコモ含めて、この間、協議をしてきたということでありまして、エリアメールについ

てもそうでありますが、即これは今準備しておりますから、ただこのエリアメールについ

ても、何でもかんでも町の情報をメールで発信するわけでは決してありませんので、これ

は一朝有事の際、あるいは地震が起きた、あるいは西会津町に災害が発生したとかという

場合についてのみ、そうしたエリアメールでの対応ができるように、今すぐ対応できるよ

うにしておりますので、そういうことでスピード感を持ってということについては、一生

懸命職員ともども取り組んでいるいうことでご理解をいただきたいなというふうに思いま

す。 

○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  町長はスピード感を持って取り組んでいると、というとなかなか私の今のご答

弁、私なりにとらえると、なかなか担当課が思うように進んでいないのかなというような

感じで取られますが、このスピード感の話と一緒になりますけれども、町長はこの民間企

業のご出身でいらっしゃいます。ご就任以来、民間の手法や考え方を取り入れて行政改革

や各種施策に取り組む、これは、このことを町民は大変期待しておりますし、町長ご自身

も自負していくところであります。私も思うんですが、民間とお役所、お役所という言い

方おかしいですけれども、一番の違いはこのスピード感だと思うんです。今のこのＷｉ－

Ｆｉスポットの件にしても、例えば民間の飲食店が、集客効果があると、お金もかからな

いと、このＷｉ－Ｆｉルーターなんか無償で提供している電話会社もありますので、お金

もからないと、集客効果もあると、それだったら今のタイミングで、今週中にちょっとい
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ろんな会社を調査して、来週、担当者を呼んで契約しようと、Ｗｉ－Ｆｉルーターを注文

しようと、Ｗｉ－Ｆｉルーターも私、電話会社に確認しましたが、早いところで 10 日、遅

いところでも２、３週間で、このＷｉ－Ｆｉルーターは届きますよということであります。

ですから私のスピード感といったのは、民間であれば、せいぜい１カ月と言いませんけれ

ども、１カ月、１カ月半もあれば十分できることを、３か月経って、まだ検討の段階なの

かなと思ったものですから、今のこのスピード感の話をさせていただきました。担当課に

は指示をして、速やかに進めるようにというご指示があるようでありますから、これは本

当にあまり時間をかけないで、私いろんな施策の中では、十分時間をかけてやらなければ

いけないことは、前も言いましたけれども、あると思います。いろんな周辺との調整をし

ながら予算、お金の、財政の状況をみながら、ありますけれども、お金がかからなくて、

町民の福利厚生に役立つ、利便性に役立つ、調査したらばあまりお金もかからないし、有

効だというものは、あまり時間をかけないで、これからも進めていただきたいと思います。 

緊急メールに関しましては、今これから導入に向けてやっているということであります

ので、それは承知しました。これ、私も１年経って、あまり進んでいる状況をあまり把握

できませんでしたから、今回あえて質問させていただきましたが、これは大変重要なこと

だと思うんです。これも今言ったように、お金のかかる分野ではないんですよね。この災

害時、あるいは停電になんかなったとき、やっぱりわれわれ一番欲しいのは情報でありま

す。この町内の中でも、ＮＨＫのラジオ放送が入らない集落があるというようなときに、

例えば停電になったり、テレビが見られなくなったり、そんなときはメールもつながらな

いのかもしれないんですけれども、メール、あの文字の情報だけでも大変有効だと思いま

すので、これからは、あまり時間をかけないで速やかに行っていただきたいと思います。 

以上で私の一般質問を終わります。どうもありがとうございました。 

○議長  暫時休議します。（１４時４３分） 

○議長  再開します。（１５時００分） 

６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  ６番、日本共産党の鈴木滿子です。３点ほど通告しておりますので、質問い

たします。 

まず１点目は、あいづダストセンターの汚泥、その他の搬入の実態について質問します。

これは１カ月前ですか、柳津で、柳津といわれない、隣の町で、町民や議会が大騒ぎした

ということがあったので、すぐさま電話がきましたね。汚泥が入っているのではないか。

いや、ちょっとわかりませんとこうなって、私、急いで新田課長のところに行ったわけで

す。そのことですので、だいたいはわかったつもりでおりますが、質問いたします。搬入

物で、国の基準の 8,000ベクレル以下であることは、どこでチェックしていますかという

質問です。一つ。 

二つ目は、8,000 ベクレル以下であることを証明するために、書類の添付はあるのか、

どうなっているのか２点目です。 

それから３点目は、どこから搬入されているのか、こことこことここということですね。 

四つ目は、必要に応じて町が検査できるシステムになっているのか、この４点を質問い

たします。 
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２番目は、教育費の保護者負担の軽減について。４月から各税金が上がりました。こう

いう事態で、本当に多くの経費がかかっている学校教育に対して、憲法の 26条、義務教育

は無償であるということを定めています。無償になっていませんね。驚いてしまいました。

私、30 年前と今の実態をみると、すごくお金が高くなっていますね。そのことで、やはり

町が軽減策をすべきではないかと、今年こういう状態なので、軽減をしてほしいなと、こ

ういうことです。小学校の現状は、教科書だけは無料です。そのことを無料だといってい

るわけではないんです、この憲法は。義務教育はすべて無料だとこう解釈していますので、

その辺がちょっと私引っかかるところでございます。就学援助の人たちに、面倒見てもら

ったからこれでいいんだと、こういうことでもないと思います。全児童、全生徒に補助を

出す、軽減すべきと思います。全額補助といっているわけではありませんので、その辺は、

計画的に補助をやっぱりすべきだと思うということです。 

２点目には、学校給食について、自治体などが助成を行うことを可能とすべき通知が入

っています、文部科学省から。それを読むと、この給食費などは、やっぱり補助が必要で

あると、していいという内容の通知でございます。学校給食の助成を実現している自治体

がかなり広まっております。全国で 691、12.9％の自治体が義務教育全額無償ではありま

せんが、ちゃんと補助しているわけでございます。その点で、この補助について考えるべ

きではないかと。 

それから、国にやはり給食費の国庫補助を、無償化を国に迫る運動、これをすべきだと

思います。これが、今までは給食費が無償にならないというのは、文部省が給食費の材料

は保護者が出すべきだという条文の中に入っているんですね。それがずっとやってきたわ

けです。でもそうではないと私は思いますね。今年のこのような状態だからこそ、ぜひこ

れは取り組んでほしいとこう思います。取り組むべきと思うがどうですか。 

３番目には、小学校４年生から 18歳までの医療費の無料化について、今年いきなり実施

されたわけです。本当に気味悪いくらいですね。この金が入ったから、すぐばらまいたと

いうような解釈になりがちですが、その辺で、なぜ小学校４年から 18歳まで無料にしたの

かということが、この前の国保運営委員会でなんぼ聞いても理解できなかったので、ここ

でぜひ課長、説明してください。 

二つ目は、小学校４年から 18歳までの該当人数、０歳から小学校３年までの該当人数、

知らせてください。これは、西会津は０歳から 13 歳までということではなくて、15 歳ま

でやっていますから、これは西会津は無料化ですから、スムーズにいくわけですが、他の

町村は０歳から 13 歳までの間を負担しなければならないということになっているんです。

うちのほうは 15 歳までやっていますから文句はない。ただし、県の補助がなくなればどう

なるのか、何か急にこうばーんと出てきたので、１年くらいしか続かないのではないかと

いう不安の声もあります。でも一旦条例も変えたことだし、これはできないんじゃないか

なと、私自身思っておりますので、元に戻ったらどのような対応をするのか。やはりまた

０歳、戻すんじゃなくて、15 歳から 18 歳までの、ここだけ負担すれば西会津はいいわけ

です。それで、やはり町の持ち出しが非常に多いから、なかなかできないと思います。や

っぱり、県、国に陳情しなければならない。全部言わなければならないと、こういうこと

の運動です、先ほど言ったように。これはぜひ町長先頭に立って、この運動を、給食の国



 57 

庫補助については、ぜひとも取り組んでほしいと思います。 

以上が私の質問です。明確に答えてください。以上です。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  ６番、鈴木滿子議員のご質問のうち、教育費の保護者負担の軽減についてのご

質問にお答えいたします。 

義務教育につきましては、議員ご指摘のとおり、日本国憲法の第 26条第２項において、

義務教育は、これを無償とする。と規定されておりまして、この規定は、全児童生徒に当

然該当するものでございます。また、現状は、教科書のみが無償でございまして、給食費

や教材費等は保護者のみなさんのご負担という形になっているところでございます。 

このような状況を踏まえまして、町といたしましては、児童生徒の学力調査に要する経

費、各種大会等に出場する経費等への補助、さらには家庭の経済状況に応じた準要保護制

度の運用などによりまして、保護者の皆さまのご負担を軽減するよう努めてきているとこ

ろであります。したがいまして、現在のところ、給食費等への半額補助については考えて

おりませんので、ご理解を賜りたいと存じます。 

町といたしましては、給食費等、義務教育に必要な経費が、憲法の精神に基づきまして、

名実ともに無償となるよう、関係機関と連携しながら、国に対し強く要望していく考えで

ありますので、併せてご理解を賜りたいと存じます。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  ６番、鈴木滿子議員のご質問のうち、あいづダストセンターの産業廃棄

物の搬入実態についてのご質問にお答えいたします。 

あいづダストセンターへの産業廃棄物の搬入につきましては、本年１月１日に、放射性

物質汚染対処特別措置法が完全施行され、放射能濃度が 8,000ベクレル以下の廃棄物につ

いては、従来どおり管理型最終処分場で埋立処分が可能となったことから、本町では町民

の安全・安心が十分に担保できることを基本として、柳津町、株式会社あいづダストセン

ター、福島県と連携を図りながら、産業廃棄物処理に係る公害防止協定書及び公害防止計

画書の見直し作業を進めてまいりました。この見直しにつきましては、全員協議会等にお

ける町議会への説明、町民説明会の開催やケーブルテレビによる町長の説明などを通して

皆さまのご理解をいただき、去る６月 29日に再締結を行ったところであります。 

ご質問の第１点目と第２点目の廃棄物の濃度のチェック及び濃度の証明書の添付につき

ましては、公害防止計画書で規定されておりますが、搬入業者が検査機関で濃度を測定し、

その証明書を搬入の際に提出することとなっております。また、あいづダストセンターは、

廃棄物を受入れる際には、提出された濃度の証明書の確認をするとともに、受入物の放射

線量の測定についても実施しております。 

次に、第３点目の必要に応じて町が検査できるのかとのご質問でありますが、公害防止

協定書の規定では、本町と柳津町の職員が必要に応じて立ち入り検査ができることとなっ

ております。また、柳津町とは月１回定期的に行う空間線量調査や水質検査の立ち会いの

ほかに、抜き打ち検査についても実施していくとの確認をしております。 

いずれにいたしましても、６月に再締結いたしました産業廃棄物処理に係る公害防止協

定書及び公害防止計画書に則した対応をはじめ、本町独自でも、周辺箇所の水質検査や空
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間線量調査を実施していくなど、町民の安全・安心を確保してまいる考えでありますので、

ご理解を願います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ６番、鈴木滿子議員のご質問のうち、医療費の無料化についてお答えい

たします。 

県では、10 月１日から、福島県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱を施行し、原子

力発電所事故による影響から、子どもの健康を守り、県内で安心して子ども生み育てやす

い環境づくりを進めるため、子どもたちが安心して医療が受けられるように、子育て支援

策として、９歳に達した日の翌日以後における最初の４月１日から 18歳に達した日以後に

おける最初の３月 31 日までのものに対して、医療費を助成する事業を開始することになり

ました。この財源は県民健康管理基金であります。 

10 歳、小学校４年生からの無料化については、県が全市町村に対して調査をしたところ、

９歳、小学校３年生までは 59市町村すべてが医療費を無料化しているため、助成対象年齢

を 10 歳からにしたものであります。 

本町の県子どもの医療費助成事業対象者である 10 歳、小学校４年生から 18歳までの人

数は、９月１日現在 546名であります。また０歳から９歳、小学校３年生までの人数は 350

名となります。本町では、県子どもの医療費助成事業施行に合わせて、子育て医療費サポ

ート事業条例、国民健康保険条例の年齢を 18歳に引き上げるよう、本定例会にそれぞれの

条例の一部改正案を提案しております。 

県子どもの医療費助成事業には終期の定めは特になく、必要性がある限り続ける予定と

のことであります。本町といたしましては、県の事業が廃止された場合には、その時点で

県の動向や状況等を見極め、再検討してまいりたいと考えておりますので、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  瓦礫やいろいろな汚泥や、その他のものについて、搬入されている産業廃棄

物、搬入されているところをどことどこなのか、これが抜けたのでお願いします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

先ほど申し上げました公害防止計画書及び協定書の中で、毎月１回、受け入れ物の、ど

こから受け入れたか、受け入れ物の濃度等については、業者、あいづダストセンターが町

にきちんと報告する義務をうたってございます。一番新しい報告でございますが、７月分、

あいづダストセンターへ受け入れた廃棄物、どこから受け入れたか、空間線量はいくらで

あったから、濃度はいくらであったかという報告については、町に提出がございますので、

その中身はのちほど見ていただければわかると思います。 

以上です。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  起きてから取り組むというのは、今の日本のやり方ですが、やはり起きるの

ではなく、常に検査して町民に安心してもらえるという、こういう情報をぜひ役場提供し

てほしい、できたら、コーナーを設けて、ここに行って見てくださいというとわかるので、
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そういうふうなものをつくればいいなと思うが、どうですか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

まず、町が行ってございます町内全自治区公共施設等の空間線量調査、毎月実施してご

ざいますが、それについては、ホームページ等でもちろん公開してございます。あと、青

坂ですとか、縄沢周辺の河川水の調査につきましても、毎月この締結された、６月 29日締

結されましたけれども、７月以降につきましては、今まで４カ所の調査地点を自治区長さ

ん等とお話をしまして、倍の８カ所に増やしまして、７、８、９と今まで実施してござい

ます。そこら辺についても、きちんと皆さんに情報公開をいたしたいと思います。 

ダストセンターの受け入れ物につきましては、かなり膨大な量になりますけれども、と

りあえず報告の中には、問題となる濃度、それから空間線量の部分はございませんので、

そこら辺については、ないということは公表はもちろん可能であると考えてございます。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  もし高い放射能が確認できたら、速やかに役場が責任取るんですか。誰が責

任、いつ取るのか、ここを明確にしておかないと、私ら町民はわかりません。その辺はい

かがですか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  基本的には、国の基準 8,000ベクレルを超える産業廃棄物は受け入れは

できませんし、そのためにそれをチェックするための公害防止協定書でありますとか、計

画書にきちんと検査体制なり、ダストの責務、西会津町、柳津町の責務、検査体制、それ

から福島県まで入っていただいた中で、そこらの確認、チェックはきちんとやった上で、

絶対にそのようなことはあり得ないような体制で取り組んでまいります。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  質問を変えます。児童生徒の年間どのくらい諸経費がかかっているのかとい

うことを調べてもらったんです。それをちょっと発表します。小学校１年で、教材、活動

費、学級費、ＰＴＡ等入れて、２万 720円ですよ年間。給食費、４万 9,742円、約５万で

す。合わせて７万 462円という、合計これだけが小学校１年生ですよ。これだけ払ってい

るわけです。いわゆる段階的に月別に支払っているから、さほど高いものではないと思い

ますが、これ見るとおどろいてしまいます。それから、小学校５年、５年になると教材費

関係で５万 4,610円。それから給食費、４万 9,742円これは同じですね、約５万です。10

万 4,086 円、これが払っているわけです。 

中学校になると、中学校１年生で教材費が６万 9,000円。給食費が５万 6,110円です。

計 12万 5,110円。中学３年生は少し安くなります。教材費が４万 9,210円、それから給食

費が５万 3,940円。10万 3,150円と、これだけが私らが払っているわけです。これは、月

別にしているからわからないんですよね。こうやってみると莫大な金額です。これ。だか

らこれを全額無償にするかなんていうことは、とてもできないわけですね、予算上。やっ

ぱり計画的に、段階的にそれに取り組んでほしいとこう思っています。 

先ほど、教育長が言ったとおり、給食費はやっておりませんということになっておりま

すが、給食費も入れて、とにかく 619 自治体がもうすでに実施しております。無償ではあ
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りませんね。無償のところもあります。無償は山梨県の小川町というところ、小さいとこ

ろですが、それは無償、子どもは宝だとこういうようなもので無償を実施しております。

こういうところも町長さん、あるんです。こういうところですので、いく分かこの中で補

助を出しましたよということが可能であれば、皆さんがわかるとこう思いますが、いかが

ですか町長。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  この教育費の問題については、確かに無償とすると、46条ですか、教育を受ける

権利と、そしてそのための無償ということについてであります。ただ問題は、教材費のみ

のこの教科書、これだけが無償だということでありまして、その他運動着であろうが修学

旅行等々であろうが、すべて有償ということになっておりますので、ただ、給食費のとら

え方について、これはいろいろ検討しなければならないところもたくさんあると思います

ので、今後、今ここで即答できるような状態ではありませんので、十分今後、全国的な流

れや、あるいは当然これ町として、すべてではありませんけれども、仮に補助する場合に

ついては、どの程度なのかということもありますので、これはこれからの検討材料にして

いきたいというふうに思っています。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  今、町長がおっしゃいましたけれども、やはり補助ということを一般の町民

に、あるいは保護者に言うと、本当に安心するんです。どのくらいの、少なくとも安心す

るわけです。そういうことで、これはぜひやっぱりやるべきだと私は思いますし、国にや

っぱり無償化の運動をきっちりと申し出をすると、そういうことです。山梨県の早川町と

いう自治体は、給食費、ドリル教材、全部修学旅行も無償です。ただ、運動着とか、そう

いうふうなものは個人である。そういう町もあるんです。でも小さい町だからできるとい

えばそれきりですが、この前向きな考え方が私は大事ではないかなとこう思っております。

ぜひこの運動をやってほしいなとこう思っております。教育長、私たちと一緒に、教育長

も国家補助と、給食費の国家補助と、こういうことをやっぱり取り組んでほしいなと思い

ます。 

先ほど給食については、自治体などが助成を行うのを可能とする通知が出ているんです

よ。私そこを見たので、あれ通知が出ているんですから、それを取り組んでいいんだなと、

691 の自治体は、これを参考にして給食費を取り組んでいるんです。だから大丈夫、取り

組む条件になると私は思います。この辺でやっぱり踏ん切りをつけて、いいこと、皆さん

保護者に本当によかったということをぜひ取り組んでほしいなと私自身思っています。だ

から、その辺が無償化ということに値するのではないかと、だからぜひ計画的に補助を取

り組んで、５年計画で、そういうふうな形で取り組んでほしいものであると思うが、どう

ですか教育長。 

○議長  教育長、佐藤晃君。 

○教育長  議員お話の中で、文部科学省から通知がというふうにございましたけれども、

それはいつごろ出た通知でございましょうか。 

  議員おっしゃるあれはよくわかるんですが、町として、現在、給食費をはじめ、議員が

おっしゃった１年生で７万いくらとかという金額がございましたですね。５年、６年にな



 61 

ると修学旅行の積立などがありますので、そういう 10万円を超えるというふうな実態があ

ろうかと思います。中学校１年、２年も修学旅行の積立うんぬんでございます。言ってみ

れば、すべて子ども、児童生徒に還元されるものなんですよね。そういう意味で、憲法で

義務教育は無償とするというふうにうたっているわけですが、この精神のとおり、学校給

食法において、受益者負担にしますよなんていう規定も改めて、これは教育の大事な部分

なので、食育との関係もありますから、無償にしますよと。まさにその精神を活かして、

修学旅行の例を示されましたけれども、そういう動き、まず国がそういう精神に基づいて、

改善を図っていただく。これは私どもの切なる願いです。ある県の教育長さんなどはおっ

しゃっていますけれども、義務教育は無償だとうたっておきながら、この精神に反して、

何で高校の授業料を無償にするんだんと、高校は無償なんてうたっていないわけですから、

早ければ義務教育、そちらのほうにまわして、改善をして、それでまだゆとりがあるなら

ば高校の授業料、いいでしょうと。批判的なお声が結構ございます。 

私どもも教育長の組織だとかの中で、やっぱり無償の精神にかえって、負担軽減、これ

をどんどん図っていただく必要があると、まさに子どもは宝なわけですから、そういうこ

とをやっている国もございますので、おおいに国のほうの改革の方向といいますか、それ

をお願いしたいと思います。 

それについて、ではこの部分で計画的に半額にしますよと、そういう動きではないんで

すけれども、私ども西会津町においては、他の市町村においては全部保護者負担でやって

いる、毎年２月に１年間の学力、勉強をした結果はどうだったかなと、学力テストをやっ

ております。その調査費は全部、議会の皆さまのご理解をいただいて、公費でやっており

ます。これはもう誇れる内容です、他の市町村に対しても。さらには、各種大会等、中学

校の中体連をはじめ、すべてこれも公費でやって、差し上げていることができるわけです。

これも皆さまのご協力のおかげです。今度、新しい小学校で、坂下町と水泳大会させても

らいましたが、本来ならば学校行事的に考えて、じゃあバス代は保護者負担というのが一

般的なのかもしれませんが、私どもはそれに対して、保護者の負担を軽減しようというこ

とで、スクールバスで対応して、ということで、極力そういう部分で保護者の皆さまの負

担をこれ以上重くしないように、さらに少しずつ軽減を図っていく、そんな方向で町、そ

して議会の皆さんのご協力を賜って取り組んでいるところでございますので、そこの部分

は十分ご理解を賜りたいなと、こんなふうに思います。 

○議長  ６番、いいですか。先ほど町長が、今後検討材料にすると答えていて、今また教

育長に同じような質問なんですが、これ何回繰り返しても、どこにもいかなくなってしま

うので、町長の答弁をまた深めるということであれば、また町長に聞くということにして

ください。 

６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  18歳までの医療費の無料化ということについて質問します。これは本当のこ

とを言うと、何年くらいもつんですか。そうですね、この前１年くらいですかと、そのく

らいでねと言ったから、もう一度。 

○議長  再質問ということでよろしいですね。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 
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○健康福祉課長  ただいまのご質問にお答えしたいと思います。 

この事業は県の事業でございまして、県のほうでは、必要性がある限り続けるという、

続ける予定であるとのことでございました。 

○議長  これ原子力の関係でできた制度だということはわかっていますよね。 

６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  今０歳から小学校３年、いわゆる３年まで９歳ですか。この場合、県が２分

の１、町が２分の１、補助しなければならないわけですね。でもうちのほうは、15 歳まで

無料だから、やっぱりそれだけのことは持ち出しになるわけですね。やはり、町が持ち出

しがいっぱいになると、心配しますよね。何事もやっぱり予算書を見ると、何百万、何千

万なんてあんりまないんですよ。だから、これはちょっとうまくないのかなというような

ことを考えるわけですので、その辺、やっぱり頑として対応についてはこうです。という

ことを説明してほしいなとこう思うんですがね。 

○議長  ６番、その２分の１補助制度というのは、どういう制度のことを指して言ってい

るんですか。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えしいたと思います。 

現在、町では子育て医療費サポート事業条例によりまして、０歳から 15 歳まで、中学校

３年生までですが、医療費の窓口無料化ということで助成をしてございます。そのうち、

今ほどお話されました就学前、小学校に入る前の子どもさんにつきましては、乳幼児医療

費助成事業ということで、県が２分の１、町が２分の１ということで助成をいただいてご

ざいます。ただ、小学校１年から 15 歳までにつきましては、これまで町単独で医療費助成

を行ってまいりました。 

ただ、このたび、子どもの医療費助成事業ということで、15 歳まで単独で町で行ってき

たわけですが、小学校４年生から 15 歳、さらには 18歳まで子どもの医療費助成事業とい

うことで、県が 10 分の 10で補助をしていただくことになりました。ですから、これまで

町で小学校１年から 15 歳まで単独で行ってきたものが、小学校４年から 15 歳までは 10

分の 10 の補助を受けられるということでございますので、財源的には有利なものになって

ございますのでご理解いただきたいと思います。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  いろいろこう質問しましたが、やはりすべて前向きで考えてほしいなという

ことを要望して、私の一般質問を終わります。 

○議長  お諮りします。 

本日の一般質問はこの程度にとどめ、延会したいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本日はこれで延会することに決定しました。 

本日はこれで延会します。（１５時４０分） 
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○議長  平成 24 年第７回西会津町議会定例会を再開します。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、一般質問を行います。 

昨日に引き続き、順番に発言を許します。質問者は順次質問席に着席し、発言を求めて

ください。 

９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  おはようございます。９番、荒海清隆でございます。一般質問も２日目とな

りまして、トップバッターでございますので、大変緊張をしております。私も一般質問に

２点ほど通告をしておりますので、順次行いたいと思います。 

まず、水・土・里事業についてでありますが、この事業は西会津方式といいまして、地

域の農業と環境を守るためには、大変すばらしい施策だと私は思っております。しかし最

近、各自治区とも、この事業を行うことにかなりの負担がかかっていることが実情であり

ます。町は負担軽減のために事業費の助成、あるいは緊急雇用事業を利用しての援助がで

きないものかとお伺いをいたします。 

具体的な負担の一つといたしまして、高齢化等により、仕事のできる人がいないことが

あげられます。したがって、できる人を頼むとか、あるいは業者に任せることで、かなり

工事費が割高となり、それが自治区の負担となっておるのが現状であります。また、すべ

て自治区でできたとしても、工事量に対して、工事金額が少ない、そのために自治区の負

担になっている。自分たちの地域は自分たちで守るんだということは当たり前のことであ

りますが、これからはそういう責務がますます大きくなってくると思います。しかし、過

疎と高齢化の進行は、その日常的な事業さえできなくなってきているのが現状と思われま

す。 

以上のような観点から質問をさせていただきます。 

次に、再生可能エネルギーの推進の考えはということですが、昨年３月 11 日に発生した

東日本大震災と福島第１原子力発電所の大事故は、今まだ終わりのみえない事故として、

人々を苦しめております。帰ることのできないふるさと、分断された地域と家族、また、

進まない除染と中間貯蔵施設の問題、そして重くのしかかる風評被害等々、福島県民とし

て脱原発の気持ちはみな同じかと思います。 

このような状況の中、原子力発電に代わる代替エネルギーとして注目されてきたのが再

生可能エネルギーかと思います。県では来年度、再生可能エネルギーの基金を創設して、

推進を図っていこうとしています。このことを踏まえ、わが町としても再生可能エネルギ

ーについて真剣に考えていかなければならないときだと思います。それが脱原発につなが

り、再生可能エネルギーの推進による雇用の創出につながるのではないかと期待するもの

であります。 

以前にもお尋ねしたことがありましたが、改めて町の考えをお伺いするものであります。 

以上、私の一般質問とするものであります。よろしくお願いいたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  おはようございます。９番、荒海清隆議員のご質問のうち、私からは再生可能エ
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ネルギーに関して、町の展望についてのご質問にお答えをいたします。 

２番、長谷川義雄議員の答弁の中でも申し上げましたように、国・県とも再生可能エネ

ルギーについては積極的な導入の推進を図っているところでありまして、町といたしまし

ても、西会津町再生可能エネルギー推進計画を近日中に策定することとしております。ま

た、個人住宅や事業所、農業施設等への町の補助制度につきましても、来年度からの制度

化を図る計画でありまして、太陽光発電、太陽熱利用、小水力発電、風力発電、バイオマ

ス利活用、雪氷熱利用など幅広い分野において事業推進を図ってまいる考えであります。 

再生可能エネルギー固定買い取り制度が本年７月１日にスタートしたことを受けて、本

町にもメガソーラー事業や風力発電事業、木質バイオマス発電事業等の導入を模索する民

間事業者が施設立地に関しての事前調査等に訪れるようになっております。こうした事業

については、雇用や地域の活性化にもつながることから、町といたしましても積極的に相

談に応じ、本町への立地が図られるよう取り組んでまいりますので、ご理解をいただきた

いと思います。 

その他のご質問等につきましては、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ９番、荒海清隆議員の水・土・里事業についてのご質問にお答えいたし

ます。 

本事業は、平成 19年度から５年間の事業としてスタートし、平成 23 年度で第１期対策

が終了し、本年４月より第２期対策として、事業がスタートしたところであります。本町

においては、町内全域が一体となって取り組むこととし、活動組織、にしあいづ水・土・

里環境委員会を設立し、事業に取りくんでおります。 

事業の内容としては、基本事業と重点事業があり、基本事業は、各自地区が従来から人

足により自主的に行ってきた農業用施設の草刈り・泥上げ・砂利補充などの共同活動に対

して交付金を交付するものです。重点事業は農業用施設の重点的な補修などを希望する自

治区が、事業計画に基づき事業を実施し、事業に要する賃金や原材料・機械経費等の事業

費に対して交付金を交付するものです。 

ご質問の負担軽減のために、町として事業費の助成はとのことでありますが、この事業

が始まる前は、集落が行う農道等の補修や整備は、町が原材料を支給し、賃金や機械等の

経費は自治区が負担して実施しておりましたが、水・土・里事業を活用することで、事業

費全額が交付されることとなり、自治区にとっては、負担軽減につながっていると考えて

おります。 

また、この事業の財源については、国が２分の１を負担し、県と町が４分の１ずつ負担

して、にしあいづ水・土・里環境委員会に交付しており、これ以上の町としての助成は考

えておりませんので、ご理解いただきたいと思います。 

また、緊急雇用創出基金事業を利用しての援助ができないかとのご質問でありますが、

緊急雇用創出基金事業は、それぞれの事業目的にそった事業内容で雇用を行っており、事

業目的以外への従事はできないことになっておりますので、ご理解をいただきたいと思い

ます。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 
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○荒海清隆  それでは、まず、水・土・里事業のほうから再質問をさせていただきたいと

思います。もう少し建設的なご答弁をいただけるのかなと思っておりましたが、何も変わ

りがないということが、私の率直な感想であります。 

先ほども申し上げましたように、その事業自体、その地区でできない地区がある。こう

いう現状を課長ご存知かと思いますが、そういうところに対して、やはり町の援助があっ

てしかるべきではないかと、私はそのように思っております。また、できるところにおい

ても、それはそれなりにやっているんですが、あくまでも農道ばかりではなく、あるいは

林道、そして町道の一部、こういう町の施設に対して、自治区でやっておるわけですから、

これは町、本来は町でやるべき仕事、事業であるかもしれません。そういうところに援助

ができないのかということなんですが、その辺はいかがでしょうか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  町道や林道についての、水・土・里事業についてのご質問でございます

ので、町道、林道につきましては建設水道課で担当しておりますので、こちらから答弁さ

せていただきます。 

町道等につきましては、生活道路、一般の自治区と自治区を結ぶ道路や、自治区内の生

活道路につきましては、町で維持補修、また改良等を行っているのが今の現状でございま

す。水・土・里事業で自治区の皆さんにお願いしている箇所につきましては、ほとんどが

その自治区のかただけが通るような、要するに田んぼに行く道路とか、山に行くような道

路をお願いしているようなのが今の現状でございます。 

なお、自治区で水・土・里事業の重点事業に取り組んで、なかなかできないというよう

なことがございましたら、水・土・里事業の重点事業につきましては、建設水道課で担当

しておりますので、その辺は自治区のかたがきてご相談していただければ、何かいい方法

がないかというようなことでご相談に乗って事業を進めていきたいと、そのように考えて

おりますので、ご理解願います。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ただいま建設課長からご答弁いただきましたが、ということは、林道につい

ても町道についても、自治区でできないというような、なかなか難しいのではないかとい

うようなところは、建設課にきてご相談できれば、ある程度、助成していただけるという

ような考えでよろしいですか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  町道等につきましては、町が管理することになっておりますので、自治

区の皆さんがたに、多大なる、とんでもないその負担がかかるというようなことでござい

ましたら、その辺につきましては、現地を確認しながら、各集落と協議してまいりたいと、

そのように考えております。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  例としてあげてみますと、大変な事業をやっている自治区があるんですよね。

これが自治区でやる仕事かと、業者でさえなかなか難しいのではないかと、大変な型枠を

やって、オールを建てて、それはなぜかと、町にいくら言ってもやってもらえない。町道

としてやってもらえない。そういう例がありました。そういうことでは、やっぱり課長が
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言われるように、言ってくれればやりますというようなことでは、ちょっと違うのではな

いかと思います。そういうところが、かなりあるんじゃないかと、農道としてもやっぱた

広域的な農道もあります。町道で自治区の人だけしか通らない、そういうことも確かにあ

ります。しかし、一応町道として認定してあるならば、それは助成すべきではないかと、

私は思っております。 

それで、以前にもこの問題について先輩議員が質問をしております。それで、そのとき

の答弁は、町の施設については町が行いますというようなことで答弁をされておるようで

ございます。こういうことでありますが、課長どのようにお考えでしょうか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  当時のお話ですが、町道につきましてのその管理なんですが、そのとき、

たぶんですが、町道として、集落内の生活するための道路とか、集落間を結ぶような町道

については、町として責任を持って維持管理に努めるというようなことでの発言ではなか

ったかと考えますが。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  そこは集落内であります。しかし、除雪機械が入っていかない、これは課長

もご存知かと思いますが、除雪機械が入っていかないために、そこをやるんだというよう

なことでやられたようです。そのあと、やっぱり自治区のほうから、大変なこれは負担だ

ったと、その内容的なことは、やっぱり自治区で負担金を出したか、どういうふうにして

やったかというようなことなんですが、そういうところに対しては、助成できないのかと

いうようなことを私は申し上げましているんですが、なかなかこれは課長一人で決めるこ

とはできないと思いますので、副町長、どうでしょうか。こういう点では、お考えをお聞

きしたいと思います。 

○議長  副町長、藤城良教君。 

○副町長  ただいまの再質問でございますけれども、議員のおっしゃる地区、自治区の箇

所、そういったところがちょっと私もすぐピンとこないものですから、具体的にはどうい

った箇所なのかというのがわからないものですからなんですけれども、一般的にそういっ

た事業におきましては、建設水道課において、個別の事象、あとはどういった事情なのか

を総合的にいろいろ勘案しまして、町がどの程度までやるのかとかをですね精査しながら、

自治区の皆さんと協力しあって、よりよいやり方、方法を検討してまいって、皆さまがた

の負担がなるべく生じないような形で、現在も取り組んでおると思いますので、そういっ

た形で個別の案件があれば、建設水道課のほうでも十分協議して、対応してまいりたいと

思いますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  副町長にご答弁いただいきましたが、事案、どこの自治区とは言いませんが、

かなりそういう自治区負担があるということは、まず念頭に置いていただきたいと思って

おります。 

それと、安全、安心という観点からも、特に必要ではないかと。先日、委任専決処分で

グレーチングが跳ね上がって、それを弁償したんだというようなことをお話ありました。

グレーチングで車で人的な被害がなかったからいいようなものでありますが、これがもし
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人身事故等に関わることであれば、大変なことになるのではないかと、私はそういう点か

らも考えております。ぜひこの水・土・里事業については、いい政策なんですから、そこ

にまだまだ自治区、できない自治区もあるということを念頭に置いていただいて、そこに

手を差し伸べていただきたいと、そんなふうに思います。 

結論的にお願いしたいんですが、今後その水・土・里事業に対して、自治区では難しい

仕事に対しては、町が関わって自治区の負担軽減をするんだというようなことでよろしい

ですか。 

○議長  副町長、藤城良教君。 

○副町長  再質問にお答えいたします。 

議員おっしゃるように、西会津町の中には、農道、林道、町道、いろいろ改良しなけれ

ばならないこの生活道も含めまして、多くのまだ改良点が残された道路、こういったもの

が多くあるということは承知しております。先般も、町長のほうへさまざまなそういった

改良のご要望が、いろいろな自治区の皆さんからいただいておるというような現状も把握

しております。こういった中におきまして、水・土・里事業ということで、これは、やは

りスピード感を持って対応できる事業の一つであるという位置付けになっておりまして、

これは多大な経費がかかるものについては、町としては当然、年度ごとの予算の措置、こ

ういったものが必要になりますので、それは、優先度合いを含めて、経費の問題やら、実

情を十分に検討しながら、町の予算化が必要なものについては、町長の手元できちんと予

算化をさせていただいて対応すると。 

ただし、この事業のいいところは、やはりすぐにでも必要な部分について、スピード感

を持って対応できると、これはやっぱり自治区の皆さんの協力があってできる、これは優

位性のある事業だと思っております。繰り返しにはなりますが、それぞれの自治区の皆さ

んが抱えている実情等を、個別の案件ごと、十分に協議させていただきながら、いろいろ

なご対応を積極的にさせていただきたいと思いますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ちょっとくどいかもしれませんが、町としては、その要望に応えて、できる

だけのことは自治区に対して援助するんだというようなことで、そういう受け止め方、認

識でよろしいですか。 

○議長  副町長、藤城良教君。 

○副町長  はい、ご答弁申し上げます。 

援助というと、やっぱり予算化したり、いろいろな事情があると思いますので、ここで

すべてのそういった事情において、援助ができるということは、これは協議の中でどうい

った方向やら、町のすべき点、あとは自治区の皆さんにご協力いただく点、そういったも

のをやっぱり総合的に勘案してみないと、結論は、これはできないと思いますので、それ

はあくまでも個別の事業ごとに精査して、結論を導き出して、よりよいものにしてまいり

たいというふうに考えております。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  なかなかいい、建設的な答弁をいただけないのが残念ですが、私の言いたい

ことは、それに対して、その負担に対して町がどのように関わっていっていただけるのか
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というようなことであります。 

緊急雇用創出事業では、目的外のことであって、それはできないんだというようなこと

でありますが、この事業でできなかったら、あとは集落支援員とか、そういうことも考え

られるんですが、集落支援員がそこに行って、いくらかでも負担軽減のために役立つとい

うようなことはできないでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

集落支援員に関する質問でございますので、こちらから答弁させていただきます。今の

集落支援員、２名配置しているわけでありますが、四つの重点支援集落というようなこと

で、支援をしているわけでありますが、そちらの集落で取り組む重点事業につきましては、

いろいろ相談に応じたり、さらには自らが一緒に参加をしたりして取り組んでいるといっ

た事例もございます。ただ、あくまでもそういった事業を実施するための支援を行ってい

るということでありまして、自らが常に各集落の重点事業のためにスコップを持って参加

するといったことは、本来の集落支援員の業務とはちょっと異なりますので、そういった

作業参加というのは、なかなか困難だというふうに考えております。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  どなたにお聞きしても、なかなかいい答弁が返ってこないようです。集落支

援員、奥川地区で２名いらっしゃるわけなんですが、その支援員の中身です、何をするれ

ばいいんだというようなことから考えてみますと、私はそういう人的な援助も必要ではな

いかなというふうに考えておりますが、そういうことで、この水・土・里事業を少しでも

お手伝いできればいいんじゃないかなというようなふうに考えております。支援員の事業

そのものに対して、そうい縛りがあるということなんですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

集落支援員２名体制にしまして、今度は奥川地区全域の、いろいろ集落の相談ごとにも

応じましょうというようなことで、仕事の範囲を今年から拡大しております。さらに、そ

ういったことで、重点事業を実施したい、そういったことに関する申請事務であったり、

書類の整理であったり、そういったことについては相談に応じていきましょうというよう

なことでやっておりますが、なんせそのために、作業をするときに人的な支援ということ

で、人足の一役を担ってくれといった活動に関しましては、本来の集落支援の活動とは異

なるのではないかというふうに考えているところでございます。 

○議長  ９番、質問は水・土・里関係の人的ということで、集落支援と質問をすり替わら

ないような質問にしてください。 

９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ただいま議長のほうからちょっと注意がありましたが、私は集落支援員とす

り替えるつもりはありません。そういうことが水・土・里事業でできないのかというよう

なことを申し上げておりますので。そういうことを言われますと、なかなか支援員は、じ

ゃあ何をしているんだというような一部声もあります。毎日パソコンの前でパソコンをし

ているのが集落支援員かというようなことになってきますので、私はやっぱりそういう人
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的なことにやっていってもいいんじゃないかと思います。 

この質問に対しては、なかなかいいご答弁いただけませんが、今後、そういう事業に対

してできるだけ町として、この事業に援助していただければなというふうに考えておりま

す。 

それでは、次に移りたいと思います。再生可能エネルギーの推進でありますが、この質

問に対しては、前々回の定例会に、小水力のことを質問いたしました。そのときは、課長

さんが、これからそういう事業に向けてやっていくんだというようなことで、大変心強く

思ったわけであります。 

それで今回、町長さんが言われる西会津町再生可能エネルギー推進計画を策定するんだ

というようなことでありますが、この再生可能エネルギー計画、もし差支えなければ、そ

の大まかな構想等、教えていただければ大変ありがたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  それでは、私のほうから再生可能エネルギーの導入推進計画につきまし

て説明をさせていただきます。まだ、たたき台をつくりまして、１度、政策調整会議で議

論をしたというような段階でございまして、まだ完成にはいたっていません。その辺、こ

れから最終的な詰めをしまして、町長説明なりをしながら、計画として制定していきたい

というふうに考えております。 

今回の推進計画でありますが、町では、西会津町地域新エネルギービジョンというよう

なことでビジョンを策定したわけでありますが、現実的には、そのビジョンにそって何か

やってきたかというと、再生可能エネルギーに関しまして、特別推進というような方向に

は、なかなかいたっていなかったわけであります。 

議員もおっしゃいましたように、今、国も県も、再生可能エネルギーに関しましては、

積極的に推進しているというようなことでございまして、町としても再生可能エネルギー

に関して、どういうふうに取り組んでいくのかというような、町の取り組み方針を各分野

ごとに、先ほど言いましたように、太陽光、太陽熱、風力、小水力、それからバイオマス

の利活用、雪氷熱利用とか、そういった形で、町の公共施設にはこんなことを導入して推

進していきますよ。さらには個人住宅だとか、そういったところには、どんな支援をしな

がら、こんな推進を図っていきますよ。さらには、先ほど言いましたように、民間企業が

再生可能エネルギーを導入したいというようなことで、いろいろ協議しております、おい

でになっています。そういったものを町に呼び寄せるためには、どんな施策を講じていけ

ばいいかと、そういった形で、各分野ごとに方針を策定していきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ただいま課長から大変前向きなご答弁をいただきましたが、つい最近まで、

エネルギー循環型社会の構築、あるいは資源循環型の農業を推進していくんだというよう

な話がありましたが、それがある日、再生可能エネルギーの推進だというようなことにな

ってきたわけなんですが、私は循環型社会の構築も、再生可能エネルギー推進も同義語で

はないかなというふうに認識しておるんですが、課長はどのようにお考えですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 
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○企画情報課長  循環型の社会というようなことでございますが、まさにバイオマスなん

かの利活用、バイオマス発電なんていうような事業があるわけでありますが、地域の資源

を燃料にしまして、それで発電をして、地域にエネルギーを供給していく、そういったこ

とで、さらにはその伐採したことによって、その森林のまた整備促進が図られるというよ

うなことで、燃料も、そういったエネルギーも地元で循環するような形というのが、今国

でも推奨しているということでありまして、再生可能エネルギーに関しましては、そうい

った循環型社会の形成、そういったことにもつながる事業だというふうに感じているとこ

ろでございます。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  大変ありがとうございます。課長にそう言っていただけると、私も心強く感

じております。確かに循環型も再生可能も一緒でなければ、今のエネルギー政策は成り立

たないというふうに考えております。 

そこで循環型といいますと、やっぱり先ほど言われたように、バイオマス、山の資源を

利用してそれでエネルギーをつくる。これは私が一度申し上げたことがあるんですが、と

なりの新潟県の阿賀町では、それに対してペレットをつくってやっているんだから、わが

町でもできませんかというようなことでお尋ねした経緯があります。そのときは、西会津

はそれはやらないんだというようなことで答弁ありましたが、これからは、やっぱりそう

いうことではなくて、前向きにもう少し、山を整備することによって、今まで手の入らな

い山が立派になる、整備できる、そしてそこに雇用が生まれる。これに向かってやってい

かなければ、循環型社会も、循環型農業、再生可能エネルギーの推進もまずできないんで

はないかと、私はこのように思っております。 

これをバイオマス発電というわけなんですが、この前、若松ですか、そういうところで

も発電を始めたというようなことをテレビでやっておりました。そこまでいかなくても、

わが町としてできる範囲でやるということ、森林組合との連携でやっていかなければなら

ないのではないかと、私はこのように思っております。 

あと、この際なんですが、前にも申し上げましたが、生ごみに対しての考え方、これは

前にも申し上げておりますが、行政だけではなく、町民と行政と、われわれもそうなんで

すが、一緒になってやっていかなければできないことであります。その点、町ではどのよ

うにお考えになっているんですか。協働のまちづくりの意味でも、そういう生ごみの対策

とか、そういうことについてお伺いしたいと思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  今、西会津町で議員も関わりあっているんじゃないかと思うんですが、生ごみを

今度は堆肥に変えようと、そういう企業で、現在、西林地区でしたか、で行ってございま

して、確か、議員も関わりあっていると思います。そうした中で、私も以前言いましたけ

れども、本来、燃やすというようなことではなくて、還元できるものについては、西会津

町の生ごみを有効活用できるならば、むしろ私はそのほうがいいと。そういうことで、町

といろいろ生ごみ対策の中で、いろいろ協議をすべきような内容があれば、町としてでき

る限り、そういう対応の方法についても、実際これ農業施設用として還元できるようなも

のであれば、私は大いに奨励していくことも大切ではないかなと、こんなふうには思って
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いるところであります。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  町長からご答弁いただきました。確かに、町長が言われましたので、私も申

し上げますが、私、以前からずっと生ごみ、あるいは堆肥、土づくりについて、いろいろ

申し上げてきました。やっぱりそれの行き着くところは、生ごみの堆肥化、いわゆる資源

循環型の社会の構築、ひいては再生可能エネルギーの問題になるかと思います。 

そういう点で、なかなかそれが進まない一つに、町長そうおっしゃいますが、なかなか

動いていただけない。例えば町の施設、ロータスインとか、よりっせ、そういうところか

ら出てくる生ごみに対しては、やっぱり町長が振興公社の社長でいるんですから、それは

もう少し力を入れてやっていだきたいなというようなふうに思います。町長どうでしょう

か。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  これは、今までごみ収集についても、長い間、西会津町で現在の体制になるまで

に、いろいろ時間がかかってやってきたわけです。ですから、燃えるごみに生ごみが一緒

に入っているわけですよね。ですから、そういう問題をどう区別をしていいのか、具体的

にこういう提案で出したいと思うので、事業所ではこういう区別をしていただけないかと

いう、積極的なそういう取組方法を、やっぱりもっていただく。具体的な指導方法という

ことについても、これは浸透していないと、燃えるごみの中にすべて入ってしまうわけで

す。ですから、そういう分別の方法ということについても、西会津町分別方法というのは、

もうこれは非常に歴史もあって、私は県下一ではないかなと思うほど、ペットボトルであ

ろうが、いろんなビンの対応であろうが、そういうことをしっかりと対応すれば、本当の

意味での資源回収、あるいは中でも生ごみを堆肥に変えるというような要素まで、きちっ

と対応できるのではないか、今、昨日言ったから明日にすぐというようなことは、なかな

か難しい面もありますけれども、そういうことをきちっと慣れていただくということの、

やはり町も指導してまいりますし、そういう協議をしていきたいということです。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  町長からご答弁いただきましたが、なかなか一朝一夕にできるものではない

とことは重々承知しております。事業者としても、それに対してお願いしている経緯もあ

りますが、やっぱり人間はなかなか今までやってきたことを変えてやるというようなこと

は難しいのかなと思うんですが、面倒くさいからできないんだと、そういう考え方なんで

すよね。やっぱりそんな考えかなと思いますが、これらを、この意識の改革、これらはや

っぱり町長先頭になってやっていかなければ、再生可能な循環型社会の構築などはできな

いんじゃないかというふうに考えております。 

ぜひ、町の西会津町再生可能エネルギーの推進計画に、私、期待しております。来年度

から補助制度についてもいろいろあるようなんですが、もう一度、その町長がやるんだと

いう決意ですか、その辺お聞かせいただきたいと思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  もう少し、最初の原点に返って答弁しろという議長の話でありますので、この再

生可能エネルギーについては、町として現在取り組み中でありまして、それはすべてにわ
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たって西会津町で何ができるかということを総合的に判断をしながら、家庭、あるいは公

共施設、さらには民間型参入、こういったことを総合的に判断をして、積極的に取り組ん

でまいりたいと思っております。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  積極的に取り組むんだというような町長の前向きなご答弁をいただきました。

ぜひ、これはスピーディにやっていただきたいと、何事をやるにも、やっぱり 10 年、20

年、そういうスパンが必要であります。今、これは特にスピード感を持ってやらなければ

ならない推進の計画であると思いますので、どうぞスピード感を持ってやっていただけれ

ばと思います。お願いを申し上げまして、私の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  皆さん、おはようございます。10 番、清野佐一です。それでは、ただいまよ

り一般質問をいたします。私は今定例会に、町政への取り組みについてと、農政について

の２点について通告をしておりますので、順次質問をいたします。 

今定例会は、平成 23 年度の決算について審議をする決算議会でもあります。昨年の３月

11 日、３月定例会開会の日に、あの忌まわしい東日本大震災が発生し、恐怖の原発事故を

も引き起こしてしまいました。当時は、被災されたかたがたへの受け入れなどの対応に全

町あげて取り組んできました。また、７月には新潟福島豪雨災害にもみまわれ、災害の多

い年でもありました。 

そのような中、平成 23 年度の町政の執行にあたり、実施計画どおりに実施することがで

きたかいなか、また、反省や評価も合わせてお伺いをするものであります。 

次に、生活環境づくり支援事業についてお伺いをいたします。これは、平成 22 年度から

平成 24 年度までの間、地域経済の活性化を目的として実施された事業であり、住宅の改修

などへの補助で、上限を 15万円とし、当初 6,000万円であった事業費が、申込みの増加の

ため、さらに 1,000万円を追加し、実施されました。この事業の実質的な工事費は約３億

円とも聞いております。このように、一石二鳥、また三鳥ともいえる事業は、単発で終わ

るのではなく、効果や問題点などを考慮した上で、再度実施してはと思いますが、考えを

お伺いするものであります。 

次に、集落支援員配置についてお伺いをいたします。この制度は、平成 23 年度からはじ

められ、高齢化が進む集落において、今後、農道や水路等の維持管理に困難が予想される

集落へ、ニーズに応じた支援を行うものであります。さらに農林業関係事業の取り組みに

向けた事務的支援や、地域づくりのための団体支援、またサロンなど、高齢者の福祉活動

を支援するなど、幅広く支援活動をすることを目的に設置されたものであります。当初、

人数は１名でしたが、今年度から１名増員され、支援集落も拡大されたということですが、

集落の要望に十分応えることができているのか。また、支援員への負担はかかりすぎては

いないか、現状をお伺いするものであります。 

次に農政についてお伺いをいたしますが、その前に、先日、９月９日付けの新聞に第 53

回、県農業賞に、本町の渡部定衛さんが受賞されたとの記事が載っておりました。渡部さ

んは町が行っているリース事業のパイプハウスを含む、町のハウスを含む計 30棟でキュウ

リ栽培をしており、地域農業のリーダーとしての実績が、高く評価されたものだと思って
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おります。このたびの受賞を心よりお祝い申し上げますとともに、今後のますますのご活

躍をご期待申し上げるものであります。 

それでは質問をいたします。今年は例年になくクマの目撃情報がたくさんあり、町民の

生活が脅かされております。平成 22 年 10 月には、野沢地区商店街にクマが出没し、新聞、

テレビ等で全国に報道されたことは記憶に新しいところであります。また昨年は、人命に

かかわる痛ましい人的被害も発生しております。クマ、サル、カモシカなど、従来の動物

に加え、イノシシやニホンジカなどの生息も確認されており、今後、農作物への被害拡大

が懸念されるところであります。 

そこで、今年の有害鳥獣による農作物への被害の状況はどうであったか、また対策につ

いても合わせてお伺いをいたします。 

次に、接近警戒システムについてお伺いをいたします。昨年、経済常任委員会の管外行

政調査で、鳥獣被害防止について先進的な取り組みを行っている、山形県上山市を視察い

たしました。ここでは、主にニホンザル、ツキノワグマ、カラス、ムクドリ、カモシカ等

について鳥獣被害防止計画を立て、捕獲に取り組んでおりました。その中で、動物の出没

を感知する、接近警戒システム整備事業というものに取り組んでおり、このことについて

は、その後 12 月定例会において、委員会報告ということでお知らせをしたところでござい

ます。 

その後本町においても、今年度、高目地区に設置するという話に大きな期待を寄せてい

たところですが、その効果はどうであったのか、また、さらなる設置の見通しはどうかお

伺いをするものであります。 

次に、鳥獣被害防止に大きな役割を果たしていただいているのが猟友会のかたがたであ

ります。しかし、会員の減少が大きな課題となっております。猟友会の会員の減少に対し

する対策や支援策が必要と思いますが、現状と今後の対応についてお伺いをするものであ

ります。 

以上で私の一般質問といたします。明快なる答弁をよろしくお願い申し上げます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  10 番、清野佐一議員のいくつかのご質問のうち、私からは町政への取り組みにつ

いての中で、平成 23 年度決算についてお答えをいたします。 

平成 23 年度は、総合計画・実施計画に基づき、特に、地域経済の活性化、人材育成・教

育振興、健康づくりと安全安心の推進の三つを重点目標に掲げ予算編成されたところで、

常に町民の目線に立ち予算の執行を図ってきたところであります。 

平成 23 年度にあたっては、今ほど申されましたように、３月 11 日に発生した東日本大

震災とそれに伴う原発事故の対応にはじまり、７月下旬には新潟・福島豪雨により本町に

おいても甚大な被害が発生するなど、予期せぬ対応を迫られた１年でもありました。その

ような状況下ではありましたが、例年の事業に加え、西会津小学校開校に向けての準備事

業、小学校新校舎整備に向けた各種事業、生活環境づくり支援事業、新町民バス運行に向

けての作業など、喫緊の課題にも対応してきたところであります。なお、一部諸事情によ

り繰越明許となった事業を除き、議員各位のご協力をいただきながら、おおむね計画にそ

った事業執行が図られたものと認識しているところであります。具体的な事業については、
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配付しております 23 年度決算状況及び主なる施策の執行実績調書のとおりでありますの

で、ご理解をいただきたいと思います。 

その他のご質問については、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  10 番、清野佐一議員の生活環境づくり支援事業についてのご質問にお答

えします。 

この事業は、23 年度と 24 年度の２カ年で実施しており、８月末まで補助決定した工事

のうち、439件について完了報告書が提出されたところであります。約 91％について、事

業完了し、順次補助金を交付しているところであります。申請時での総事業費が、約３億

3,000 万円であったことからも、この事業の実施により町内に活気が出るなど、経済効果

は大きかったものと認識しております。今後は、事業の効果や問題点などを総合的に検証

していきたいと考えておりますので、ご理解願います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  10 番、清野佐一議員の町政への取り組みについてのご質問のうち、集落

支援員に関するご質問にお答えいたします。 

町では、過疎・高齢化の進行に伴い、一部の集落において、高齢化率が 50％を大きく超

え、従来集落で行っていた共同作業や行事が困難になるなど、集落機能の低下が著しくな

っていることから、昨年６月より集落支援員を配置したところであります。昨年度からの

１名に加え、本年５月から１名を増員しまして、２名体制として、奥川支所を拠点に集落

支援活動を現在行っているところでございます。 

集落支援員の任務といたしましては、集落の巡回・見守り、高齢者支援、各種申請等の

事務補助、地域づくり活動支援などであり、現在、荒木、弥生、弥平四郎、大舟沢の４集

落を重点的に訪問し、自治区長さんの話などを伺いながら、必要な支援を行っております。

具体的には、草刈りや清掃活動等の共同作業の支援、健康教室の開催補助、集落の実態調

査など、集落支援員の出来る範囲で取り組んでいるところでございまして、現在のところ

負担がかかりすぎるといった状況にはないというふうに認識しておりますので、ご理解い

ただきたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  10 番、清野佐一議員の農政についてのご質問にお答えします。 

１点目の、有害鳥獣による農作物等への被害の発生状況についてのご質問ですが、まず

ツキノワグマについては、昨年と比べ多くの目撃情報が寄せられており、被害作物はトウ

モロコシやスイカが主なものでありますが、特異な例としては住宅近くのニワトリが襲わ

れるという被害もあり、最近は稲への被害も発生しています。さらに今年の新たな特徴と

して、日中に活動し、人を恐れず集落周辺に居続けるという新世代熊、ニュー・ジェネレ

ーション・ベアの出没も確認されています。 

また、ニホンザルについては、野菜全般に被害が発生しており、昨年初めて被害が発生

したイノシシについては、稲の被害や畦畔の被害が報告されており町内全域で目撃情報が

あることから、今後の被害拡大が懸念されます。 

被害を防止するため、看板やチラシ、防災無線による注意喚起や、銃や檻による捕獲、
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被害防止パトロールの実施、電気柵の導入推進などさまざまな被害対策に取り組んでおり

ます。 

次に、接近警戒システムの効果についてのご質問ですが、設置に当たっては、国との協

議が必要だったことから、まだ、接近警戒システムは設置されていませんが、先般、事業

が承認され、集落への説明会も終了しているので、速やかに工事を発注することとしてお

ります。設置後に検証を行い効果があれば他の地区にも導入を検討してまいりたいと考え

ております。 

次に、猟友会員への減少に対する対策と支援についてのご質問ですが、平成 20 年度に

26名の有害鳥獣捕獲隊員も平成 24 年度は高齢化等により 22 名に減少しており、隊員の減

少については町としても大きな問題であると認識しております。機会あるごとに地区のか

たがたに狩猟免許の取得をお願いしてきたところであります。 

また、新規狩猟免許取得者の支援策としては、西会津町有害鳥獣対策協議会の事業とし

て平成 23 年度より狩猟免許取得費用の一部を補助しております。昨年度は２名が受験して

おり、今年度も新規に狩猟免許の取得希望者があることから引続き支援を実施してまいり

ますので、ご理解願います。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  それでは、生活環境づくり支援事業についてお伺いしたいと思います。これ

は当初、22 年度の 12 月でしたか、皆さんからの希望を取って、大雪のために３月を越え

るというようなことから、先ほど課長、話された 23 年度からというようなことだったと思

います。それで、やはり大勢のかたの希望があって、本当に 7,000万で３億からの大きな

効果が出た、事業費があったと。やはり少ない経費といいますか、そういう補助をするこ

とによって、地域のためには大きな活性化がなされたというふうに考えております。 

今回の住宅に関してのある程度限定されたことからして、やはり一部では、いろんな農

作業小屋とか、何かそれよりももうちょっと拡大した中でやってほしいという声も聞かれ

ました。それとあと、私、課長の答弁ですと、これから検討されるというようなことです

ので、一応、私としては、提言といいますか、そんなことで申し上げたいんですが、昨日

でしたか、多賀議員が話されておりましたが、七日町の街並みの景観づくりですか、そう

いうこともやりようによっては、野沢のふるさと自慢館、とりあえずあの周辺を中心とし

た商店街の景観づくりにも補助してやることが、さらなる観光にも結び付くし、活性化に

も結び付くと、野沢まちなか再生プロジェクトという中でも、まちづくりということを提

言しておりますので、それらも同時に行っていただけるのであれば、これもまた一石二鳥、

三鳥の効果が出るのかなというふうに思うわけですが、一応提言ですけれども、そのよう

なことについて、どのように、これは町長にちょっとお伺いしたいと思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  当初、この単年度事業というようなことで考えておりましたら、これはやっぱり

２年くらいかけてやるべきだというようなことのご提言から、23、24 年度の２カ年事業で、

１人の業者が抱え込むことのないように、いろいろ配慮した形で行ってきたところであり

ます。現在、先ほどの答弁にもありましたように、91％が終わっておりますから、このす

べて終わった時点で再検証いたしまして、来年度以降の、この生活環境づくりについての
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効果、実績、再度精査をしたいというふうに思っているところであります。 

また、現在、再生可能エネルギー、こういったことについても、来年度以降、取り組む

計画で実はおります。具体的に、まだどういう事業をあてがって、何をするかということ

について発表する段階ではありませんから、来年度当初予算に向けて、鋭意作業を進めて

まいりたいというふうに思います。 

そうした中で、この生活環境づくりが、継続性についてどうなのかと、しっかりこのこ

とについても合わせて検討したい。いわゆるこの、総合的な中において、こういった事業

についても網羅できるのかどうなのかどうなのか含めながら、対応してみたいというふう

に思っているところであります。 

さらに今ほど、まちなか再生プロジェクトも、こういう事業を行えばというご提言があ

りましたけれども、確かに拡大解釈をすれば、そういったことについても大いに役立つだ

ろうというふうに思いますけれども、今のところ、このまちなか再生プロジェクトからご

提案いただいたものについては、新たな事業の中で取り組んでまいりたいというふうに思

っているところでありますので、今後、議員からのご提言については、鋭意検討してまい

りたいと思います。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  まちなか再生プロジェクトについては、別でやられるということであります

が、やはりそれらを長期的な観点から計画をしていただいて、少しでも早く町中に誘客が

図れらるようなこともお願いをしておきたいと思います。 

それから次は、集落支援員についてお伺いしたいと思います。これについては、１人で

あった支援員を今回２人にされたと、集落も４集落で実施をしていると。今後、やはりま

だまだ過疎なり高齢化が進む地域といいますか、集落がまだまだあると思うんですね。だ

から今後の見通しといいますか、各地区に何集落かたぶんあるだろうと思いますので、そ

れらについての今後の方針といいますか、どのような計画で取り組んでいくというか、だ

いたいそれをやるには、基準というか、人数的なこと、あるいは年齢的なことの一つの基

準はあるとは思うんですが、その辺はどのような基準を持って配置をされてきたのかとい

うことを併せてお聞きしたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  集落支援員に関する質問にお答えいたします。 

現在４集落を重点地区として支援しているわけですが、それはいずれも 70％を超えてし

まっているというような集落でございまして、この４集落については、特別に支援をして

いく必要があるだろうということで考えたところでございます。そのほか、奥川地区には、

60％を超えている集落もかなりございます。そんなことで、今の２名を奥川地区に配置し

ているというようなことであります。それで、今年の春に奥川、新郷地区、２地区を対象

にしまして、地域のアンケートなどを調査させていただきました。集落の困っている実態、

そういったことを今、把握作業をしているということで、従来の１名に加えて、今度２名

体制ということでありますので、支援のあり方をもう少し拡大していくというような方法

で、その分析作業をしているということであります。 

今年からは、集落、奥川地区に関しましては、いろいろな事務的支援というようなこと
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で、各集落の相談にも応じられるような形にはこうさせていただいたところでありまして、

今年、２名体制にするにあたりまして、新郷地区に関しましても支援の対象として考えて

いきたいというようなこと、当初申し上げておりました。それで 10 月からは新郷地区にも

週何回か連絡所に足を運ぶような形で、ちょっと範囲を拡大して相談業務、そういったこ

とを行えるような形をつくっていこうということで、今、話し合いをしているところでご

ざいます。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  先ほど私が質問の中で申し上げましたときに、サロンとか、そういうのにも

ということで、以前、立ち上げの段階でのそういうのもやっていくんだと、支援をする、

あるいはボランティア的なことですか、福祉面にも手をかざすんだというようなことだっ

たと思うんですが、今はそういうことではなくて、先ほど課長の答弁の中の範囲でやって

いくというようなことでよろしいんでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  集落支援員の作業の範囲といいますか、任務の範囲の話でございますが、

先ほど申し上げたような内容で、今年は取り組んでいるところでありますが、地域のサロ

ン活動だとか、そういったところにも積極的に参加しておりますし、いろいろ地域活動に

も積極的に参加して、地域おこしみたいなことについても、携わっていこうということで、

高陽山の登山の関係だとか、それから今は、小屋地区のカタクリの群生地を、地域の資源

として活かせないかとか、そんなこともいろいろ集落支援の活動の中で、いろいろこう取

り組んで、作業の範囲といいますか、そういったことも拡大しつつ行っているということ

であります。 

なかなか、集落支援の活動、スタートしたばかりなので、自分たちもどこまでやってい

いのかというのを、ちょっと今模索しているような状況でございますが、そんな形で、現

在作業を進めているということでございます。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  それでは質問を変えまして、鳥獣対策、有害鳥獣対策であります。これにつ

いては、私も以前に罠特区というようなことで申し上げた経緯がございます。これについ

ては、県が国へ鳥獣保護計画でしたか、計画を立てて、それで認可をしていただくという

ようなことであったと思いますが、これについては、昨年は大震災、そしてまた原発等と

ありまして、県のほうのいろんな作業が多いために、それの作成がいたらないというよう

なことで、25 年度からはというような、それまでに準備をするような話を聞いたと記憶し

ておるんですが、その後の状況といいますか、取り組みについての内容がわかれば、お知

らせをいただきたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  罠特区の状況についてのご質問にお答えいたします。 

３月の議会で清野議員から罠特区の取り組みについてのご提案がありました。今年度か

ら鳥獣保護法の基本方針の見直しの中で、罠特区が全国展開をすることになりまして、ど

この県でも実施できるようにはなったんですけれども、先ほどの質問の中にあったように、

県の鳥獣保護事業計画の中に、その罠特区の部分を盛り込まなければ、その県では実施で
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きないということで、本年度、福島県としてその計画を見直しにあたっております。その

中で、今の制度の中で、この罠特区については早急に対応が必要だろうということで、県

の７月 18日に、福島県自然環境保全審議会というのを開催されまして、現行制度の中に、

その罠特区の制度を盛り込もうということで審議がされまして、了承されたところであり

ます。明日、９月 12 日、市町村に具体的な説明をするということで、会議が開催される予

定になっておりますので、この事業内容を説明を受けまして、町としてどのような形で取

り組んでいけるのかを今後検討してまいりたいと思います。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  これは、こういう鳥獣被害については、西会津ばかりではなく、近隣町村い

たるところで同じようなケースで発生をしているところであります。そういう中で、これ

は平成 22 年、本町においてテレビ中継にまでなったクマ騒ぎのときに、12 月、町長が提

案理由の中でお話されておりますが、森林の整備、市町村の枠を超えて、広域的に緊急時

に対応できる人材の育成など、近隣の市町村と連携し、県や国に対して、対策の強化や支

援策を要望していくというようなことでありました。 

これからも、これらをやはり積極的に働きかけをしていただいて、耶麻町村長会ですか、

とか、私たちにできることであれば、また、耶麻議長会、また県の議長会とか、そういう

ようなことで、いろんな形の団体といいますか、俗にいう６団体のうちの、そういう団体

に働きかけをして、お互いに共通の課題として、ちゃんとした制度といいますか、を築き

上げていただきたいなというふうに思いますが、町長いかがですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  議員おっしゃるとおり、これは一町村でとてもじゃありませんけれども対応しき

れないということでありまして、まず現在、取り組みを進めているのは、喜多方市、北塩

原村、そして西会津の３町村において、会津北部関係市町村有害鳥獣対策連絡会を組織し

ております。そこで、いろいろ、この特に西会津がある意味では非常に進んでおりますの

で、いろんな取り組みを行うなり、あるいはそういうことを意見交換をするなどしながら、

これに対する対策を講じておりますし、また、平成 24 年度の県の町村会の定期総会、これ

についても、私が提案理由の説明になって、有害鳥獣による農作物被害軽減策についてと

いうことで、町村の総会にも提出しており、さらには先回、会津総合開発協議会の喜多方

地方部会、これ部会長、私でありますが、それについても、県のほうにこのクマ被害や鳥

獣対策について、県の環境部長はじめ、関係者といろいろ対応を取っているところであり

ます。そういう取り組みを含めながら、この問題については、一町村のみならず、全県的

な対応として、ぜひこの取り組みを最大限進めていただきたいという要望をしているとこ

ろであります。 

その結果、やはりいろんな各種施策において、県のほうでもそれなりに対応しておりま

すので、今後とも一層、これがもっともっと進めるように、あるいはこの対策が功を奏す

るように取り組みを進めてまいりたいというふうに思っております。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  近隣町村なり、連携してやっていくというようなことでありますが、今年は

幸いにして、まだ、これからまたクマの、動物の活動時期になると思います。被害が出な
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いからいいということではなくて、やはり広報活動も大事でしょうけれども、それに追い

払いなり、何か近づけないような方法、それらについてはまた猟友会のかたがたとか、い

ろんなかたがたのお力を借りるようにはなるんでしょうけれども、とにかく人的な被害の

ないような対応策を講じていただきたいというふうに思いますが、町長の決意のほどをお

伺いしたいと思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  昨年は宝川地区において、ササとりに行ったおばあちゃんが、クマに遭遇して命

を落とされたという痛ましい事件がありました。今年は決してそういうことのないように、

担当課のほうにも十分に、それぞれ連絡や、あるいはクマの目撃情報、こういったことを

徹底しながら対応を図るように指示しているところであります。 

最近になっても、この目撃情報が途絶えることはありません。つい２、３日前は、さゆ

り大橋の下の川に、相当大きなクマが水浴びをしていたと、それも午後２時ごろの話であ

りまして、大変憂慮しているところであります。その後、周辺一帯について、厳重に注意

するように現在指示しているところでありますけれども、そうしたことが、あちらこちら

に出没をしているという現状をみたときに、人的な被害は決してあってはならないという

ことでありますので、猟友会を含めて、現在取り組みを強化しているところでありますの

で、今後とも一層の努力をしてまいりたいというふうに思います。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  人の命は地球よりも重いとこういわれるわけでございますので、とにかく被

害防止に全力をあげていただきたいと思います。 

私の質問に対して答弁をいただきましたので、以上で一般質問を終わります。どうもあ

りがとうございました。 

○議長  暫時休議します。（１１時３１分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

議長を交代いたします。 

○副議長  議長を交代いたしました。 

12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  12 番、武藤道廣です。私は今回、大きく３点の質問を通告しております。質

問に入る前に、ここ２年間ほどの伊藤町政に対して、疑問や議会答弁を含めて信頼に欠け

る感をいだいておりますので、それを払拭するためにも、今次、一般質問をすることにい

たしました。そして、大きな三つの問題を重く受け止めております。各問題とも、全員協

議会や定例会で説明を受けておりますが、私自身、いまだ理解することができません。む

しろ説明や同僚議員の質問の答弁に対して、不信さえいだいております。 

まずその一つ目は、原発事故により、県中処理施設からのあいづダストセンターに搬入

された放射能に汚染された汚泥問題の、町の対応と職員との関係であります。この件は、

担当職員や課長が現場に立ち会い、放射線の測定をしたこと、町長が説明や報告を受けて

いないということでありました。これだけ重大なことが報告されなかったのか、課長の出

張や立会いの許可は誰が行ったのか。それとも、課長独断での行動で、報告は必要なかっ

たのか。いまだ疑問に思っております。その後、対策として町長は報・連・相の指導徹底



 82 

を強調されておりました。 

そして二つ目は、税に徴収に関した職員の事件の件であります。大変痛ましい、残念な

結果になってしまいました。そのときも、報告を受けていない、知らなかったといわれて

おります。私も個人的に直前の２日間、彼と関わりをもち、平常時と異なると感じ、注意

して見守るようお願いをした経緯もありましたが、ミスの経緯や、本人の状況の報告もな

かったと。そしてそのときも、報・連・相を指導したとのことでありました。 

三つ目は、ケーブルテレビ高度化事業の第２期工事の工事ミスであります。工事ミスの

原因や経過、そして対応、防止策等、全員協議会や定例会の説明、そして同僚議員の質問

に対する答弁と、会議録や議事録を見ますと、確認のためではありますが、私なりに整理

して順序立てて、当時の説明や答弁を加えまして経過をたどってみました。 

まず、平成 22 年９月定例会において、ケーブルテレビ高度化第２期整備工事随意契約、

議案第 22 号であります。可決されました。そのとき、町答弁として、前回の第１期工事で

は、いろいろ不具合があったことから、契約時に業者にその反省点を加え、十分指導する

との答弁をいただいております。 

次、23 年１月 19 日、メールの受信の件であります。当初、承認を決定していないとい

う町側の答弁でありましたが、後日、改めまして１月 20 日、メール承認、送信をしたとの

ことでありました。 

５月 16日、工事ミス発覚、工事一時中止をしたということであります。 

５月 25 日、施工業者、設計管理業者、町の３者協議が行われ、原因究明をしております。

そのとき、町長、副町長は同席していないということであります。 

６月３日、３者協議。同じく、同じメンバーで町長、副町長は同席せず。しかし、その

ときに手直し工事の承認をし、指示をしたと報告されております。この時点で、誰の責任

で指示をしたのか疑問であります。 

６月６日、補強工事の強度に関しての証明書が施工業者から、６月６日付けで送られて

おります。 

６月 10 日、全員協議会、２期整備にかかる伝送路工事についての説明であります。工事

ミスの原因、そしてその原因として発注ミスの説明、補強で対応するということでありま

す。このとき、すでに６月３日に全員協議会前に、手直しすべては指示されていたという

ことで、議会対応はあとになったと理解しております。 

６月 10 日、定例会、変更契約、定例会ですね。変更契約を否決しております。このとき

副町長は、工事ミスについて陳謝し、原因は発注ミスであり、工事等改善指示をしたと。

そして、全員協議会で経過訂正、これは１月 20 日の分ですね、やっております。そのとき、

副町長としては、組織的なチェックが働かず、発注者として重大な管理責任があると、今

後このようなことはないように努めると言っております。町長は、清野議員に対する答弁

で、今回のこの工事についての誤りについて報告を受けたときに、私はこれは張り替えだ

と、いわゆるどこかで間違ったかということについては、これはいろいろ手続き上の問題

はあるにしても、見込み違いでこういうことが起きてしまった。業者がやってしまったこ

となので、それは基本的にいえば、すべてこれは元通りにしてくださいと、こういうこと

を真っ先に私は言いました。誰に言われたのか。そしてまた、今日もその話を担当課、そ
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してかかわった職員全部、町長室に呼んで話をしたと、業者からなぜ間違ったのかという

ことについて、きちっと報告を受けなければならない、監督もちゃんと報告を出してくだ

さい。補強で対応がきるなら、今回は補強せざるを得ないとの判断にいたったと。６月３

日に手直し工事の承認をして、指示をしているんですよ。大変疑問であります。 

７月７日の臨時議会、町長の提案理由の説明であります。６月定例会での審議の中でご

指摘のありました材料の発注誤りにつきましては、事実関係をさらに調査し、施工業者を

呼び、計画監理業者に対して厳重に注意を行った上で、適正化に向けた手直し工事を指示

したと言われております。 

ちょっと前後左右しますが、その前に６月 15 日付けで、株式会社イーエスエス、６月

20 日付けでパナソニックソリューションズの経過報告及び原因、対応についての報告書が

届いております。 

そして７日に戻りますが、そのときに、町長はミスについては誠に遺憾であり、お詫び

申し上げます。今後、二度とこのようなことがないよう、再発防止に向けた対応を、町職

員及び関係業者への指導監督を徹底するとも述べられております。同日の全員協議会では

手直し工事についての説明がなされております。 

そして９月１日、町長室で施工業者及び設計監理業者等と会っておられます。 

そして９月定例会、質問に対する工事ミスの原因、発注ミスですね。その説明と今まで

の経過が報告されております。そして、町長は町担当職員に厳重な注意勧告をしたと、そ

れぞれの職員はチェックリストを持ってきちっと対応しなさいと注意したと言われており

ます。それに応えるように、町は再発防止の厳重注意を業者にしたとも言われております。

ここでも、当初私は、これはすべてもう一回、一からやり直せという厳命を下した。それ

に対して、本質は変わらない手直しをさせていただきたいと言われたので、最終的な町長

判断で手直し工事を決定したと、そのように答えられております。 

12 月定例会においては、第２回目の変更をしております。 

それから３月９日、３月定例会では、上谷工区、随意契約、工期の延長等が行われてお

ります。そしてその後、検査が行われ、その前に 11 月 10 日、これも上谷工区の分で、全

員協議会がなされております。そして 24 年、本年度、再び加入者宅引き込み工事において、

偶然とはいえミスが発覚しました。内容は皆さんもご存知のように、６月 20 日の調査結果

報告によりますと６集落。新郷地区です。あと上野尻地区ですか、一部。最大で 150 件、

そういった宅内引き込みのミスが報告されております。 

経過としては、以上のようになっております。それでは質問に入ります。 

たびたびの説明にも関わらず、理解する上でも、ケーブルテレビ高度化第２期工事と上

谷工区の工事契約について伺います。こともあろうに、この工事期間中に、２度の工事ミ

スが発生しております。今までの説明や指導、反省はいったいなんだったんでしょうか。 

まず、第２期工事の１回目のミスの原因と町の対応、改善、あるいは指示事項等、検査

はどのように行われたのかをお聞きいたします。 

経過については、私が今述べた以外、あるいは間違っていたならば、それを訂正程度で

たくさんであります。 

２回目のミスでありますが、同工事の加入者宅引き込み工事のミスに対する町の対応は、
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どのようにされているのかお伺いします。工事ミスが、工事期間中に２度発生したことに

対する町長の見解をお伺いいたします。 

続いて、これは議会の議決要件ではありませんが、上谷工区工事に関して、随意契約と

した理由は何だったんですか、第２期工事の工事ミスをどのように評価し、また判断して

の契約だったのでしょうか。本来ならばペナルティ、あるいは指名停止も考えなければな

らないことと私は思っております。それをしないで随意契約したわけであります。加えて

契約時、町は業者に対してどのような指示や要望をされたのかをお伺いいたします。 

次に、広域基幹林道大山美坂高原線の開設促進期成同盟会においての町長発言の真意に

ついてお伺いします。森林居住環境整備事業大山美坂高原線は、全体計画事業費27億 6,480

万円、全町 11.087キロメートル。期間、平成２年度から平成 24 年度。安座大久保区間が

平成 11 年度に完了し、続いて大滝美坂高原区間が平成 24 年度完了し、ようやく 25 年度開

通式の運びとなりました。期成同盟会は、西会津町、柳津町、三島町で構成され、西会津

町長が会長を務めております。総会の席上、次の２点の発言が、会長、町長よりありまし

た。同じ町のメンバーとして、その真意と根拠が量りかねず、お伺いするものであります。 

一つは、使い勝手の悪い林道である。大滝地区までが狭隘で危険な道路であるうんぬん

であります。確かに、黒沢、大滝区間、町道は冬季間の雪崩の危険性や、道幅も狭く、屈

曲して、通常的にも安全安心な町道とはいえず、大滝の住民からも改良が要望されていま

す。道路管理者の町の計画も併せて伺いたいと思いますが、期成同盟会の席上での発言の

町長の真意は何なのかを伺うものであります。 

また、大久保大滝区間は大した距離でもなく、工事費も大してかからないので、やるべ

きである。当初、大山美坂高原間が計画されていましたが、工事の困難さと工事費がかさ

む等々の理由で見直され、現在の計画になったと理解しております。それらの経緯を承知

しての再見直しの発言なのか、また、計画に載せるならば、担当者会議等で検討されての

発言なのか、会長就任４年目でもあり、完了間近の発言の意図するものは何なのかを伺う

ものであります。 

最後に、デマンドバス交通運行について伺います。デマンドバス運行が開始されて、町

民の皆さんからさまざまな意見や苦情が、私にも寄せられております。とりわけ高齢者の

かたや、交通弱者といわれるかたがたにとって、使い勝手がよくないとの声が多く寄せら

れております。 

しかし一方では、自分で電話予約ができ、バス停から遠くの人は近くまで来てくれるの

で便利になったと喜んでいる声もあります。多くは、電話予約が面倒であると声を揃えて

おります。慣れないとはいえ、デマンドバス交通にとっては致命的な課題でもあります。

また、診療所や買い物や用事で時間がかかって、予定のバスに間に合わないくて大変困っ

たとか、予約ができないなどであります。 

私もデマンドバス運行初日のセレモニーのあいさつで、一日も早く町民の皆さんの足に

なるように改善を重ね、より利便性を確立してほしいと申し上げたこともあります。この

西会津町は面積が約 300 平方キロメートルと広く、その 86％が山林でもあり、そして特別

豪雪地帯でもあります。高齢化率は 40％を超え、75 歳以上の後期高齢化率は 26.2％と高

く、独居世帯は 569世帯。高齢者のみの世帯数は 408世帯。全体の 34.7％になっておる現
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状であります。さまざまな視点から改善を求めるものであります。次の３点について伺い

ます。 

まず、６月定例会での同僚議員の質問、提言に対しての対応はどのように進められてい

るのか。 

次に、バスの運行等に対する利用者や町民の声をどのように把握しているのか、またそ

れらへの対応はどのようになされているのか。 

アンケートや座談会等、町民の声をすくいあげる考えはありませんか。また、先進地の

対応策として、一事例ではありますが、電話予約の補助員制や簡素化、予約時間、例えば

30 分前まで可能だとか、朝夕の定期バスとの併用、困った人を助ける案内人等の制度の設

置等、バスの空席の場合の予約なしでの乗降、いろいろあります。そして観光客、障がい

者への配慮、さまざまな対応で西会津町独自の運行方法や体系を確立し、一日も早く町民

や交通弱者の足の確立に努め、利用者、乗客増を目指し、一部のみの利用者の固定化防止

にも努めるべきと考えるものであります。町の答弁を求めます。 

以上、私の質問といたします。 

○副議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  ただいま 12 番、武藤議員からるる質問等がございましたが、私からはケーブルテ

レビ高度化事業第２期工事と上谷工区の工事契約について、また広域基幹林道大山美坂高

原線の開設促進期成同盟会における町長の発言うんぬんについてでございます。 

まず冒頭、武藤議長が議長席を降りて、そして質問をするということについては、私も

どういう発言の趣旨で、何を質問されるのかとこう注視をしておったわけであります。あ

ることか、伊藤町政に対する不信をただすということの受け止めでありまして、疑問と不

信をただすためだと、こういうことでるる述べられました。質問の中ではありませんけれ

ども、質問にいたる冒頭の発言というのは、まさしく、なぜ質問をするのかというところ

の肝心なことを申されているわけでありまして、るるお話のあった放射能の測定の問題が、

担当課長の判断と独断だとか、あるいは税務職員のうんぬんの問題まで出されるわけであ

ります。さらには、これまでケーブルテレビの２期工事にわたる一連の工事の内容、こう

いったことは、詳しく町独断で判断することなく、例えば、工事ミスが発生をした、どう

いう状況で発生をしたのか、あるいはどういう対応を取ったのか、そういうことは、こと

こまめに議会の皆さんに申し上げてきたつもりであります。 

それに対して、理解ができないとか、あるいは、今になって古いページをめくるような

ことが、はたして西会津町の議長として質問する内容かどうか、いささか私も疑問に思う。

それよりも、もっと議長としての職責をまっとうするならば、私は西会津町のこれからの

将来のあるべき姿をしっかりと町政に反映すべく、格式のある質問をすべきではないのか

なとこう思うのであります。 

そういう観点から、いくつかの質問がありましたので、私から２点の件について答弁を

申し上げたいと思います。 

はじめにケーブルテレビ高度化事業第２期工事のご質問でありますが、本件につきまし

ては、これまで議会本会議や全員協議会等でご説明し議員各位のご理解をいただいており

ますが、手直し工事については、充分な強度計算を確認し、万全の対応を持って工事を実
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施してまいりました。その結果、今期の豪雪においても支障はございませんでした。 

次に加入者宅の引込工事の誤りについての対応でありますが、工事誤りの発覚後速やか

に請負業者及び設計監理業者の責任者を呼び、工事誤りの原因を徹底解明させ注意及び指

導を充分行った上で、手直し工事をさせ９月１日に手直し工事はすべて完了したところで

あります。今後町発注の工事については、請負業者との打合せの徹底、町検査体制の強化

等を図ってまいりますのでご理解を願いたいと思います。 

次に上谷工区についてでありますが、ケーブルテレビ高度化事業第２期整備工事の継続

工事であり、事業内容に継続性があること、一体の施設改修を目的としていること、前回

工事と本工事に密接不可分な関係にあることから、一貫した施工が技術的に必要と判断さ

れ、工期の短縮、安全・円滑・適正な施工を確保するため、随意契約としたところであり

ます。 

次に大山美坂高原線開設促進期成同盟会についてのご質問にお答えをいたします。 

失礼しました。随意契約について答弁しておりませんので、随意契約に、請負業者に対

して、設計図書・工法書・仕様書・工事請負契約に基づいて工事を施工することを改めて

強く指導するとともに、町の確認体制も強化してまいりますのでご理解をいただきたいと

思います。 

次に大山美坂高原線開設促進期成同盟会についてのご質問にお答えを申し上げます。 

広域基幹林道大山美坂高原線は、平成２年に着工した路線で、西会津町安座を起点とし

て、大久保地区を通り、三島町美坂高原に至る全長 18キロメートルで計画された林道であ

ります。しかし平成 16年、国の事業見直しにより、計画路線の一部、西会津側の大久保か

ら大滝までの区間約 7.6キロメートルが、この整備区域から除外をされ、安座～大久保、

大滝～美坂高原と分断された路線となっております。このことよって、大滝～美坂高原区

間は町道大滝線が接続することになりました。町道大滝線は、ご承知のように幅員 3.0メ

ートル、延長 2.9キロメートルの町道でありまして、狭隘であり屈折も多く、大型車両等

が通行するには、大変危険な箇所が多い路線であります。奥にある道路の幅員が広く整備

をされており、接続の道路幅員が狭隘であることは、林道の活用において大型車両等の通

行について支障をきたすことは充分考えられることであります。その解消のためには町道

部分を林道に編入するとか、あるいは県営の林道で整備するか、または当初計画の通りの

大久保～大滝区間を開設するかなど、今後期成同盟会の中で、協議してまいる考えであり

ますので、ご理解をいただきたいと思います。 

その他のご質問等につきましては、担当課長より答弁いたさせます。 

○副議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  12 番、武藤道廣議員のご質問のうち、デマンドバスについてのご質問に

お答えいたします。 

はじめに、６月定例会における質問・提言に対する対応はどのように進めているのか、

とのご質問にお答えいたします。６月定例会におきましては、３名の議員のかたがたから

デマンドバスに対して、予約方法の改善や高齢者等に配慮した踏み台の設置、大山まつり

の参拝客に対する対応などのさまざまなご質問・ご提言をいただいたところであります。 

このうち、踏み台につきましては、ステップの高い車両すべてに配備いたしました。ま
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た、大山まつり参拝客の対応につきましては、実行委員会の事務局である町商工会と打合

せを実施し、参拝客に対するデマンドバスの周知や列車の時刻に合わせた運行時間の変更、

さらには臨時便の運行など、関係機関と連携を図りながら、来年度に向けた検討を進めて

まいる考えであります。 

次に、利用者や町民の声をどのように把握しているのか、とのご質問でありますが、本

年４月の運行開始から現在まで、利用者の皆さんなどからさまざまなご意見をいただいて

いるところであります。具体的には、週に１回しか利用できなかった集落のかたなどから

は、毎日利用できるようになってよかった。集落の中までバスが入るようになり、停留所

が近くなってよかったなど、デマンド方式に変更したことによるメリットの声が多く寄せ

られているところであります。 

一方、予約方法や運行時間などについては、改善すべき課題もありますことから、議員

おただしのように、今後、アンケート等により多くの町民の声をお聞きするとともに、先

進地の事例なども参考にしながら、町バス交通体系整備検討会議などを通して、運行体系

や予約方法などの改善を図り、よりよいデマンドバス体系を構築してまいる考えでありま

すのでご理解を願います。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  今ほど町長から質問にもない進言といいますか、るるいただきまして、それ

はそれで受け止めておきたいと、このように思っております。 

しかし、質問にも答えていただきたい、そう思います。私の質問したのは、まず第２期

工事の原因と、これはどのようにおさえておられますか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  第２期工事の施工誤りについての原因については、施工業者がＳＳＤＷ

の径の発注を誤って発注したことによるものが原因であります。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  今まで、そのように繰り返し説明を受けてきました。しかし、この前私もこ

の質問をするかどうかの以前に、ある程度の質問を担当課のほうへしましたところ、上谷

工区のメーカーの会社名が、第２期工事のメーカーと変わっていました。光ケーブルのま

あ、丸ですね。ＳＳＤＷです。どうしてなのかと質問したところ、町側の説明は、受注者

側のミスであると、そういう報告でありました。これの事実はどうなっておりますか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  あくまでも請負業者、パナソニックがＳＳＤＷの径の間違えを犯して発

注してしまったというのが原因でございます。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  それでは、わざわざこういうふうにしていただいた説明の中で、随分と変わ

ってくるわけですよね。私はそういうこともありまして一般質問の席に立ったわけであり

ます。町長がいろいろ言われましたが、町の答弁に対する不信感というもの強くいだきま

した。説明を受けるたびに変わったのでは、議会としても対応できませんし、私自身も信

頼を損ねるものであります。そのときの説明では、受注ミスである。そして上谷工区がな

ぜ変わったのか、それはメーカー側に、パナソニック、施工業者がペナルティを加えたも
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のと私は判断しました。これについてはどう思いますか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  今回のＳＳＤＷの工事誤りについては、町といたしましてはパナソニッ

クが間違って発注をして、この誤りにつながたっということでございます。パナソニック

の会社の中でどういう判断をしたというのは、うちのほうでは判断しかねないところがご

ざいますが、町としましては、あくまでもパナソニックの発注の誤りが原因だということ

でございます。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  それでは、当初の説明のとおり、単純な発注ミスによる誤りだったと、そう

理解します。 

すると、先ほど質問にもあげましたけれども、上谷工区の随意契約であります。私も先

ほども述べましたように、随意契約は契約のやり方というものは理解しているつもりであ

りますけれども、今回、２期工事のミスをどのように点検、評価されて随意契約にいたっ

たのか、再度説明願います。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  今回の上谷地区の随意契約につきましては、あくまでも第２期整備工事

は一体として工事を進めるというふうな考えで随意契約をいたしましたので、第２期整備

工事においても前回のミスについては、その判断材料としなく、随意契約をしたというこ

とでございます。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  本来ならば、当然判断材料にすべきところをしなかった。これはどうしてで

すか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  今回の上谷工区につきましては、先回、第２期整備工事の中のやつが、

電柱の添架の関係で、先回から抜いたというような経過がございます。上谷地区につきま

しては、第２期整備工事の一体の中の工事であるという考えのもとで随意契約をしたとい

うことでございます。今回そのミスについての、それについてどういう評価にして随意契

約にしたのかということについてでありますが、そういう随意契約理由により契約したと

いうことで、そういうことについては今回評価の対象にしなかったということでございま

す。その２期整備のミスについは、今後上谷工事が終わって、その終わった時点において、

ミスに対しての町の判断というのは、そのあとするということで考えておりますので、ご

理解願いたいと思います。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  よく理解できませんが、町長が、先ほど私が質問しましたように、この工事

ミス、あるいは２回目の工事ミスに対してのご意見等を承っておりません。答弁を求める

ものであります。 

○副議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  第２期工事の当初の、いわゆる線が何スクエアだとか、いろいろありましたけれ

ども、その当時もそうでありましたが、業者が大きなミスを犯してしまったということで
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あって、工期内に具体的に工事が遅延することなく進めるにはどうすべきなのかという、

その後の対策を具体的に町としても検討したわけであります。したがって、それは改めて

申し上げるまでもなく、そうした答えのプロセスは適切に行ってきたというのが私の判断

であります。 

今回の加入者引き込みの件、これについては、これはもうちゃんと町のほうでも、即刻

これはすぐに確認をし、そしてそのミスたる原因というものを掌握をして、そしてこの対

応を取ってきたということであります。いずれにしても、私としてはこういうミスという

ものは、大きく考えれば誰でもあるなんていうことは言いたくありませんけれども、問題

はそのミスが出た場合、あるいはいろんな災害がきた場合、そのプロセスが私は、その工

程が大事だというふうに思っているところであります。結果的に今回、こうした工事ミス

が重なった業者については、工事がすべて完了したあとに、それなりにしかるべく対応を

してまいりたいというふうには思っているところであります。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  今ほど町長の答弁、受けましたが、わからないわけではありません。プロセ

スが大事であると、ですから私は、今までの経緯をすべて調べたわけですよ。５月 25 日、

６月３日、町長、副町長、同席しない中で手直し工事が承認されて、指示されております。

これはどういうことなんでしょうか。そして、町長は６月の定例会で、先ほど私が言いま

したように、はじめてわかった、そしてそのときに決定したんだと答弁しております。プ

ロセスが大事ならば、このずれはどう説明するんですか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  お答えいたします。 

５月 25 日に町と請負業者と管理業者、３者によって手直し工事についての協議をしてお

ります。その際、ハンガーで釣る工法についての検討をいたしまして、パナソニックにそ

の旨の指示をいたしました。それで、６月３日にパナソニックから、その指示通りのこと

で手直し工事をさせてほしいという回答を得ました。それを受けまして、６月６日に町長

にその旨の説明をいたしました。その際、町長より、当然全部張り替えるのは妥当ではな

いかというようなお話をいただきましたが、納入等の関係で、今回の手直し工事のような

ハンガー工法でやるというようなことでご説明をし、承認を得たところであります。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  今はじめて、その６月６日の件が出てきたわけでありますね。今まで報告は

全然なかったわけです。ですから、先ほど私が、町長が６月定例会に発言されたことを二

つ言いました。その中で、町長は今日という言葉を使っているんですよ。６月６日以降で

すよ。ですから疑問を抱いたわけです。６月３日に指示、承認及び指示をしたと、それで

今ほど課長が６月６日、これは６月６日付けで施工業者の補強工事の強度証明書が送られ

ております。そこまではわかっております。ですが、今のように町長がどうのこうの、担

当課とか、それに指示したというのは初めてのことであります。ですが、町長はそれをわ

っていても、定例会の中で、今日その話を担当課と、こういう言葉を使っているんです。

これはどういうことなんですか。 

○副議長  町長、伊藤勝君。 
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○町長  すでにこの工事については、決算も終わり、そして先ほど申し上げましたように、

９月１日には引き込み線によるミス等も判明をし、そして具体的にもすべて工事は終了し

て実はおります。こういってはなんでありますけれども、当時のことを、古いページをひ

っくり返しながら、われわれもその誰がいつ言ったかということは、まったく時系列的に、

ここに手元に資料があわけでもなんでもないわけです。問題は、その都度その都度対応し

た内容なり、あるいはこうした問題については十分過ぎるほど、私は議会に説明をし、そ

してこの種の問題については、大変申し訳なかったと、それは、やっぱり町長に報告する、

あるいはわれわれもそれを十分に監視していなかったということで、このこうした工事ミ

スについてはあってはならないということで、担当課職員を含め、これは公にしていいか

どうかわかりませんけれども、担当職員については、それなりの処分をしているところで

あります。そして、改めて、今後こういうミスが、やはり自分たちのチェックの中で起き

てはならないということを、これは十分に訓示をして、改めさせるところは改めさせ、そ

して間違えのない工事を行うようということを指導しているところでありますので、そう

いういろんなもろもろのことはありましょうけれども、しかし問題は、やっぱり私は前を

向いて、そして職員をどう指導していくかというところを、やはりしっかり議員の皆さん

も、そういった心を持って、ぜひご協力をいただければありがたいなというふうに思って

いるところでありますので、今後そういったミスのないように、もう一度私からも十分に、

これまでのもろもろなミスについては、これはお詫びを申し上げたいということでありま

すので、どうぞよろしくお願いを申し上げたいというふうに思います。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  今ほど町長の発言がありました。報・連・相の発言にしてもそうですが、そ

のような前向きな姿勢での町政取り組みを求めるものであります。しかし議会に対しては、

その場限りの答弁ではなく、きちっとした答弁をしていただきたい、それだけは申し上げ

ておきます。 

続けて、先ほどの２期工事の引き込みのことなんですが、新郷地区の高目から呼賀、あ

の辺まで、おそらくパナソニックの下請け等がやっていると思うんですが、その辺の調査

はなされましたか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  今回の宅内の引き込み工事についてのご質問にお答えいたします。 

今回の引き込み工事につきましては、パナソニックが元請で、第１次下請けで、その管

理組合ともう１社がございます。それで、そのもう１社のほうのまたその下の、要するに

２次下請けのものがミスを犯したということで確認をしております。その議員ご指摘のあ

った地区につきましては、第１次下請けが直接直営でやった箇所でございまして、それに

ついても確認をしておりますが、異常なしというようなことで結果が出ておりますので、

ご理解願いたいと思います。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  それではもう少しですが、上谷工区の確認もありますけれども、これは工期

はいつまでだっのでしょうか。そして、工区は確か 400 号の入り口からの分岐だと理解し

ておりますが、それで間違いないでしょうか。それと、時間がありませんので、まとめて
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聞きますけれども、現在の工事の進捗率はどの程度進んでおりますか。 

○副議長  暫時休議といたします。（１３時５７分） 

○副議長  再開します。（１３時５８分） 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  上谷工区についてのご質問にお答えいたします。 

工期につきましては、着工が５月９日で完成が 10 月 22 日となっております。工区につ

きましては、当初 400 号分かれからということで計画をしておりましたが、光ケーブルの

空芯数が縄沢のほうまできているということで、精査した結果わかりましたので、縄沢集

落の入り口の附近から上谷のほうにケーブルを敷設するというような工区でございます。

あと進捗につきましては、ただいま電柱がまだ立っておりませんので、ケーブルの張り替

えはまだやっておりませんので、10％程度ということでございます。 

失礼しました。電柱は立ったんですが、電柱の吊り下げ部分について、電柱の持ち主、

東北電力が吊り下げ金具を付けるわけなんですが、それがまだ付いていないというような

ことで、まだケーブルが釣れないというような状況でございまして、進捗はやっぱり 10％

程度ということでございます。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  最後になると思いますが、その 400 号入口からの変更というのは、正式には

議会に対して、あとから何らかの説明があるのかと期待してよろしいのでしょうか。それ

と、今そんな状態で工期は間に合うのでしょうか。 

○副議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  今回の工区につきましては、現地を精査した結果、400 号分かれからだ

ったのが、若干縄沢集落のほうに寄ったというようなことでございますので、このような

説明で終わらせていただきたいと考えております。なお工期につきましては、これから金

具が付きますので、10 月 22 日までには間に合うように工事を施工したいと、このように

考えております。 

○副議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  最後の質問といいますか、今ほど上谷工区の説明がありました。随意契約の

した理由、あるいはせざるを得なかった理由等もあります。しっかりと取り組んでいただ

きたい。そして、これは私がこの席で言うセリフではありませんが、議会としましても、

真実をきちっとやってもらえれば、頑なに反対とする理由はありません。ですから、お互

いが信頼関係が結べるような、そんうな体制をつくっていきたいと思います。 

以上をもちまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○副議長  議長を交代します。 

○議長  議長を交代いたしました。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  13 番、長谷沼であります。通告に従って順次質問をしてまいります。 

今、武藤議員と町長とのやり取りを聞いていましたが、お互いに冷静になって、特に町

長は西会津のトップだから、興奮しないで、穏やかに答弁をするように、ひとつお願いし

ますから。 
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私の質問の第 1点目は、町民参加型健康まつり、健康がいちばんについてであります。

ことことについては、10 番、清野議員がたびたび質問をして、健康がいちばんについて質

問をしてまいりました。それなりに私も理解をしてきたつもりであります。今回の町長の

提案理由では、健康がいちばん 2012イン西会津、かっこいい名前であります。ただしこれ

は仮称であります。なんで仮か、課長の、この清野議員の質問に対しては、９月か 10 月に

大会をしたいと、そういうような段取りできたんでしょうが、今回は 11 月 23 日というこ

とで、まだ間がありますが、今までやったことのないことをやるわけでありますから、こ

こは仮称ではなくて、こういうことをやりますよと議会に提案をしてほしいなと思います。 

そういうことでみると、今年の予算の、今年度か、今年の予算と主な事業ということで、

各家庭にわたりました。きめ細かな今年の予算配分、事業名が説明してありました。少な

い金額です、８万から載っておりましたが、この健康がいちばんの大会は載っておりませ

んでした。なぜこれ載らなかったのかなと、やはり仮称、確たるものがないからこういう

ふうになったのかなというような気もしますので、いやいやそうではないと、きちっとし

た計画で臨んでいると、そういう答弁を期待申し上げて質問をしてまいります。 

一つは、これを実施する背景、狙いはどこにあるのか。そして、これを提案にいたるま

での経緯はどういうような経緯でこの事業をするのか。そして、百歳への挑戦、今までや

ってきました、それの評価は、それとの関連はどうなっておるのか。あるのか、ないのか

であります。 

次に、実施計画における位置付けはどうなっていますか、実施計画には講演会とは確か

載っておりましたが、町民の大会を開くというような記述はありませんでしたので、実施

計画における位置付けはどうなっておりますか。この事業といいますか、大会をする財源

はどうなっておりますか。民生費で負担をするのか、４款の衛生費で負担をするのか、そ

こら辺も合わせてお答えをいただきたいと思います。 

そして、この事業が、この大会が将来にわたってどういうふうにして取り組んでいくの

か、今後の取り組み、今後の考え方についてもお答えをいただきたいと思います。 

この事業で、一番私が疑問に思ったのは、福祉との連携がうたわれていないことであり

ます。12 月議会での課長の答弁では、保健、医療、福祉の連携を図るとおっしゃっておら

れます。また町長は、24 年度の福島県国保地域医療学会のシンポジウムでありますか、そ

こで発表なされましたが、そこでも保健、医療、福祉の連携を図りながら健康づくりをし

ていくとおっしゃっておられますので、なぜ福祉がここで抜けておるのか、福祉との関わ

りあいについても説明をしていただきたいと思います。 

次に、空き家対策であります。これは昨日、７番議員からも質問ありましたので、７番

議員おっしゃるように、私がこれから聞こうとしておるのは、結局は負ですか、マイナス

のことを聞くわけですが、マイナスだけではありません。プラスの要素がたくさんあるわ

けであります。空き家を利用して、いろんな利用の仕方があると、新郷でも空き家を買っ

て都会から住んでいる人がおられます。あるいは解体をして、喜多方にいって立派な料亭

といいますか、割烹店になっています。また、土蔵ですか、小屋ですか、倒壊したところ

が、材料が立派なので業者がそれを解体をして持っていったと、そういうふうな利用をし

ていただけるというのが一番いいわけでありますが、ところがなかなかそうはいっていな
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いのが現実であります。 

昨日の答弁ですと、危険な家屋は 10棟という答弁でありましたが、はたしてそうかなと

いうような疑問が私にはあります。それで、実際、倒壊は抜きにしても、空き家はどのく

らいあるのか、その実態をつかんでおるのか、世帯、何世帯くらいあるのか、今は１世帯、

住宅だけということはありません。土蔵なり、小屋なり、いろんな車庫なり等を持ってい

ますので、棟数にしてはどの程度あるのか、そこまでつかんでおられるか、おられないか。

そしてその中で、実際、危険な状態にあるのは本当に 10棟かどうか。例えば野沢地区のれ

んたんのようなところだけが他人に迷惑をかける。私もそう思っていましたが、ところが

なんと、新郷でも去年、小屋が倒壊しまして、隣の家の宅地に倒れたと、住宅までにはか

からなかったので、被害はありませんでしたが、われわれの地方でも、この倒壊のおそれ

のある建物がたくさんあるわけであります。そこで、この実態はどうなっているか、それ

と合わせまして、建物には固定資産税がかかるわけでありますから、課税の徴収はどうな

っておられますか。いわゆる所有者に課税をしているのか、あるいは管理者ということで

やっておるのか、そこら辺も合わせてお尋ねをしたいわけであります。 

そして、何よりもこれを対策をしていくのには、条例を制定して空き家対策をしていか

ないと、その危険な空き家の解消にはならないのではないかなという気がしております。

一つは、昨日も町長から話がありましたが、財産の放棄をしたいと、町に寄付をしたいと

いうことでありますから、そういう人がおられるならば、大いに町で寄付をしていただい

たほうが私はいいと思います。昨日もありました、町内、空スペースが足りない、トイレ

を設置したい、駐車場もある、そうならば、寄付をしていただいて、そこを更地にすれば

空きスペースやトイレ、駐車場にも利用できるわけですから、寄付をしたいというかたが

おいででしたら、大いに寄付をしてもらったほうがいいと思います。 

しかしといいますか、やはり原則、撤去は所有者の責任であります。まず最初に、その

所要者に適正な管理を求めて、危険になれば撤去を求めるというのが原則であります。し

かし、それができない場合はどうするのか、適切な勧告や命令を出す、それでもできない

ときはどうする。町が代執行してやるべきではないのか、あるいは解体撤去の費用がたく

さんかかるわけでありますから、町が助成をするとか、そういうようなことを網羅した条

例をつくるべきだと私は思いますが、条例を制定したいという答弁もありましたので、そ

こら辺をもう少し詳しく説明をしていただきたいと思います。 

３点目は、旱魃による被害であります。町長の提案理由でも触れておられましたが、そ

れだけでは、今回の旱魃の実態が把握できませんので、町としてどのような調査をして、

実態を把握しておられますか。どのような対策をしましたか。これからしようとしておら

れますか。特に私が気になったのは、畑作物のソバであります。田んぼにソバをまいたの

は、まあまあ適切といいますか、背丈も伸びて、順調に育っているほ場が多いわけであり

ますが、畑にみますと、芽が出ない。生えても５センチ、10センチ、そこでもう花が咲い

てしまって、機械での刈り取りができないのではないかなという気がします。なぜソバを

取り上げたかというと、ソバをつくると転作の奨励金、あるいは畑作の所得補償ですか、

奨励金ですか、があるわけでありまして、これらがこういう収穫のできない状態でも、そ

ういう奨励金、補償金はもらえるのかどうか、私はもらえるようにすべきだろうというこ
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とで質問をしているわけであります。今回、経済常任委員会で下郷町を研修いたしました。

遊休農地の復元であります。大々的には農業生産法人がまいりまして、やっておられまし

た。そのほかは、畜産農家、ベコの預かっている農家は牧草と、あとはソバなんです。復

元するのには、ソバが一番取り組みやすいわけであります。それは栽培しやすいことと、

今私がいったような、奨励金や補償金がもらえるから、ソバに取り組んでおるのでありま

して、今回のような収穫がまったくなかった場合、あるいは半減した場合、奨励金、補償

金の影響はないのか、そこをお尋ねをいたしまして、私の一般質問といたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  13 番、長谷沼清吉議員のご質問のうち、私からは町民参加型健康まつり・健康が

いちばんについてお答えをしたいと思います。 

冒頭議員から適切なるご助言がありました。これだけ健康がいちばんという大きな課題

について、仮称とはなんぞやということでございまして、私も健康がいちばん 2012イン西

会津、これは仮称ということではなくて、やっぱり、これから町民の皆さんに多くのかた

がたに参加していくためには、しっかりとした名目と、そして取り組みを進めていかなけ

ればならないということでありまして、重く受け止めておきたいと思います。 

私が考える健康がいちばんとは、町民全体が健康であること。そのためには、将来的に

も町民の健康を守っていくことが、重要課題であると認識しているところであります。人

間は健康で稔り豊かで満足できる人生をまっとうすることが一番であり、それが究極の幸

せであると考えているところであります。食と運動と検診を相互に連携しながら健康づく

りを推進することにより、子どもから働き盛りの若者、そして高齢者までの町民すべての

健康増進を図ってまいりたいと考えております。 

これらを踏まえて、昨年度に策定しました介護保険事業計画、食育推進計画などの事業

計画推進の初年度として、食と運動による健康管理や検診受診率向上による疾病予防や介

護予防の重要性をＰＲしながら、その方策等について普及啓発を図るために、町民が気楽

で参加のできる町民参加型健康まつりを 11 月 23 日に開催するものであります。今後も、

これらの取り組みについては継続をする、そうした取り組みであるということでご認識を

いただきたいと思います。 

次に、本町においてはこれまで、百歳への挑戦、トータルケアのまちづくり、予防医療

の政策などを推進することにより、町民の一人当たりの医療費・国保税、平均寿命などが

改善されてきております。また、現在も百歳以上のかたが 11 名健在でおられることなどは、

その成果であると考えているところであります。現在は、これまでの健康・医療・福祉の

連携による町民の総合的な健康づくりに加えて、次世代を担う若者、そして子どもたちに

も重点を置いて、妊婦・子どもの季節性インフルエンザ予防接種の助成や子育て医療費サ

ポート事業等、負担の大きい子育て世代への支援も推進してまいりたいと思っております。 

また、実施計画の位置付け及び財源の内容といたしましては、３月の全員協議会におき

ましてもご説明申し上げましたが、人と自然にやさしいまちづくりの中で、健康づくりの

推進で、福島県緊急雇用創出基金事業の 10 分の 10 の県補助金を活用した新規事業、健康

がいちばん推進事業として実施したところであります。 

さらに、福祉との連携においては、食と運動は健康維持、ひいては医療や介護など、特
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に介護予防や認知症予防などにも大きな関連があるものであります。日本人の死因三大疾

患である、がんと心臓病と脳卒中は、日常的に体を動かしている人ほど、これらの病気に

かかるリスクが下がるということは、国内外の多くの研究データが示しているところであ

ります。食では、自然環境に恵まれた本町の農林産物、郷土食を使い、栄養バランスのと

れた食生活が各家庭に浸透・実践できるよう推進して、また運動においては、自分に合っ

た運動から、身近で手軽なウォーキング・散歩まで、運動習慣として継続できるように推

進していきたいと思います。自らの健康管理に関心を持ち続けていただくことで、介護・

認知症予防の役割や効果も期待できると考えております。 

本年の町民参加型健康まつりを契機として、すべての町民の健康づくりを、健康がいち

ばんをキャッチフレーズに、推進してまいりたいと考えておりますで、今後ともよろしく

お願いを申し上げたいと思います。 

その他のご質問等につきましては、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  13 番、長谷沼清吉議員のご質問のうち、空き家対策についてのご質問に

お答えいたします。 

はじめに、空き家の実態把握についてでありますが、町が独自で行った調査によります

と、町内の住宅で空き家となっている家屋は約 200であります。先ほどご質問にありまし

たが、これは住宅の数でございまして、付属屋を合わせた数につきましては、現在集計を

しておりませんので、集計いたしまして、後日お示ししたいと思います。このうち老朽化

が激しく、倒壊により道路や通行者、周囲の家屋に損害を及ぼす恐れのある建物は、町全

体で約 10棟となっております。 

次に、空き家の固定資産税につきましては、現況調査を実施し、損耗の激しい物件につ

きましては、損耗割合により減額を行い、課税しているところであります。なお、屋根が

損壊しているなどにより、家屋としての価値のないものについては、課税を取り消してい

る建物もございます。 

家屋の管理につきましては、原則として所有者や管理者が、行うべきものであります。 

町といたしましては、老朽化した危険家屋の所有者や管理者に対し、状況等を説明しなが

ら、適切な管理を行うよう指導してまいる考えであります。 

また、議員おただしのように近年、空き家対策条例を制定する自治体が増えてきており

ますが、本町といたしましても、今後の動向を見極めながら条例の制定などについて検討

してまいる考えでありますので、ご理解を願います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  13 番、長谷沼清吉議員のご質問のうち、旱魃による被害についてのご質

問にお答えいたします。 

今年は、東日本を中心に例年より降水量が少なく、また気温の高い日が続いています。

本町においても森野地区に設置してありますアメダスのデータでは、８月の降水量が 53.5

ミリと例年の平均降水量の半分以下と少なく、雨の降りかたが局地的だったことから、場

所によっては、さらに降水量が少ないところもあると思われます。また、８月の平均気温

は 25.5 度で、昨年度より 1.4 度高くなっており、稲の生育には厳しい気象条件となりまし
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た。 

このような中、奥川や新郷地区の一部の集落から、堤の水が減少して農業用水が足りな

いとの話があり、現地を確認したところ堤や沢水を利用している水田では、水不足により

生育障害が出はじめているところがありました。被害の出ている水田は、周囲にはまった

く引き込む水がなく、残念ながら対策も取れない状況のところもありましたが、近くに河

川等があり、ポンプなどで用水を確保できる地区については、個人や集落共同で作業に取

り組まれるよう助言をしてきたところであります。 

その後も栽培専門員やＪＡで現地確認を継続して行っておりますが、現在のところ町内

８カ所の水田の一部で生育障害が発生している状況であります。その後、雨も降り、多少

回復している水田もありますが、今後の被害拡大を抑えるため、収穫までの稲の管理につ

いては、ケーブルテレビを通じて栽培専門員から農家の皆さんに周知を図ったところです。 

また、被害対策のできない水田については、町内全体の被害状況を農業共済組合へ報告

し、本日町公民館において被害申告受付を行っているところであり、被害農家の皆さんに

は手続きを行うよう共済組合より周知しておりますので、ご理解をお願いします。 

次に畑作物、特にソバへの影響についてのご質問でありますが、畑でのソバの生育状況

は、雨が少ないことから、平年と比べて丈が低く、地域によっては、収量の減が見込まれ

るところもあると考えております。ご質問の中の戸別所得補償の対応は、今後どうなるか

との件につきましては、現在、町内全域に職員が出向いて、本年度のソバを含めた戸別所

得補償の申請箇所の現地確認を行っております。戸別所得補償のうち、50アールの団地化

加算については、この現地確認で取り組みが確認されれば交付される予定ですが、数量払

いについては、販売した数量にかかる補償制度となりますので、その点については現地確

認の結果や収穫の状況を見ながら、議員のご質問にありましたように、県、国との協議を

進めてまいりたいと考えておりますので、ご理解をお願いします。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  町長から答弁をいただきました。おおむね、おおむねというと失礼ですが、

そうだろうと思います。ただ言わせてもらえれば、健康がいちばんというキャッチフレー

ズは弱いな、健康が２番、３番なんて思っている人はほとんどいないわけですから、皆さ

んが健康がいちばんだと。前のトータルケアのまちづくりは百歳への挑戦、百歳という目

標があったんです。健康がいちばんの目標は何ですか。そうなると、キャッチフレーズと

しては私は弱いなと。これサブタイトルはいいですよ、もうちょっと実施までに、いいキ

ャッチフレーズを、タイトルを見つけたほうがいいと思います。ああさすが伊藤町長だわ

いというようなキャッチフレーズをみつけてほしいなと。 

今、私が言ったように、やはりこれは狙い、目標がきちっと町民のかたがたに理解をし

ていただかないと、この大会がツーアウト満塁のホームランになるんだか、凡フライにな

るんだかだと思います。それで、今まで町が取り組んできた百歳への挑戦、いろいろこう

みてみましたならば、目標が、狙いがはっきりしているんですね。まず、食改さんの人た

ち、何をやっていただいたか、減塩です。全員こぞって減塩をしましょうと、浸透して、

減塩は定着しましたよ。それから食事でありますと、脳卒中の予防のための食事はどうだ、

あるいは、骨粗しょう症の予防食、そいうものに取り組んできました。そういう狙いを、
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目標をはっきり町民に提示すること、これがクリーンヒットになり、満塁ホームランにな

るのではないかなと。あるいは福祉でいえば、２級ホームヘルパーを養成してきましたよ。

そういうようなこと、働き盛り検診、そういういろいろな運動を、目標を提示してやって

いくことが、これは成功につながるなと。同じ目標でも、いただけないのが受診率 100％

です。わかるんですよ、100％。しかし、実際問題としてそれが実現できるか、入院してい

る人がいる、寝たきりだと、検診受けられないわけですから、働き盛りは 100％します。

じゃあ今年は 70％か 80％、来年は 90％、３年計画で 100％にすると、そういうような具体

的な提言を実施するまでにすべきだと思いますが、いかがですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  健康がいちばんという中で、私はたびたび、これは大きなタイトルの一つであれ

ば、じゃあ具体的にどう取り組むのかということも、ある意味では提起をしていたつもり

であります。なかなかまだ浸透していないということであれば、取り組みのそうした弱さ

というものがあるというふうに率直に受け止めなければなりませんし、これからもっとど

ういう形で浸透していくか、これは十分担当課と含めて協議をしていかなければならない

ということで、明日からでも、早速この問題について十分なる課の審議を深めていくよう

に指示したいと思っているところであります。 

さて、私が健康がいちばんというタイトルの中で、具体的に町民の皆さんに何をお願い

し、どう取り組んでいくのかというのは、三つの大きな柱を設けました。 

一つは、食の健康。これはいろいろ今、これまでも食改さんの皆さんも取り組んでおり

ましたように、そうしたことは、やっぱりこれからも継続して取り組みを進めていく、そ

して何よりも、食べるということは体をつくるということの一番大事なことでもあるし、

そして、この健康に対する食の考え方というものについても、十分にこれ町民の皆さんに

も、あるいは取り組む方向として一番大事にしなければならないと思います。それは昼食

から日常的な子どもたちの食から、そしてお年寄りの皆さんも含めて、健康なものは食か

らまず対応しようと。噛む力、あるいは噛んで食べるということだけでも十分にこれは体

の健康、そして認知症予防にも十分つながるということも証明しておりますので、こうい

う食の問題というものをもっと具体的に、リアルに、町民の皆さんに訴えていきたいとい

うふうに思います。 

次には、二つ目は運動です。これはもう、運動というと何か大きなテーマになりがちで

ありますけれども、そこは一人ひとりができるものから始めていこうと、それはゲートボ

ールであったり、例えばウォーキングであったり、さらには簡単なマラソン、日常してい

る人もおりますでしょうし、あるいは野球やゴルフ、そういったことに趣味を通じながら、

体を日常的にこう動かす。こういうことで、やっぱり一人ひとりが運動になじんでいただ

くということをやっぱり取り組んでいきたいということで、その方法というものについて

も、もっと町民の皆さんに具体性のあるもの、こういう取り組みをしていきたい。例えば、

西会津町の職員の皆さんにも、私も言っているんですが、これはノーマイカーデイ、これ

はある意味では歩いてきていただくという、近い人は歩いてききていただく、そして、ま

ず率先垂範、職員の皆さんからいろいろと、このお昼には健康体操を行う、あるいは西会

津町の健康体操をもっと広めていこうと、こういう健康づくりの中での運動という位置付
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けをしっかりもっていきたい。 

そして今ほど、いわゆる受診率 100％、これは究極的な私は目標だというふうに思いま

す。これはすべて、ただ目標は 90％に置こうなんていうのは、これはキャッチフレーズの

中で取り組みにも何にもならないわけでありますので、これはやっぱり 100％、交通事故

だったらば０、こういうことでありますので、そういう目標の視点をどこにおくかという

ことでとらえていきたい。その中には、働く、若い働き盛りの人、そして子どもからお年

寄りの皆さんまで、やっぱり健康である限り、早めにお医者さんにかかるなり、早期発見、

早期治療、こういうことをもっともっと真剣に考えていかなければというふうに思います。 

そこには何があるかというと、私は同じ年代のかたがたが、がんで亡くなる。三大疾患

の一つ、西会津で一番多いのががんです。こういうことについては、やっぱり早期発見、

早期治療というものが何より大事だとこういわれておりますので、そうした本当に働き盛

りの若い人が、やっぱり検診を受けないというのが原因であったり、あるいは検診の中か

ら、何かこう少し見つかって、そして、それがあのとき検診をやって、あの先生に見つか

ったというような話も聞いておりますので、ぜひこの辺の取り組みも、もっともっとわか

りやすく、リアルに町民の皆さんにも十分にお知らせしていけるような、これからパンフ、

さらには健康がいちばんイン西会津までには、ちゃんとしたポスター、こういったことを

出しながら、多くの町民の皆さんに参加していただけるような、そんな体制を組んでまい

りたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  わかりました。方向性としてはそのとおりだと思います。大いにそのよう

にやっていただきたいと思います。 

ただ、今回の町民大会、やればいいわけではありませんから、５年後にまた同じような

大会をする、10 年後にすると、するならば、やはり食の健康に関していえば、何が大事だ、

われわれの食事、実態はどうなっているんだ、つかんでおられますか。あるいは栄養の調

査もしなければならないであろうと、そういうような系統立てて、これからやっていただ

きたいと、運動だって今までもやっているわけですからね、銭太鼓だとか、太極拳も、ノ

ルディックもやっていまし、グラウンドゴルフ、いろんなことをやっていますよ。やはり、

そういうふうに具体的なことでやっていただきたいと、そういうふうに今後示してほしい

と思います。 

それで、私が思うのは、最終的には何だ、この狙いは。それは健康で長生きすることだ

と思います。健康であるならば、医療費がかからなくていいわけでありますが、見ますと

平成 19年から、１人当たりの医療費は県平均よりも西会津は高いんですよ。前は低かった。

だからこれは百歳への挑戦も効果はあったけれども、一定の線よりはなかなか下がらない

だろうと私は思います。それはそれでいいだろう、いいだろうって、しょうがないだろう

と、ただ、19年から医療費が上がっているんですよ。前の年と比較しまして、22 年度は２

万 1,415円。21 年度では１万 7,996 円。24 年度では２万 4,238 円。やっぱり医療費を下げ

ることが、この健康のいちばんの最大の狙いにすえてやっていけば、よし、西会津に行っ

て健康がいちばんを研修しようと、全国からぞくぞくとくるような運動にしていくように、

十二分に検討してやっていただきたいと思います。ご感想をお聞かせください。 
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○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  またにそのとおりでありまして、やっぱり究極の目標は、ただ私のほうから、あ

まりにも医療費を下げる下げるというようなことが、その目標の、一番最終的な目標がそ

こだなんていうと、それはなかなかよいものではありませんし、結局は、やっぱり健康で、

いつまでも私はどちらかといえば百歳まで生きていってほしいなと思いますし、この前の、

あの老人の皆さんがお集まりになった敬老会の状況を見ますと、本当に皆さん健康であり

ますし、ああいう形でずっと長生きしていただければ本当にありがたいと、百歳も今 11

人健在でおられますので、今年度の３月末までには、４名のかたが順調にいけば百歳にな

ろうとしておりますので、ぜひそういう形で、ぜひ西会津町は健康だと、そしてあそこの

町の長寿のまちづくりというのはいったい何なのかということが、多くの皆さんに研修に

きていただけるような、そんなまちづくりを目指して頑張っていきたいというふうに思い

ます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  福祉に触れていないと、私言いましたが、答弁で触れておられましたので、

課長忘れないでな。医療と健康と福祉、これがお互いに三つ、うまくかみ合うことによっ

て、健康が保たれているわけですから、忘れないで、ひとつよろしくお願いしておきます。 

あと、空き家対策で、私は質問事項に入れておきませんでしたが、そこではお願いしま

したが、いわゆる俺はもう始末できないから、町に始末してくださいと、寄付をしますよ

というような声があるのかないのか、それをお答えください。そして、あるならば、やは

り私が言ったように、積極的にそれは寄付をしていただいて、その活用を図っていくべき

だと思いますがいかがですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  これはまだ町に正式には申込みが、今聞いたところ、首をかしげておりますけれ

ども、実はこれ奥川に、福島屋さんの向かい側にあるんですが、そこ冬の期間に聞いたと

きに、そういう話がありますよということで、受けたわけであります。そこは雪降ろしも

誰も手を付けることができない、そういう場所でありましたので、そういうことで財産の

放棄、相続の放棄ということであれば、積極的にそういった内容について調査をしてみた

いというふうに思っているところでございます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  町が寄付を受け入れますという情報を出せば、それなりの反応があって、

それじゃもう俺は家に帰る気もないし、俺の一族も帰らないから、町に任せるわというの

が、私は今後増えてくる可能性が高いのではないのかなと思っていますので、そこら辺を

念頭に置いて、空き家対策もしていただきたいと思います。 

さっきも言いましたが、野沢の町の中だけじゃない、上野尻だけじゃなくて、本当に私

の近くでさえ、ああいう他人に迷惑をかけているような倒壊が起きているわけですから、

それはやはり、何を言ってもそれは自己責任ですよ。そういう建物が見つかったならば、

所有者に、管理者に連絡をしてやっていただくと、それをスムーズにやっていくのには、

条例がなければスムーズにいかないと、条例をつくったときには、所有者だけに責任を持

たせるだけではなくて、町もそれ相応の補助を出すとか、代執行をしてやるとか、そうい
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うようなところまで条例がうたわないと効果がないと思いますので、これから条例の制定

に向けて検討をするというわけでありますから、私の今言ったようなことを検討するつも

りがあるかないかをお尋ねします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

空き家対策にかかる条例制定、全国 16都道府県で今現在 31自治体が制定してございま

す。その内容につきましては、今、議員がおただしのとおり、補助制度もあるところもあ

り、指導、助言、さらには勧告、それから代執行までうたっている条例がほとんどでござ

います。西会津は、まだそれほど多くはないですけれども、今後増えることがかなり予想

されてございますので、そこら辺きちんと検討しながら、先ほどご答弁いたしましたとお

り、条例の制定、中身も踏まえまして、十分検討してまいりたいと考えてございます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  最初、冒頭で私が言ったように、今の質問なんか、本当にマイナスの面で

議論しているわけですが、本来ならば、やっぱりプラスのことで議論をしたいわけです。

プラスの関係は、町民税務課長ではなくて、商工観光課でありましょうから、私が冒頭に

言ったように、喜多方に移築して、立派な料亭、割烹店になっているんです。あるいは土

蔵、小屋の材料が、太い材料が使われていたので、倒壊してしまったけれども、後片付け

きちんとしますから、材料をもらっていきます。そいうようなプラスの面も大いに検討し

て、情報を発信してやっていただくことをお願いをしておきます。 

旱魃ですが、何とも降らなくて、水がないからしょうがないといえばしょうがない。そ

して、課長が言ったように、これが水稲の共済制度がありますから、それなりの補てんと

いいますか、見返りがあるわけですが、ただ、私言ったように、ソバが数量払いの関係で、

例えば私なら私の責任ならしかたがないですよ、手入れが悪くて。ところが、今年の天候

で育たないわけですから、そういう面積がどの程度あるのか、実態をどの程度把握してお

るかわかりませんが、私の近くでは結構そういうのが多いです。いわゆる粘土地の畑で多

いです。だからさっき言ったように、荒地を、耕作できない土地を復帰するのに、一番た

やすい、簡単なのはソバでありますから、ソバをつくったのはいいけれども、損したなん

ていわないように、最大限の努力をお願いしたいと思いますが、もう一回その点について

お答えをいただきたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ソバの取り組みについての再質問にお答えいたします。 

今年度、戸別所得補償で、ソバの取り組みをされた面積につきましては、水田利活用で

25 町歩、畑作物の取り組みで 52 町歩ほどあります。さらに町独自の産地づくり交付金と

いうことで、５反以上の団地化を図ったまとまりについては、１反当たり１万５千円を出

しますということで、10 町歩ほどの取り組みが今年度されました。先ほどお話をしました

ように、先週の木曜日から戸別所得補償の現地確認を行っておりますが、ソバについては、

順調に生育している畑と、やっぱり３段の収穫が、もう１段で花が咲いて、１段くらいし

か収穫できないだろうというようなところも、現実に職員の現地確認の報告の中にもあり

ます。 



 101 

今後、それらのことを十分調査をまとめまして、国のほうでも豪雨のようなときには、

特例として耕作の準備をしたにも関わらず、作付ができなかった場合の特例ということで、

認めるような特例措置もありますので、今回の旱魃が全国的なものであって、国として対

応していただけるのかどうかも含めながら、現実の実態を国のほうには報告をして、協議

を進めていきたいと思います。農家の皆さんがせっかく取り組んでいただきましたので、

町としてもその取り組みに、できる限りの対応をしていきたいということで考えておりま

す。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  西会津だけではなくて、近隣の町村も同じような実態だろうと思いますの

で、そこら辺は連絡を密にして、われわれの声が届くように、さらにご努力をお願い申し

上げて、私の一般質問をこれで終わります。ありがとうございました。 

○議長  以上をもって一般質問を終結いたします。 

以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会いたします。（１４時５３分） 
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○議長  平成 24 年第７回西会津町議会定例会を再開します。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程に入るに先立ち、諸報告をいたします。 

農業委員会会長、斎藤太喜男君から、公務出張のため欠席する旨の届出がありましたの

でご報告いたします。 

日程第１、議案第１号、西会津町介護保険財政安定化特例基金条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  議案第１号、西会津町介護保険財政安定化特例基金条例の制定について

ご説明申し上げます。 

本案につきましては、町長が提案理由の説明の中で申し上げましたとおり、介護保険料

につきましては、３年を１期とした介護保険事業計画の中で３年間の保険料を定めること

となっており、平成 24 年度から平成 26年度までの第５期介護保険事業計画期間中の保険

料率の増加を抑制するため、県からの特例交付金を受け基金を造成し、必要に応じて繰り

入れられる基金を設置する条例の制定であります。 

保険料の算定にあたりましては、３月の議会定例会や全員協議会でもご説明申し上げま

したが、これまでの実績などにより、今後の高齢者人口や介護認定者数及び介護サービス

利用者・利用量などを推計し、３カ年間の介護給付費を積算した結果、保険料の基準額を

年額５万 2,200円、月額 4,350円としたところであります。前期の第４期計画の保険料と

比較して月額で 510円、13.3%の増となりました。 

この保険料算定の中には、保険料の軽減を図るため、介護給付費準備基金から 3,000万

円の繰り入れや県財政安定化基金特例交付金、収納率の増などを見込んでおります。なお、

県介護保険財政安定化基金特例交付金による介護保険料の軽減額は、月額で 35円を見込ん

でおります。 

このたび、県から特例交付金の内示がありましたことから、西会津町介護保険財政安定

化特例基金条例について議会の議決をお願いするものであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。 

西会津町介護保険財政安定化特例基金条例。 

第１条は、設置及びその目的であります。第５期西会津町介護保険事業計画期間におけ

る介護保険料率の増加の抑制を図るため、基金を設置するものであります。 

第２条は、基金の額でありますが、町が県から交付を受ける福島県介護保険財政安定化

基金特例交付金の額とするものであります。 

第３条は、基金の管理について規定しており、最も確実かつ有利な方法により管理しな

ければならないとするものであります。 

第４条は、運用益金の処理についての規定で、基金から生じた利益は基金に編入するも

のであります。 

第５条は、繰替運用について規定しており、財政上の必要があると認められるときは、

歳計現金に繰り替えて運用できるものであります。 
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第６条は、基金の処分についての規定で、第５期介護保険事業計画期間における 65 歳以

上の第１号被保険者に係る介護保険料率の増加抑制を図るための財源に充てるため、また、

基金から生じた収益は、第１号被保険者保険料を充当する介護保険給付費用額に充てるた

め処分するものであります。 

第７条は、委任でありますが、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める

規定であります。 

附則でありますが、第１項は、施行期日でありまして、この条例は、公布の日から施行

するものであります。 

第２項は、この条例の失効でありまして、平成 27年３月 31 日限りで、その効力を失い、

その際の残額は福島県に返還するものであります。なお、本基金に積み立てる額は、346

万２千円を予定しており、今次の介護保険特別会計補正予算にその所要額を計上したとこ

ろであります。 

以上で説明を終わらせていただきますが、地方自治法第 96条第１項の規定により議会の

議決をお願いするものであります。よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議

決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  議案第１号でもいいでしょうし、補正予算でお尋ねしてもいいわけですが、

この基金は、県でお出しになるということですが、これは全国的にこういう基金を県が、

それぞれの自治体に出すようになっているのか、これは福島県独自の政策かどうかをまず

お尋ねをいたします。 

それと、第４期まではこういうことがなかったから第５期で条例をつくるんでしょうが、

この第５期の期間中に使ってしまえということでありますが、まだ先のことでありますか

ら予測は難しいかもしれませんが、第６期等にも、こういう制度が存続するのか、そうい

うような内々のお話等が県からあるのかないのか。これだけまず聞いておきますか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ご質問にお答えいたします。 

この基金の財源となります特例交付金、県の介護保険財政安定化基金から交付されるも

のでございますが、これにつきましては、全国的なものでございます。この趣旨でござい

ますが、介護保険料でございますが、介護保険料が年々増嵩しておりまして、今回につき

ましては、国のほうから月額 5,000円を超える町村が多くありそうだということで、月額

5,000円を超えないような形で、全国的に全県にあります基金から、保険料軽減のための

交付金ということで、市町村に交付され、市町村ではそれを基金化して第５期期間中に保

険給付費に不足が生じた場合には、財源として基金から繰り入れて財源とするという内容

でございます。 

なお、第６期以降の同様の特例交付金につきましては、現段階では国、県のほうから通

知なりがまいっておりませんので、明確にはご答弁申し上げることができませんので、ご

理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 
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○長谷沼清吉  346 万１千円が交付されて、利息が 1,346 万２千円を基金とするというわ

けですが、それを１人当たり 35円と説明をしていただいたわけですが、これはどこの自治

体も 35円ということなのか、それはそれぞれの自治体の実態に応じて、その金額が変わっ

ているのかどうかをお尋ねをいたします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えをいたします。 

介護保険料の積算につきましては、先ほどもご説明申し上げましたとおりでございます

が、厚生労働省のほうからサービスの見込み料及び保険料の推計手順、通称ワークシート

と呼ばれるソフトがまいります。そのワークシートの中に、今後の高齢者人口の推移、介

護認定者数の推移、介護サービスの利用者、または利用料の推移等を入力いたしますと、

介護保険料が算定されるようになってございます。ただ、そこに特殊事情としまして、本

町といたしましては、第５期期間中に準備基金から 3,000万円の取り崩しをして、減税財

源を充てるというようなことで行っているわけでございますが、本町の場合、そのワーク

シートによりまして、積算した月額の軽減額が 35円でございました。この額は、市町村の

介護給付費の額、または利用者によって、また施設の状況等によって、さまざまでござい

ますので、一概に 35円ということは言い切れませんので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  わかりました。この 346 万１千円というのは、第５期の期間中であって、

来年も 346 万が出るのかと、私は出ないのかなと思っていますが、そこの点を確認してお

きたいと思います。 

それと、往々にして、こういう新しい国や県が補助をするというときには、国が２分の

１で、あと残りの２分の１は県と町村で負担するなんていうのは結構あるわけですが、こ 

の件に関しては、完全にわが町の負担というのはないと、こう理解をしていますが、それ

でよろしいですか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えしたいと思います。 

第５期の介護保険事業計画における第１号被保険者の保険料率の軽減を図るためという

ことで、県からの特例交付金がまいってございます。346 万２千円でございますが、これ

はあくまでも第５期、24 年から 26 年までの３カ年間の期間中に 346 万２千円ということ

でございまして、この金額が 25 年、26 年に再度交付されるということはございませんの

で、ご理解いただきたいと思います。 

また、介護保険財政的な負担の問題でございますが、この特例交付金につきましては、

県の基金からの、全額県基金からの特例交付金でございまして、保険料率、軽減するため

に県からいただくものでございまして、これに対する町の負担、基金を積み立てるための

町の負担はございません。県からいただいた特例交付金をそのまま基金として造成するも

のでございます。 

以上でございます。 

（「利子が入って」の声あり） 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 
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○健康福祉課長  答弁誤りがございました。私、介護保険財政化特例交付基金に積み立て

る額ということで、先ほど来、346 万２千円と申し上げましたが、県から来る特例交付金

346 万１千円でございました。１千円違いましたのは、１千円は利子として積み立てる分

ということでございまして、346 万１千円を基金として造成するものでございます。訂正

してお詫びさせていただきたいと思います。 

○議長  ほかにございませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから議案第１号、西会津町介護保険財政安定化特例基金条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第１号、西会津町介護保険財政安定化特例基金条例は、原案のとおり

可決されました。 

日程第２、議案第２号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  議案第２号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例」について、

ご説明申し上げます。まず、議案の説明に先立ちまして、本条例改正案の概要について、

ご説明いたします。 

本条例につきましては、町長が提案理由の説明の中でも申し上げましたとおり、公益上

必要がある場合は不均一の課税をすることができるという、地方税法第６条の規定に基づ

き制定した条例であります。 

現在は、過疎地域自立促進特別措置法、農村地域工業等導入促進法及び企業立地の促進

等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律に基づき、事業用の建物や

設備を新設または増設した場合に、固定資産税を３年間に限り、免除することができる内

容を規定しております。 

今回の改正は、東日本大震災復興特別区域法の規定による認定を受けた復興推進計画に

おいて定められた復興産業集積区域内において、一定の事業用に供する施設を設置した事

業者に対して、その固定資産税を課税することとなった年度から５年間、固定資産税を免

除する規定を追加する改正であります。 

それでは、議案書の説明に入らせていただきます。議案書と合わせて、条例改正案新旧

対照表の１ページをご覧願います。 

西会津町税特別措置条例の一部を次のように改正する。 
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第３条の改正は、租税特別措置法の法律番号を加え、適用号番号を改めるとともに、対

象取得価格の下限を定める改正であります。 

次に、条を新たに設けるために、条番号の繰り下げを行い、新たに第６条として、東日

本大震災復興特別区域法の規定による認定を受けた復興推進計画に定められた復興産業集

積区域内において、復興推進計画認定の日から平成 28年３月 31 日までの間に、雇用機会

の確保に寄与する事業を実施する事業者として指定を受けた事業者が設置した、事業用に

供する家屋及び償却資産並びに家屋の敷地である土地に対する固定資産税を、課税するこ

ととなった年度から５年分に限り、その固定資産税を免除するという条を加えるものであ

ります。なお、この条項の対象となります復興推進計画は、本年２月 29日付で福島県と県

内の全市町村が国に対して共同申請し、４月 20 日付けで認定されました。また、課税を免

除した固定資産税の 75％は地方交付税により補填されることとなっております。 

次に附則でありますが、第１項は施行期日を、第２項は経過措置として、復興産業集積

区域認定日以降、条例の施行の日の前日までに対象となる施設等を新設、増設した場合に

ついても適用する旨を定めております。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますよう、お願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

７番、多賀剛君。 

○多賀剛  この条例改正案の中で、要はこの条例によって恩恵を実際に受けられるような

事業所なり、企業が実際本町にあるのか、新しく進出計画のあるような企業があるのか、

あるいは既存の企業が増設、もしくは拡張するような計画はおありになるのか、その辺を

１点お尋ねをいたします。 

それとこれは、県と県内全市町村が共同申請をして、認定された地区は、できるという

ことでありますが、これは認定されたところは、同じような内容でこの条例案をつくろう

となさっているのか、それもお尋ねいたします。 

あともう一つは、復興産業集積区域、これは西会津工業団地、野沢地区、群岡地区、こ

の３点が認定されたということでありますが、なぜこの３点なのか。要は交通の便だとか、

インターに近いとかというのがあれば、工業団地以外の尾野本地区なんかも想定されるの

ではないかなと思ったものですから、その点をお尋ねします。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  それでは、私のほうからは、１点目と３点目のご質問にお答えしたいと

思います。 

まず１点目の恩恵する、現在、町内の企業、または進出する企業等があるのかというよ

うなことでございますけれども、現在のところ、これに申請を出した企業等はございませ

ん。 

それから３点目の、集積地域ですか、でありますけれども、これが西会津工業団地、そ

れから野沢地区、それから群岡地区というような、その３地区を指定しているわけでござ

いますけれども、この指定にあたりましては、いわゆる町として、重点的に工場を立地さ

せようというような、そういった地域を指定してくださいというような、そういった要件
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がございました。そうしたことから、町として今、工場誘致を図っている工業団地、ここ

をまず指定させていただいたというようなこと。それから、野沢地区、群岡地区について

は、今後、工場等の増設等も考えられるというようなことでありますので、そういった地

区を取り込んで、今回、３地区を指定させていただいたというようなことでございます。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  他の市町村も同じような条例を改正をするのかというご質問にお答えい

たします。 

県内すべての市町村で同様の条例改正を行います。 

○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  内容はわかりました。そうすると、私、以前からこの工業団地の残地といいま

すか、販売促進に関しましては、周辺市町村と比べて、決して本町の場合は有利なところ

ではないと、そうした場合に、やっぱり何らかの差別化を図って、優位性を出していくの

ではないかと申し上げてきた経緯があるんですが、ほかの５年間の固定資産税免除であれ

ば、本町は例えば７年間とか、10 年間とか、そういう改正の方向は、議論はされましたで

しょうかお尋ねします。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えいたします。 

今回の固定資産税の５年間の免除というのは、いわゆる町民税務課長がご説明しました、

県と町で策定しました復興推進計画、その中で、５年間というようなことで、県内全体で

統一しているというようなこと、当然これは、税務関係とも協議した上での内容だという

ようなことでございます。今回は、そういった県内の統一的な見解に合わせていただいた

ということでありまして、町全体としては、今後そういった７年とか、そういったものは

今後検討してみたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  理解なかなかできないわけですが、いわゆる工業団地と野沢と群岡にした

ということです。これは、東日本大震災復興特別区域法の規定によって、町としては全地

区を指定したかったけれども、今の規定によってできなかったのかどうか。それで、工業

団地に入っていない企業が尾野本地区には結構あるんですよね。なぜ尾野本が指定からは

ずれたのか、そこら辺が理解できませんので説明をしてください。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えいたします。 

今回の復興推進計画を県と共同でつくったわけですけれども、その際の指導的には、基

本的には先ほどいいましたように、町として優先的に工場を立地させるところというよう

なことで、工場団地というような指定があったわけですけれども、そうした中でも、町と

しまして、今後、増設等が考えられる、工場が立地している、大きな工場がある野沢地区、

群岡地区というものを含めさせていただいたというような状況でございます。 

ただ、今後そういった町内の企業とか、また町外から企業がくる場合に、そういった要

件に該当する場合には、県のほうに申し出て、変更等もしていきたいというふうには考え

ております。 
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○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  私も町うちの企業の規模等は詳しくは存じ上げませんが、尾野本地区工業

団地以外にも事業所があって、野沢や群岡地区の企業とも決して劣らない規模の企業があ

るのではないかなと、そういう点では、やはり尾野本地区もこれに指定するように、なぜ

しなかったのかという疑問がわいてくるわけであります。そのことについて説明をしてく

ださい。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えいたします。 

先ほども申し上げましたように、今回の計画を策定する際に、要件としてはそういった

町として、もっとも工場ですか、優先的に立地させるところというようなことで、工業団

地というような、そういったくくりがあったわけですけれども、先ほどもいいましたよう

に、町内でも、大きな施設を持っていて、そこに今後、増設等も考えられるというような

ことで、野沢、群岡地区も取り込んだというようなところでございます。 

当然、今後、議員おっしゃられますように、その他の地区でも、そういった増設と、そ

れから企業立地等がある場合には、県のほうに計画変更というような形で申請を上げたい

というようには考えております。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  説明を聞いていますと、尾野本地区は町の優先地区ではないわけですね、

これ。これ以上言ってもしょうがないでしょうが、今後、変更するといいますか、県との

協議でそれができるならば、やはり尾野本地区、せめて尾野本地区くらいは、やはりこれ

に指定をして、恩恵を受けるように最大限の努力をするかしないか、それだけ聞いておき

ます。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えいたします。 

町にそういった工場が立地するようなこと、また雇用が増えるというようなことは、町

の活性化にとっても大きな意義があると思いますので、そういったお話があった場合には、

全力をあげて、そういった作業に取り組んでいきたいと思っております。 

以上であります。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから議案第２号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第２号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例は、原案のと



 114 

おり可決されました。 

日程第３、議案第３号、西会津町子育て医療費サポート事業条例の一部を改正する条例

を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  議案第３号、西会津町子育て医療費サポート事業条例の一部を改正する

条例についてご説明申し上げます。はじめに、本条例改正案の概要・経緯について申し上

げます。 

本案につきましては、町長が提案理由の説明の中でも申し上げましたが、福島県子ども

の医療費助成事業補助金交付要綱が平成 24 年８月に制定され、本年 10 月１日から施行さ

れることになります。本日、お配りいたしました議案第３・４号関係資料もご覧いただき

たいと思います。 

本要綱の趣旨でございますが、原子力発電所事故の影響から子どもの健康を守り、県内

で安心して子どもを生み、育てやすい環境づくりを進めるため、子どもたちが安心して医

療が受けられるよう、県の区域に住所を有する 10 歳から 18歳までの子どもが病院等で医

療を受けた際の一部負担金相当額を県が市町村に対し補助するものであります。 

これまで町では、国民健康保険条例第５条の２及び子育て医療費サポート事業条例によ

り０歳から 15 歳までの子どもの医療費に係る一部負担金を医療機関の窓口で支払うこと

を要しない、いわゆる窓口無料化とするため、会津管内の医師会等と契約し、子育て支援

策の一環として、その対応に取り組んでまいりました。 

このうち０歳から６歳までの未就学児童等に係る医療費の一部負担相当額は、乳幼児医

療費助成事業として県補助金を受け、また、７歳、小学校１年生から 15 歳、中学校３年生

までの児童生徒については町単独事業として医療費助成をしてまいりました。 

このたび県の子どもの医療費助成事業補助金交付要綱の施行に伴い 15 歳を 18歳に引き

上げるものであります。これによりまして０ 歳から６歳までは乳幼児医療費助成事業とし

て、７歳、小学校１年生から９歳、小学校３年生までは町単独事業として、10 歳、小学校

４年生から 18 歳までは子どもの医療費助成事業として医療費の一部負担金相当額を助成

し、窓口無料化をすることになります。 

10 歳、小学校４年生から 18歳までが助成対象となりましたのは、福島県内 59市町村す

べてが９歳、小学校３年生までは医療費助成制度があることから、10 歳、小学校４年生以

上を対象としたものであります。 

この新たな医療費助成制度により、町が単独事業として助成してまいりました 10 歳から

15 歳までの医療費一部負担金相当額が県から助成されることになりますが、医療費請求は

３カ月後の精算となりますことから本年度の補助金は４カ月分が歳入となります。これら

県の子どもの医療費助成制度の施行から、本条例の一部を改正するものであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。併せて、条例改正案新旧対照表の４

ページもご覧いただきたいと思います。 

西会津町子育て医療費サポート事業条例の一部を次のように改正する。 

第２条、対象者の条項中、15 歳を 18歳に改めるものであります。 



 115 

附則でありますが、第１項は施行期日でありまして、この条例は、平成 24 年 10 月１日

から施行するものであります。 

第２項は、経過措置でありまして、この条例の施行日前の受診に係る医療費については、

なお従前の例によるものであります。なお、本条例の施行に伴い増加する 16歳から 18歳

までの対象者数は、192 名、社会保険等加入者 143 名、国保加入者 49名であり、その医療

費助成にかかる所要額 166万円を今次一般会計補正予算に計上しております。また、10歳、

小学校４年生から18歳までの医療費助成にかかる県補助金として491万７千円も今次補正

予算の歳入に計上しております。  

以上で説明を終わらせていただきますが、地方自治法第 96条第１項の規定により議会の

議決をお願いするものであります。よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議

決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

７番、多賀剛君。 

○多賀剛  これは、県で 18歳まで医療費を無料にしていただけるということで、大変結構

なことでありますが、今年度の当初予算、子育て医療サポート事業の当初予算で、1,316

万、予算を組んでおりますけれども、実際に本町の影響額といいますか、不用額はどのく

らいになるのか、今、４年生から 18歳までが 491万７千円の歳入見込みがあるというご説

明でしたが、本町は 15 歳までサポート事業をしておりましたので、この影響額、不用額は

どのくらいに想定されるのか。 

あと、先ほど説明されたんでしょうか、聞き漏れたかもしれませんが、18歳までの対象

人数はどのくらいいらっしゃるのか、お尋ねをいたします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、お答えをいたします。 

まず第１点目の本町への影響額ということでございますが、先ほども説明の中で申し上

げましたが、今年度は 16歳から 18歳までの医療費にかかる助成額、本年度は４カ月分で

ありますが、４カ月分で今次補正に 166 万円を予算計上してございます。４カ月分で 166

万円でございますので、12カ月分にいたしますと、600万ちょっとがその対象の、必要と

する医療費の額になります。ただ、先ほども申し上げましたが、10 歳から 18 歳までは、

県の子どもの医療費助成事業補助金ということで、10 分の 10 の補助金がいただけること

になります。そういたしますと、当然、16歳から 18歳までのかかる医療費、さらには 10

歳以上、これまで単独でみておりました 10 歳から 15 歳までが、その分についても県から

10 分の 10 の補助金がまいりますので、町にとっては財政的に有利な補助事業であるとい

うことで考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

なお、２点目でございますが、16歳から 18歳までの対象者数でございますが、192 名で

ございます。社会保険加入者で 143 名、国保加入者で 49名でございます。 

○議長  当初予算と比べてどのくらいいらなくなるかと聞いているんですから、難しいこ

と言うことないですから、不用額いくらか出してください。 

当初予算できて、それの中で、今の制度になって、どのくらい不用額が出るかと聞いて

いるんです。 
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７番、多賀剛君。 

○多賀剛  ちょっとわかりづらい質問だったかもしれないんですが、実際、本町は 15 歳ま

で医療費無料というようなことで、子育て医療費サポート事業、当初予算 1,316 万組んで

いたわけなんですが、この県が 18歳までやるということでありますから、小学校４年から

15 歳の分は、丸々ういちゃうでしょうということです。小学校４年生から 15 歳、町独自

でやっていた分が、今度は県でみてくれると、そうすれば、当初予算の中で不用額が出て

くるんじゃないかということをお尋ねしているわけです。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、お答えをしたいと思います。 

説明ちょっと不十分でございました。お詫び申し上げたいと思います。これまで町では、

０歳から 15 歳まで医療費無料化ということで助成をしてまいりました。それがさらに 18

歳までということで、３カ年、３歳分が延びるわけでございますので、子育て医療費サポ

ート事業による医療費の助成は、歳出としては増えることになります。ただ、先ほどもお

話ありましたように、県から、10 歳から 18 歳まで補助金がまいりますので、その分が財

源としては町で有利になります。10 歳から 18 歳までで４カ月分で約 500 万円が入ってま

いりますので、約 2,000 万ほどは、失礼しました。500 万円ですので、４カ月分で約 491

万７千円、約 2,000万円弱は歳入として入ってまいりますので、その分は一般財源として

支出する額が少なくなるということでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  結局、４年から 15 歳までの分で、県からいくらくるんだと聞いているわけですか

ら。 

暫時休議します。（１０時５１分） 

○議長  再開します。（１０時５３分） 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、お答えをしたいと思います。 

これまで単独で医療費助成をしておりました小学校４年生から 15 歳までの医療費分で

ございますが、年間で約 980万円ほどでございます。その分につきましては、今後、歳入

として全額、県補助金から収入として入るものでございます。 

○議長  それは年間でしょう、４カ月分でしょう。10 月からだから、今年の予算に関係あ

るのは、いいね。 

７番、多賀剛君。 

○多賀剛  私の質問がわかりづらくて大変申し訳なかったんですが、要はこの事業は、大

変町にとっても財源的にも有利なものであるということでありますから、私はこの当初予

算、1,316 万円組んであったけれども、ここから何百万くらいは不用額が出てくるのかな

と、そう思ったものですからお尋ねをいたしました。 

あと対象人数のほうは、単純に０歳から 18歳までの人数が、先ほどの数字でよろしいん

でしょうか。０歳から 18歳まで、トータルで結構です、何人くらい。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ご質問にお答えいたします。 

先ほど申し上げました数字、192 人につきましては、条例改正による 16 歳から 18 歳ま
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での人数でございます。なお、０歳児から 18 歳までの該当者数でございますが、合計で

896人で見込んでございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから議案第３号、西会津町子育て医療費サポート事業条例の一部を改正する条例を

採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第３号、西会津町子育て医療費サポート事業条例の一部を改正する条

例は、原案のとおり可決されました。 

日程第４、議案第４号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例を議題としま

す。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  議案第４号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例ついてご

説明申し上げます。 

本条例改正案の概要・経緯については、議案第３号でご説明申し上げましたとおりでご

ざいますが、福島県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱が本年 10 月１日から施行され

ることに伴い、国民健康保険条例の一部を改正し、子どもの医療費に係る一部負担金を医

療機関の窓口で支払うことを要しない年齢、15 歳を 18歳に引き上げるものであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。併せて、条例改正案新旧対照表の５

ページもご覧いただきたいと思います。 

西会津町国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

第５条の２、第４章保険給付・一部負担金の条項中、15 歳を 18 歳に改めるものであり

ます。 

附則でありますが、第１項は施行期日でありまして、この条例は、平成 24 年 10 月１日

から施行するものであります。 

第２項は、経過措置でありまして、この条例の施行日前に行われた療養の給付に係る一

部負担金については、なお従前の例によるものであります。 

以上で説明を終わらせていただきますが、地方自治法第 96条第１項の規定により議会の

議決をお願いするものであります。なお、本案につきましては、去る８月 27日開催の国民

健康保険運営協議会に諮問し、適当である旨の答申をいただいているところであります。

よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 
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（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから議案第４号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第４号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例は、原案の

とおり可決されました。 

日程第５、議案第５号、西会津町防災会議条例の一部を改正する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  議案第５号、西会津町防災会議条例の一部を改正する条例について、ご

説明申し上げます。まず、議案の説明に先立ちまして、本条例改正案の概要について、ご

説明いたします。 

本案につきましては、町長が提案理由の説明の中でも申し上げましたが、災害対策基本

法の一部を改正する法律が、本年６月 27日に公布、施行されたことに伴う条例改正であり

ます。この災害対策基本法の改正は、昨年３月に発生しました東日本大震災から得た教訓

を生かし、いつ起こるかわからない大規模・広域な災害に備えるための措置を可能なもの

から行うことを目的としております。 

主な改正内容につきましては、大規模広域な災害に対する即応力の強化及び被災者対応

の改善、教育伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画による地域防災力の向上などであ

ります。 

それでは、議案書の説明に入らせていただきます。議案書と併せて、条例改正案新旧対

照表の６ページをご覧願います。 

西会津町防災会議条例の一部を次のように改正する。 

第２条の改正は、防災会議の機能強化を図るため、新たな所掌事務として、町長の諮問

に応じて西会津町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること、前号に規定する重

要事項に関し、町長に意見を述べることを追加するものであります。 

次に、第３条第５項の改正でありますが、地域における生活者の多様な視点を反映した

防災対策の充実を図るため、防災会議の委員に、喜多方地方広域市町村圏組合消防長と自

主防災組織を構成する者または学識経験のある者のうちから町長が任命する者を新たに追

加するものであります。 

次に、第３条第６項の改正でありますが、委員の定数を規定しており、自主防災組織を

構成する者または学識経験のある者のうちから町長が任命する者の委員定数を、５人以内
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と定めるものであります。 

次に、附則でありますが、施行期日を公布の日からとするものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますよう、お願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

７番、多賀剛君。 

○多賀剛  この防災対策、大変重要で必要なことであることではありますけれども、今の

町民税務課長の説明を聞いている中で、その防災に関する重要事項の審議というようなこ

とを委員を選任して決めていくんだということでありますが、なんとなく私としては、全

然イメージがわかない、具体的にはどういうことを審議し、どういうことを決めていくこ

とを想定しているのか、その１点だけお尋ねいたします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

防災に関する重要な事項という中身でございますけれども、前回、防災会議を開催いた

しましたのが、平成 19年の 12 月であります。そのときの審議といいますか、協議事項に

つきましては、町の防災計画の見直しが案件でございました。今後につきましても、防災

計画の見直しでありますとか、あと、さまざまな防災に関する、例えば行動マニュアルの

策定ですとか、そういった事項につきましては、防災会議を開催し、委員のかたがたに諮

問をして、答申をいただいて事項を決定していくと、そういったふうに考えてございます。 

○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  １点だけお伺いをいたします。なかなかこういう用語、ちょっと難しいんで

すが、現行では、災害が発生した場合に、当該災害に関する情報を収集すると、現行では

ね。それを、今まで４人であった審議委員ですか、その人を５人以内で町長が任命して、

その人たちが、その防災に関する重要な事項を審議するというようなことなんでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

改正前の防災会議条例、さまざまな委員の区分がございまして、例えば国の出先機関、

福島県の各部局、それから警察、消防等々、委員区分がございます。このたび、改正条例

の中に、新たに自主防災組織でありますとか、学識経験を有する者を追加いたしまして、

そのすべての委員で、さまざまな重要案件を審議していくということでございます。その

ほかの役割については、条例どおりということでございます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  喜多方の消防長ということでありますが、消防の最高責任者ですからであ

りましょうが、これは消防長ということで義務付けられているのか、いないのか。西会津

は消防署があって、署長おられますので、署長でも間に合うのではないか、間に合うとい

うと大変失礼ですか、署長でも務まるのではないかという気がします。 

それともう一つは、こういう立場の人が参加できないというときには、代理も、それは

認めるのかをお尋ねします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 
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○町民税務課長  お答えいたします。 

まず１点目の喜多方広域の消防長ではなくても、西会津の消防署長でもよいのではない

かというおただしでございますけれども、決まりはございません。消防機関という位置付

けの中で選出したわけでございますけれども、福島県とか国の出先機関の委員につきまし

ては、やっぱりそこの長が委員となってございますので、このたび消防については、消防

長としたところでございます。 

それからもう１点、委員が都合で出席できない場合、代理も認めるのかというご質問で

ございますけれども、それは認める、今までの経緯では認めてございます。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  先ほど荒海議員からも話ありましたが、委員がさらに増えるということのよ

うです。この改正がなされれば、いつごろまでに委員を選任されるのか、また以前に、昨

年の９月、町長が新聞に掲載されているような話をされたときに、防災マニュアルの見直

しを行うというようなことも話をされました。今日までの間、そのような作業をされたの

かどうか、お伺いしたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

まず委員の選任でございますけれども、二つ目の質問で、防災マニュアルの見直しと防

災計画の見直しについて、今現在作業を進めてございますので、ある程度の中身が煮詰ま

った時点で、防災会議を開き、諮問をし、答申をいただくというスケジュールを考えてご

ざいますので、ある程度のさまざまな防災マニュアル、行動マニュアルがまとまった時点

で、防災会議の委員を選任し、会議を開く予定でございます。 

以上です。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから議案第５号、西会津町防災会議条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第５号、西会津町防災会議条例の一部を改正する条例は、原案のとお

り可決されました。 

日程第６、議案第６号、西会津町災害対策本部条例の一部を改正する条例を議題としま

す。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  議案第６号、西会津町災害対策本部条例の一部を改正する条例について、
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ご説明を申し上げます。 

本案につきましては、議案第５号の西会津町防災会議条例の一部を改正する条例の中で

ご説明いたしました災害対策基本法の一部改正に伴い、条項番号の改正を行うものであり

ます。 

それでは、議案書のご説明に入らせていただきます。議案書と併せて、条例改正案新旧

対照表の７ページをご覧ください。 

西会津町災害対策本部条例の一部を次のように改正する。 

第１条は、災害対策本部の目的について規定しておりますが、根拠法令である災害対策

基本法において、今まで同じ条項でありました都道府県と市町村の役割について、明確化

を図るため、それぞれの条項としたところであります。これに伴い、第 23 条第７項を第

23 条の２第８項に改めるものであります。 

次に、附則でありますが、施行期日を公布の日からとするものであります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のと

おりご議決賜りますよう、お願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから議案第６号、西会津町災害対策本部条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第６号、西会津町災害対策本部条例の一部を改正する条例は、原案の

とおり可決されました。 

日程第７、議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定についてから、

日程第 19、議案第 19号、平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の認定に

ついてまでを一括議題とします。 

職員に議案を朗読させます。 

事務局長。 

（事務局朗読） 

○議長  議案第７号から議案第 17号までの説明を求めます。 

会計管理者、田崎宗作君。 

○会計管理者  議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定について及

び議案第８号から議案第 17 号までの各特別会計歳入歳出決算の認定についてご説明を申

し上げます。説明に先立ちまして、提出いたしました書類、資料のご確認をお願いいたし
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ます。 

地方自治法第 233 条第３項及び第５項並びに同法施行令第 166条第２項に規定する書類

として、平成 23 年度西会津町歳入歳出決算書。同じく歳入歳出決算事項別明細書。同じく

実質収支に関する調書・財産に関する調書であります。その他の資料として、予算の執行

実績調書・起債の状況、一般会計決算の状況、主なる施策の執行実績調書を提出しており

ます。 

はじめに、平成 23 年度決算における本町の財政状況について申し上げます。予算の執行

実績調書、一般会計決算の状況の資料によりご説明申し上げます。 

予算の執行実績調書の１ページをご覧ください。 

歳入歳出決算の総括表でありますが、一般会計から各特別会計の決算額につきましては、

記載のとおりでありまして、一般会計から各特別会計のいずれの会計におきましても、歳

入歳出差引額は、黒字で決算することができました。なお、一般会計から簡易水道等事業

特別会計までの歳入総額は、97億 826 万７千円、歳出総額は、93億 8,101万２千円となり、

歳入歳出差引額は、３億 2,725万５千円となりました。 

次に、一般会計決算の財政状況について申し上げます。一般会計決算の状況の資料１ペ

ージをご覧ください。 

歳入決算額の状況でありますが、平成 23 年度一般会計の歳入は、66 億 8,884 万円とな

りました。この構成比をみますと、９款地方交付税が全体の 45.2％を占め、続いて 20 款

町債が 11.1％、14款県支出金が 10.8％、１款町税が 9.2％、13款国庫支出金が 7.3％など

となっております。 

２ページをご覧ください。 

この歳入の財源構成の状況でありますが、一般財源と特定財源に分けますと、使途が特

定されずに、どの経費にも充当できる、言い換えれば、何に使ってもいい財源として、町

税、地方交付税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金等の一般財源の構成比は

71.0％となりました。使途が特定されている特定財源としては、国庫支出金、地方債、分

担金等で 29.0％であります。 

次に自主財源と依存財源は、財政基盤の安定化と行政活動の自立性を測る指標のひとつ

になっております。自主財源には、町税、使用料・手数料などがありますが、自治体が自

らの意思と努力によって調達できる財源であります。23 年度は 22.6％となりました。また、

依存財源は、国県等より交付される地方交付税、地方譲与税、国県支出金、地方債等であ

りますが、77.4％となりました。 

次に歳出について申し上げます。３ページの歳出決算額の状況をご覧ください。 

歳出の決算額は、64億 9,157 万８千円となりました。この歳出の全体的な財政構造や動

向をみるのに必要な目的別決算額と性質別決算額について申し上げます。行政目的別に分

類した目的別決算額については、１款の議会費から 12款の公債費までであり、記載のとお

りであります。 

４ページの性質別決算額をご覧ください。 

歳出の性質別決算額を義務的経費と投資的経費に分類しますと、義務的経費は人件費、

扶助費、公債費であり、歳出全体の 32.9％を占め、投資的経費は、普通建設事業費と災害
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復旧事業費であり、19.7％、その他の経費は、物件費、補助費等であり、47.4％となって

おります。 

次に５ページ決算収支の状況でありますが、歳入総額Ａから歳出総額Ｂを差し引いた額

から、翌年度に繰越すべき財源Ｄを控除した実質収支額Ｅは、平成 23 年度は、１億 6,055

万１千円の黒字になりました。単年度収支額Ｆは、当該年度の実質収支額から前年度の実

質収支額を差し引いた額であり、マイナスの 753万３千円となりました。また、単年度収

支額に財政調整基金積立金Ｇを加え、財政調整基金取り崩し額Ｉを差し引いた実質単年度

収支額は、１億 1,394万５千円の黒字となりました。これは東日本大震災復興支援交付金

の交付や、地方交付税の特別交付税が前年度よりも増額となったことなどはありますが、

日常業務において経常経費の削減に努めたことや、徴収対策による税収向上に努めたこと、

各種事業の実施においては、有利な補助事業を導入したこと。また、起債を借り入れる際

には、普通地方交付税への算入率の高い有利な起債を借り入れたことなどにより、実質単

年度収支が、黒字となったものであります。 

次に、下の表であります財政指数の状況でありますが、経常収支比率は、平成 22 年度と

比較しまして 0.6ポイント増の 84.9％となりました。 

次に６ページ、公債費比率等の状況をご覧ください。 

公債費比率、公債費負担比率、準公債費比率は、いずれも年々数値が改善しております。 

次に地方債の年度末現在高でありますが、地方債、いわゆる起債でありますが、公共的

施設など社会資本の整備をはじめ災害復旧などの事業費に充当するための長期の借入金で

あり、地方財政法第５条に規定する地方公共団体の財源であります。地方債の年度末現在

高は、平成 23 年度末では、67億 9,738 万６千円となりました。この内、66.7％の 45億 3,385

万６千円を、国が普通地方交付税で交付してくれますので、町が今後、実際に負担する額

は 33.3％の 22億 6,353万円となります。 

起債の借り入れにあたりましては、元利償還金が地方交付税で交付される割合の多い起

債、辺地対策事業債や過疎対策事業債などを優先的に選択し、後年度において財政負担の

軽減が図られるよう努め、その他の起債については極力抑制するよう配慮しているところ

であります。 

次に債務負担行為の翌年度以降支出予定額につきましては、２億 3,195万７千円となり

ました。主なものとしては、ケーブルテレビ高度化事業第２期工事や、23 年度に設定した

債務負担行為の生活環境づくり支援事業などが含まれております。 

次に６ページ下段をご覧ください。 

健全化判断比率の状況でありますが、ひとつ目の実質赤字比率、二つ目の連結実質赤字

比率でありますが、一般会計と、特別会計を含む全会計の実質赤字額の標準財政規模に占

める比率を表すものであり、本町は全ての会計が黒字決算となりましたことから比率は算

定されません。三つ目の実質公債費比率でありますが、これは平成 17年度決算から起債の

許可同意基準として用いられている比率でありますが、前年度より 0.9ポイント改善し、

15.3％となりました。この数値が 18％を超えた場合は、地方債の借入れに際し県知事の許

可が必要な許可団体になりますが、本町は下回っておりますので、引き続き地方債の借入

れが県知事の同意のみでできる同意団体となります。四つ目の将来負担比率でありますが、
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将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、前年度より 9.0 ポイン

ト改善し、118.1％となりました。また、資金不足比率につきましてもすべての会計が黒字

決算となりましたので、比率は算定されませんでした。 

以上のように健全化判断比率は全て、早期健全化基準の範囲内となっており、一般会計

及び特別会計を含め、健全化判断比率は年々改善しており、本町財政の健全性は保たれて

おりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

続いて議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定についてご説明を

申し上げます。説明に入る前に申し上げます。ご承知のように決算の認定の対象となりま

すのは歳入歳出決算書でありますが、よりご理解をいただくために主なる施策の執行実績

調書により主要な箇所について説明させていただきますので、よろしくお願いいたします。

なお、税等の収納率、不納欠損額、収入未済額、翌年度繰越額等については、事項別明細

書に詳しく記載してありますので、併せてご覧いただきたいと思います。 

主なる施策の執行実績調書の１ページをご覧ください。 

１款町税、１項１目個人町民税の決算額は、景気低迷の影響などにより前年度に比較し

837 万円の減となり、１億 5,254万６千円となりました。収納率は 96.70％であります。１

項２目法人町民税は、3,851万９千円となりました。収納率は 98.73％であります。２項１

目固定資産税は、３億 6,526 万３千円となりました。収納率は、91.60％であります。なお、

町税の不納欠損額としましては、312万 146 円を処分いたしました。延べ 74人、197件分

であります。 

時間の関係もあり、主な事項について説明させていただきます。 

４項１目たばこ税は、税率の改正により前年度比 553万３千円の増となりました。 

２款地方譲与税、１項１目地方揮発油譲与税は、2,750万６千円となりました。 

６款１項１目地方消費税交付金は、景気動向や震災の影響などにより、440 万２千円減

の 6,327 万４千円となりました。 

７款１項１目自動車取得税交付金は、自動車販売台数の減とエコカー減税などの影響で 

前年比 328 万３千円の減となりました。 

８款１項１目地方特例交付金は、1,727 万円となりましたが、これは児童手当および子

ども手当に係る地方公共団体の負担に伴う財源保障などであります。 

９款１項１目 地方交付税は、30億 2,601万５千円となり、前年度と比較しまして 1,441

万１千円の増額となりました。普通地方交付税で、1,181 万５千円の減となりましたが、

特別地方交付税で、震災や豪雨災害等の特殊要因により 2,622万６千円の増となりました。 

11款分担金負担金、１項１目総務費分担金は、907 万８千円の増となりました。これは、

電気通信格差是正事業分担金で携帯電話等エリア整備、宝坂地区・下谷地区に係る事業者

負担金であります。 

次に、２ページをご覧ください。 

１項３目災害復旧費分担金は、農林水産業施設災害復旧費に係る受益者分担金であり 

188 万３千円となりました。２項１目総務費負担金は、373万８千円となりましたが、ケー

ブルテレビ加入負担金などであります。２項２目民生費負担金は、1,685 万２千円となり

ましたが、主なものは、野沢保育所運営費負担金などであります。 
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12款使用料及び手数料、１項１目総務使用料は、8,194万７千円となり、前年比 636 万

９千円の増は、ケーブルテレビ使用料、インターネット使用料の増などによるものであり

ます。１項２目民生使用料は、234 万６千円の減となりましたが、へき地保育所使用料の

減などであります。１項５目土木使用料は、3,746 万５千円となり、主なものは、町営住

宅・定住促進住宅使用料などであります。１項６目教育使用料は、学校等施設使用料の増

などにより 457 万９千円となりました。 

13款国庫支出金、１項１目民生費国庫負担金は、こども手当交付金や障害者生活介護事

業などで、前年度比で 818 万４千円の増となりました。 

３ページをご覧ください。 

１項２目災害復旧費国庫負担金は、豪雨災害等による道路河川災害復旧事業補助金であ

ります。２項１目民生費国庫補助金は、940 万４千円の減でありますが、子ども手当準備

事業費補助金の減などによるものであります。２項３目土木費国庫補助金は、町道整備に

係る社会資本整備総合交付金などの増により、２億 2,394万４千円となりました。２項４

目教育費国庫補助金は、小学校統合に伴うスクールバス４台の購入費補助金などでありま

す。２項５目総務費国庫補助金は、前年比２億 9,153万２千円の減額となりましたが、こ

れは、平成 21 年度繰越事業、地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業などが終了したこ

となどによるものです。 

14款県支出金、１項１目民生費県負担金は、9,812万８千円となりました。主なものは、

子ども手当交付金、国保税の軽減分に対する国民健康保険保険基盤安定負担金、保険料軽

減分に対する後期高齢者医療保険基盤安定負担金などであります。なお、災害救助費繰替

支弁金は豪雨災害等の対応で災害救助法に基づき町が執行した費用に対する県の負担金で

あり、災害弔慰金は本年２月に発生した雪下ろし時の死亡事故に対する県支出金でありま

す。２項１目総務費県補助金は、２億 6,244万２千円となり、主なものは、東日本大震災

による市町村復興支援交付金、それに電源立地地域対策交付金及び携帯電話等エリア整備

事業などであります。 

４ページをご覧ください。 

２項２目民生費県補助金は、5,335 万９千円となり、主なものは高齢者施設スプリンク

ラー緊急整備推進事業補助金などであります。２項３目衛生費県補助金は、1,903 万２千

円となり、主なものは線量計等緊急整備支援事業費補助金などであります。２項４目労働

費県補助金は、3,487 万円となり、緊急雇用創出事業・ふるさと雇用再生特別交付金事業

などであります。２項５目農林水産業費県補助金は、１億 4,997 万４千円となりました。

主なものは、中山間地域等直接支払事業、森林整備加速化・林業再生基金事業などであり

ます。 

５ページをご覧ください。 

２項９目災害復旧費県補助金は、豪雨災害による農地農業用施設災害復旧事業などで、

6,215 万２千円となりました。３項１目総務費委託金は、前年比 2,098 万２千円の減額と

なりましたが、選挙費および統計調査費などによる減です。３項３目土木費委託金は、2,966

万８千円となり、主なものは、国県道除雪委託金などであります。 

15款財産収入、１項１目財産貸付収入は町有地の貸地料及びパイプハウスのリース料な
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どであります。２項１目不動産売払収入は、161 万４千円となりました。徳沢駅前等町有

地の売却代金であります。 

16款寄付金でありますが、東日本大震災以降、全国に被災地福島県や郷土を支援する気

運が高まり、寄付金全体で前年比 1,140万７千円の増となりました。１項１目一般寄付金

は、20 件であります。１項２目ふるさと応援寄付金は、22 件であります。１項３目教育費

寄付金は、１件で 200万円であり名誉町民新田正夫氏による寄付金であります。 

17款繰入金、２項１目財政調整基金からの繰入金は、３億 8,281万５千円となりました。 

６ページをご覧ください。 

１項１目繰越金、前年度繰越金は２億 1,055万１千円となりました。 

19款５項４目雑入は、6,205万６千円となりました。主なものは、スプリンクラー設置

工事にかかる福祉会の負担金などであります。 

20款町債、１項２目過疎対策事業債は、４億 5,870万円となりました。１項４目災害復

旧事業債は、2,580 万円となりました。１項５目臨時財政対策債は、２億 350 万円となり

ました。この町債は、本来、普通地方交付税により交付すべきものが、国の財源不足から

補てん措置として町が借り入れし、後年度の償還金を地方交付税で交付するものでありま

す。 

歳入総額は、66億 8,884万円となり、前年度より６億 706万３千円の増額となりました。 

７ページをご覧ください。 

次に歳出でありますが、１款議会費、１項１目議会費は、議員共済費や議会車購入費な

どで前年比 2,553万９千円の増となりました。 

２款総務費、１項３目電算管理費は庁内総合行政情報システムに係る経費を一括計上と

したため 5,772万５千円となりました。１項５目財産管理費は、６億 6,628 万５千円とな

りました。主なものとして、土地購入費は環境センター西会津分工場跡地の購入費であり

ます。財政調整基金積立金５億 429 万３千円、そして東日本大震災復興基金積立金１億

4,908 万８千円などであります。なお、平成 23 年度末の財政調整基金残高は、９億 7,224

万８千円となりました。１項６目企画費は、１億 1,598 万４千円となりました。主な内容

としては、平成 22 年度繰越分を含む携帯電話等エリア整備事業、宝坂・下谷地区鉄塔施設、

及び統合小学校新築基本設計事業などであります。１項８目自治振興費は、1,519 万６千

円となりましたが、自治区長報酬のほか、コミュ二ティ育成事業・集会所整備補助金など

であります。１項 10目ふるさと振興費は、１億 4,130万５千円となりました。主な内容と

しては、８ページをご覧ください。 

温泉施設管理業務委託料、およびさゆり公園管理業務委託料などのほか繰越事業のスポ

ーツトラクター購入事業、温水プール貯湯槽交換工事などであります。１項 11目ケーブル

テレビ運営事業費は、２億 9,820万円となりました。主なものは、ケーブルテレビ高度化

事業第２期整備工事費、平成 22 年度繰越分を含み２億 1,920万３千円などであります。１

項 12目生活バス運行事業費は、6,892万３千円となりました。運行業務委託料のほか、デ

マンドバス運行に向けた生活バス３台の購入費などが主なものであります。１項 13目イン

ターネット運営事業費は、1,444 万８千円となり、上位回線の見直しなどにより 992 万円

の減となりました。 
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９ページをご覧ください。 

２款総務費、３項１目戸籍住民登録費は、住基ネット、総合行政ネットワークシステム

に係る経費を１項３目電算管理費に移したことなどにより 1,892万５千円の減となりまし

た。 

３款民生費、１項１目社会福祉総務費は、１億 4,848 万５千円となり、主なものは、国

民健康保険特別会計事業勘定繰出金、同じく施設勘定繰出金などであります。 

10ページをご覧ください。 

１項３目老人福祉費は、４億 8,394万８千円となり、主なものは、介護保険特別会計繰

出金、後期高齢者医療療養給付費負担金などのほか、介護老人保健施設スプリンクラー緊

急整備推進事業などであります。 

11ページをご覧ください。 

３款２項２目児童措置費は、２億 7,642万４千円となり、主なものは、野沢保育所およ

びへき地保育所の保育所業務委託料及び子ども手当などであります。３項１目災害救助費

は、1,989 万３千円でありますが、東日本大震災、避難所設置等にかかる災害救助費及び

２月に発生した雪下ろし死亡事故にかかる災害弔慰金などであります。 

４款衛生費、１項２目予防費は、2,284万５千円となりました。主なものは、12ページ

になりますが、高齢者インフルエンザ予防接種事業、子宮頸がん等ワクチン接種事業など

であります。１項４目健康推進費は、5,636 万円となりました。主なものとしましては、

線量計等緊急整備支援事業、個人線量計 300台、サーベイメーター15台などであります。 

13ページをご覧ください。 

６款農林水産業費、１項３目農業振興費は、１億 1,627 万円となり、主なものは、中山

間地域等直接支払事業及び耐雪型パイプハウス整備事業９棟分、農林産物加工開発事業な

どであります。１項５目農地費は、8,167 万４千円となり、主なものは、農地・水・農村

環境保全向上対策事業、農業集落排水処理事業特別会計繰出金などであります。２項１目

林業総務費は、１億 3,234万６千円となりました。主なものは、間伐対策事業委託料、14

ページになりますが、菌床栽培ハウス整備事業繰越分とあわせ５棟分、及び里山再生対策

事業委託料などであります。２項２目林業振興費は、5,200万３千円となり、主なものは、

林道岩井沢楢ノ木平線開設工事、林道大山美坂高原線開設工事負担金などであります。 

７款商工費、１項２目商工振興費は、3,438 万４千円となり、主なものは、中小企業振

興資金融資制度貸付金、ふくしま復興特別資金等保証料補助金などであります。 

８款土木費、１項２目道路維持費は、２億 1,903万７千円となり、主なものは、除雪費

１億 8,424万９千円のほか、15ページになりますが、除雪機械、歩行式除雪機３台の購入

費などであります。１項３目道路新設改良費は、３億 4,559 万円となり、主なものは、町

道野沢柴崎線・下野尻端村線などの改良舗装工事等であります。４項４目生活環境づくり

支援費は、5,537 万５千円となり、生活環境づくり支援補助金および商品券分などであり

ます。 

９款消防費、１項２目非常備消防費は、6,439 万１千円となりました。主なものは、公

務災害補償等負担金、消防費賞じゅつ金市町村負担金などであります。１項３目消防施設

費は、1,122 万６千円となりました。主なものは、小型動力ポンプ３台の購入費などであ
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ります。 

16ページをご覧ください。 

10款教育費、１項２目事務局費は、１億 5,534万６千円となりました。主なものとして

は、小学校統合に向けた 野沢小学校改修工事費、スクールバス４台の購入費、小学校閉

校記念事業補助金などであります。２項１目小学校学校管理費は、4,412万７千円となり、

主なものは平成 22 年度繰越事業の野沢小学校施設改修工事などであります。２項２目小学

校教育振興費は、3,481 万２千円となり、主なものは、複式学級緩和対策事業費などであ

ります。 

17ページをご覧ください。 

10款４項２目公民館費は、988 万９千円となり、主なものは公民館改修、昇降機の整備

に係る工事費などであります。 

11款災害復旧費は、平成 22 年９月に発生した豪雨災、及び平成 23 年７月の新潟福島豪

雨災害による復旧工事費であります。１項１目農業施設災害復旧費、１項２目林業施設災

害復旧費、２項１目道路橋りょう河川災害復旧費、合わせて１億 7,669 万４千円となり、

前年度比１億 6,042万５千円の増となりました。 

以上の結果、一般会計の歳出総額は、64 億 9,157 万８千円となりました。前年度より、

６億 2,024 万９千円の増額となり、歳入総額から歳出総額を差し引いた額は、１億 9,726

万２千円となったところであります。なお、平成 23 年度から 24 年度への繰越明許費繰越

額は、４億 7,769 万４千円となったところであります。 

○議長  会計管理者に申し上げます。 

決算の説明は一般会計の説明終了をもって区切りとし、残る特別会計の説明については、

午後１時からの本会議で行ってください。 

○会計管理者  以上で、一般会計決算の状況について説明を終了させていただきます。 

○議長  暫時休議します。（１１時５７分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

午前中に引き続き、説明を求めます。 

会計管理者、田崎宗作君。 

○会計管理者  各特別会計の決算につきまして、引き続き主なる施策の執行実績調書によ

りご説明を申し上げます。 

19ページ、20ページをご覧ください。 

議案第８号、平成 23 年度西会津町工業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

てご説明を申し上げます。 

平成 23 年度においては、誘致工場がなく用地の分譲はありませんでした。現在保有して

いる用地は、２万 6,871 平方メートルであります。 

歳入でありますが、２款１項１目繰越金のみであり、歳入総額は、１万８千円となりま

した。歳出はありませんでしたので、歳入歳出差引額は、１万８千円となりました。 

議案第９号、平成 23 年度西会津町商業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

てご説明を申し上げます。 

21、22ページをご覧ください。 
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23 年度は、残地のアーケード側Ａ区画の活用方針等について、町や商工会などの関係機

関などで構成する商業団地Ａ区画整備検討委員会において、運営形態や業種などについて

検討してきたところであります。 

歳入の款項の内容については記載のとおりとなっておりますが、主なものは、２款繰越

金であり、歳入総額は、1,692 万円となりました。歳出はありませんでしたので、歳入歳

出差引額は、1,692万円となりました。 

議案第 10 号、平成 23 年度西会津町住宅団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いてご説明を申し上げます。 

23、24ページをご覧ください。 

23 年度は、１区画の分譲がありました。分譲の推進を図るため、23 年度に３区画を４区

画に分割し区画の面積を小さく購入しやすくしたことから、区画数は１区画増の全 69区画

となりました。このうち 51 区画を分譲いたしましたので、残りは 18区画であります。 

歳入の主なものは、２款２項１目不動産売払収入であり、１区画分 600万円であり、歳

入総額は、723万円となりました。 

歳出の款項の内容につきましては、記載のとおりでありますが、主なものは、修繕料、

及び一般会計繰出金などであり、歳出総額は、651 万４千円となり、歳入歳出差引額は、

71万６千円となりました。 

議案第 11 号、平成 23 年度西会津町下水道施設事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

てご説明を申し上げます。 

25、26ページをご覧ください。 

本事業は、国土交通省所管の特定環境保全公共下水道事業として平成５年度から実施し

ており、23 年度は野沢処理区・堀越地内の管渠布設工事などを実施いたしました。23 年度

末の加入戸数は、前年度より 20戸増えまして、水洗化戸数は 524戸となり、加入率は野沢

処理区・大久保処理区合計で 51.8％になりました。なお、公共下水道、農業集落排水事業、

個別排水処理事業に個人設置の合併処理浄化槽を含めた汚水処理普及率、全人口に占める

汚水処理施設の整備の割合でありますが、23 年度末では、73.8％と前年度と比較し 2.5 ポ

イント上昇しております。 

歳入の款項の内容については記載のとおりでありますが、２款国庫支出金、１項１目未

普及解消下水道補助金は、野沢処理区下水道事業費の国庫補助金であります。歳入総額は、

２億 2,758 万２千円となりました。 

歳出の２款施設整備費、１項１目下水道施設費は、１億 585万８千円となりました。野

沢処理区堀越地内の管渠布設工事費などであります。歳出総額は、２億 2,573万３千円と

なり、歳入歳出差引額は、184万９千円となりました。 

議案第 12 号、平成 23 年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計歳入歳出決算の認定

についてご説明を申し上げます。 

27、28ページをご覧ください。 

本会計は、小島、森野、宝川、白坂、笹川、野尻地区の６処理施設に係る特別会計であ

ります。整備は平成 21 年度で終了しておりますので、平成 23 年度はこれら施設の維持管

理などにかかる経費であります。６処理区の加入戸数は、前年度より 16戸増え、693戸と
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なり、加入率は 79.6％となりました。 

歳入の款項の内容は記載のとおりでありまして、歳入総額は、9,834万円となりました。 

次に歳出でありますが、１款総務費、１項１目一般管理費は、６処理施設の管理経費な

どであります。歳出総額は、9,575 万６千円となり、歳入歳出差引額は 258 万４千円とな

りました。 

議案第 13 号、平成 23 年度西会津町個別排水処理事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いてご説明を申し上げます。 

29ページ、30ページをご覧ください。 

本事業は、環境省所管の事業として平成 16年度より実施しており、個別排水処理施設、

合併浄化槽により、汚水・生活雑排水の処理をするもので、その施設の維持管理費及び整

備費などの特別会計であります。平成 23 年度は、27 基を設置し、これまでの整備分と合

せ 241 基となりました。 

歳入の款項の主な内容については記載のとおりでありますが、２款国庫支出金、１項１

目循環型社会形成推進交付金は、整備にかかる国庫補助金であります。歳入総額は、5,231

万円となりました。 

歳出の２款施設整備費、１項１目個別排水処理施設費は、27基分の工事費などでありま

す。 

歳出総額は、5,070万２千円となり、歳入歳出差引額は、160万８千円となりました。 

議案第 14 号、平成 23 年度西会津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につい

てご説明を申し上げます。 

31、32ページをご覧ください。 

本会計は、医療制度改革に伴い、75 歳以上の高齢者を対象に医療費等を給付するための

会計として、平成 20 年度より開始されたものであります。県内すべての市町村が加入する

福島県後期高齢者医療広域連合が、保険料の決定、医療給付、保険証の交付などを行い。

町は保険料の徴収、申請書等の受付、保険証の引渡などの窓口業務を行っております。被

保険者数は、平成 24 年３月末現在で、2,007人であります。 

歳入の１款後期高齢者医療保険料、１項１目特別徴収保険料は、年金から天引きされた

保険料で、１項２目普通徴収保険料は、納入通知書等により直接納入いただいた保険料で

あります。なお、収納率は 100％であります。その他、款項の主な内容については記載の

とおりでありまして、歳入総額は、１億 91万９千円となりました。 

歳出の款項の主な内容については記載のとおりでありまして、歳出総額は、１億 87 万円

となり、歳入歳出差引額は、４万９千円となりました。 

議案第 15 号、平成 23 年度西会津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について

ご説明を申し上げます。 

33ページをご覧ください。 

平成 20 年度国の医療制度改革により、国民健康保険制度が大きく変わり４年目を迎えた

平成 23 年度事業勘定の決算では、22 年度と比較し歳入で、975万９千円の減額となりまし

た。なお、平成 23 年度末現在の町国保被保険者数は、2,450人、1,369世帯であります。 

はじめに、事業勘定の歳入でありますが、１款国民健康保険税、１項１目一般被保険者
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国民健康保険税、１項２目退職被保険者等国民健康保険税は、ともに記載のとおりとなり

ましたが、国保税全体では、２億 73万２千円となりました。国民健康保険税の収納率は、

現年度分で 95.98％となり、前年度より 1.21 ポイント増となりました。不納欠損額は、745

万 9,756 円、延べ 65人、279件を処分いたしました。その他、款項の主な内容については

記載のとおりとなりました。 

歳入総額は、10億 5,218 万７千円でありまして、前年度より 975万９千円の減額となっ

たところであります。 

次に歳出でありますが、35ページをご覧ください。 

款項の主な内容については記載のとおりとなりました。 

歳出合計は、10億 1,460万４千円となりました。歳入歳出差引額は、3,758 万３千円と

なりました。 

37、38ページをご覧ください。 

次に、診療施設勘定でありますが、平成 23 年度は 10 月からの医薬分業の実施や地域医

療ネットワークの整備を行いました。 

歳入の１款診療収入、１項１目国民健康保険診療報酬収入は、国保連合会からの診療収

入であります。１項２目社会保険診療報酬収入は、社会保険診療報酬支払基金からの診療

収入であります。１項４目後期高齢者医療診療収入は、75 歳以上のかたがたにかかる診療

分で広域連合からの診療収入であります。１項５目一部負担金収入は、外来患者の一部負

担金、３割・１割の窓口収入などであり、平成 23 年度の町診療所の外来患者数は、延べ３

万 4,913人でありました。その他、款項の主な内容については記載のとおりとなっており、

歳入総額は、４億 2,703万７千円となり医薬分業による医薬品収入の減などにより、前年

度より 5,507 万２千円の減額となりました。 

歳出でありますが、款項の主な内容については記載のとおりでありますが、平成 23 年度

は、地域医療連携ネットワークシステム構築や 医薬分業による医薬品費の減額などで、

歳出総額は、３億 8,072 万７千円となりました。歳入歳出差引額は、4,631 万円となりま

した。 

議案第 16号、平成 23 年度西会津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について ご

説明を申し上げます。 

39、40ページをご覧ください。 

平成 23 年度は、第４期介護保険事業計画３カ年計画の最終年度でありました。平成 12

年度より施行されました介護保険制度も、制度の定着が図られ介護サービスの利用や介護

保険給付費は年々増加しております。 

歳入でありますが、１款保険料、１項１目第１号被保険者保険料は、１億 2,438 万１千

円となりました。これは 65 歳以上の第１号被保険者の保険料であり、収納率は、99.33％

となりました。不納欠損額は、15万 3,800円を処分いたしました。延べ６人、37件分であ

ります。その他、款項の主な内容については記載のとおりとなりまして、歳入総額は、９

億 4,595万４千円となり、前年度より 1,395万７千円の増額となりました。 

歳出につきましては、41、42ページをご覧ください。 

款項の主な内容については記載のとおりであり、歳出総額は、９億 2,607 万６千円とな
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り、前年度より 1,888 万７千円の増額で、歳入歳出差引額は、1,987 万８千円となりまし

た。 

議案第 17号、平成 23 年度西会津町簡易水道等事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

てご説明を申し上げます。 

43、44ページをご覧ください。 

本会計は、簡易水道施設７施設と飲料水供給施設３施設、合わせて 10 施設の管理運営を

行うための会計であります。 

歳入の款項の主な内容については記載のとおりでありますが、水道使用料や一般会計繰

入金などであり、歳入合計は、9,093万円となりました。 

次に歳出でありますが、款項の主な内容については記載のとおりでありますが、施設の

維持管理経費及び公債費などであり、歳出総額は、8,845 万２千円となり、歳入歳出差引

額は、247 万８千円となりました。 

次に、実質収支に関する調書及び財産に関する調書につきましては、記載のとおりであ

ります。重複する部分もありますので、説明は省略させていただきます。 

以上で 議案第７号から議案第 17号までの説明を終了させていただきます。 

○議長  議案第 18号の説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 18号、平成 23 年度西会津町水道事業会計剰余金の処分及び決算

の認定についてご説明申し上げます。 

はじめに剰余金の処分について申し上げます。議案書をご覧ください。まず、議案書の

２枚目の平成 23 年度西会津町水道事業剰余金処分計算書をご覧ください。 

地方公営企業法の改正により、資本金、資本剰余金及び、未処分利益剰余金の処分は条

例または議会の議決により行うこととなったため、議会の議決を求めるものであります。

今次の決算においては、資本金及び資本剰余金について処分はありませんので、未処分利

益剰余金の処分だけであります。未処分利益剰余金については、決算書の 55ページをご覧

ください。 

１の営業収益 9,854万 6,109 円と３の営業外収益 4,684万 9,273円から、営業費用 9,968

万 7,078 円と４の営業外費用 4,127 万 9,624円の差、442万 8,680円が経常利益となり、

前年度繰り越し利益剰余金 392万 9,684円を足した 835万 8,364円が当年度未処分利益剰

余金となります。剰余金の処分につきましては、起業債の償還の充当にあてるための減殺

積立金に 300万円。施設改良工事に充当するための建設改良積立金に 200万円を積み立て

るものであります。 

次に決算の説明に入らせていただきます。その前に西会津町歳入歳出決算事項別明細の

水道事業会計決算に関する説明書にて、事業概要のご説明申しあげます。 

事項別明細書の 209ページをご覧ください。 

１は事業の概況です。（１）総括事項には本事業の概要を取りまとめて記載しております。 

まず、アの給水です。平成 23 年度の年間総配水量は 62万 6,628 立方メートルであり、

4,988 立方メートルの増加となりました。年間有収水量は 44 万 7,420 立方メートルで、

1,699 立方メートルの減少となりました。給水人口は 33人減の 4,153人となり、給水普及
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率は 0.79ポイント増の 83.26％となりました。給水件数 21 件増え 1,681 件でありました。

給水件数はわずかに増加しておりますが、給水人口は減少傾向にあります。 

次にイの維持管理でありますが、本施設の配水管については、老朽化が進んでおり、施

設点検の定期実施や地域からの通報により漏水の早期発見・修繕に努めました。なお、昨

年度は 31 件の漏水補修工事を実施しています。 

次にウの経常収支です。平成 23 年度の収益的収入は、１億 4,539 万 5,382円であり、支

出は１億 4,096 万 6,702円となり収支差引で損益計算において 442万 8,680円の黒字とな

りました。資本的収支では、収入が 7,833万 3,228 円、これは、起業債借入金、及び他会

計からの補助金です。支出が災害復旧費ほか以下の費用の合計額で、１億 2,225 万 3,423

円で、収支差引不足額は 4,392万 195円となりました。この不足額は、当年度分損益勘定

留保資金 4,052 万 240 円、及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 339 万

9,955 円で補填しました。なお、これにより本会計の実質収支は 3,949 万 1,515 円の赤字

となっております。 

210､211ページをご覧ください。 

（２）は議会の議決事項です。記載のとおり６件の議案を提出し、それぞれご議決を賜

りました。 

（３）の行政官庁認可事項につきましてはありませんでした。 

（４）の職員に関する事項でありますが、前年どおりの職員２名により運営をしていま

す。 

（５）の料金その他供給条件の設定、変更は行っておりません。 

次に２の工事でありますが、記載のとおりの工事８件、調査委託１件を実施いたしまし

た。 

次に３の業務でありますが、まず（１）の業務量について説明させていただきます。給

水人口・給水量等の 22 年との比較です。前段で説明いたしましたので本表の説明は省略さ

せていただきます。なお、下記に示しましたとおり、本事業の 1立方メートル当たりの給

水単価は、219 円 99 銭となりまして、１立方メートル当たりの給水単価は 315円 13 銭と

なっているところでありまして、この差の 95円 14銭分は、一般会計からの補助金を受け

運営をしていることとなります。 

212、213ページをご覧ください。 

まず、（２）の事業収入に関する事項について説明いたします。営業収益は給水収益以下

の合計額で 9,854万 6,109 円となりまして、前年度に比較し 6,294円の増収となっていま

す。これは給水収益の増収によるものです。 

次に営業外収益です。受取利息及び配当金以下の合計額で 4,684万 9,273円であり、事

業収入の合計額は、前年度に比較し226万 955円増の１億 4,539万 5,382円となりました。 

次に（３）の事業費に関する事項について説明いたします。まず営業費用です。原水及

び浄水費以下の合計で 9,968 万 7,078 円となり、前年度比 607 万 2,881円の増となりまし

た。これは、漏水調査委託料と人件費の増によるものが主な原因です。 

次に営業外費用につきましては、支払利息及び企業債取扱諸費以下の合計で 4,350 万

9,324 円でありました。本費用につきましては、前年度比 227 万 4,383 円の減であります
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が、企業債償還利子額の減が主な原因です。以上事業費合計額では、前年度に比較し 379

万 8,498 円増の１億 4,319 万 6,402円となりました。 

214ページをご覧ください。 

４の会計です。（１）の重要契約の要旨でありますが、記載のとおり８件の工事請負契約

と 1 件の業務委託契約を締結し事業を実施いたしました。 

次に（２）の企業債及び一時借入金の概況でありますが、23 年度は 910万円を新たに借

り入れをし、7,514万6,643円の償還を行いました。その結果 23年度末の残高は 13億 9,683

万 5,981円となったところであります。なお、一時金の借り入れはありませんでした。 

次に（３）のその他会計経理に関する重要事項です。収益的収入の中の他会計補助金

4,528 万３千円は、企業債利息、職員給与に充当し、他会計補助金 4,700 万円は、課税仕

入れ、及び企業債償還にそれぞれ記載の額を充当しております。国庫補助金、配水管移設

負担金、及び起業債 3,133万 3,228 円につきましては、それぞれの対応する課税仕入れに

充当いたしました。５の付帯事項でありますが、23 年度の給水装置新設は 11 件ありまし

た。 

215ページの収益的費用明細書からの説明は省略させていただきます。 

決算書の説明に移ります。決算書 53、54ページをご覧ください。なお、決算報告書は消

費税を加算した額で計上しており、前段で説明した決算に関する説明書とは金額が異なる

ことになります。 

まず、１の収益的収入及び支出のうち、まず収入です。 

１款第１項の営業収益ですが、決算額１億 346 万 4,435円であり、現計予算と比較し 26

万 3,435円の増額となりました。第２項の営業外収益ですが、決算額 4,685万 9,675円で

ありまして２万 9,325円の減額でありました。以上収入合計では、決算額で１億 5,032万

4,110円でありました。 

次に支出です。１款第１項の営業費用ですが、決算額１億 120万 4,130円であり、不用

額は 491万 2,870円となりました。次に第２項の営業外費用ですが、決算額 4,243万 6,399

円であり、不用額は 104万 2,601円となりました。次に第３項の特別損失、第４項の予備

費の支出はなく、現計予算全額が不用額となりました。 

以上支出合計では、決算額１億 4,364万 529 円となりました。 

続きまして２の資本的収入及び支出です。 

まず、収入です。１款第１項の起業債ですが決算額 910万円です。これは地震災害復旧

工事の補助金以外の借入金です。次に第２項の補助金ですが、決算額 6,923万 3,228 円で

す。これは、国庫補助金、一般会計、及び下水道施設事業特別会計の繰入金であります。

以上収入合計では、決算額 7,833万 3,228 円となりました。 

次に支出です。１款第１項の建設改良費ですが、８件の工事と測量設計調査業務委託１

件の費用で、決算額 4,710万 6,780円でした。次に２項企業債償還金ですが、決算額 7,514

万 6,643円でした。以上支出合計では、決算額１億 2,225万 3,423円となります。 

下段に資本的収支不足額補填の説明をしています。このことについましては前段でご説

明申し上げましたので、省略させていただきます。 

55ページをご覧ください。 



 135 

損益計算書であります。１の営業収益は（１）から（３）の合計額で 9,854万 6,109 円

でした。次に２の営業費用ですが（１）から（６）の合計で 9,968 万 7,078 円となり、114

万 969 円の営業損失が生じました。３の営業収益は（１）から（３）の合計で 4,684万 9,273

円であり、４の営業外費用は（１）から（２）の合計で 4,127 万 9,624円でした。よって

営業外利益が 556 万 9,649 円となり、本年度の経常利益・純利益は 442万 8,680円となり

ました。この金額に前年度繰越利益剰余金 392万 9,684円を加えた当年度末未処分利益剰

余金は 835万 8,364円となっています。 

次に56ページの剰余金計算書です。まず利益剰余金の部ですが、減債積立金が600万円、

建設改良積立金が０円で積立金合計額は 600万円であります。未処分利益剰余金につきま

しては、600 万円を減債積立金として処分し、当年度利益剰余金を加えたことにより、当

年度末処分利益剰余金は、835万 8,364円となりました。 

次に資本剰余金の部です。国庫・県補助金は 1,764万２千円増え、４億 3,754万１千円

となり、一般会計補助金は、5,062 万 3,550 円増え２億 5,090 万 9,967 円となり、負担金

につきましても、96 万 7,678 円増え、6,331万 7,113円となります。これを加えた翌年度

繰越資本剰余金は７億 5,176 万 8,080円となっております。 

57ページをご覧ください。 

剰余金処分計算書であります。当年度末処分利益剰余金 835 万 8,364 円の内、300 万円

を減債積立金に、200 万円を建設改良積立金として処分することとし、翌年度繰越利益剰

余金は 335万 8,364円となります。 

次に、58ページの貸借対照表をご覧ください。 

１の固定資産と２の流動資産をあわせた資産合計額と、３の流動負債と４の資本金、５

の剰余金を加えた負債・資本の合計とも 25億 1,377 万 932円となっております。なお、流

動資産の中の 2,368 万 3,744円の未集金が計上されていますが、３月分の納期限末到来使

用料 803万２千円が含まれており、２月分までの実質使用料未収金は 565万１千円となっ

ています。 

以上で、平成 23 年度西会津町水道事業会計決算書の説明を終わります。 

○議長  議案第 19号の説明を求めます。 

会計管理者、田崎宗作君。 

○会計管理者  議案第 19号、平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の認

定についてご説明を申し上げます。 

平成 22 年３月 31 日をもって西会津町本町財産区議会が廃止され、平成 22 年４月から管

理会制に移行したことに伴い、西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の認定につきま

しては、西会津町議会においてご審議・ご認定いただくことになりましたことから、ご提

案申し上げるものであります。 

決算内容の説明の前に資料の確認をお願いいたします。資料としては、平成 23 年度西会

津町本町財産区特別会計歳入歳出決算書、同じく歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に

関する調書、財産に関する調書、以上を提出してございます。決算認定の対象となります

のは、本町財産区特別会計歳入歳出決算書でありますが、よりご理解をいただくために本

町財産区特別会計歳入歳出決算事項別明細書により説明をさせていただきますので、よろ
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しくお願いいたします。 

歳入でありますが １ページからご覧をいただきたいと思います。 

１款は、財産収入であります。２ページの収入済額で申し上げます。 

１款財産収入、１項１目財産貸付収入は、９万 4,140円となりました。これは、本町財

産区民 42 名のかたがたからの一般貸地料であります。 

３款前年度繰越金は、35万 1,450円となりました。 

４款諸収入、１項１目預金利子は、60円であります。 

歳入合計は 44万 5,650円となりました。 

歳出でありますが、４ページの支出済額で申し上げます。また、説明は主な支出のみと

させていただきます。 

１款委員会費、１項１目委員会費は、３万 2,300円となりました。これは、管理会委員

報酬５委員分２万 8,800円などであります。 

２款総務費、１項２目財産管理費は、５万 410円となりました。賃金４万円は、浅岐・

願治苅作業道の支障木伐採、及び刈払い作業などで支出したものであります。 

歳出合計は、８万 8,010円となり、歳入歳出差引額は、35万 7,640円となりました。 

次に、実質収支に関する調書、財産に関する調書につきましては、記載のとおりであり

ます。重複する部分もありますので、説明は省略させていただきます。なお、この決算の

認定については、議会への議案に先立ち、去る８月 23 日に本町財産区管理会の同意を得て

おりますので、申し添えます。 

以上で、全ての決算の説明を終了いたしました。よろしくご審議をいただきまして、提

出いたしました各会計の決算につきまして、ご認定くださいますようお願いを申し上げま

す。 

○議長  説明のありました議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定

についてから、議案第 19号、平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の認

定についてまでの決算審査について、監査委員の意見を求めます。併せて財政健全化判断

比率等審査の意見、定期監査報告及び財政援助団体等監査報告もしてください。 

監査委員、新井田大君。 

○代表監査委員  説明を申し上げる前に、誠に申し訳ありませんが、お手元に配付してあ

ります資料の中の２カ所、訂正させていただきたいと思います。 

最初に 23ページをお開きください。 

上から６行目の、年間有収水量という語句でございますが、これを有収率にご訂正をお

願いいたします。有収の有は有名の有、収は収入の収、率は利率の率でございます。23ペ

ージ、上から６行目の中ほどにあります年間有収水量を有収率とご訂正お願いいたします。 

続いて２カ所目は、28ページをお開きください。 

（４）総括の部分でございますが、上から５行目の一番右側にあります数値、3.8を 3.7

に訂正をお願いいたします。なお、この数値は、建設水道課から出てきました数値と私ど

もが計算した数値、これに小数点以下、１桁目に違いが出てきました。これは小数点以下

２桁目の数字の処理の仕方による数値の違いであります。建設水道課から出された数値に

統一したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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２カ所の訂正、誠に申し訳ありませんが、よろしくお願いいたします。 

それでは、平成 23 年度分決算審査意見書、財政健全化判断比率等審査意見書並びに監査

報告書について説明申し上げます。 

１ページをご覧ください。 

一般会計、特別会計決算審査意見書。地方自治法第 233 条第２項及び同法第 241 条第５

項の規定により、審査に付された平成 23 年度西会津町一般会計及び各特別会計の歳入歳出

決算、また、これと併せて提出された関係書類を審査した結果とその意見は次のとおりで

あります。 

２ページをお開き願います。 

平成 23 年度決算審査意見書。 

１、審査の概要、（１）審査の対象、西会津町一般会計歳入歳出決算並びに以下に記載の

10 の特別会計歳入歳出決算であります。 

（２）審査の期間については記載のとおりであります。 

（３）審査の手続き。審査にあたっては、町長から提出された各会計歳入歳出決算書並

びに付属書類である各会計歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に

関する調書が関係法令に準拠して調製されているか、財政運営は健全か、財産の管理は適

正か、さらには予算が適正かつ効率的に執行されているか等に主眼を置き、関係諸票及び

証拠書類との照合等、通常実施すべき審査手続きを実施したほか、必要と認めるその他の

審査手続きを実施しました。 

２、審査の結果。審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明

細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、法令に準拠して作成されており、

決算計数は関係諸票及び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認めました。 

３ページをご覧ください。 

また、各基金の運用及び管理についても、関係諸票及び証拠の書類と符合しており、誤

りのないものと認めました。これ以降は、会計管理者並びに建設水道課長の説明と一部ダ

ブるところがあるかもしれませんが、ご容赦いただきます。 

３、審査の意見。（１）総括。西会津町一般会計及び特別会計総決算額は、次のとおりで

あります。歳入総額は、97億 826 万７千円。歳出総額は、93億 8,101万２千円。翌年度に

繰り越すべき財源は、3,671 万１千円であり、実質収支の各会計の合計は、２億 9,054 万

４千円となっております。一般会計及び特別会計を合わせた最終総額は、対前年度比 6.1％

の増、歳出総額では 6.2％の増となり、実質収支額は、1,466 万６千円の増となりました。

一般会計及び特別会計を合わせた実質単年度収支は、１億 3,624万６千円の黒字となりま

したが、対前年度比では、２億 6,011万２千円の減となっております。 

①決算額の推移、これについては、下のグラフをご覧いただきたいと思います。 

４ページをお開きください。 

平成 23 年度の歳出の主なものは、一般会計については町道改修工事費、ケーブルテレビ

高度化事業費や除雪費、災害復旧費等であります。このほか、東日本大震災復興基金への

積立金により、決算額は対前年度比 10.6％の増となりました。特別会計については、10

月からの医薬分業の開始により、国民健康保険特別会計診療施設勘定の決算額が減少し、
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2.5％の減となっております。 

下の表、三つございますが、各表はご覧いただきたいと思います。 

５ページをご覧ください。 

②予算の執行状況について。一般会計及び特別会計の予算の執行状況に関する以下の二

つの表は、ご覧いただきたいと思います。 

（ア）歳入。年度中の予算の補正額は、15億 819 万８千円です。予算合計額に対する補

正予算の割合は、14.8％であり、調定に対する収入済額の割合は 94.6％であります。なお、

調定額には、次年度への繰越明許分、災害復旧費等が主ですけれども、４億 4,098 万３千

円が含まれており、この分を除いた調定に対する収入済額の割合は 98.9％になっています。 

（イ）歳出。執行率は、予算額から翌年度繰越額を差し引いたもので、表にも記載して

おりますが、96.7％です。 

６ページをお開きください。 

前年度比 0.1 ポイント増えております。 

総体的にはおおむね適正な執行であります。 

③町債の状況と実質公債費比率。表については説明をお聞きいただきながら見ていただ

きたいと思います。 

（ア）町債の発行額。対前年度比 16.8％の増となっており、発行額は８億 2,260万円に

なっております。 

７ページをご覧ください。 

（イ）町債の償還額。対前年度比 1.6％の減となっておりまして、償還額は 10億 1,017

万９千円であります。このうち地方交付税に算入された額は６億 2,296 万８千円で、償還

額全体の 61.7％になります。 

（ウ）実質公債費比率。対前年度比 0.9ポイントの減となり、15.3％となっています。

前年度に引き続き 18％を下回っています。起債の発行についても前年度に引き続き県知事

の同意団体となっております。 

④収入未済額と不納欠損額の各表についてはご覧ください。表を見るとおわかりだと思

うんですが、対前年度比は、ともに減少をしております。 

（ア）収入未済額。一般会計、特別会計合計の対前年度比は 10.1％の減となっておりま

す。 

８ページをお開きください。 

一般会計のうち、主なものは町税で 3,672万３千円、特別会計のうち、主なものは国民

健康保険税で 4,219 万８千円、農業集落排水処理事業特別会計の下水道使用料で 264万４

千円などとなっており、一般会計、特別会計、合計で１億１万５千円となっております。

平成 21 年度から税等徴収対策本部会議を庁内に設置し、税や使用料等の徴収に努め、年々

減少傾向にありますが、収入未済額は、いまだに１億円を超えています。このことは、財

政運営に影響があると思われるので、税や使用料等の徴収には、引き続き努力と工夫が必

要であります。なお、徴税事務に関しては、法令等に則り、厳格かつ適正な事務処理を行

うようにしていただきたいと思います。 

（イ）不納欠損額。対前年度比 13.1％減の 1,073万３千円となっております。不納欠損
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処分の対象は、すべて各法に規定する事項に該当しており、その金額に誤りはありません

でした。預貯金等の差し押さえにより未納額の減少に努めておりますが、今後は換価でき

る財産の差し押さえなど、税法に基づき適正に処理され、不能欠損処分額が極力少なくな

るよう対応していただきたいと思います。なお、徴税の不納欠損額については、先ほど担

当のほうから説明がありましたので、特にここでは触れません。 

⑤主な基金の状況についてですが、年度末残高については表をご覧いただきたいと思い

ます。 

（ア）財政調整基金。財政調整基金、これは事業を執行するためなどに財源不足が発生

した場合に活用するための基金であります。一般会計では標準財政規模のおおむね 10％の

積み立てが必要といわれています。平成 23 年度の本町の臨時財政対策債発行可能額を含む、

標準財政規模は、36億 236 万８千円となっており、平成 23 年度末現在高は、前年比 14.3％

増の９億 7,224万８千円となっています。今後、小学校建設などの事業を控えて、将来負

担を考慮すると、年度末残高が増えていることは、財政運営上は好ましいことだというふ

うに思っております。 

（イ）減債基金。償還財源の安定的な確保を図るために積み立てた基金であります。 

（ウ）国民健康保険給付費支払準備基金。保険給付に要した費用の前３カ年平均の４分

の１以上を保有する必要があるが、23 年度はおよそ 2,000万円下回っております。担当か

ら説明があったとおりでございます。 

（２）一般会計。一般会計の歳入総額は、66 億 8,884 万円であります。歳出総額は 64

億 9,157 万８千円、翌年度に繰り越すべき財源は、3,671 万１千円であり、実質収支は１

億 6,055万１千円となっております。歳入歳出の内訳については、下の円グラフをご覧い

ただきたいと思います。 

10ページをお開きください。 

①歳入。（ア）財源構成。これは下の円グラフ及び財源構成の状況の表、これに示すとお

りでありますので、ご覧いただきたいと思います。 

一般財源の総額は、47億 4,756 万９千円であり、対前年度比では、２億 5,841万９千円

増加しましたが、構成比は 2.8ポイント減の 71.0％になっています。自主財源は 22.6％で

対前年度比 3.9ポイント増になっています。依存財源は 77.4％で、対前年度比 3.9ポイン

ト減となっています。 

11ページをご覧ください。 

町税、地方交付税の推移は表のとおりでありますので、ご覧ください。 

②歳出。（ア）義務的経費と投資的経費。表はご覧いただきたいと思います。 

歳出全体に占める義務的経費は 32.9％、投資的経費は 19.7％、その他の経費は 47.4％

となっています。 

（イ）経常収支比率。市町村において通常 70 から 80％が良好な財政といわれておりま

す。本町では 84.9％。なお、平成 22 年度の総務省の資料によりますと、全国平均は 89.2％

となっております。対前年度比 0.6ポイント微増しております。 

（ウ）債務負担行為支出予定額。翌年度以降の支出予定額は、２億 3,195万７千円であ

ります。その内訳は次のとおりです。 
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12ページをお開きください。 

記載してあるとおりですので、ご覧ください。 

（エ）一般会計から他会計への繰り出し金は、性質別による他会計繰出金、６億 5,367

万３千円で、対前年度比、523万１千円の減となっています。 

（３）特別会計。総体的におおむね計画的に執行されており、良好と認めました。特別

会計全体の収入未済額は 4,862万８千円で、その主なものは国民健康保険特別会計の国民

健康保険税 4,219 万８千円、これが全体の 86.8％を占めております。続いて農業集落排水

処理事業特別会計の下水道使用料、これが 264万４千円となっています。収入未済額は前

年度と比較して 1,573万７千円減少しています。特別会計決算総額は、28億 8,943万４千

円で、その内訳は、円グラフに示すとおりでありますので、ご覧ください。 

続いて 13ページをご覧ください。 

①工業団地造成特別事業特別会計。この用地取得費用にかかる償還は、平成７年度に終

了しています。当該年度の用地売却はありません。残地は２万 6,871 平米となっています。

分譲地全体の 36.5％が未分譲であり、平成２年以降は、平成 17 年の会津いいで農協への

売却、約 4,000 平米ですけれども、これ１件だけであり、今後も情報収集、ＰＲ活動に努

めて、分譲に努めていただきたいと思います。 

②商業団地造成事業特別会計。歳入においては、そのほとんどを前年度の繰越金が占め

ています。用地取得費用にかかる償還、平成 16年度に終了しています。残地はＡスペース

６区画であり、その活用方針については、検討委員会で、テナントでの活用とされており

ます。その方針に基づいて、町の商業拠点となるように努めていただきたいと思います。 

③住宅団地造成事業特別会計。当該年度は１区画の分譲があり、600 万円の財産売払収

入がありました。歳出は一般会計繰出金 334万９千円、区画分割などの修繕料が 164万３

千円、分譲促進謝礼金 50 万円であります。ここも用地取得費用にかかる償還は、平成 18

年度に終了しています。平成 23 年度に一部区画分割を行い、販売促進を図りました。しか

しまだ 18区画残っておりますので、今後も販売努力に努めていただきたいと思います。 

④下水道施設事業特別会計。各処理区の年度末加入率は、表のとおりであります。ご覧

ください。 

14ページをお開きください。 

歳入の主なものは、使用料及び手数料で、2,787 万５千円。構成比で 12.2％、一般会計

繰入金、１億 566 万６千円で、これが全体構成の 46.4％になっております。 

歳出の主なものは、公債費、8,701万８千円、構成比 38.5％。施設整備費が１億 585万

８千円、構成比 46.9％となっております。 

加入状況は、野沢処理区で加入戸数が 20戸増え、全体の加入率は 51.8％となりました。

引き続き、きめ細かな説明会等を行うなど、加入促進に努力していただきたいと思います。

使用料については、74万 6,074円、21人、211 件の収入未済があります。今後も計画どお

り事業が進捗するよう努力されるとともに、加入率向上に努めていただきたいと思います。 

⑤農業集落排水処理事業特別会計。年度末の加入率は下の表のとおりであります。６地

区の加入戸数は 16 戸増えて 693 戸、加入率は 79.6％となりました。歳入の主なものは、

繰入金使用料であり、歳入総額は、対前年度比 1.5％の減となっています。歳出総額は、
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前年度比 1.9％の減、これも減になっています。当該年度も、使用料の収入未済、これは

264万 4,537 円、述べ 30人、508件あります。長期延滞にならないように、徴収に一層努

めていただきたいと思います。 

⑥個別排水処理事業会計。15ページをご覧ください。 

現在までの年度別の整備数は表のとおりであります。この会計は、合併処理浄化槽を整

備する事業の特別会計で、平成 16年度から事業が開始され、平成 23 年度まで合計 241 基

整備されています。全体計画では、平成 30 年度までに合計 800 基の整備が予定されており

ますが、これについては整備対象者の精査が必要ではないかというふうに思っております。

当該年度の収入未済額は、対前年度比８万 5,518 円減の 36 万 2,332円、述べ 10人、61 件

となっています。料金の収納に一層努めていただきたいと思います。 

⑦後期高齢者医療特別会計。この会計は、医療制度改革により、後期高齢者医療制度が

創設されたため、平成 20 年度に設置されたもので、75 歳以上及び 65 歳以上で一定の障が

いのある人が被保険者になっております。なお、65 歳以上、75 歳未満のかたは該当する者

10 名おられるそうです。当該年度の本町の被保険者数は、2,007人となっています。歳入

の主なものは、保険料が 5,447 万円、構成比 54.0％、繰入金 4,040万９千円、構成比 40.0％

であります。歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金 9,235 万円、構成比で

91.6％になっています。当該年度の現年度分の保険料収納率は 100％になっております。

⑧国民健康保険特別会計。（ア）事業勘定。決算額の推移は表のとおりであります。当該年

度の実質収支は、3,758 万３千円、前年度実質収支額 4,866 万８千円を差し引いた単年度

収支でみていきますと、1,108 万５千円の赤字になっております。歳入の主なものは、国

庫支出金、２億 7,199 万２千円、構成比 25.9％。 

次、16ページをお開きください。 

前期高齢者交付金、１億 6,507 万２千円、構成比 15.7％。国民健康保険税、２億 73 万

２千円、構成比 19.1％であります。歳出の主なものは、保険給付金、６億 4,576 万６千円

で、構成比が 63.6％。共同事業の拠出金が１億 3,167 万６千円、構成比で 13.0％。後期高

齢者支援金、これが１億 841 万６千円、構成比 10.7％であります。平成 22 年度から第４

期国保財政３カ年計画による国保給付費支払準備金からの繰入金と繰越金を国保税の減税

財源に充当し、被保険者の負担軽減を図っています。ただ、基金が少しずつ少なくなって

きているというのが、先ほどの表を見ていただくとおわかりのとおりであります。本特別

会計の運営については、被保険者、それから医療費、後期高齢者医療制度、介護保険制度、

これらの動向を踏まえて計画的な運営に努めていただきたいと思います。人数の推移、そ

れから医療費等の推移、かかる経費の推移、そういうものを見定めながら計画的な運営を

お願いしたいと思います。 

それから国民健康保険税等の収納率の推移、不納欠損の推移、それから収入未済の推移

の表は、ご覧いただきたいと思います。 

国保税全体の収納率は、対前年度比 2.92 ポイントよくなっております。81.17％です。

現年度分については、対前年度比 1.21 ポイント増の 95.98％になっています。収入未済は

対前年度比 904万５千円減少しています。収納率は若干改善されておりますけれども、徴

収にさらなる努力をしていただきたいと思います。 
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当該年度の国保税の不納欠損額については、279件、746 万円あります。対前年度比でみ

ますと 95 件、96 万２千円減少しています。不納欠損処分の対象者は 65 人、その理由は、

そこに書いてあるとおりでございます。いずれも地方税法に規定する事項に該当し、処分

を行ったということを確認しております。 

（イ）診療施設勘定。歳入全体では、診療収入は３億 1,101万円、対前年度比 24.7％減

になります。診療所で診療された町民の数は３万 4,913人となっておるそうです。歳入全

体の 72.9％を占めるほか、県補助金が 4,882万５千円、一般会計からの繰入金が 2,660万

３千円となっています。歳出の主なものは、医業費が１億 9,320万９千円、構成比 50.8％。

総務費、人件費等ですけれども、これは１億 7,069 万２千円、構成比 44.8％となっていま

す。歳入歳出差引額、実質収支額は 4,631万円の黒字となりました。今後とも、町民の健

康や生命を守るため、医師の確保や医療の充実と安全性の確保、サービスの向上に努めら

れたい。医師の確保については、今年度、24 年度で希望したとおりに確保されるようでご

ざいますので、うれしいことだと思っております。 

⑨介護保険特別会計。被保険者数の推移は、下の表のとおりであります。 

18ページをお開きください。 

歳入の主なものは、構成比で支払基金交付金 27.4％、国庫支出金 26.4％、繰入金、一般

会計から 15.4％、県支出金 14.4％、保険料が 13.1％となっています。歳入では、対前年

度比 1.5％の増になっています。なお、保険料の収入未済は 69 万１千円、述べ 30人、159

件あります。前年度に比べると、27 万２千円減少しています。歳出では、構成比で保険給

付費、居宅施設介護サービス給付費、介護予防サービス給付費等で 91.0％。総務費が 3.5％、

地域支援事業費 2.6％となっています。対前年度比でみていくと、全体で 2.1％増えていま

す。歳入歳出差引額、実質収支は 1,987 万８千円の黒字になっています。施設介護サービ

スより、居宅介護サービスを受けている被保険者が多いが、給付費では施設介護サービス

給付費が多く、給付費全体の 50.3％を占めております。介護予防事業に力を入れて、今後

さらに給付費の増加を抑制し、財政的に安定した運営が望まれます。また、当該年度は、

前年度に引き続き、介護保険料が不納欠損処分されており、その額は 15万 3,800円、６人、

37件であります。その理由としては、低所得や行方不明、それから時効によるものという

ことになっております。 

19ページご覧ください。 

⑩簡易水道事業特別会計。簡易水道、そこに書いてある地区が簡易水道であります。そ

れから飲料水供給施設、記載のとおりであります。合わせて 10 施設の維持管理等を行う会

計であります。歳入では総額 9,093万円、このうち全体の 65.9％にあたる 5,990万１千円

を一般会計の繰入金、一般会計からの繰入金が占めています。一般会計繰入金は対前年度

比で 10.8％の減となっています。使用料及び手数料収入は、対前年度比 0.9％の増となっ

ています。総額では、対前年度比 7.7％の減となっています。歳出では水道費、一般管理

費は 15.8％減となりました。公債費は 2.5％減となり、総額で 7.9％の減となっています。

使用料の収入未済額は、198 万 6,488 円、述べ 30人、556件あります。長期延滞につなが

らないように収納に努めていただきたいと思います。 

（４）実質収支に関する調書。当該年度の一般会計では歳入歳出差引額は１億 9,726 万
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２千円であります。翌年度に繰り越すべき財源は、3,671 万１千円であり、実質収支額は

１億 6,055 万１千円の黒字となっています。実質収支比率は 4.5％で、前年度と変わって

おりません。 

特別会計の実質収支額は１億 2,999 万３千円で、対前年度比 20.6％増と大幅に増加して

います。この主な原因は国民健康保険特別会計診療施設勘定の黒字額の増加であります。 

（５）財産に関する調書。当該年度における財産の記録・記載については公有財産、基

金等の内容を種目別に審査したところ正確であることを確認しました。年度中における主

な財産の増減は下に示してあるとおりです。 

①公有財産。二つ示してあります。一つは旧環境センター西会津分工場の敷地購入によ

る増で、1,337.12 平米ですね。それから住宅団地の売却。建物については、そこに記載し

てあるとおりであります。 

20ページをお開きください。 

②基金。財政調整基金は、年度末で９億 7,224万８千円となり、この運用に当たっては

適切に活用されていました。その他の基金についても地方自治法第 241 条第５項の規定に

基づき審査した結果、この運用の状況を示す台帳も適正に整備、記載されていることを確

認しました。なお、生活援助貸付基金及び高額療養費支払資金貸付基金においては、返済

期限を経過した未返済金があるので、その回収に努めていただきたいと思います。 

続いて 21ページをお開きください。 

水道事業会計決算審査意見書。 

地方公営企業法第 30 条第２項の規定に基づき、審査に付された平成 23 年度西会津町水

道事業会計決算書及び、これと合わせて提出された関係書類の審査結果とその意見につい

ては、次のとおりです。 

１、審査の年月日。記載のとおりです。 

２、審査の手続き。この審査にあたっては、町長から提出された決算書類が水道事業の

経営成績及び財政状況を適正に表示しているかどうかを検証するため、関係諸帳簿、証拠

書類との照合等、通常実施すべき審査手続きを実施したほか、必要と認められるその他の

審査手続きを実施しました。なお、本事業の経営内容を把握するため、計数等の分析を行

い、経営の効率化及び公共性の確保についても考察しました。 

審査の結果。審査に付された決算諸表は、水道事業の経営成績及び財政状況を適正に表

示し、計数に誤りがないことを認めました。収益的支出においては営業利益 111万４千円

があり、営業外利益 556 万９千円をもって黒字となっています。なおこれは、22ページの

表、これをご覧いただきたいと思います。 

資本的収支は赤字となっており、実質収支も赤字となっています。23ページの下の表を

ご覧いただきたいと思います。ここに数字が記載されておりますが、そのとおりでありま

す。 

今後、効率的かつ計画的な事業運営と衛生的で安全な水を安定供給するように努められ

たい。 

22ページをお開きください。 

未収金は決算の時点で 1,368 万４千円でありますが、このうち納期限未到来分を除いた
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水道料金の未集金は 566 万３千円であります。今後未収金の発生防止とその回収に努めら

れたい。 

企業債については、昨年度より 6,604万７千円減少し、平成 23 年度末残高は 13億 9,683

万６千円であります。なは、一時借入金はありませんでした。配水管には、石綿管が一部

使用されており、老朽化が進む中で今後計画的に更新、改善されることが望まれます。 

起業債等については 26 ページの表をあとでご覧いただきたいと思います。26 ページの

表の上から四つ目の欄のところに記載がありますので、ご覧いただきたいと思います。 

５、事業の状況についてですが、（１）経営の成績。水道事業の平成 21 年度から 23 年度

までの経営成績の推移は、下にある表のとおりであります。 

23ページご覧ください。 

平成 23 年度の水道事業収益は、１億 4,539 万５千円。費用が１億 4,096 万７千円で、差

引純利益は 442万８千円となっております。純利益の対前年度比は 63.9％で、これは 250

万円の減となっています。これは収益費用とも増加しているんですが、特に営業費用が増

加したためであります。これも 22ページの表に数字が記載してありますので、ご覧くださ

い。 

給水人口は対前年度比で 33 人減少し、4,153 人になっています。普及率は 0.79 ポイン

ト上昇して、83.26％となりました。 

次の語句を訂正していただきましたが、有収率は 3.31％の減となっています。 

経営の指標の表が下にありますけれども、これについてはご覧いただきたいと思います。 

水道事業の経済性については、経営資本、営業利益率をを前年度と比較すると、0.24 ポ

イント下降しています。この要因は、給水収益が 25万２千円増加したものの、営業費用も

607 万３千円増加したためであります。 

経営資本回転率は前年度と同数で、変動はみられません。営業収益営業利益率は、前年

度と比較すると 6.16ポイント下降しています。この要因は、経営資本営業利益率と同じも

のであります。 

24ページをお開きください。 

資本的収支については、収入が 7,833万３千円で、支出は災害復旧費、量水器購入費、

配水管布設費、送水ポンプ交換費及び起業債償還金で、１億 2,225万４千円となり、差引

不足額 4,392万１千円を当年度分損益勘定留保資金等で補てんをしてあります。 

決算合計の実質収支は、3,949 万１千円の赤字となっております。 

（２）貸借対照表による経営分析。貸借対照表の推移については、別表のとおりです。

別表は 25ページ、その隣のページにあります。 

財産の内容によると固定資産の正味財産総額が、24億 3,629 万４千円で、前年度比 392

万７千円の減額になっています。これは固定資産の減価償却によるものであります。また

流動資産は、7,747 万６千円であり、今年度は 1,067 万８千円増加しています。これは現

金預金の増加によるものであります。これも表に記載されておりますので、ご覧いただき

たいと思います。 

一方、負債資本の部、これは 26ページの表になりますけれども、負債資本の部では、流

動負債、未払い金の計が 249 万５千円。資本金の計、17億 4,515万円。剰余金計、７億 6,612
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万６千円で、その合計額は対前年度比 675万２千円の増となっております。 

預金等の、未収金の残高も確認し、未払い金の内訳についても照合した結果、相違のな

いことを確認しました。なお表については、ゆっくりと見る時間的な余裕はありませんの

で、どうぞご覧いただきたいと思います。 

それでは、28ページをお開きください。 

水道水の供給単価は、平成 23 年度、219 円 99銭。給水原価は 315円 13銭。 

（４）総括。原発事故により、水道水の放射性物質による汚染が心配される中、適切に

検査等を実施し、町民に対して大きな不安を抱かせることもなく、総体的には安定的に水

を供給できたことを確認しました。現金預金の残高が増加していますが、計画的な事業運

営に配慮していただきたいと思います。 

平成 23 年度の有収水量は 44万 7,420立方メーターで、前年度に比べ１万 6,990立方メ

ーター、この数値、先ほど訂正いたしましたが、3.7％減少しています。有収率は年々低下

しており、平成 23 年度は 71.40％であった。有収率の全国平均は、80.8％、これは総務省

の資料によります。これと比較して 9.40 ポイント低い状況となっています。施設等の維持

管理については、配水施設、配水管の老朽化が進む中、職員による巡回漏水調査や業者委

託による漏水調査を行っている。平成 23 年度に漏水事故は 31 件あり、平成 22 年度より

14.8％増加しています。配水管の法定耐用年数、40 年が間近となっており、その更新計画

の策定が課題であります。 

29ページ、お開きください。 

本町財産区特別会計決算審査意見書。 

地方自治法第 233 条第２項の規定により、審査に付された平成 23 年度西会津町本町財産

区特別会計について、歳入歳出決算書及び、これと合わせて提出された関係書類を審査し

た結果、次のとおり意見を付する。 

１、審査の年月日。記載のとおりです。 

２、審査の結果。（１）平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算書、平成

23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する調

書の計数と帳票及び証書類を照合した結果、その計数に誤りがないことを認めました。 

（２）財産に関する調書については、公有財産の計数を審査した結果、適正なものと認

めました。 

（３）審査の意見。歳出の主なものは、委員会費３万３千円、財産管理費５万１千円と

なっています。歳入の主なものは、前年度繰越金 35万１千円、一般貸地料９万４千円とな

っています。平成 22 年度からは議会制を廃止し、管理会制に移行しています。今後も区民

の理解を得ながら適切管理運営にあたっていただきたいと思います。 

続いて 31ページをご覧ください。 

財政健全化判断比率等審査意見。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第 22 条第１項の規定によ

り、審査に付された平成 23 年度決算等による健全化判断比率等、実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率の算定について審査を実施しま

した。その結果及びその意見は次のとおりであります。 
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審査の月日は記載のとおりです。 

審査の手続き。審査にあたっては、町長から提出された健全化判断比率等の算定の基礎

となった事項を記載した書類を関係帳簿等と照合し、さらに必要に応じて関係職員の説明

を求め、算定された健全化判断比率等の正確性について審査をしました。 

３、健全化判断比率等の状況は以下の表のとおりであります。 

32ページをお開きください。 

（１）健全化判断比率等の算定の基礎となった書類等は適正に作成されていました。 

（２）法令等に基づき、適切な算定要素が計算に用いられていました。 

（３）法令等に照らし、健全化判断比率等の算出過程に誤りはありませんでした。 

５、審査の意見。（１）実質赤字比率・連結実質赤字比率については、実質収支が黒字で

あり、それぞれの比率は表示されておりません。 

（２）実質公債費比率、過去３年間の平均の値は平成 22 年度は 16.2％であったが、当

該年度は 15.3％に改善し、早期健全化基準も下回っています。なお、起債の発行について

は、18.0％未満であるので、県知事の同意団体となります。 

（３）将来負担比率については、対前年度比 9.0 ポイント改善し、118.1％となり、早期

健全化基準も下回っております。 

（４）資金不足比率については、資金不足はなく、比率は表示されませんでした。 

（５）以上により、健全化判断比率等については、すべての財政指標が早期健全化基準

を下回っています。また、実質公債費比率、これは３年間の平均値であります。及び将来

負担比率ともに前年度より指数が改善しています。これは地方交付税の増額が主な原因と

なっております。単年度でみるとそれほど地方交付税そのものが大きく増額というふうに

はみえていない部分もありますが、３年間でみていくとこういうことがいえます。一般会

計歳入額の約 45％を地方交付税が占めている本町にとっては、交付税の確保と一般会計か

ら特別会計への繰出金、約６億 5,000万円ありますが、その抑制が財政健全化へのポイン

トになってくる。引き続き適正な財政運営に努められたい。 

33ページをお開きください。 

定期監査報告書。 

地方自治法第 199条第４項の規定に基づいて、定期監査を実施したので、同条第９項の

規定により、その結果を次のとおり報告します。 

１、監査実施期日は記載のとおりです。 

２、監査の対象。平成 23 年度において執行された各課等の事務及び事業の中から 34ペ

ージに記載してあります 12 件を抽出して監査を行いました。 

３、監査のねらい。監査の実施にあたっては、事務及び事業が合法かつ効果的、効率的

に行われたか、また住民福祉の増進に寄与したかに主眼を置いて実施しました。 

監査の結果。事務の処理、事業の施行はおおむね所期の目的を達成しているものと認め

ました。なお、改善を要すると思われた事項については定期監査講評としてまとめ、担当

部局に指示をしました。 

34ページ、対象事業等についてですけれども、これはご覧いただきたいと思います。 

35ページをお開きください。 



 147 

補助金等交付団体監査報告書。 

地方自治法第 199条第７項の規定に基づいて、町が補助金等財政援助を与えたものの監

査を実施したので、同条第９項の規定により、その結果を次のとおり報告します。 

監査実施期日は記載のとおりです。 

２、監査の方法及び対象とした団体等。補助金等交付団体監査の実施にあたっては、ま

ず平成 23 年度において、補助金等として、町が財政的援助を行った団体等の中から、別紙、

これは 37ページに記載してありますが、この 10 団体を抽出し、当該団体の役職員及び当

該団体に補助金等交付事務を行っている所管課の担当職員から補助に関する書類等の提出

を求め、その内容の説明を受けました。 

監査のねらい。財政的支援を行っている所管課については、補助金等が法令及び予算で

定めるところに従って、公正かつ効率的に使用されるよう努めているかどうか。補助団体

等については、当該補助金等が町民から徴収された税金、その地貴重な財源で賄われてい

るものであることを認識し、法令の定め及び補助金等の交付の目的に従って、誠実に補助

事業等を行っているかどうかを重点に監査を実施しました。 

36ページをお開きください。 

監査の結果。（１）財政援助団体の決定の適否等。財政援助の決定については、関係要綱

等に準拠し、適正に行われているものと認めた。 

（２）補助金等の交付時期。交付の時期については、おおむね適正であると認めた。 

（３）補助金等の目的外使用。補助金等は、その目的外に使用された事実は認められま

せんでした。 

（４）会計経理の状況。団体等の帳簿、その他証書類の保管、記帳及び経理内容はおお

むね良好と認められました。 

（５）補助金等、交付団体等の事務処理状況。事務処理状況は、おおむね良好でありま

した。 

（６）補助金等交付団体への指導監督。所管課においては当該補助金等の目的に沿った

指導監督がなされており、おおむね良好と認めた。 

（７）監査の意見。所管課においては、補助金等が効果的に活用されるよう、補助金等

交付団体の状況を十分把握し、今後とも適切な指導・監督がなされるように望みます。 

37ページは、これはご覧おきください。 

最後になりますが 39ページをお開きください。 

指定管理者・出資団体監査報告書。 

地方自治法､（以下「法」という）第 199条第７項の規定に基づいて、町が出資している

もので政令で定めるもの及び法第 244 条の２第３項の規定に基づき、公の施設の管理を行

わせているものの監査を実施したので、法第 199条第９項の規定により、その結果を報告

します。 

監査実施期日は記載のとおりです。 

２、監査の方法及び対象とした団体。（１）監査の方法。指定管理者、出資団体監査の実

施にあたっては、まず平成 23 年度において、指定管理者となったもの及び出資団体の中か

ら、下記の２団体を抽出し、当該団体の役職員及び所管課の担当職員から関係書類等の提
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示を求め、その内容の説明を受けた。 

（２）対象とした団体。 

①指定管理者。社会福祉法人西会津町福祉協議会。監査の対象とした公の施設。西会津

町老人憩の家。 

②出資団体。株式会社西会津町振興公社。 

40ページをご覧ください。 

監査のねらい。指定管理者については条例の定めるところにより、管理運営が適切に行

われているかどうか。出資団体については主に経営状況を重点に監査を実施しました。 

４、監査の結果。（１）管理運営の状況。指定管理者については町との協定に基づきその

趣旨に沿って施設の適切な管理運営がなされていました。出資団体については、震災よに

る特殊要因があったにせよ、経営状況は若干改善されつつある。施設の管理についてはお

おむね良好でありました。 

（２）会計経理の状況。団体等の帳簿、その他証書類の保管、記帳及び経理内容はおお

むね良好と認めた。 

（３）指定管理者及び出資団体への指導監督。所管課においては、その目的に沿った指

導監督がなされており、おおむね良好と認めた。 

（４）監査の意見。指定管理者及び出資団体は町の貴重な財産等の管理運営を受託して

おり、なおかつ町から補助金の交付等、財政援助を受けているので、適正かつ効率的な運

営が図られるよう今後とも町は適切な指導監督を行うよう望みます。 

なお、株式会社西会津町振興公社には収益のあがる部分についてはさらに収益を伸ばし、

赤字部門については、経営戦略会議で赤字減少策について検討し、引き続き公社全体の運

営改善に取り組まれるよう求めました。 

以上で説明を終わります。 

○議長  日程第 20、議会案第１号、事務検査に関する決議を議題とします。 

本案の説明を求めます。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  私から、議会案第１号のご説明を申し上げます。 

提出者は記載のとおりであります。議会運営委員の皆さまがたでありますが、多賀議員

は監査を執行しておりますので、署名を求めませんでした。 

事務検査に関する決議案。 

標記の議案を、西会津町会議規則第 13 条第２項の規定により、別紙のとおり提出します。 

提出の理由でありますが、町税や国民民健康保険税等の収入未済額は年々増加傾向にあ

り、このことは町にとって重大な問題である。また、貸付金においても返済期限を経過し

た未返済金がある。したがって、適正な徴収事務等がなされているかを検査するために決

議案を提出するものであります。 

事務検査に関する決議であります。地方自治法第 98条第１項の規定により、次のとおり

事務の検査を行うものとする。98条第１項というのは、われわれに与えられた検査権であ

ります。 

検査事項でありますが、(１)滞納状況、収入未済に関する事項。 
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（２）貸付金に関する事項。 

（３）不納欠損処分に関する事項。 

２としまして検査対象でありますが、滞納状況に関する事項については、平成 23 年度の

町税及び国民健康保険税であります。 

（２）貸付金に関する事項については、平成 23 年度の返済状況であります。 

（３）不納欠損処分に関する事項については、平成 23 年度処分をしたすべての事項であ

ります。 

検査の方法でありますが、関係書類の提出を求めます。本会議で議員全員が検査すると

いうことであります。 

よろしくお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議会案第１号、事務検査に関する決議を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会案第１号、事務検査に関する決議は、原案のとおり可決されました。 

お諮りします。 

ただいま可決されました事務検査については、秘密会としたいと思います。秘密会とす

るには、地方自治法第 115 条の規定により、出席議員の３分の２以上の者の賛成を必要と

し、かつ討論を用いないで可否を決っすることに規定されております。出席議員は 12人で

あり、その３分の２は８人であります。事務検査について秘密会とすることについて採決

します。この採決は起立によって行います。秘密会とすることに賛成のかたは起立願いま

す。 

(起立３分の２以上) 

○議長  たたいまの起立者は３分の２以上です。 

したがって、事務検査については秘密会とすることに可決されました。 

事務検査には関係課長のみの出席とします。関係課長以外は別室で待機願います。 

それでは、準備のために暫時休議します。（１５時００分） 

○議長  再開します。（１５時４９分） 

時間を延長します。 

議会案第１号、事務検査に関する決議について、提出者より発言の訂正をしたいとの申

出がありますので、これを許します。 

13 番、長谷沼清吉君。 
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○長谷沼清吉  貴重な時間をいただきまして、提出の理由の訂正をさせてもらうわけであ

りますが、本当に申し訳なく思っております。こういう間違った文章を、最終的な責任は

私にありますので、どうかそこら辺を意にくんでいただきたいと思います。 

提出の理由でありますが、事実と違っておりました。昨年までは、22 年度までは収入未

済額、年々増加でありましたが、23 年度は関係職員の皆さんのご努力によって減少したと、

そういう事実が、先ほど監査委員からの報告ではっきりわかったわけですから、事実と違

うことを訂正したいということであります。それで差し替えの文章を皆さんに差し上げて

おります。訂正をするのは、年々増加傾向という言葉を削除して、１億円を超える状況に

あるということであります。町税国民健康保険税等の収入未済額は１億円を超える状況に

あり、このことは町にとって重大な問題であるということで、事務検査を行うということ

であります。先ほど申し上げましたが、大変申し訳ございませんでした。 

以上であります。 

○議長  それでは、準備のために暫時休議にしすます。（１５時５１分） 

○議長  再開します。（１５時５５分） 

ただいまから、提出書類の閲覧を行います。なお、プライバシーに関わる内容であり、

秘密会で行いますので、口外しないことはもちろんのこと、メモは取らないようにお願い

します。書類は前にある四つのテーブルの上にありますが、皆さんから見て右側から、テ

ーブル１が徴税等滞納現年度分、平成 23 年度分。続いて、徴税等滞納繰越分、平成 22 年

度以前。テーブル３が貸付金の返済状況、平成 23 年度分。テーブル４が、徴税と不納欠損

の書類の順となっております。 

それでは、順次閲覧を願います。 

（秘密会） 

○議長  再開します。（１６時２５分） 

これで事務検査を終わります。 

お諮りします。 

本日の会議はこれで延会したいと思います。ご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本日はこれで延会することに決定しました。 

本日はこれで延会します。（１６時２５分） 
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○議長  平成 24 年第７回西会津町議会定例会を再開します。（１３時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定についての質

疑を行います。 

なお、皆さんに申し上げます。質疑は一般会計については、最初に総括、その後におい

て歳入の款ごと、次に歳出の款ごとということで質疑を進めたいと思いますので、ご協力

をお願いします。 

それでは総括に入ります。 

８番、青木照夫君。 

○青木照夫  今次、線量計など緊急整備支援事業資金として、衛生費で 1,208 万４千円と

いうことがあがっております。先ほど、健康福祉課長から説明はありましたが、これは大

事な支援活動だと思っていますので、テレビを聞いていらっしゃるかたに、どんな活用の

内容なのか、また、その今回出たかたがたの対象者ということをまずお聞きしたいと思い

ます。 

その中で、1,208 万４千円で使われたのが健康推進費として 1,300 万何がしを使われて

いることについて、今言った中身についてご説明をお願いいたします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  今ほどご質問のありました線量計等緊急整備支援事業の内容についてご

説明を申し上げます。 

この事業でございますが、昨年の東日本大震災、それに伴います原発事故等によります

放射能の影響を考慮いたしまして、県の補助事業で制度ができたものでございます。事業

の内容でございますが、具体的には、本町ではサーベイメーター、これは空間線量を測る

ものでございますが、空間線量を測るサーベイメーター15 台。さらに個人の積算線量計、

これは妊婦、それから０歳から 15 歳までの子どもさんがたが積算線量計を身に着けまして、

個人の積算線量を測るものでございます。積算線量につきましては、300 台を購入いたし

まして、妊婦、０歳から 15 歳、中学生までのかたがたに希望者に貸与する事業でございま

す。 

サーベイメーター、そして個人線量計につきましては、昨年 12 月初旬から貸与をはじめ

ております。サーベイメーターにつきましては、各種団体ということで、自治区やＰＴＡ、

それから団体等に貸出しを行っております。現在まで 13 団体ほどに貸出しをしてございま

す。そのデータも、いつどこで天候はどういう状況で測ったのかも含めて、返却の際にデ

ータもいただくことになってございます。また、個人線量計でございますが、個人線量計

につきましては、12 月の冬休み前に各０歳から 15 歳、または妊婦のかたがたに、希望の

あるかたにお貸ししておりますが、約 100 名ほどに貸出しをしてございます。同じように、

毎日のデータを記録していただいて、また外出先も記録していただいて、データを返却の

際に、ほぼ１カ月身に着けていただいた上で返却をしていただくということでございます

が、サーベイメーターにいたしましも、個人線量計にいたしましても、年間１ミリシーベ

ルト、１日 0.23マイクロシーベルトでございますが、それを超えるような数値ではなく、
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0.1 ミリシーベルト以下でデータも提出していただいておりますので、ご理解をいただき

たいと思います。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  今の説明の内容では、サーベイメーターが 15台、あと個人線量計が 300台、

これ間違いありませんか。300 台と言われました。そこで実際に使われたかたは、そんな

に自治体では 11、申し込みがあったということでうかがいましたが、私は、これは何も西

会津町だけではありません。またその申請内容に対しても、おそらくいろんな事業補助の

内容があって、町が現在その線量計などの緊急支援、子どもの健康を守るという項目で申

請されたのかなと思います。 

いろんな形で宣伝なり、チラシなりはしていらっしゃるんでしょうけれども、それにし

てもうかがった内容では、1,300 万の補助内容ではもったいない、浸透していないという

ことが感じます。今後についての、そういう町の働きかけ、安心安全、町長も健康いちば

んということを言っておられる以上は、その辺に力の入れようが、必要ではないかと思わ

れますが、いかがですか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  線量計に関する再質問でございますが、これまで今年度、24 年度に入り

ましても、広報のお知らせ版等で貸与事業について町民の皆さまがたに周知をしていると

ころでございます。ただ、今年に入って、あまり多く希望はございませんが、一度、12 月

から１カ月ほど測られたわけだと思いますが、得られたデータが低かったということもあ

って、再度というかたはございませんでした。今後も福島県内で一番低いほうの空間線量

ではありますが、妊婦のかた、さらには０歳から 15 歳までの子どもさんがたに、安全安心

を確認していただくためにも、さらに広報等でＰＲをしてまいりたいと考えておりますの

で、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  そういう答弁でありますが、私はまだそういう力の入れようが薄いのかなと

感じます。それは、子どもの、課長が答弁されましたように、年間１ミリシーベルトとい

う国の数字が示されております。その中で、話はそれるかと思いますが、線量に対するそ

のとらえかたがなかなかわかりにくいということがあります。今、課長が答弁されたかた

は子ども、また妊婦のかたの対象ということでありますが、実際は国で示されているのは、

中間線量、50 センチないし１メーターは 0.23 の数字以下であれば安全であると。ところ

が、土、表面、歩いている歩道を測ると、0.23 の数字はクリアしているんだけれども、測

ると１万ベクレル、２万ベクレル近いという数字が、今、西会津町でも出ております。今

言われた子どもは、やはり今、新聞等でもいわれているように、内部被曝、かかりやすい

ということでございます。土に携わる、外で遊ぶ、そういう機会がある小さな子どもが多

いことになるわけですが、その点のとらえ方、今後の広報活動に対しては、十分な、徹底

したそういう働きが必要だと思われますが、その点はいかがでしょうか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ただいまのご質問にお答えしたいと思います。 

空間線量につきましては、各公共施設の空間線量、１カ月ごとに保育所なり、学校なり、
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公共施設の空間線量は毎月計測しているところでございまして、その数値は年間１ミリシ

ーベルト、毎時 0.23マイクロシーベルトを超えるところはございません。 

今ほど議員さんがお話されておりました外部被曝と内部被曝の関係でございますが、外

部被曝は、直接的に、一時的に強い被曝をした場合ということでございますが、西会津町

の場合はそういうことはないと考えております。また内部被曝につきましては、食物から

というのが一般的でございますが、食物、食べ物につきましも、現在は４月以降、100 ベ

クレル以下のものしか流通しておりませんので、それらの心配は西会津町においてはない

と考えております。 

なお、それらも考慮いたしまして、健康福祉課で貸与しておりますサーベイメーター、

または個人積算線量計につきましては、外部の空間線量を測るものでございますので、西

会津町が現在の状況がどうであるか、先ほど申し上げました年間１ミリシーベルトを超え

るような空間線量はないわけでございますが、より安全安心を確認していただくという意

味からも、広報等でＰＲをして活用していただくように働きかけをしてまいりたいと考え

ております。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  そういう答弁の内容でありますが、線量計に対しては、やはりそういう答弁

しか町側ではできないんだろうなと思います。何べんも言うようですけれども、中間線量、

実際の地表面というか、土壌が、また今までは側溝だの、溜桝だの、高い線量が昨年はあ

ったわけですが、現在は歩く歩道とか、そういうところに実際出たということでございま

すので、本当にそのサーベイメーターですか、線量計ですか、というものをフルに活動し

て、そして公共施設関係は当然でありますが、人の集まる場所、特に子どもの集まる、ま

た土と戯れる場所などは、常に神経をとがられて、積極的にそういうものを町で宣伝して、

お願いしたいと思います。最後に答弁お願いいたします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  お答えをしたいと思います。 

先ほど来、申し上げております町で貸与しておりますのは、サーベイメーター、さらに

は個人の積算線量計につきましては、あくまでも空間線量を測るものでございまして、地

上から 50センチ、通常は地上から１メートル、その空間線量を測った上で、年間１ミリシ

ーベルト、さらには毎時 0.23マイクロシーベルトを下回れば、安全が確認できるというこ

とでございます。それらも含めて、今後、広報等で、もっと借りるかたが多くなるような

形でＰＲ活動をしてまいりたいと考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  それでは、総括でおたずねをしていきたいと思います。23 年度、非常に大

変な年であったなと思っております。それは、原発による放射能汚染、今まで経験したこ

とのないことを経験をさせられたと。それから、何十年かぶり豪雨災害、あるいはケーブ

ル第２期工事が設計どおり、契約どおり、仕様書どおりの工事ができなかった。それと、

職員自らが死を選んでしまった。こういうことがありますので、これからかなり多くのこ

とをお尋ねいたしますので、答弁漏れのないようにお願いをしたいと思います。 

大震災の影響で、町の財政が、国や県からのお金が流れなくなってひっ迫するのではな
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いかと、当初、総務課長にただした記憶があるわけですが、これをみますと、そういう影

響もなくて、約 65億の予算を執行できたと、それも財政指数はすべて改善されていると、

順調に推移した。特に 23 年度は町税の収納率、向上しました。収入未済額も減額した。不

納欠損額も少なくなった。これは仕事に携わっている職員の皆さんのご努力の賜物ですか

ら、まず皆さんの、その努力に対して感謝と敬意を申し上げたいと思います。 

ただ、昨日の会計管理者の説明を聞いておりましたならば、景気低迷にも関わらず、収

納率、その他向上したとおっしゃったわけでありますが、確か 24 年の国保税の関係での議

論で、農業所得は向上しているというような説明を聞いたと私思っていますので、そうい

う点では、整合性が取れない面もあるのではないかなという気がしますので、そこら辺を

お答えをいただきたいと思います。 

決算書を見て感じたことであります。たまたま事項別明細書を開いたならば、流用のと

ころでありました。そしてこう見ましたならば、いつもの年よりも流用の件数が多かった。

これは何ら流用しても差し支えないことで流用してあるわけですから、とやかく言うつも

りではありませんが、流用の件数が多かった。 

それと、目についた一つに、ひとつも使われていない目ですか、予算があったと。私の

数えたところによると 33 件ほどありました。これも予算の性格上、必ずあげておかなけれ

ばならないということであります。そういうのもありますから、必ずしも１円も使われな

いというのが悪いことではないと思っていますし、大きな額は次年度へ繰り越しされてお

りますから、それはそれで問題はないわけですが、ただ、何回かに分けて補正を組んでお

られるわけですから、予算の組み立てとしては改善の余地があるのではないかなという気

がしましたので、そこら辺をどういうふうに総務課長は考えておられるのか、お聞かせを

いただきたいと思います。 

不納欠損に移るわけでありますが、会計監査の意見書には、国保税に関しては詳しくそ

の内容が記載されておりますので、国保税に関してはわかるわけでありますが、町税に関

しては内訳もありませんでしたし、説明もありませんでしたので、町税の不納欠損の内訳

をお聞かせいただきたいと思います。 

私がいいたいのは、いわゆる不納欠損の死亡とか、行方不明だとか、これは当然であり

ますが、生活困窮者、低所得、これをどうみるかによって、かなり違っていくのではない

かと、特に私は 50 代、60 代で不納欠損というのはいかがなものかといつも言っているん

です。まだまだ働ける年代の、年齢の人は、私は不納欠損にすべきではないと思っており

ますので、年齢、50代、60代のかたがたが町税で不納欠損があったのか、ないのか、そこ

ら辺も合わせてお聞かせをいただきたいと思います。 

町長は、積極的に他の自治体との交流を図られておられます。就任早々には宮古島市ま

で行って、表敬訪問をなされておられるわけであります。そこで、23 年度はどのような表

敬訪問、どこへ表敬訪問されたか。また、西会津へどこの自治体の首長さんが表敬訪問に

訪れたか、その表敬訪問についての効果といいますか、それらをお聞かせをいただきたい

と思います。 

私は昨年の９月議会で、生活援助資金についてお尋ねをしました。課長から答弁をもら

ったわけですが、そのようにいてっいるかいないか、本当はここで取り上げないで、一般
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質問等すればよかったんでしょうが、してきませんでしたので、改めてお尋ねをするわけ

です。去年、私はこの生活援助資金の役目は終わったのではないか、福島県では西会津し

かやっていない、それから、借りている人が亡くなってしまっている。保証人も亡くなっ

てしまっている。もう役目を終えたので、いわゆる債権放棄という形でいくべきではない

のかとお尋ねをしましたならば、課長は他の貸付金との関係もありますので、早いときに

結論を出したいという答弁でありましたので、この件に関してはどのような検討をして、

結論を出しておられるのかお尋ねをするわけであります。 

23 年度で新しく、新たに取り組んだ事業がいくつかあります。生活環境づくり支援事業

は、これは町民の本当に、高く評価をしております。そういう事業もありますし、例えば

集落支援員、かなり一般質問等で議論はされております。ということは、私はその町の考

えと、23 年度は４集落ですか、対象になった。そういう集落の考えと、集落支援員との考

えが、うまくかみ合わなかったのではないかなというような気がしております。そういう

点で、23 年度、集落支援員制度に関して、どのような評価と反省をなされておりますか。 

それから、企業を支援するということで、150 万予算を計上したわけですが、実際は４

件の 46 万で終わってしまったと、３分の１に満たないわけでありますが、これはどう評価

をすればいいのか。 

それと、ご当地ナンバーであります。こゆりちゃん、これも狙いはすばらしかったわけ

でありますが、ほとんどこゆりちゃんナンバーにはなっていないとみているわけです。新

規は全部こゆりちゃんナンバーでしょうが、新たに申請しなければこゆりちゃんナンバー

にならないわけでありまして、これは、もっともっと工夫の余地あるのではないかなと、

このご当地ナンバーについても、どういう成果があって評価をしたのか、問題点はどうだ

ったのかをお尋ねをするわけであります。 

東日本大震災を受けて、防災計画等、これも一般質問でいろいろ議論をしてきました。

町側の考えは、反省と、これから検証をしていきますと。そして、それを記録に残す。冊

子をつくって記録に残すということでありますが、どのような進み具合か、23 年度でどこ

まで進んでおるのか、お聞かせをいただきたいと思います。記録がなければ反省もできな

いわけです。検証もできないわけです。これも速やかに、新しい防災計画を立てなければ

ならないわけでありますから、その進み具合をお尋ねをいたします。 

実際の放射能対策であります。ちゃんと対応してきたかといえば、私はそうはいえない。

町の対応は後手、後手と評価をしているわけであります。なぜか、誠意が見られなかった。

５月２日ですか、柳津のダストセンターに課長が行って、放射能汚泥、それが町長の耳に

は６月か７月にならないと入らなかった。こんなことがあっていいのか、町の組織、機能

のというのどうなっているんだ。あるいは、柳津のダストセンターへの立会いは担当の職

員任せで、課長は何回も行っていない。柳津はすべて課長が対応している。これをみても、

町が放射能対策を万全に、即対応してきたかと、言えない。高濃度の放射能を埋めてしま

ったと、それを掘り出す。そのとき、議員は３人のかたが立会いに行っておられるわけで

すが、町は担当の職員、その日は県が来ているんですよ。そのほか県が立会いに来ていて

も、町では一担当職員であったと。 

それと、今、青木議員もおっしゃっておられましたが、町の汚泥であります。これは広
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域市町村圏の議会で議題になりました。喜多方市がかなり汚染の高い汚泥がみつかった。

それを羽山の最終処分場に一時保管をしていると。で、そのときでありますが、私のほう

の町長は、自ら手を挙げて、西会津は汚泥の汚染はまったく心配がありません。こうおっ

しゃられたわけであります。その内容は、公共下水道の汚泥は、須賀川の業者に任せて処

理をしているので、まったく心配がいらないということでしたが、広域の市町村圏の、こ

れは一般廃棄物なんです。公共下水道の汚泥は産業廃棄物、一般廃棄物と産業廃棄物の、

その当時は区分けがつかなかったわけであります。よく放射能関係、対応したかといわれ

れば、これをみても後手だと、これはそう言わざるを得ないわけであります。この広域で

取り上げたので、私は帰ってきて担当の課長か誰かに、本当に西会津は汚泥採取して調査

をしたのかと、していませんということです。そのあとで３カ所ですか、汚泥を取って、

羽山の最終処分場に運んで、運んだだけで汚染の度合いを測ってもいたなかった。8,000

ベクレル以下、以上で処理の仕方が違うわけでありますから、そういうことがありました。

どういう反省をしておられますか。 

それと、この放射能汚染に関しては、東京電力にかかった経費を請求することができる

わけでありますから、町としてどの程度請求をして、どのような補償を得ておるのか。こ

れは農産物とか観光被害も、もしつかんでおられるならば、西会津には、これこれの金額

がきていますと、おわかりであればお聞かせいただきたいと思います。ただ、皆さんの声

は、野菜は補償額、かなりきておるが、菌茸類、キノコはほとんどといいますか、いくら

もきていないので、経営が大変だという話を聞きましたので、そこら辺もおつかみである

ならばお聞かせをいただきたいと思います。 

私は 12 月議会で、災害対策本部長の役割についてお尋ねをいたしました。町長からは立

派な答えが返ってきたわけです。そのとき、もう一言、私が質問すればよかったんでしょ

うが、なぜ私はそのような質問をしたかというと、本部長が本部にいないで、現場に行っ

てしまったと、言葉が悪いわけですが、職場の放棄、そう言われても仕方がないのではな

いかなと思っているんです。なぜならば、本部長の指揮のもとに、いろんな命令だとか、

勧告だとか、出さなければならないわけです。その人がいない。しかも、刻々と水かさが

増してきている。住宅の被害が、橋屋、柴崎、徳沢、そのほかの集落でも床下浸水、崖崩

れ等があったわけであります。情報は警察、消防署、県、国土交通省、いろいろあるでし

ょう。それはすべて本部に流れてくるわけでしょう。それで判断をするわけでありますか

ら、何が起きるか予断を許さないときに、そこの場にいなかったということは、私は本部

長の責任、重みというものをかみしめていないのではないか、果たしていないのではない

かと、特にこのときは、副町長は児童生徒の交流事業で沖縄に行っておるわけであります。

このことについてもお答えをいただきたいと思います。 

それと、またこれ昨年の９月議会でありますが、機構改革をしたということと、いわゆ

るケーブルテレビが単純なミスでこういう事件が起きてしまったと。で、そういうことが

あったので、職員の資質の向上がなっていないのではないかと、組織を改革しても働く職

員の意識が問題ではないのかと、そのときには前の和田副町長は、報・連・相だとおっし

ゃいましたが、しかし、残念ながら 23 年度も、町県民税の通知書、納付書の未発送の事件

があったわけであります。なぜこういうことが起きるのか、同僚が、上司が、やることを
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やっていれば、組織がきちんと機能していれば、このようなミスは起きないはずでありま

す。 

それと、通知書ももらわないのに督促状をもらったかたがたは、町に文句、抗議の電話

をよこしているはずです。それに対しての対応が、10 日も 20 日も経ってから対応だと、

速やかに対応、なぜできないのか。すれば、このような、いわゆる騒ぎにならないわけで

ありますから、どう職員の意識の改革、仕事に取り組む姿勢をきちっとしていくか、その

ことについてもお答えをいただきたいと思います。 

国も地方自治体も、皆さんが納める、われわれが納める税で成り立っているわけですよ。

西会津では、10％に満たない税でありますが、第１款は町税であります。この税が信頼を

損なわれてしまったならば、どうなる。そこら辺もありますので、きちっとお答えをいた

だきたいと思います。 

次、ケーブルテレビの高度化第２期工事について聞かなければなりません。この件に関

しましては、私は建設水道課長、気の毒だなと私は思っているんですよ。具合の悪いこと

はみんな建設課長、尻拭いだ。本当は建設水道課長、こう言いたいんだと私は思っている

の。俺らばっかり、そんなことやらせんなと、何で俺にだけ責任おっかぶせんだと、ちゃ

んと取る人が取ってもらいたいと、そういう気持ちでいるんじゃないのかなと思っていま

すが、それはさておきまして、なぜ契約どおり、仕様書どおり、設計書どおりにできなか

ったのか、私の見方ですが、そのミスが発覚してから、どううまくおさめるかということ

だけで、もう設計どおりに工事をする、仕様書どおりに仕事をする、そういう気がなかっ

たのではないのかなと思えてならないわけであります。５月に判明をいたしました。そし

て、５月 16 日に判明、25 日、６月３日、３者が集まって会議を、相談をなされました。

その結果は、６月の議会に報告すればよかったでしょうが、議会からの申し入れによって

全員協議会で説明をした。町は最初、議会に、議員に知らせようとしなかったわけです。

知らないうちにやってしまえと、そういう感覚でいたのではないかなと言いたくなるわけ

であります。このケーブルテレビについては、１年間の議事録を隅から隅まで読みました。

議長が一般質問をいたしました。時系列的なことを述べられました。それに対して、町側

は否定もしませんでしたし、修正もしませんでした。そのとおりなんであります。５月 25

日、６月３日の会議には、誰が出席したんだと、もちろんパナソニックと設計監理のイー

エスエス、そこに町側が誰が会議にまざったのか、課長と監督員、課長と係長、１回見ま

したならば、主幹もまざったという答弁もされておりますが、副町長はまざっていない、

町長はもちろんこういう会議にはまざれませんから、なぜ副町長がまざらなかったのか、

副町長もまざらないで、６月３日にパナソニックの責任で改善工事をする承認をしたと、

決めたと、そういうわけですよ。じゃあその会議に町長から何の指示がありましたか、副

町長から何の指示がありましたか、ないで、課長が全責任を持ってパナソニックの責任で

ああいうような工事をすると決めたんですか。私は課長の責任ではこれは決められないと

思います。 

今回、１芯でつなぐところ、２芯でつなぐところの不具合が発覚したと、今おいでにな

った副町長は、即仙台のパナソニックの東北支社の社長ですか、呼んで、厳命に注意をし

たと、じゃあこの前の仕様書のミスから起きたいろんなときに、責任者を呼んで、町から
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そういうような申し入れをしたのか、しているとは思えません。町長は答弁の中で、これ

は私も張り替えだと、基本的に言えば、すべて元通りにしてください。真っ先に私は言い

ましたと答弁をされておりますが、しているならば、６月３日にこういうような結論は出

ないと思いますよ、町長いったい誰に張り替えだと、すべてやり直せとおっしゃったんで

すか。 

この設計どおりにできない理由の一つに、町側は、新しく注文をしてつくれば、半年は

かかってしまう。ですから、工期が半年遅れますという答弁でありました。で、じゃあそ

の線はどうやって発注して製作したかと、それに関しては図面で柱と柱の間を調べて、こ

ういう長さだから、それによって発注をして、製品がつくられておりますと。ですから半

年もかかるというわけです。ところが、変更契約のときですか、伝送路の 11カ所の変更が

出てきたんです。なぜ変更が出てきたんだといったならば、今言ったように、図面で算定

をしていますが、実際やる場合には電柱を確認してやりますので、誤差が生じますと、そ

の誤差も減にはならないと、伸びると、こう課長は答弁をしておるわけであります。では

この 11カ所の変更は、６カ月かからないで、新たに線をつくることができたわけですか、

これ長いのを短くするというのは、それは理解できますよ。短いのを５メーター足りない

から、じゃあここでつないで間に合うか、それをしたくないから最初から測って、長さを

出したはずでありますから、ここら辺は、だから半年かかるというのは、単なるこじつけ

になってしまうのではないかなという気がしてならないわけであります。そういう点では、

この 11カ所の関係では、新たに発注をしたのか、あるいは途中でつないだとするならば問

題点はなかったのか。 

そもそも今回は、単純なミスからだとおっしゃっておられます。単純なミスから発生し

てしまったんだと。その単純なミスを町もパナソニックもイーエスエスも気が付かなかっ

たというわけであります。それじゃあ、設計どおりにできない工事の責任を誰が取りまし

たか、パナソニックだけに取らせたわけでしょう。1,650 万円ですか、出して、工事をさ

せたと。それじゃあ、イーエスエスはどういう責任を取りましたか。町はどういう責任を

取りましたか。町長は職員を処分したとおっしゃっておられますが、それは単純なミスを

したための気が付かなかったことへの処分であって、設計どおり、仕様書どおり、契約ど

おりにできなかった責任は誰にあるんですか。課長にはありませんよ。これは最終的な責

任は町長にあるわけです。どのような責任を取りましたか。 

町の責任は、設計どおり、契約どおり、仕様書どおりに工事を実施することであります。

１億 8,000万余のお金をかけて、町の財産、町民の財産をつくるわけですから、できる限

り設計どおり、契約どおりにしていくべきである。で、昨年の６月議会で、清野興一議員

は、変更契約の採決のときに、これは２期工事そのものに対する町の取り組み、設計監督

者の取り組み、施工業者の取り組みが真剣みが足りない。公共工事をやっている自覚に欠

けている。こういうことをおっしゃっています。公共工事だからいい加減な仕事をしたの

ではないかなという意が含まれていると思いますよ。だから、一度荒療治をしなければ、

こういう体質は治らない、そういうことで変更契約、否決になったわけであります。 

なのに、今年に入って、先ほども言いましたが、１芯融着と、２芯融着というこの不良

工事が行われていたと判明しました。パナソニックという会社はどういう会社なんですか、
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これ。まったくいい加減な仕事をしているんじゃないですか。その業者になぜ上谷工事を

随意契約したんですか、理由は一貫した工事をしてもらうためだと説明がありました。本

当にそうですか。じゃあ第１期工事と第２期工事の請負業者、違いましたね。変わったん

ですよ。それは入札の結果がそうなったということになるんでしょうが、第１期工事でも、

年度末ぎりぎりで完成をしてしまったために、私は検査とか何か不十分だったと思ってい

るんです。そのために不具合の箇所を見つけることができなかった。ところが、４月以降、

何件かが不具合が見つかって、７月中までかかって直しているんです。そんな業者に第２

期工事任せられるか、第２期工事も第１期工事と同じ業者であるならば、われわれは反対

したと。認めるわけにいかないと。そういう自浄作用が働いているんですよ。なぜ一貫し

た工事をするためだけの理由でパナソニックに負わせたのか。その前にパナソニックには

指名停止、そういうような処分を直ちにしなければならないと私は思います。そのことに

関してもお答えをください。 

２期工事に関して、地方自治法との関連でみてみたいと思います。このことも昨年の９

月議会で私が申し上げました。何人も、どの自治体も憲法をはじめ、地方自治法を尊重し

なければならないと思います。こういう、本来、請負契約等の契約事項は首長に、町長に

専門的に与えられた権限でありまして、議会に与えられたものではありません。町長専属

の権限をなぜ議会で議決を要するか、それは議会でチェックをしなさいということなんで

す。一般的に契約は長の権限に属するものでありますが、これは地方自治法の 96条を受け

て、施行令では町村においては 5,000万以上の契約は議決を必要としております。ではな

ぜ議決を必要としているか、解説書にはこう書いてあるわけであります。それは、重要な

契約の締結のような経済行為に関しては、住民の利益を保証するとともに、事務の処理が

住民の代表の意思に基づいて、これは議会、議員を指しています。常に適正に行われるこ

とを期するために議会の審議、議決を経るとされておるわけであります。これもやり取り

しました。実質 1,680万余計にかかってやるのだから、契約をしなおして、議会の議決を

得なければならないのではないかなと、町側の答弁は、町のお金ではないから、それはや

る必要がないと、確かにそれはそうでしょう。だけれども、地方自治法の趣旨を尊重する

ならば、法の趣旨にてらせば、議会に諮ったっておかしくないわけですよ。 

また、約款の第１条、約款に基づき、設計図書（別冊の図面）、仕様書、現場説明書及び

現場説明に対する質問回答書などをいうそうであります。設計図書に従って、日本国の法

令を順守し、この契約を履行しなければならない。契約どおりに履行しなければならない

とうたってあるわけであります。この５項では、約款に定める請求、通知、報告、申し出、

承諾及び解除は書面において行わなければならない。メールではだめですよ。メールでや

ったならば、書面に起こしてやらなければならない、そう書いてあるわけであります。守

っていませんね。 

また、地方自治法の 234 条の２、これは契約の履行の確保であります。これをやってい

れば契約書どおりに仕事ができたはずであります。この 234 条の２の施行令によれば、検

査は契約書、仕様書及び設計書、その他の関係書類に基づいて行わなければならない。22

スクエアと書いてあったてらば 22スクエアでなぜ検査をしなかったんですか。234 条の２

を無視しているととらえられても仕方がないと思いますが、いかがですか。この地方自治
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法、約款に関しての町の見解と監査委員にも見解があればお願いをしたいと思います。特

に監査委員には、昨日説明がありました。定期監査の対象に、この第２期のケーブルテレ

ビの高度化事業を取り上げられておりますので、定期監査を実施しておられますので、ど

のような監査をなさいましたか。そして、どのような講評をなされたのか、契約書どおり、

仕様書どおり、設計書どおりにできなかったことに対して、これは好ましいことなのか、

いややはり、これは好ましくないのか、このことに関しての見解をお尋ねして、終わりま

す。 

○議長  答弁調整のため、暫時休議します。（１４時０１分） 

○議長  再開します。（１４時１４分） 

監査委員、新井田大君。 

○監査委員  それでは私のほうから、ケーブルテレビ高度化事業の第２期整備に関しての

質問がございましたので、それについてお答えをいたします。 

まず、そのケーブルテレビ高度化事業の、事業の目的、事業そのもの、これについては

現在の西会津町にとって必要な事業だということで評価をしております。ただ、監査をす

るにあたって、２名の監査委員で監査を実施いたしましたが、そのときの主な視点として

ですね、その事業の目的は明確かどうか、内容は適切か、進め方は適切か、予算は効果的・

効率的に執行されていたか、事業の効果は多面的・客観的に検証されていたかと、こうい

うふうなことに視点を置きながら監査をいたしました。 

そしてケーブルテレビの監査後の意見については、両監査委員２名の合議に基づいて２

点申し上げました。 

一つはですね、工事ミスがあったわけですけども、第２期工事とそれから第１期工事の

請負業者が変更になっている。変更になったということは、意思疎通は、より密接になさ

れなければなりません。ですが、それが十分になされずに工事ミスが発生したと。その対

応についても迅速さを欠いていた部分があります。対応の遅れが１日、あるいは２日あり

ますと、それが後々に非常に大きく影響してくるということは、事故・事件の場合は多い

ですので、対応はできるだけ迅速に行うと、それが必要であったと。それから工事ミスを

防止するために、関係者間の意思疎通が適切に行われるような体制、この体制っていうの

は単に心構えでなくて、体育の体に制度の制、こっちの体制です。これをきちっとつくっ

て、そして手順に則り業務を進めていく職員の意識改革が必要である。これが１点です。 

それから二つ目は、ミスが生じた場合に、その後、同様のミスが生じないようにするた

めに、その事実関係とその対応を正確に把握し、それを全職員に周知して、町民からの信

頼を損なわれないようにしてほしいということですね。事実関係をしっかりと把握して、

どこにどういうふうな間違いがあったのかということが明確にならなければ、対応はでき

ない。ですから、その部分を明確にして、この部分はこういうふうに対応できるような体

制をつくって、職員の意識改革を進めながら、同様のミスが生じないようにしてほしいと

いうふうに意見として申し上げました。それから、その監査の中で、これは書面として当

局に示してあります。 

あと大原則ですけれども、議会の議決を得て行う事務事業に関しては、計画、あるいは

設計どおりに、着実、確実に、粛々とその事業を進めて完成をさせなければならない。も
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し、途中で変更をする必要が出てくるような場合、そういう場合はどんな場合なのかとい

うと、変更の理由が合理的であり、多くの町民に納得できるような内容でなければならな

いだろうということが一つ。そしてそれがまた、町民の福祉の向上に、変更することによ

って、より大きく寄与すると、これが大切な視点なのではないかというふうに思っており

ます。 

あとその他、さまざま実際にはいろいろな指摘をしたわけですけれども、必要があれば、

またお答えしたいと思います。大事なことは、どうしてそのようなことが起こったのか、

ミスは人間がやっている限りあり得るわけで、今後同じようなミスをどのように防ぐか、

その体制と意識改革をどういうふうに進めていくかというところが肝要ではないかという

ふうに思っております。 

以上です。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  13 番の質問に、私への質問内容についてお答えをしたいと思います。 

一つは、私が進めている交流人口の促進ということで、それぞれ各自治体の首長と交流

を図っているようだけれども、23 年度には、どういうかたがたとお会いし、また西会津町

に来ていただいたのかというような内容であったわけですが、日にちがちょっと定かでは

ありませんで、思い出しますと、一つは、これまで職員交流、行ってまいりましたので、

毎年のようにその間については、横浜市の市長、林文子さん。ちょうど海外に視察に行っ

ておられたということで、これは副市長とお会いをしております。また、鶴見区の区長、

山崎区長さん、このかたとお会いをいたしまして、これはその後もお会いをしながら、鶴

見区との交流協定を今年、その効果によって結ばせていただいたということであります。 

また、世田谷の保坂区長さん、このかたとも、かつて面識もありましたので、このかた

といろいろお話する機会もありました。そして、今日、イベントもずっと継続していると

いうことでございます。 

また、昨年は、大震災ということもありまして、これはもういわき市の豊間小学校とい

うことで、相当大きな被害をうけたわけであります。そこで、教育長とともにいわき市長

にお会いをいたしまして、お見舞いを申し上げるかたわら、その豊間地区の一帯をこの目

で確かめたというようなこともございましてた。 

また、一方では、大宜味村の副村長さんが、福島は大変な被害をこうむりましたねとい

うことで、わざわざお見舞いにうかがっていただいたところでございます。 

そういうことで、そんなに多く私がなってから、そう多くはないとは思いますけれども、

それは多くお会いしたということよりも、確実に、そして着実にいろいろ交流が、西会津

町とちゃんと締結していけるような、そういう取り組みを今後も進めていきたいなと、こ

んなことでございます。それは 24 年度にも引き続いているところであります。 

また、議員からいろいろ私見も交えていろんな質問がございましたけれども、その中で、

特に私に対する災害本部長、これの役割で、おろそかであったのではないかということが、

私は感じとして聞こえたわけです。しかし、私としては、こんな大事な、そしてあの橋屋

地区や、さらには、たぶん７月豪雨のことだろうと思いますけれども、そうした中では、

これは災害本部長が、万が一その住民に命の問題まで発生するなんていうことはあっては
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ならないということでありますので、それはしっかりと災害対策本部を設置をいたしまし

て、そして現場確認という意味から、私も現場に出向きながら、その状況を自らこの目で

確かめてきたということであります。そして、その後、対策本部を設置しておりますので、

この役場庁舎内に、それぞれの各方部から状況をお聞きをするなど、その後適切な判断を

取りながら、これに対応してきたということであります。 

したがって、本部長だから、ここにじっとしていなければならないなんていうことは何

もないわけでありまして、私は必要であれば、その目で、そしてこの体で、そして住民の

安否をしっかりと確かめるということは、私の責任で、これはやらせていただくしかない

というふうに思うわけであります。 

その他もろもろございますけれども、あと、副町長及び担当課のほうから答弁をさせた

いと思います。 

○議長  副町長、藤城良教君。 

○副町長  長谷沼議員のご質問のうち、職員の意識改革、これらに関するご質問にお答え

します。 

私も４月に県のほうからまいりまして、私も県当局におったときには、やっぱり総務的

な仕事が長かったものですから、常に職員の意識改革、そういったものを命題にさまざま

な仕事にも取り組んでまいりました。そういった中にあって、今般、西会津に副町長とし

て就任させていただいたときに、やはり私の上司からも、県内 59市町村において、西会津

の職員は３本の指に入るくらい優秀な職員がいっぱいると、そういった中において安心し

て行ってこいと、ただし、議員の皆さまからは厳しいご指摘を受けるだろうから、そうい

ったものにめげずに頑張ってこいというご指導をいただいたところでございます。 

そういった中において、この西会津町にこさせていただきまして、やはり町長の、私に

一番命題を課されたのは、さまざまなこういった平成 23 年の災害、いろいろな危機的な状

況を踏まえて、職員も大変な思いをしてこうやって頑張ってきたと、そういった中におい

て、さらなる職員の意識改革を図ってほしいと、こういうご指示をいただいたところでご

ざいます。 

そんな中において、やはり議員もおっしゃるように、この職員の報・連・相の大事さ、

こういったものを私も十分認識しておったつもりでございますので、就任早々、３週間経

ったときの会議で、私のほうからいろいろ各課長を含め、職員の末端まで浸透するべく、

仕事を進める上でのポイント、そういったものを私のほうから各課長等へ指示したところ

でございます。 

ちょっとそういったものを紹介させていただきますと、私から指示したのは、まずやっ

ぱり一番大切なのは、われわれ行政マンというのは、町民のために仕事をやっていると、

そのためには、スピード感を持って楽しく前向きにやっていくんだと。２点目には、組織

力を充実させる。これはやはり職員に対しまして、町長の考えというものを末端の職員ま

で徹底すると、これには、やはり職員の意識、さらには課内でのコミュニケーション、風

通し、こういったものが大事であろうと。さらには、組織の連携、例えますとイベントを

例にとったんですけれども、目的というものをきちんと考えながら、目的達成のために、

町内連携して、それぞれの力を発揮していくことが重要であると。あとはまさしく報・連・
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相、報告、連絡、相談の徹底。ＰＤＣＡサイクルの徹底、これをやりましょうということ

を申し上げました。もう一つは、若手職員の育成、これはメンタル面での強化、配慮、こ

ういったものも十分行っていく必要があると。あと最後に、町長へのレクチャーや打ち合

わせ、これをきちんと時間を区切って行い、ペーパーを必ず用意して、意思の齟齬がきた

さないようにというようなことを話して、職員の意識改革というものを十分徹底していき

たいなというふうに思ったところでございます。 

その結果、６月、７月中には、各課において、再度私のこういった思いを各課長から職

員の末端まで浸透させることができたこともあります。さらには、私のこういった思いを、

６月の定例会におきましては、７番の多賀議員からご質問をいただきまして、副町長は、

今後どうやって町政を事務方のトップとしてやっていくんだというようなご質問もいただ

き、そのときお約束したのは、まずは町民目線を第一に、関係機関との連携調整を密にし、

組織の内部においては横の連携を強化して、和を大切に風通しのよい活気ある役場組織を

構築すると、こういうお約束をさせていただきました。 

まさしく、私はこれを実践すべく、４月当初からやってきており、さらには各公社等に

おいても、町長の了解をいただきまして、さまざまな今、組織、風土改革を行っておると

ころでございます。 

こういった、昨年度はいろいろそういう震災等の中で、職員も大変な思いをしましたけ

れども、なお一層、私の指揮のもと、職員の意識改革、報・連・相の重要性、こういった

ものを説きながら、風通しのよい職場組織というものを再構築したいと思い、頑張ってお

りますので、なお一層のご支援をよろしくお願いいたします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  私のほうからは、平成 23 年度の予算の執行について、流用がかなり多かった

のではないかと。さらに、使われていない目が 33カ所あったと、これは節のことかと思い

ますけれども、そういったご質問にお答えをしたいと思います。 

まず流用でございますけれども、まず予算の編成については、議員もおただしのとおり、

予算はそれぞれ目的を持って計上をさせていただいているところでございます。その後に

過不足が生じましたらば、それは補正予算の中で、また対応させていただく、お願いをす

るということを基本に行ってきておりますけれども、その執行の中で、どうしてもやむを

得ず同じ目の中で、その執行、組み換えをお願いせざるを得ないというときには、その予

算の計上の趣旨を逸脱しない範囲内で流用をさせていただいているところでございます。

この流用につきましては、あくまでも例外的な対応ということでございますので、今後も

極力こういった流用の関係についてはなくしていきたいというふうに考えております。 

それから２点目の使われていない目と、箇所が 33カ所ということでございますが、これ

は 22 年度の決算書をご覧いただいてもおわかりかと思いますが、22 年度の決算において

も、40カ所を超える箇所がございます。これはどうしても何かあったときに執行できるよ

うにということで、存目的に計上させていただいている節もございますので、それらがや

はりどうしても残ってしまうことがあるということでございます。そのほかの節の執行に

つきましては、予算計上のその趣旨に基づいて、しっかりと執行して、成果のある事業を

行っていきたいということで考えておりますので、今後とも予算の執行につきましては、
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適正な対応をしてまいりたいということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

まず１点目の徴収率アップのご質問でございますけれども、23 年度決算では、国保税を

除く町税全体で 93.94％の徴収率ということで、前年よりもプラス 0.26％でございます。

また、国保税につきましては、全体で 80.17％というこで、前年度と比較しまして 2.92％

の増ということでありまして、どちらも徴収率が向上してございます。 

その主な要因として考えられる部分でございますけれども、まず一つ目としては、収納

体制の強化ということで、催告書の発送、電話や訪問による納税の指導、さらには差し押

さえなどの滞納者処分など、早めの対応を行ったということが一つであります。差し押さ

えにかかる部分につきましては、調査で平成23年度は合計177件の調査をしてございます。

前年度の約 2.5倍の調査。それから差し押さえにつきましては、合計で 110 件ということ

で、前年度より 2.2倍の件数でございます。 

それからもう一つとしては、口座振替の推進ということで、年々、納税貯蓄組合を抜け

られる世帯が多いということで、そういったかたに対しては、極力口座振替をお願いする

とともに、若干未納のあるかたにつきましても、相談の中で口座振替の変更をお願いした

ところであります。 

それから三つ目としましては、分納誓約をしているかたに対する管理の徹底ということ

で、約束が守られないような場合については、調査、差し押さえ等の処分を行ったことも

ございます。 

それから、県税との連携強化、相互徴収の強化を図りましたり、あとは税等徴収対策本

部会議、町長が本部長でありますけれども、その会議によります管理職の一斉徴収、出納

閉鎖前とか、今年に入りましたら、お盆前の一斉徴収もやってございます。 

それからもう一つ、23 年は所得が伸びたのではないかというお話でございますけれども、

さっきの国保の６月の運協の際にご説明いたしましたとおり、23 年中の所得につきまして

は、前年と比較して１億 3,400万、全体で所得が伸びてございます。その主な要因としま

しては、農業所得が約１億 5,400万、前年より増えてございます。戸別所得補償、それか

ら米価１俵当たりの米価が上がったことによりまして、農業所得が１億 5,400万円ほど伸

びていると。ただ、この伸びつきましては、24 年度の町県民税の算定になります。ただ 23

年中の所得でありますので、先ほどいった徴収率のアップにはつながっているのかなと考

えてございます。 

それから三つ目の不納欠損のご質問でございますけれども、先ほど議員のほうから、死

亡、行方不明者については不納欠損もわからないわけではないけれども、生活困窮の理由

の中で、50 歳、60 歳で不納欠損をするのはいかがなものかというご質問がありました。不

納欠損、昨年 23 年度に不納欠損をいたしました件数は、合計で 139件、不納欠損をしてご

ざいます。ただ、同じかたで２件とか、税目が違いますので、実質の不納欠損をされたか

たは 103 名であります。そのうち、死亡であったり、行方不明であったり、あとは刑務所

に収監中であったり、相続放棄、会社の倒産、それを合わせますと 43 件あります。残りの

60人のかたが生活困窮ということでございまして、50代が 17名、それから 60代が 24 名、
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合わせますと 41 件ということで、60 人のうちの 41 件ですから、68％のかたが 50 代、60

代ということになります。その中でも、理由が、例えば低所得であったり、失業であった

り、多重債務、負債を抱えているという理由もそれぞれ分かれてございます。いずれにい

たしましても、地方税法上は５年で時効が成立するというふうになってございますが、時

効の中断措置もできることになってございまして、例えば、差し押さえをする、分納誓約

をきちんと取り交わす、そういった場合には、時効はその時点からさらに５年ということ

で、時効の延長もできますことから、そういった滞納処分に該当するようなかた、町とし

ましては、１人ずつ状況等を調査しまして、まだまだ納められるようなかたについては、

今後時効の中断等を活用しながら、ただ単に機械的に不納欠損するというようなことはし

ないで、きちんと調査をした上で対応してまいりたいと考えてございます。 

それから、こゆりちゃんナンバーのご質問でありますけれども、23 年、昨年の 12 月１

にから交付をはじめました。本年８月６日までの交付枚数でありますが、合計で 87件、そ

のうち既存のナンバーを新たなこゆりちゃんナンバーに変えたかたが 45 件であります。こ

のこゆりちゃんナンバーにつきましては、町のＰＲを図って、町の活性化に結び付けるた

めに新たに導入したものでございますので、もっともっとＰＲを図って、皆さんに広く付

けていただけるような努力をしてまいる考えでございます。 

それから、昨年度の東日本大震災、それから新潟福島豪雨を踏まえました反省、検討、

いろいろ踏まえました記念誌の作成についてでございますけれども、これにつきましては、

庁内各課、編集委員を出していただいて、編集委員会を立ち上げました。今まで２回編集

委員会を開催しまして、今月３回目の編集委員会を開催する予定でございます。各課それ

ぞれ震災のときの避難所開設業務ですとか、いろんな物資調達とか、それぞれの業務を担

っておりますので、各課で持っている写真ですとか、そのときどきの資料を、今すべて集

めてまとめるというような作業を現在実施してございます。なんとか早期にまとめてお配

りできるように今進めてございますので、ご理解をいただきたいと思います。 

それから、昨年度の放射能対策についてでございますけれども、なにぶん、原発事故、

はじめての経験ということで、国も県も、本町も、なかなか過去に経験していないという

ことで、議員、さっきおっしゃられたとおり、後手後手、対応のまずさ、それぞれあった

かと思います。ただ、今年度に入りまして、町としてできる対策、空間線量、町内の調査

ですとか、周辺地域の水質検査ですとか、そういった部分、あとはダストセンターの定期

検査、定期調査の立会い、確認、そこら辺については、町としてしっかり対応してござい

ますので、ご理解をいただきたいと思います。 

それから最後に、放射能に関係する町の損害賠償ということでございますけれども、ま

ず町が、町自体が損害を被った部分といいますのは、例えばその対策に当たるための職員

の手間でありますとか、あとは、例えば周辺地域の水質検査をするための検査の費用であ

りますとか、そういった部分の町が東電に請求する分につきましては、６月に県の説明会、

全市町村を集めた説明会がございまして、まずその全市町村統一的な請求方法をしましょ

うと、双葉とか、ああいった原発周辺の町村は独自でやっていますけれども、それ以外の

町村については、統一的な請求方法をしましょうということで、県でマニュアルを作成す

ると、それに従って各市町村で東電に請求しましょうということで、そんな話になりまし
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て、まだマニュアルはきてございませんけれども、きましたら、それに則した東電への請

求手続きを進めてまいる考えでございます。 

以上です。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、私のほうからは、生活援助貸付金、その役割は終わったので

はないかと、昨年、債権放棄について検討するということで、その後の対応はどうだった

のかというご質問にお答えしたいと思います。 

生活援助貸付金につきましては、生活困窮の状態のある町民のかたが、町に申請によっ

て上限 12万円を貸与いたしまして、貸与した翌月から１万円ずつ返済をしていただくとい

うことで、その返済が滞っている状態でございます。23 年度末現在高、貸付残高で 143万

円でございました。ここ数年、借入希望されるかたはなくなっておりまして、その役割は

終えたのではないかとも考えておるところでございます。ただ、先ほど議員もご指摘のと

おり、地方税法上の手続きである不納欠損の処理は、基金貸付金の場合には、できないこ

とになってございます。債権放棄という手続きを踏みまして、議会のご議決をいただいて

債権放棄をするというこになってございます。 

23 年度の対応でございますが、23 年度につきましては、亡くなられたかた、また転出さ

れたかたもおられるわけですが、亡くなられたかたの相続人に当たるかたと相談をいたし

まして、10万円、返済をしていただきました。また、本年度、24 年度中でございますが、

お二方から 14万円、償還をしていただいております。現在、この債権回収をしている段階

でございまして、債権債務の額が確定した上で、債権放棄の手続きを取らせていただきた

いということで考えております。 

今後もまだ償還していただけるかたがいるようでございますので、町のほうからもお願

いいたしまして、債権回収に努め、債券債務が確定したのち、債権放棄の手続きを取らせ

ていただきたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  集落支援員の活動についてのご質問にお答えします。 

昨年の６月から集落支援員１名を配置させていただきました。弥生、弥平四郎、大舟沢、

荒木の４集落を中心にして、昨年度１年間、支援活動をやってきたということでございま

す。集落支援員につきましては、奥川支所に配属、配置しておりまして、町で直接指示す

ることがちょっと、なかなか離れておりますのでできませんので、奥川支所長に直接的な

指示をしていただきながら活動しているということでございます。 

昨年は、集落支援員、集落に 58回ほど足を運びまして、この４集落をまわりまして、こ

の４集落、弥平四郎以外をみますと、ほとんど区長さん１人が、区長さんはもとより、い

ろんな役回りを１人でやっているような状況でございまして、区長さんといろいろ相談を

しながら、何が本当に町として、集落支援員として支援が必要なのかというようなことを

話し合いをしながら業務に当たってきたということでございます。なかなか初めての業務

でございますので、町もちょっと、集落支援員も手探りの状態だったということでありま

して、なかなかそういう部分では集落の思いといいますか、をすべて組み入れることがで

きたのかといわれると、ちょっといろいろこれから検討していかなければならない部分は
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あるかと思いますが、集落の草刈が困難な実態、そういったものを常にあげていただきま

して、町からも直接ご支援ができるような体制づくりをしてやってきたということであり

ます。区長さんがたからは、草刈作業、さらには豪雪の雪処理、そういったことも集落支

援員の声をつないで実施できたということで、大変感謝されているところでございます。 

これから、昨年 23 年度の活動をもとにしながら、今 24 年度につきましては、それらを

活かしながら、集落支援員活動をしているということでございますので、ご理解いただき

たいと思います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  私のほうからは、町内の企業支援にかかる補助金についてご説明申し上

げたいと思います。 

本事業につきましては、現下の大変厳しい経済状況の中で、多くの町民のかたが勤めら

れ、また多くの町民のかたが生活を支えている地元の企業の皆さんを支援しようというよ

うなことで、町長が企業訪問をいたしまして、企業のかたがたといろいろな意見を交換し

た中で、こういった企業支援策を行ったらいいのではないかというようなことではじめた

わけでございますけれども、内容的には、人材育成にかかる研修費用、さらに企業のかた

の資格取得にかかる費用負担、さらに企業のかたが販売促進をする場合の公共施設の提供、

こういったことに町のほうから支援しようというようなことで実施しているところでござ

います。 

昨年につきましては、議員おただしのとおり、当初予算では 150万の当初予算を計上し

ていたわけでございますけれども、支出額は 46 万円でございました。内容的には研修費用

として３件、工業会や企業２社、合わせて３件と、それから資格取得にかかる補助という

ことで１件、合わせて４件の企業に対して支出したというようなところでございます。実

際、多くの企業の皆さんにとっては、人材育成というのは大変重要だというようなふうに

認識しているところではございますけれども、やはりこういった経済情勢の中で、なかな

か研修会などを開くことができなかったのかなというようなこともありますし、また町サ

イドとしましても、十分周知的なものが足りなかったのかなというような点も反省してい

るところであります。 

なお、今年ですけれども、４月に企業の皆さん、あと商店の皆さんが集まりまして、よ

りっせで展示会を開くなどして、自分たちの商品の販売促進や、さらに町内の特産品、物

産品を町外のかたにＰＲするなど、そういった展示会等も開いておりますので、だんだん

そういった町内の企業の皆さんにも周知されてきているのかなと思っております。 

今後につきましも、企業訪問を継続して続けまして、新たな企業支援策等も検討してい

きたいと思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  それでは、農林産物の風評被害に対する東電への請求のご質問でしたの

で、お答えしたいと思います。 

まず、23 年の３月から９月 30 日までの請求、町内全体で 2,077 万円の請求に対しまし

て、1,823万８千円、９割の補償が完了しております。なお、それ以降につきましては、

現在まで仮払いという形で、半額程度が支払われておりまして、本日まで、８月までの請
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求について半分が、請求額の２分の１が仮払いとして支払われております。なお、西会津

分については、金額がつかめませんので、ＪＡ会津いいで全体で請求額の２分の１、８月

分までの支払いが完了している状況であります。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  ケーブルテレビについてのご質問にお答えいたします。 

まず第１点目に、なぜ設計どおりできなかったのかとのご質問にお答えいたします。こ

れにつきましては、全部のＳＳＤＷケーブルを設計どおりの物を発注し、それから納品に

なるまで半年以上かかるというようなことで、それと同等の強度を有する工法において手

直し工事を進めるということにいたしましたので、強度自体は確認できておりまして、同

等の性能を有するものを手直し工事で施工するということといたしましたので、それにつ

いては、性能が担保されるということの解釈でございます。 

あと、手直し指示のときの経過についてのご質問でございますが、６月３日に請負業者

と設計管理業社と役場で協議をいたしまして、手直しの工法を協議をいたしております。

その後、６月６日に、町長にその旨をご説明申し上げまして、当初、当町長からは、それ

は全部張り替えをすべきではないかというような指示をもらったわけですが、先ほどご説

明したように、製品を新たに注文いたしますと半年以上かかるというようなことでござい

まして、その工法で施工することで町長に説明を受け、承諾をいただいたということでご

ざいます。 

あと、この変更した箇所について、ケーブルを新しくした場合、その半年以上かかるの

ではないかというようなご質問でございましたが、変更箇所につきましては、大部分がハ

ンガーで釣る光ケーブルがありまして、これが大部分でございまして、ＳＳＤＷの変更部

分の延長につきましては、変更延長からいたしますとわずか、わずかというか少なかった

もので、これにつきまして追加について注文いたしましても、納品はその半年もかかるよ

うな状態ではなかったもので、これで半年かからないで工事ができたということでござい

ます。 

あと、随契についてのおただしでありますが、上谷工区につきましては、２期工事より

電柱、ルートの変更により削除したという経緯がございます。上谷工区につきましては、

第２期工事の一体とした工事であるという解釈から、２期工事を施工いたしました業者と

請負契約をしたところでございます。 

あと、手直し工事については、工事の変更をし金額の増額を図って、議会の承認を得な

ければならないかというおただしでございますが、手直し工事については、先ほど申し上

げましたように、強度計算をしておりまして、それと同等なものができるというようなこ

とでありますので、それにつきまして、町が同等以上のものをつくるということの指示を

いたしておりますので、これについてかかる費用については、変更の対象にならないとい

うことでございます。 

検査につきましても、そのようなことで指示をした工法で施工しておりますので、指示

をした工法によって検査をするというようなことでございまして、そのような検査をした

わけでございまして、それについて検査は合格しているということでございますので、ご

理解願います。 
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○議長  設計管理者の責任とか、町の責任も聞いています。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  設計業者と請負業者と町の責任の取り方というご質問にお答えいたしま

す。 

設計業者は、当然その手直し工事でペナルティを取ったということもございます。あと、

今回、上谷工事も発注しておりますので、この上谷工区が工事を終了した時点で、設計業

者と請負者については処分等を検討したいと考えております。なお、町職員につきまして

は、町長より処分を受けておるというようなことでございます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  監査委員からは懇切丁寧な説明をしていただきました。なかなかわれわれ、

例月出納検査の報告で監査委員との接点といいますか、しかないわけでありますが、実査

は今、監査委員がおっしゃったように、例月出納検査であれ、決算審査であれ、非常にご

苦労なさって監査をしていると、そして意見はその都度、町側に申し入れをしているとい

うことでありますから、これからも遠慮しないで町に対しては指摘をしていってほしいと

思います。また町では、その意をくんで、きちっとやっていってほしいと思います。 

こゆりちゃんナンバー、それから企業の支援ですか、はっきり言って最初、あなたたち

が狙ったような成果は１年は出なかったと、これはっきり言っていいと思います。こゆり

ちゃんナンバーなんかは、何％、１割も２割もいっていないはずであります。それはそれ

として、私の心配するのは、急ぎ過ぎてこの計画を練ったのではないかなと、だから実施

はしたが、４件の 46 万、あるいはナンバーが少なかったのではないのかと、ですから、今

後の取り組みには、そういう１年目の反省を活かして、きちんとした計画を立ててやって

いくことが肝要だと思います。 

その前、副町長に関して言わなければならなっかた。私も、あなたが副町長になられて、

町の職員は変わったと思っています。少し胸を張って仕事をしている。皆さんの顔が明る

くなったと思っています。それは、今の副町長はそれだけ職員の心をつかんでおる。そう

いう仕事をしているということだと思いますので、よく町長を補佐して、各課長の考えを

代弁してやっていただければ、３本の指に入ると、本当にそのようになると思いますので、

先ほど言ったような痛ましい事故、今までこういうことはなかったわけですから、きちっ

と組織が機能していれば、ああいうことは絶対に起こらないわけですから、そこら辺を意

にとめてお仕事をしていただきたいと思います。 

町長ですが、本部長との関係でありますが、これは最終的には見解の相違ということに

なるんでしょうが、私は本部長の役割というのは、そこにいてどっしり構えて、全部の情

報を収集して指示、指令を出すことだと思っています。本部にいないでどこで指令を出す

んですか、刻々と水が増えてきている。おさまって水が引いてきたと、雨も止んできたと、

もうこれはこれ以上の災害の心配はないとするならば、出向いて町民を激励するのはいい

ことであります。おおいにやっていただきたい。しかし、本部長として指令、指示、命令、

出さなければならないのに、本部にいなくては、私は本部長としての仕事はできないであ

ろうと思っているわけです。現場監督ではないわけですから、現場は現場の責任者、消防

官もおられますでしょうし、区長さんもおられるでしょうし、そういう情報を得て、県や
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消防署だとか、警察だとか、そういう情報を得て、適格に指示を出すのが本部長の役割で

すから、私は、何度も言うようですが、本部にいることが本部長としての責任だと、これ

は言っておかなければなりません。 

ケーブルテレビは、あなたのところを本当に気の毒だと思っているから、あまり言いた

くないところもあるんですけれども、最初から設計どおりやる気がなかったんじゃないの

か、わかるんです、説明はそれは言わなくたってわかっているから。じゃあ課長も今言い

ましたね、町長から指示をもらった、６月６日だ。じゃあ６月３日で結論を出して、６日

に報告して、じゃあパナソニックの責任で、今あなたの言ったような工法でやります。そ

こで元に戻せなんて町長が言ったって、何の役にも立たないでしょう。それは、今の副町

長が、１芯と２芯の不具合を見つけたときに、すぐに東北の支社長を呼んで、厳重に注意

をして、二度とこのようなことのないように注意したわけです。今のミス、そういうこと

をしたのか、まずしなければならないのは、町長なり副町長が業者を呼んで、厳重に注意

をして、設計どおりやれ、そこからはじまるんですよ。じゃあできない、できないならど

うする、議員の皆さんとも話をして、いい方法をみつけるか、そういうふうな進め方をし

ていないからこういう問題が起きるんです。責任はあなたと何人かが取ったでしょうが、

それは私は責任取ったとみていません。それは、書類の発見もできなかったミスの責任で

あって、設計どおりに工事ができなかった責任は町長にあるんですよ。課長になんかない、

その責任は。税金を使って町の財産をつくる、もっともいい製品、財産、形を残さなけれ

ばならない。そういう努力を最初からしなかった。そう言わざるを得ないわけです。いろ

んな問題あるでしょう。ありますが、その測っていてどうのこうのというの、それはそれ

としても、何が最終的に問題であったか、設計どおり、仕様書どおりできなかった。でき

なかったらできるような努力をしたか、しないで 1,360万、1,630万ですか、パナソニッ

クに持たせて、だからそういうやり方が地方自治法の精神に則っているのか、約款の決め

られたこと、あるいは地方自治法 234 条の２をきちっと履行すれば、設計どおりの工事が

できるんです。課長に言ったってしょうがない、町長、この責任は誰にあるんですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  ぶり返して、いろいろとご意見含めていただいているわけでありますが、このケ

ーブルテレビ第２期工事にかかる一連の、この種の問題については、その都度、その都度、

それぞれの問題点、あるいはどういう経過であったというのは、今はじめて問われる問題

ではなかったと記憶しているわけです。したがって、この手直し工事、このことについて

は、私が最終的にこれでいくしかないということで、最終的な私の判子で、これは実施す

るということになったわけでありますから、そのいろんないきさつの問題の過程の中にお

いては、それはやっぱり最終的に私がすべて目を通さなかったということもあるでありま

しょう。したがって、これは何回も、そして昨日の質問にも、一昨日でしたか、質問にも

ありましたように、一般質問でもお答えしましたとおり、これはすべて、どんなことであ

っても職員の不始末というのは、最終的にはその長たるものが負わなければならないとい

うのは当たり前のことなんです。ですから、私はこの種の問題については、何回も言いま

したように、大変申し訳なかったと、今後、やはり連絡、報告、相談、これが徹底してい

けば、手直し工事、その前にどう対応するか、もっとスピーディに行うことができるであ
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ろうという反省には立っているわけでありますので、今回の問題については、これは私の

責任であるということを申し上げたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  すべて報告した、相談をしたとおっしゃいますが、しなかったからこうい

う問題が起きているんですよ。決まってしまってから言われたって、何ともしょうがない

でしょう。６月３日、最後の会議。じゃあ６月６日に町長が指示をしている。なぜじゃあ

６月の議会で報告しなかったんですか。提案の理由に一つも含まれていませんでしたよ。

議会から何をやっているんだと、申し入れをして全員協議会で説明を受けたわけです。そ

のときにはもう、設計どおりにはできません、パナソニックの責任でやらせます。結論だ

けを説明受けて、だから何やっているんだということになったわけです。結論を出す前に、

今まで町のやってきた仕事で、こういうことがありましたか。私の 27年議員やっています。

その前、６年、農業の会長をさせていただきました。こういうのは一回もあったと思って

いません。こういう重大なときに、なぜ素直に議会と相談をして、結論を出そうとしなか

ったのか。議会には黙っていて、やってしまえということでやったと、そういうしかない

でしょう。町長の提案理由で、９月、３月は前もって配られます。そうすると議会の開催

まで１週間前後あるわけです。その間、新しく起きたことは追加をして提案理由で説明し

ているんですよ。やっぱりそういう態度なんです。今のケーブルテレビに関しても、６月

のわたっているわけでもないですから、町長の提案理由の中で述べて、やるというのが、

いわゆる協働のまちづくりでしょう。町と議会と町民が一体になって。 

最初に言ったように、地方自治法何条でしたか、請負契約、町長の専決事項だと、それ

をなぜ議会にかけているんだと、議会は、議員は町民を代表して、そこでチェックしてい

るんだよ。そしてそれが地方自治法で求めているわけですから。あとはこういうことはな

いでしょうから、なぜ私がこういうことを言うかというと、いい仕事をしていただきたい

からですよ。これだけなんです。町長にはもっといい仕事をしていただきたい。副町長に

はもっといい仕事をしていただきたい。課長の皆さんにももっといい仕事をしていただき

たい。そのためには、反省すべきところは反省して、直すところは直して、進んでいって

ほしいということで、今回、質疑をしたわけでありますので、今後、今日の質疑が町の執

行に大いに役立つことをご期待をして、質疑を終わります。 

○議長  ほかに総括はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長  それでは、総括はこの程度にとどめ、引き続き款ごとに入ります。 

それでは、まず歳入の１款町税。ありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ２款地方譲与税。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ３款利子割交付金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ４款配当割交付金。 

（「質疑なし」の声あり） 
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○議長  ５款株式等譲渡所得割交付金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ６款地方消費税交付金。 

９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  地方消費税交付金として 6,327 万４千円ですか、これが入っているわけなん

ですが、この地方消費税の入ってくる性質、それから使われ方はどのようになっているの

かということと。あと、今後、消費税が上がるわけなんですが、その消費税、社会保障と

税の一体改革というような名目のもとに上がるわけですが、それがわが町及び地方におよ

ぼすような影響はどういうことがあるんでしょうか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  地方消費税交付金についてのご質問にお答えをいたします。 

地方消費税につきましては、いわゆる消費税５％のうちの１％分が地方消費税として、

国に納める形になります。それを都道府県間で各精算を行ったのちに、その２分の１を各

市町村に分配するわけでございます。その分配にあたりましては、分配される各市町村に

配分される額の２分の１は各市町村の人口割でまいります。もう２分の１については、直

近の事業所統計の従業員数の数で案分をされるという形になります。 

その使用目的でございますけれども、これは一般財源扱いになりますので、特に使用目

的はございません。それから、今回、国会で消費税法案が出されまして、年次的に上昇す

るわけでございますけれども、この上昇分につきましては、基本的には社会保障に充当す

るということでございますので、これは各都道府県、市町村のいろんな社会保障の活動に

充当されるということでございますので、本町にとってもいろんな面で、その効果、影響

等はあると思います。 

○議長  ７款自動車取得税交付金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ８款地方特例交付金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ９款地方交付税。 

５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  23 年度の予算を立てたときは、27億の予算が計上されていたと記憶しており

ます。先般、前回の副町長、和田さまが言われたときに、福島県の原発による賠償の問題

は、地方交付税のうんぬんをみてから対応するというようなことであったと記憶しており

ますが、今回、30億の地方交付税が入っている中、約３億ほど入ったのは、賠償の金額と

受け止めていいのかどうかを答えていただきたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  平成 23 年度の地方交付税は、議員もおただしのとおり、30 億 2,601 万５千

円ということでございます。このうち、普通交付税につきましては、26億 53万７千円で、

残りの部分が特別交付税で４億 2,547 万８千円ということでございます。 

今回の震災、あるいは原発等の関係で交付税が算入されておりますのは、特別交付税の

ほうで算入がされてございます。今ほど申し上げました４億 2,500 万のうちの３億 8,409
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万６千円については、例年いただいております特別交付税、いろんな算定方式がございま

すけれども、その通常分と、それから新潟福島豪雨の分、あるいは豪雪、これらを含めた、

いわゆる一般的には通常の分として３億 8,400万ほどきてございます。そのほかに、東日

本大震災分としまして、3,589 万１千円きております。そのほかに、震災復興特別交付税

ということで、549 万１千円ほどきております。したがいまして、今回の震災関連で交付

されておりますのは、4,138 万２千円ほどとなっております。 

ただ、この中に、その原発事故に対する賠償金というよりは、その影響緩和、風評被害

の払拭、あるいは生活支援、こういったところにその交付税、特別交付税が交付されたと

いうことでございます。先ほど 13 番議員にもお答えしましたけれども、その賠償につきま

しては、一部農林産物について、あるいは下水道等についてやっておりますけれども、町

が被った人件費、あるいは水質検査等、そういったものの賠償については、今後請求して

まいるということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  10款交通安全対策特別交付金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  11款分担金及び負担金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  12款使用料及び手数料。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  13款国庫支出金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  14款県支出金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  15款財産収入。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  16款寄附金。 

10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  私から、いつも質問をしているところでございますが、ふるさと応援寄付金

ですね。これが 22 年度の決算額が 229 万のところ、23 年度においては 968 万と大きな伸

びで、件数としては 22 件ほどあったということでございますが、これらについての何か意

図的に努力をされた部分があるのか、またそれらの内容についてお伺いをしたいと思いま

す。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  それでは、ふるさと応援寄付金についてご説明を申し上げたいと思います。 

先ほど議員からおただしありました件数でございますが、今朝の説明の中で 22 件という

ふうに申したかと思いますけれども、これ正確には 23 件ということでご訂正をいただきた

いと思います。 

今回、平成 22 年度が 229 万に対しまして、739 万ほど 23 年度は増額となったというこ

とでございます。この要因でございますが、議員もご承知のように、昨年度、東日本大震

災、あるいは原発事故、これの対応のために 16件、440万ほど寄付をいただいたところで
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ございます。それから７月の新潟福島豪雨、これに対しまして２件、500 万３千円ほどい

ただいたところでございます。あとは通常の、いわゆるふるさと納税の趣旨でもって５件

ほど、26 万４千円をいただいたわけでございますけれども、今、ご説明申し上げましたよ

うに、昨年度、そういった大災害が続いて発生したということがございまして、このため

に、町のために使っていただきたいということで、各般からその寄付をいただいたところ

でございます。 

○議長  17款繰入金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  18款繰越金。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  19款諸収入。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  20款町債。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  暫時休議します。（１５時２９分） 

○議長  再開します。（１５時５０分） 

続いて歳出に移ります。 

１款議会費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ２款総務費。 

８番、青木照夫君。 

○青木照夫  ２の１の 10、国際芸術村事業委託料 350万となっております。従来ですと芸

術家がおられて、約２分の１以下の決算でありますが、現在はどのような運営をされてい

らっしゃったのか、その内容についてお尋ねしたいと思います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  それでは、国際芸術村についてのご質問にお答えしたいと思います。 

国際芸術村事業につきましては、議員ご承知のように、中学校の統合に伴いまして廃校

となりました旧新郷中学校を活用しまして、文化の香り高い、芸術の里にしようというよ

うなこと。また国際交流などを通して、いわゆる地域の活性化を図ろうというような、そ

ういったことで平成 16年９月に開村したところでございます。 

現在は、ＮＰＯ国際芸術村という団体に委託しながら、いわゆる芸術家の招致活動、さ

らに芸術をとおした地域との交流、さらにイベントをとおした地域の活性化、そういった

内容の事業を行っているところでございます。昨年度につきましては、海外から来た芸術

家はおりません。国内の芸術家のかたが短期間に滞在して、芸術活動を行ったというよう

な状況でございます。それから、芸術を活用したイベントとしまして、公募展、いわゆる

国内の絵画をやっておられるかたがたの作品を展示しまして、そういった公募展を開催す

る。それから、地域のかたがたとの交流とおして、新郷地区の活性化に結び付けようとい

うような、そういった事業を行っております。そういった事業を行う費用として 350万の

委託料を昨年度支払ったというようなところでございます。 
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以上です。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  １の６の企画費です。この中のイメージキャラクターＰＲ事業 58 万３千円で

ありますが、町のいろいろなイベント、あるいは町内外といいますか、に行ってＰＲされ

ていると思いますが、それらのＰＲの実績、あるいは各市町村といいますか、全国的にも

ゆるキャラというようなことで、キャラクターのコンテストといいますか、そういうこと

も行われているようでございますが、それらにおける実績といいますか、もお聞きしたい

と思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  イメージキャラクターのご質問にお答えします。 

こゆりちゃんにつきましては、昨年、羽生市で開かれましたゆるキャラサミットと、そ

ういったイベントに参加してきました。あとさらには、県内ですとＦＣＴで行われている

ゆるキャラ関係のイベント。それから、柳ケ瀬ですか、そういったところにも参加しまし

て、ゆるキャラ関係の大きなイベントに参加して、ＰＲ活動を行ってきたということでご

ざいます。ゆるキャラ、昨年、羽生市では投票が行われたところでありますが、ちょっと

何位だったか成績はわかりませんが、かなり上位に入賞することができました。 

以上でございます。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  インターネット事業費のサーバー管理手数料ですけれども、635万１千円、

これはサーバー会社と契約でしょうが、例えば毎年同額なのか、それとも管理会社の入札

によって下げる努力はしているのかお聞きします。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  インターネットに関するご質問にお答えします。 

昨年、インターネットの通信事業者につきましては、今までのＮＴＴコミュニケーショ

ンズから、ソフトバンクに見積りをいただいて、経費が安価だということで、業者の変更

をいたしました。それによりまして、今、サーバー管理手数料でありますが、インターネ

ット通信料につきましては、今まで 1,200万ほどかかっていたのが、昨年度の支出は 420

万ほどで済んだということでございます。サーバー管理手数料にしましては、今までとほ

とんど変わらない金額だということでございまして、毎年、これから何年か、現在の契約

を継続するような形になるかと思います。こういった管理手数料を毎年支払いしながら、

インターネット事業を運営していくということでございます。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  今の説明だと、何年かと、何年と言わないのはなぜでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  大変失礼しました。５年間、５年になりましたら再度業者の見積りを徴

して、契約の変更も考えていきたいということでございます。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  わかりました。今後も答弁は数字ではっきりおっしゃってください。お願

いします。 
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○議長  ９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ２の１の 10 なんですが、スポーツトラクター購入事業費とあります。当然、

予算のほうで審議されたと思うんですが、ちょっと私も聞き漏らしたというか、というこ

とで、どういうものか教えていただければと思います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  スポーツトラクターについてのご質問でございますけれども、これはさ

ゆり公園の管理する機器というようなことで、いわゆる芝刈り機器です。これまで平成９

年に購入したスポーツトラクターがあったわけですけれども、かなり老朽化しまして、今

回、新たに購入したというようなことでございます。芝刈りのほか、グラウンドの整地と

か、転圧とか、そういったこともできるような、そういった付属品等も今回購入したとこ

ろでございます。 

以上です。 

○議長  11 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  ２の１の 12でお伺いいたします。生活バス、デマンドバス運行事業であ

りますが、これ４月１日から約５カ月あまりが経過しておりますが、その中で、今までの

実績と延べ人数など、あと町民の皆さん。 

○議長  去年の決算だから、デマンドは今年からだから。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  監査関係につきましての基金、財政基金の年度末、９億 7,000万くらいにな

る見通しが示されている状況でありまして、大変これは非常にいいことだと思います。本

当にこれはご努力されていることだなと、こんなふうに思います。その中の２款１項５目

のところの財産管理費の中の財政調整基金の積立金が、この状態で５億円示されていると

ころであります。ただ、４億の差はございますけれども、私もちょっと内容がいまいちつ

かめないところがございますので、非常に職員の皆さんのご努力には敬意を表するわけで

すが、この点の４億の差が、運営上このような形に年末はなるというようなお示しされる

数字がわかれば教えていただきたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  それでは、財政調整基金につきましてご説明申し上げます。 

今次の平成 23 年度の末現在高でございますけれども、９億 7,224万８千円となってござ

います。前年度の 22 年度末が８億 5,077 万円ということでございます。その差１億 2,000

万ほどですか、ございますけれども、今回２－１－５の財産管理費で財政調整基金の積立

金が５億 400万ほどございます。この積立の主な内容でございますけれども、平成 22 年度

の決算剰余金の２分の１を財政町政基金に積み込みするということで、地方財政法の第７

条に規定されてございますので、その２分の１以上を積み込みしたということと、それか

ら、普通交付税の確定、あるいは年度末にまいりまして、税の伸び、さらには特別会計へ

の繰り出しの減といったところがございました。最終的には、特別交付税が確定によって、

また積み増しいたしまして、最終的には５億の積立ということでございます。 

一方、取り崩しのほうもございまして、昨年 23 年度の当初予算で２億ほど取り崩してご

ざいます。この内容は、一つは生活環境支援づくり事業の 6,000万円の補助金に活用する
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と、それから統合小学校の新築基本設計、あるいは現在、４月から統合、新しい西会津小

学校ができましたけれども、その旧野沢小学校の建物の一部改修がございましたので、そ

れらにも充当してございます。そのほか、年度中途におきまして、７月に豪雨災害がござ

いましたので、その災害復旧事業に約 7,000万円、さらに１月から２月にかけての豪雪で

6,000万円。こういったところが取り崩しの主な内容でございますけれども、22 年度の末

が８億 5,000万。そこに取り崩しが３億 8,200万、積立が５億 400万ということで、最終

的には９億 7,200万ほどになったということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  時間を延長します。 

１番、三留正義君。 

○三留正義  ２款２項１目税務総務費でお聞きしたいんですけれども、主なる施策の執行

実績調書のほうでお話したいと思うんですが、路線価評価、相続税路線価評価を業務委託

したと書いてあるようなんですが、固定資産税の評価替えのための業務委託なのかなと思

うんですが、全体的に評価は、前回の評価替えのときと高くなっているのか低くなってい

るのか、もしデータがあれば教えていただきたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

路線価評価業務委託、これにつきましては、本年度 24 年度が評価替えの年でございまし

て、その前年度にやる作業でございます。業務の内容としましては、道路沿いの路線価の

価格の見直しですとか、あとはそのほか、その内容については交通の条件、環境条件、い

ろんな条件を判断して、価格を見直すと、それによって 24 年度の土地の評価替えの基礎と

するということでございます。その結果、24 年度、今年度の土地、固定資産税の土地につ

きましては、総体で価格が下落してございます。 

以上です。 

○議長  ３款民生費。 

６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  ９ページのところの地域支え合える体制づくり事業補助金というのがありま

すね、これ一つ。それからそのずっと下の 10ページも地域支え合う体制づくりの事業と、

こうあるんですが、これはどんなふうになっているのかな、説明してください。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  地域支え合い体制づくり事業補助金についてご説明申し上げます。 

この内容でございますが、災害時要支援者マップを作成するためのハードとソフトの補

助金でございます。なお、二つありますのは、もう一つは別事業でございますので、企画

情報課のほうからお答えさせていただきます。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  地域支え合い体制づくり事業、109 万３千円につきましては、旧奥川保

育所の多目的トイレを設置する事業に申請をしまして、まったく同じ名称の事業でありま

すが、別事業だということで２項目にわたって記入されているということでございます。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  別のものですね。高齢者配食サービス事業ってありますよね、これ当時、で
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きたときは 120 名くらい応募があったんですが、今は何人くらい、何件くらいでしょうか。 

○議長  前の質問はいいですね。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  高齢者配食サービス事業についてのご質問でございますが、これは週１

回、夕食ということで管理栄養士が栄養バランスのとれた食事として、高齢者のかたがた

に提供するものでございますが、年間を通してばらつきはございますが、平均的には４０

食から 50食の間ということでご理解いただきたいと思います。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  これはあんまり評判がよくないんですよ。残念ながら。やっぱり対策を考え

なければ、やっぱり栄養士さんがちゃんとやってくれますのでね。なるべく一人暮らしの

人たちが全員こう食べるような、何か工夫をしていただきたいなとこう思っております。

そういう対策を考えていますか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  高齢者配食サービスへの質問でございますが、高齢者のかたがたにより

喜んでいただくようにということで、配食サービスについては、一人暮らし高齢者の安否

確認も含んでのことでございます。また、栄養バランスのとれた食事を提供し、食してい

ただくということでございますが、配食の際に、メニューの希望のアンケートのようなも

のも一緒にお送りいたしまして、食べたいものはどういうものですかというようなアンケ

ートも併せて実施しておりますので、それらも考慮しながら管理栄養士がメニューを考え、

バランスのとれた食事を提供しているところでございます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  この事業はボランティアの人たちにお願いしているわけです。食事の中身であれ

ば、もう少し改善の工夫はありますけれども、そうくくっちゃって、あまり評判がよくな

いなんていうと、非常にこれ町としても、これからそういうことに対して対応するといっ

たって、なかなか厳しくなってしまいしますので、それは取り消していただきたいなとい

うふうに私は思うんです。ですから、これはボランティアの人たちが、これ町から言われ

るまでもなく、一人ひとりがやっぱり、今課長が言ったように、一人暮らしのかたがたの

安否も含めてまわっておりますので、そういったことをひとつ考えていただきたいなとい

ふうに思っております。 

○議長  ６番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  私もそうんなふうな悪いような気持ちで言ったわけではないんですが、やっ

ぱり取っている人のところにいくと、先生やめるかな、これやめるかなと、こうなるのよ

ね。やめないで、ちゃんと食べてくださいよとこう言うくらいな、料理の中身を工夫して

ほしいなと私は思います。 

○議長  暫時休議します。（１６時１４分） 

○議長  再開します。（１６時１５分） 

９番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ３の１の１なんですが、社会福祉総務費の中の国保特会事業、事業勘定繰出

金の中の、保険基盤安定負担金分として 3,752万４千円、出ているわけなんですが、これ
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は保険基盤が安定していないという意味合いなんでしょうか。そのための繰出金なんです

か。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  国民健康保険特別会計事業繰出金の中の、保険基盤安定負担金分という

内容でございますが、保険基盤安定負担金の内容につきましては、国保税の場合、所得に

応じて軽減措置がございます。７割、５割、２割の軽減措置が国保税にあるわけでござい

ますが、その軽減措置分について、国、県が４分の３、町が４分の１を負担し、事業勘定

のほうに繰り出しをして、保険税の軽減分によって税負担の不公平感が生じないような形

で繰り出しをするものでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ４款衛生費。 

８番、青木照夫君。 

○青木照夫  ４の１の４の中で２点ほど、一番下から３番目、まず自殺対策緊急強化基金

事業 57 万、あと一番下の、にこにこ相談事業、この内容について、まずご説明いただきた

いと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えしたいと思います。 

自殺対策緊急強化基金事業ということで、これは県の補助金を受けて事業を実施するも

のでございます。近年、自殺者が年間３万人を超えるという状況がございます。福島県に

おいても相当数のかたがお亡くなりになられている状況でございます。それを受けまして、

県でも自殺対策緊急強化事業ということで事業を実施するものでございまして、内容につ

きましては、心に病をお持ちのかたに対するケアということで、講演会を実施いたしまし

たり、また、自殺予防のためのさまざまなパンフレット等の購入、配布等に充てるもので

ございます。 

にこにこ相談事業でございますが、これにつきましては、歳入の中の住民生活に光を注

ぐ交付金ということで、国から補助金をいただいてする事業でございまして、昨年度から

旧群岡中学校の音楽室の中に、にこにこ相談所ということで改造いたしまして、設置、相

談事業にあたっているわけですが、精神障がいをお持ちのかたで、軽いかたでございます

が、精神障がいのお持ちのかたは、どうしても病院と家庭の、行ったり来たりが多いとい

うことで、病院から退院されて、家庭において、できるだけ社会性を身に付けるような形

で、精神障がいをお持ちのかたのデイサービスという形で、にこにこ相談所に来ていただ

いて、にこにこ相談所では、相談員のかたが２名おられます。そこの中で、ほかのメンバ

ーさんと一緒にいろいろな活動をされたり、お話をしたり、最初はバイタルチェック、血

圧とか体温とかからやるわけですが、１日充実した生活を過ごしていただいて、より社会

性を身に付けていただいて、毎日の生活に潤いと張りを持っていただくような形での事業

でございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  自分の考えが適当かわかりませんが、はじめ見たとき、私はこの項目が、精

神的なことが多いと、今言われたように年間３万人の自殺者が出ていると、私はこれ、先

ほど 57 万と言いましたが、50 万と７千円の事業、これは大事だと思います。この相談、
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精神障がい者のかたというか、大変失礼ですけれども、そういうかたの思い過ぎが、最終

的には悪い判断で選ぶのかなということでありますが、これは窓口とか、時間的なことと

か、場所は特別設けられているわけですか。例えば、夜中とか、時間なしに電話がきたり、

相談したりというような対応とか何かというのはございますか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  にこにこ相談事業に関する窓口、それから時間帯でございますが、にこ

にこ相談所の開設時間は、午前９時から午後３時ということでございます。その時間帯に

電話等での、ご家族かたからの相談、または障がいをお持ちのかたがデイサービスとして

おいでいただいて、９時から３時まで過ごしていただくというような内容でございます。

その時間帯の相談ではございますが、それ以外、ご家族のかたからの相談につきましては、

健康支援係のほうで保健師が時間帯に相談に応じているところでございます。 

○議長  自殺防止の話をしているんです。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  大変失礼いたしました。自殺対策に関する相談窓口ということでござい

ますが、これにつきましては、健康支援係のほうで保健師が、その対応にあたっていると

ころでございまして、これにつきましては、講演会もしているということでお話をさせて

いただきましたが、各事業所等へも、現在働き盛りのかたがたへの対応もしていただくよ

うな要請もしておりますし、また、窓口としましては、通常８時半から５時 15 分まで、電

話をいただければ、その相談にのる。また、緊急の場合には、保健師が実際に赴いて相談

に応じるというような対応を取らせていただいております。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  時間帯は相談に応じて対応されるということの答弁になりますが、たまたま、

私もにこにこ相談というメンバーさんとふれあうことがありまして、昔は一流の大学、一

流の企業、立派な社会生活をしておられたかたが、ある日というかたもいらっしゃいます。

私は町が主導で、これだけの相談事業というのを取り組まれたのは、私は大変先進的な事

業だと思います。これから、この二つの事業に対しては、連携があるようだと思いますの

で、ぜひそういうメンバーさん、あるいはそのかたがたの相談にのっていただきたいと思

います。また、進んだ考えとしては、そのかたがたが毎日これらた中で、体を動かしたり、

また少しの働けるような、のような将来性のあるような、喜びのあるような、にこにこ相

談所の発展につながればと思います。その点、少しお伺いします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  にこにこ相談所についてのご質問でございますが、先ほど来お話を申し

上げておりますように、精神に障がいを持ったかたのための相談施設ということでござい

ます。また、そのかたがたが自立できるような形でということで、先ほど議員もおっしゃ

られた内容でございますが、にこにこ相談所には、トライアングルの会というボランティ

アのかたも参画していただいております。ご支援をいただきながら、にこにこ相談所を運

営しているわけでございますが、ボランティアのかたがたとともに、できれば自立できる

ような方向でということで、廃油を使った石鹸をつくったりですとか、さまざまな試みを

しているところでございます。その中で、自立できるような対応策というのを見出してい
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けるような形で、ボランティアの皆さん、にこにこ相談所の相談員の皆さんと含めて、メ

ンバーさんとともに頑張っているところでございますので、ご理解をいただきたいと思い

ます。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  答弁漏れがございました。自殺対策の関係での夜間対応というようなこ

とで、先ほどご質問いただきましたが、夜間対応については、現在のところしておりませ

んので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５款労働費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ６款農林水産業費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ７款商工費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  ８款土木費。 

３番、渡部憲君。 

○渡部憲  この８款の１項２目、この除雪費の１億 8,000万、これは将来、野沢町の融雪

とか除雪に関して、将来どういうビジョンをお持ちですか。こういう質問はだめですか。 

除雪費が１億 8,000万かかっているんですけれども、ああいうふうに、駅前通りみたい

なことは考えていませんか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  除雪費のご質問にお答えしたいと思います。 

現在、野沢の本町から原町については、議員ご承知のとおり流雪溝は整備されておりま

す。駅前通りのように、そこに消雪パイプというようなお話だと思いますが、あそこは国

道 49号線の時代に、消雪パイプが敷設してあったという事実はございます。それで、水量

が不足して、あそこは消雪パイプが取りやめになったという経過がございます。 

今後におきましても、水量の確保等ができるのかも検討して、それについて消雪パイプ

が可能なのかも、今後考えていきたいと、そのように考えております。 

○議長  ９款消防費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  10款教育費。 

10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  １項２目の事務局費の中で、学力向上推進事業というのがあります。これは

具体的にはどのようなことをされてきましたか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  それではお答えいたします。 

学力向上推進事業ということでございまして、この事業は、児童生徒一人ひとりに、確

かな学力を身に付けさせること。また、一人ひとりの個性を十分に引出し伸ばすこと。ま

た、希望する進路が実現されるように行っている事業でございます。その事業の内容とい

たしましては、これに携わる先生がたの会議の開催。また、一番大きなものは、いわゆる
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児童生徒のテスト代、これが一番大きなものでございまして、ＮＲＴ学力テストと申しま

すが、その学力テストをやることにより、その生徒一人ひとりがどの程度、教科によって、

よく陥没点といわれるんですが、どうしても学力的にいかない点、ございますので、それ

は一人ひとりの生徒の学力を見極めるために行って、全体的な底上げをするというような

事業でございます。 

○議長  11款災害復旧費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  12款公債費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  13款予備費。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終ります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（「討論あり」の声あり） 

○議長  討論がありますので、まず原案に反対者の発言を許します。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  私は、23 年度の決算は認定できないということで、これから意見を申し述

べさせていただきます。 

質疑で明らかになったように、決して私もすべて悪いとは言っておりません。住宅の改

良、本当に町民に大歓迎でありました。また、新たな支援員、あるいはナンバー、中小企

業の育成、こういうのも着々と育っております。もう一工夫すれば、さらに効果が上がる。

そして、23 年度は、なんといっても財政の指数がすべて好転をしたと、収入未済も減った、

不納欠損も前年より低くなったと、これは大いに評価をしているわけでありますが、しか

し、次の３点で私は認定することができないわけであります。皆さんがたの賛成をお願い

申し上げます。 

一つは、危機管理に対してであります。放射能汚染対策、皆さんの満足のいくような対

策を取っていただきましたか。先ほど言ったように、後手後手、ダストセンターの件、野

沢小学校、保育所の汚泥、これをみても、町のこの対応は危機意識に欠けている。それじ

ゃあ 24 年度に入って直ったかといえば、直っているといえないわけであります。それは今

議会で、議会の申し入れによって、ある自治区の汚泥についての説明がありました。私た

ちが求めてからであります。放射能関係に関しては、町民の皆さまがたが非常な関心を持

っておられるわけであります。そういう事実を、議会と町民と共有しなければなりません。

そういう共有する意識があるといえないわけであります。町民目線で執行していると言っ

ておられますが、こういう放射能汚染に関しては、新しいことが起きたらわれわれに報告

して、われわれも町民の皆さんの相談にのることができないわけでありますから。こうい

う点では、まだまだ危機意識に欠けておるからであります。 

また、豪雨災害についても取り上げました。本部長の役割であります。町長と見解の相

違があるかもしれませんが、本部長の責任は、そこにいて適格な判断をして、やることで

あります。今年に入って、これもなおったか、今年、尾登で実施された防災訓練でありま
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す。町長が統監になって、真剣な訓練をしておったのに、統監がけがをしたと、想定もな

いようなことで包帯を巻いてもらう、そういうことをこれからもしていいとなるならば、

認定に賛成してください。私は改めていただきたい。そのためにも認定するわけにはいか

ないのであります。 

二つ目は、税の事務であります。職員がやることをやっていれば、職員の仕事の体制が

機能をしていれば、あのような痛ましい事故は起きませんでした。これも大いに反省をし

てもらわなければなりません。 

三つ目は、高度化の第２期工事であります。質疑で申し上げましたから言いませんが、

例えば家を建築したというふうに例えてみたいと思います。発注者が町であります。工事

をしたのはパナソニックであります。設計管理はイーエスエス。完成をしました。見たな

ら４寸の柱が３寸であった。１寸の板を張り付けたから機能は十分だと、そういうような

建売住宅を売ることができますか、皆さんは買いますか。これも、それでいいとするなら

ば認定に賛成してください。私はやっぱりだめです。こういう仕事をやるということは認

めることできません。 

そして、このパナソニック、何一つ反省していない。こういう不祥事、それから１芯と

２芯の線の取り付け、なぜその業者に随意契約で結ばなければならないのか。この前、私

にある人が電話をよこされまして、町が答弁した工期内に終わるわけないよ。そういうお

話でしたよ。そういうようなパナソニックと町がどういう関係にあるのかわかりませんが、

この第２期工事に関しては、よしというわけにはいかないのであります。 

以上、申し上げましたが、認定してもしなくても、23 年度の町の実績には変わりはあわ

りません。変更もできません。じゃあなぜこういうふうににして私が言うのかというと、

これは先ほど言いましたように、町にいい仕事をしてもらいたいからであります。やはり

議会が悪いのは悪い、はっきり意思を示すこと、先ほど清野興一さんのことも例えに出し

ましたが、やっぱりいい仕事をしていくためには、大鉈を振るわなければならない。今回

の認定はそういうことであります。私も先ほどお願いしましたが、町長も、最後は町長の

責任だとおっしゃっていただきましたので、私に聞こえてくる話は、いいことは町長で、

悪いのは職員だと、そういうことはない。はっきりしたわけですから、職員の皆さんもこ

れを機会にさらにいい仕事をしていただくようにお願いを申し上げます。どうか皆さん、

私の反対討論に賛成をしていただきたいと思います。 

以上であります。 

○議長  次に、原案に賛成者の発言を許します。 

４番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  ４番、伊藤一男です。私は議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳

出決算の認定について、賛成の立場で討論を行います。 

町では、平成 23 年度は総合計画、実施計画に基づいて事業の推進を図ってきたところで

あります。昨年は３月 11 日に発生した東日本大震災をはじめ、原発事故、７月下旬の豪雨

災害、災害の多い年でありました。そんな中、例年の事業に加え、子育てに関する各種事

業、町民福祉向上に関する各種事業の実施、そして生活環境づくり支援事業においては、

当初予算が 6,000万円で、町民の安心安全な住まいづくりと、地域経済の活性化を促すた
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めに、町民の皆さんが住宅の改修を町内業者により実施した場合、その費用の一部を補助

する事業であります。補助の上限は 15万円で、補助金の半分は町内の商店で使える商品券

を交付するなど、商工業者の育成などを含め、地域経済の活性化につながる事業であった

と思います。のちに、町民の強い要望により８月 18日の臨時議会において、1,085万２千

円の増額補正をし、まさに町民の目線に立ち、町民の声を反映させた事業実施だったと思

います。 

平成 23 年度決算における財政調整積立金の額は、このような状況の中、９億 7,224万８

千円であり、評価されるべきものであると思います。また、23 年度一般会計の執行実績調

書を見ても問題はありませんし、町監査委員の例月監査報告においても、決算審査の結果

においても、決算についても、決算計数についても、誤りのないものと認める旨の結果報

告がなされております。 

以上の理由から、私は、議案第７号、平成 23 年度一般会計歳入歳出決算の認定について、

賛成するものであります。どうか議員の皆さんのご賛同をよろしくお願い申し上げ、私の

賛成討論といたします。よろしくお願いします。 

○議長  討論がありますので、まず原案に反対者の発言を許します。 

10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  清野佐一でございます。私は、ただいまの議案第７号、平成 23 年度西会津町

一般会計歳入歳出決算の認定について、反対の立場で申し上げたいと思います。 

先ほど長谷沼議員からもありましたように、平成 23 年度の町の各種事業等々については

評価するものが大であります。しかしながら、今までの平成 23 年度、町政執行の中で、町

長の政治姿勢に対して異議を申し上げ、反対をするものでございます。町長は就任以来、

「みんなの声が響くまち にしあいづ」をスローガンに町政を進めてきました。町民の目

線に立って、あるいはこの町に住んでよかったと思えるまちづくりとか、といって町政を

進めてまいりました。また、この 11 月には、健康がいちばん 2012イン西会津の町民参加

型のイベントも予定されています。 

このように一生懸命に取り組んでいる姿は評価されるものですが、ただ残念なことは、

ときとして事実と異なる発言があることです。このたび、議長自らが一般質問に登壇した

のはなぜでしょうか。やはり事実、真実を確認したかったからではないでしょうか。私も

昨年の９月の定例会において申し上げたことがございます。それは、３月 11 日に発生した

大震災により、消防団の春の検閲が中止となりました。これは震災直後の３月 25 日に喜多

方支部において会議があり、喜多方市と北塩原村では消防検閲を中止するとの話でありま

した。本町でも、３月 28日に３本部定例会を行い、中止を決定いたしました。この結論に

いたる前に、団長が町長にうかがいを立て、意向を聞いております。そして町長より、消

防団の判断に任せるとの話をいただき、中止を決定しております。その後、６月３日、幹

部会の席上、町長から、検閲中止の判断が甘いという印象を受ける発言がありました。そ

して６月定例会において、同じような発言をされております。これは当時副議長の武藤、

現在の議長に対しての答弁の内容です。その一部を申し上げます。 

これまで、消防団の幹部会が２回ほどございました。今年は春の消防検閲が被災のため

に中止となったわけであります。私は消防団の幹部会の中で、実はこういうことを申しま
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した。今回、自粛ということについては、それはあるイベントやお祭りごとだったならば、

その自粛というのはいいんだけれども、こと消防に関するこの災害時にあっては、自粛よ

りもむしろ消防団員一堂に会して、改めて西会津町の全体的な安心安全、地震に対するこ

うした未曾有の対応の場合にどうすべきかということを、やはりこの機会だからこそやる

べきではなかったかという話を実はいたしました。こう述べられております。 

これは、町長が消防団に判断を任せておきながら、その結果に対して、６月時点になり

まして、いろいろ自粛ムードがやわらぎまして、その後にこのような発言をされておりま

す。したがいまして、このようなことでは、相互の信頼関係は生まれません。信頼なくし

て協働のまちづくりはできません。私は政治は人なり、人は心なりと思っています。心の

かよった政治を期待するものですが、平成 23 年度の町政への取り組み姿勢に対し、すべて

をよしてとして認めるわけにはいたらず、不認定としたいと思いますので、皆さまのご賛

同のほどよろしくお願い申し上げます。 

以上で私の反対討論を終わります。 

○議長  次に、原案に賛成者の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

○議長  これにて討論を終結いたします。 

これから、議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算の認定についてを採

決します。 

本案は、原案のとおり決するに賛成のかたは起立願います。 

（起立多数） 

○議長  起立多数です。 

したがって、議案第７号、平成 23 年度西会津町一般会計歳入歳出決算については認定

することに決定しました。 

お諮りします。 

本日の会議はこの程度にとどめ、延会したいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本日はこれで延会することに決定しました。 

本日はこれで延会します。（１６時５４分） 
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○議長  平成 24 年第７回西会津町議会定例会を再開します。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、議案第８号、平成 23 年度西会津町工業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の

認定についての質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  なかなか厳しい状況で、あそこへ工場等の見込みはなかなか難しいという

のが実態だと思います。今後も景気が好転して、西会津へ工場が進出してくるというのも、

なかなか難しいのではないかなと、そうなれば、工業団地としての活用も、それは探らな

くてはならないでしょうが、それ以外の活用方法も、ひとつは考えていかなければならな

いのではないかと。例えば、あそこに工場を誘致して、従業員をどうするとなったときに、

今の町の工場経営者のお話によると、町内から採用していきたいんだけれども、喜多方、

坂下から来て、勤めだと。そうすると通勤手当、余計な分、経営者として負担しなければ

ならないと、そういうような雇用状況といいますか、そういうのもあるのも事実でありま

す。いっときは、あそこを研究所ですか、そういうふうな活用もあるのではないかなとい

う議論もあったわけです。そういう可能性、あるいは西会津の地場産業に結びついた活用

方法等、幅広く検討して、工業団地だけではない活用の方法ももう考えるときにきている

のではないのかと、それが一つと。 

もう一つは、この前お話したかもしれませんが、あそこの一角を農協さんに買っていた

だいて、今、葬祭場になっているわけですが、年に何回か駐車場が狭くて、あそこの道路

にかなりの車が駐車している。やはりそれは解消を図ってもらわないと困るわけですから、

あの続きを農協さんにお話申し上げて、買っていただくというのも一つの方法ではないか

なと思っていますが、いかがですか。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えいたします。 

まず、１点目の工場を誘致する、そういった形の活用以外というか、そういったことも

検討してはどうかというようなお話でありますけれども、やはり工業団地につきましては、

その造成にあたっては、工場を誘致しようと、工場を立地しようというようなことで造成

費に相当な費用を投入して、団地として整備したというような経緯があるわけでございま

す。ですから、基本的には、やはり工場を誘致して、そこに工場を立地して、町の経済の

活性化、さらには雇用状況の増加に、そういったものに努めようというようなことで、町

としても現在まで取り組んできたわけでございます。 

今後も、そういった視点は大事にして取り組んでいきたいなというふうに思っておりま

す。ただし、おただしのありましたように、工場以外の活用方法というようなことで、平

成 17年には、ＪＡの葬祭場を誘致したというような、そういった実績もございますので、

そういった工場の立地以外の方策というのも今後検討していきたいというふうに考えてお

ります。 

なお、ＪＡの駐車場につきましては、ＪＡのほうのお考えもありますので、そういった

面、ＪＡ等にも今後お話等も進めてみたいというふうに考えております。 
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以上であります。 

ＪＡの駐車場、第２点目ですけれども、これは当然ＪＡのほうのお考えもあることです

ので、当然ＪＡのほうと十分お話をしながら進めていきたいなということでございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第８号、平成 23 年度西会津町工業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第８号、平成 23 年度西会津町工業団地造成事業特別会計歳入歳出決算

については、認定することに決定しました。 

日程第２、議案第９号、平成 23 年度西会津町商業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の

認定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第９号、平成 23 年度西会津町商業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第９号、平成 23 年度西会津町商業団地造成事業特別会計歳入歳出決算

については、認定することに決定しました。 

日程第３、議案第 10 号、平成 23 年度西会津町住宅団地造成事業特別会計歳入歳出決算

の認定についての質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  二つの区画をやり直して、３区画にして分譲するということがあったわけ

ですが、それはきちっと実施したと思いますが、いかがでしょうかということと。23 年度

で１区画売れたと、今年も１区画売れたということでありますから、その二つの区画を三

つにしたところが売れたのかどうか。３区画にした反響といいますか、効果といいますか、

それをおつかみであればお聞かせをいただきたいと思います。 

それと、今までの議論で、売り出しの価格を割り引いてもいいのではないのかなという
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ような議論もありましたが、町としての考えは、やはり今までの購入者の関係があるので、

土地の価格はできませんが、そのほかの関係でサービスすることによって、入居者を増や

したいというようなことも答弁されておるわけであります。そこで、今の大震災によって、

西会津で今、お暮しのかたが、この前 ４世帯とおっしゃいましたかな、おられますので、

その皆さまがたが西会津へ定住したいとするならば、やはり価格ではサービスできないで

しょうが、それ以外のサービスをして、さゆりの住宅団地に入っていただければ、こんな

いいことはていわけですから、そういう点で、今避難をしておられる家族のかたがたとも

何らかの接点をみつけて、町から行って、希望等をお伺いして、それらの希望にできるだ

け沿った形で西会津に定住していただくと、さそりの住宅団地を購入していただくという

ことも必要ではないかなと思いますが、いかがですか。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  それでは、お答えいたします。 

まず１点目の区画の変更ですけれども、３区画から４区画への変更ということでござい

ます。これにつきましては、平成 23 年度、昨年度に実施しております。ここに昨年度、購

入されたかたが入ったかということですけれども、ここではなくて、別な箇所に入居され

たというようなことでございます。また、今年度についても、別な区画というようなこと

でございます。ただ、当然３区画から４区画にしたというようなことで、分譲価格が低減

化したというようなことでございますので、購入者のかたにとっては、お求めやすい価格

になったのかなというふうに考えております。 

それから、避難者のかたへの住宅団地への入居について、いろいろとサービス面、あと

便宜等を図ったらどうかというお話でありますけれども、実際、避難者のかたともちょっ

とお話もしておりませんので、どういうお考えかというのもわかりませんので、今後そう

いったことで、避難者のかたともいろいろお話し合いしながら、どういった面で、そうい

った定住していただけるのか、そういった面をお話し合いしながら、相談していきたいな

というふうに思っております。 

以上でございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 10 号、平成 23 年度西会津町住宅団地造成事業特別会計歳入歳出決算

の認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 10 号、平成 23 年度西会津町住宅団地造成事業特別会計歳入歳出決

算については、認定することに決定しました。 

日程第４、議案第 11 号、平成 23 年度西会津町下水道施設事業特別会計歳入歳出決算の
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認定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 11 号、平成 23 年度西会津町下水道施設事業特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 11 号、平成 23 年度西会津町下水道施設事業特別会計歳入歳出決算

については、認定することに決定しました。 

日程第５、議案第 12 号、平成 23 年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計歳入歳出

決算の認定についての質疑を行います。 

11 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  この農業集落排水処理事業についてお伺いいたします。また、これは６

地区ありますけれども、その加入率について、促進、担当課は加入率のちょっと低いとこ

ろもありますが、それについては、担当課としては、その促進についてどのような対策を

したかお伺いします。 

また、一人暮らしや後継者もいないところもあると、そういう事情もあると思いますが、

その辺は考慮してあれなんですけれども、担当課としてはどのような促進について努力を

したかお伺いします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  農集排の加入のご質問にお答えいたします。 

農集排につきましては、６地区ございまして、ほぼ 80％以上の加入率でございます。そ

の中で加入が低いのは、野尻地区の 59.7％になっております。野尻地区につきましては、

まだ施設ができまして年数が経っていないというようなことで、加入が思うように進んで

いないというようなことで、加入促進につきましては、チラシ等を配布いたしまして、加

入の促進に努めてまいったところでありますので、ご理解願います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  些細なことでお尋ねするわけですが、白坂地区でマイナス１ということで

あります。水道ですとバルブを止めて水をやらないようにすればいいのかなと思いますが、

こういう場合は、そういう点でどういう処置をなされておるのか、また、どういう原因で

このかたはおやめになったのかということをお尋ねいたします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  白坂地区の農集排についてのご質問にお答えいたします。 

原因につきましては、一人暮らしのかたがお亡くなりになり、１戸減ということでござ
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います。下水道につきましては、バルブとか、そういうものがございませんので、そのま

ま放置するというような恰好で今ある状態でございます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  そうすると、またそこに新たな世帯が入って暮らしをするという場合には、

即下水道は使われるという状態であるというふうに理解をしていいわけですね。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  管はつながっておりますので、すぐ使えるようにはなっております。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 12 号、平成 23 年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計歳入歳出

決算の認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 12 号、平成 23 年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計歳入歳

出決算については、認定することに決定しました。 

日程第６、議案第 13 号、平成 23 年度西会津町個別排水処理事業特別会計歳入歳出決算

の認定についての質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  個別排水の汚泥といいますか、その処理の単価が１万円、１立米１万円と

いう説明があったわけです。それで農業集落排水の人は 6,000円を欠けると、この差はな

ぜ出ているのかなということでお尋ねをいたします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  個別排水処理事業との農集排の処理の単価についてのご質問にお答えい

たします。 

個別排水処理事業というのは、１戸１戸のお宅に浄化槽がございまして、それを汲んで、

それを塩川の処理場に持っていくわけなんですが、小型車で運んで、何軒かやって、それ

から今度運ぶということで、農集排は大きなもので、10 トンのローリー車で汲み上げて、

一気に持っていくというようなことで、その単価が、その１万円と５千何がしの単価の差

になっているということでございます。なお、民間のかたの浄化槽の単価につきましては、

１万 4,000円程度ということで聞いておりますので、役場についてはそれより若干安いと

いうようなことでございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 
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これから、議案第 13 号、平成 23 年度西会津町個別排水処理事業特別会計歳入歳出決算

の認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 13 号、平成 23 年度西会津町個別排水処理事業特別会計歳入歳出決

算については、認定することに決定しました。 

日程第７、議案第 14 号、平成 23 年度西会津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 14 号、平成 23 年度西会津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 14 号、平成 23 年度西会津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

については、認定することに決定しました。 

日程第８、議案第 15 号、平成 23 年度西会津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定についての質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  国保税を算定するのに、非常に町としては苦労しているなと思っておりま

す。というのは、歳入で前期高齢者交付金、これがあるわけでありますが、23 年度は 22

年度からみると約 7,000 万も少なくなっている。過去 6,000 万増えたり、4,000 万減った

り増えたり、こういう不安定といいますか、交付金の金額がその年によって 4,000 万も

7,000 万も違うということは、国保税を算定するのに非常に私は苦労しているんだろうと

思います。これが、西会津だけではなくて、それぞれの自治体が同じような状態にあると

聞いておりますので、これはこの交付をしている国というわけですか、団体というわけで

すか、をお話をして、平準にならないのか、そういう運動もしなければならないのではな

いかなと。あるいはもう前から、来年は 4,000万増えますよとか、減りますよと、そうい

うことがもっともっと早くわかっていれば編成しやすいでしょうが、この前期高齢者交付

金についてお伺いをいたします。 

それと、23 年度で診療所から若松の県立病院、それから竹田病院ですか、映像を送って、

そのシステムということで予算の議決があったと思っていますが、それは稼働しているの
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か、実際どのような利用をされておるかお尋ねをいたします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えいたします。 

まず第１点目の前期高齢者交付金についてでございますが、ご承知のように前期高齢者

交付金につきましては、平成 20 年４月からの医療制度改革に伴いまして、それまでの老人

医療制度が後期高齢者医療制度になりましたことから、65 歳から 74 歳までのかたがたが

前期高齢者という枠の中に入られまして、前期高齢者、64 歳から 74 歳までのかたがたに

つきましては、国保加入者の中では、もっとも病気、医療費のかかる年齢でございますの

で、各市町村の国保、それからさまざまな健康保険組合、それらの平準化を図るために、

前期高齢者の比率に応じて概算交付をされまして、翌々年度に前期高齢者にかかる医療費

の精算によりまして翌々年、過誤、または不足の精算が行われるという制度上の交付金で

ございます。 

前期高齢者の交付金につきましては、平成 23 年度 6,900万円ほど前年比下回ってござい

ました。これは 23 年度ですので、21 年度概算交付の分の過誤調整が行われたために減額

となったものでございます。前期高齢者交付金、先ほど申し上げましたが、翌々年度の精

算をするということで、平成 20 年度から医療制度改革がはじまりまして、23 年度で翌々

年度の精算をするということで、おおむね一巡したわけでございますので、今後につきま

しては、これまでの過誤調整の高い低いがあったものについても、国のほうではご理解い

ただいているのかなと、ひとまわりしたあとのことでございますので、今後はそう大きな

誤差がでないのではないかということで考えておりますし、また他の市町村でも、昨年は

やはり前期高齢者交付金、昨年、一昨年ですか、前期高齢者交付金の減額調整によって大

変苦労されたということも聞いております。それらも含めて、機会がありましたら国のほ

うに要望をしてまいりたいと考えております。 

また、昨年度、診療所のほうに地域医療連携ネットワークシステム導入事業ということ

で、国の 10 分の 10 の補助をいただきまして医用画像システムを導入いたしました。診療

所内におきましては、レントゲンですとか、ＣＴ、さらには血液の分析結果は診療所内で

はペーパーレスでお医者さんの前のパソコンにつながるようにはなってございます。ただ、

これが県立病院ですとか、竹田病院につながりますのは、来年度からということに現在の

ところ見通しでございます。その理由でございますが、それぞれの各診療所、県立病院、

竹田病院、それぞれのシステム、サーバーを購入いたしまして、医用画像を送受信するこ

とができるわけですが、いろんな各市町村、いろんな関係病院がつながりますので、不正

侵入の可能性を防ぐために、各医療機関のサーバーに不正侵入防止のための、通常ファイ

ヤーウォールみたいなものですが、そういうものを構築するということで、これも今年度

まだ県から内示はきておりませんが、県の 10 分の 10 の補助事業によりまして不正侵入防

止のためのサーバーを構築し、来年度から画像を竹田病院、県立病院、その他診療所等に

送受信して診断をしていただけることになりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  国保税の不納欠損については、監査委員の報告書を見ればわかるわけであ

ります。そこには、低所得 24 人と書かれておりますが、昨日もお尋ねしましたが、50 代
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60代でもおられるのか、いないか。 

それと、収入未済額も相当ありますので、国保の保険証ですか、保険証についてお伺い

しますが、発行できないといったらおかしいですかね、短期とかなんとか、二つありまし

たね。資格証明、短期だか、いわゆるほとんどのかたがたには即保険証をおわたししてい

るわけですが、そういうふうにできなかった件数はどの程度の件数があるかお尋ねをいた

します。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

不納欠損の中で、50 代 60 代の世帯主の世帯と申しますか、それはございます。件数は

ちょっと今資料を持ってきませんので、のちほど件数についてはお答えしたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  第２点目の国民健康保険証の資格証、また短期証の交付についてでござ

いますが、過年度分がすべて未納のかた、またそれに近いかたにつきましては、その対象

となるわけでございますが、資格証につきましては、本町では資格証の交付は現在ござい

ません。短期証でございますが、本年の６月１日現在ということでご理解をいただきたい

と思いますが、短期証の交付につきましては、６月１日現在で 68世帯、133人のかたがた

に短期証を交付してございます。なお、133 名のかたの中には、18歳未満の子どもさんに

ついては、原則短期証１カ月でございますが、18歳未満のお子さんについては６カ月の短

期証ということでございます。なお、短期証によりまして頻繁に納税相談にきていただく

ことで、さまざまな家庭の状況ですとか、病気の状況ですとか、いろいろご相談をいただ

くことによりまして、短期証の発行をしてございますので、ご理解をいただきたいと思い

ます。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  私、健康がいちばんということで一般質問をしました。そのときに前年度

対比で医療費が、１人当たり年々上がっているということを申し上げたわけですが、じゃ

あ 23 年度は、わたされた資料で私見つけることができませんでしたので、１人当たりの医

療費はどの程度かかっておるのか、それは対前年比いくらのプラスとか、マイナスとか、

それをお聞きしたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  23 年度分の医療費の、１人当たりの医療費の単価はどうなっているのか

というご質問でございますが、現段階で、まだ 23 年度の医療費の１人当たりの額は国保の

連合会のほうから通知がまいっておりませんので、申し上げることできませんが、年々、

22 年度におきましも年々増加傾向にございます。それは、どうしても高齢化が進んでいる

ということと、さらには医療が高度先進医療に移行して、高度な医療が受けられるという

ことで、さまざまな医療の中で、１人当たりの医療費の単価が増加している状況にありま

すので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  不納欠損の中の 50代 60代、先ほどお答えいたしましたが、昨日、一般

会計の中で、生活困窮によって不納欠損した人数 60 名、そのうち 50代 60代が 41 件とい
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うことで、全体の 68％であります。国保税のみの 50代 60代の集計は、ちょっとしていな

かったものですから、のちほど集計したあとにお答えしたいと思います。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 15 号、平成 23 年度西会津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 15 号、平成 23 年度西会津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算に

ついては、認定することに決定しました。 

日程第９、議案第 16号、平成 23 年度西会津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついての質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  これも不納欠損についてお伺いをするわけでありますが、確かこの介護保

険は、不納欠損をしてしまうと介護保険が使えないという制度だと理解をしておりますが、

私の理解でいいでしょうか。まずそれを確認しておきます。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ただいまのご質問にお答えいたします。 

不納欠損処理をしたかたについてのご質問でございますが、不納欠損処理をしましたか

たにつきましては、介護サービスを受ける際、通常１割の自己負担でございますが、ペナ

ルティがかかりまして、１割が２割だったり３割ということになる可能性もございますの

で、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  歯切れの悪い答弁だなと思いました。その２割になるか３割になるか、そ

こら辺を、じゃあケースによって２割とか３割の負担ということになるのか。それも問題

ですが、その不納欠損処分をするときに、きちっとそこを説明をして、了解をとって不納

欠損にしているのかしていないのか。それは当人だけではなくて、その家族といいますか、

その人の面倒をみなければならない立場の人にもお話を申し上げて不納欠損にしておるの

か、そこもお尋ねをいたします。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えいたします。 

不納欠損する際、ペナルティがあるということで申し上げましたが、介護保険料につき

ましては、３年で消滅時効ということで処理をさせていただくということになってござい

ますが、その際には、２年目、３年目でございますが、督促の通知を差し上げる際に、延

滞が継続するようであれば、介護保険サービスを受ける際に自己負担が上がることもあり
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ますというようなことは文書でお知らせをしております。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  介護保険を利用する度合は、長生きすればするほど利用者が増えるわけで

す。そのかたが保険料を納められなくて利用できない、あるいは利用する場合の負担が多

くなる。それは説明しているというお話ですが、やはり私は民生委員のかたがたあたりと

も相談をして、生活保護ですか、そういうもので援助をして、不納欠損者を一人でも少な

くする努力というのも町でしなければならないのではないかなと、それがその人のために

もなるし、最終的には町のためにもなるのではないかなと思っていますので、改めてこの

件についてお答えをいただきたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  ただいまの不納欠損処理の、できるだけなくすような、解消に向けた町

としての取り組みについてのご質問でございますが、当然のことではございますが、介護

保険料につきましても 65 歳以上の第１号被保険者につきましては、介護保険料として納め

ていただく。また、第２号被保険者、40 歳から 64 歳までのかたにつきましても第２号被

保険者という形で保険料を納めていただいているわけでございます。不納欠損につきまし

ては、65 歳の第１号被保険者であるわけでございますが、滞納されているかたがたにつき

ましては、健康福祉課として連絡をするなり、また、訪問して納めていただくような努力

はしてございますし、その解消に向けて努力はしているわけでございますが、さらに経済

状況のこともございますし、不納欠損される場合には、通常介護保険料は年金からの特別

徴収なわけでございますが、年金を受給されていないかた、または年金年額が 18 万円未満

のかたにつきましては、特別徴収、年金からの徴収ができないことになってございます。

それらのことも考えますと、介護保険の滞納されているかたについては、生活困窮の状態

にあるということがうかがい知ることができるわけですが、議員からもご指摘があったよ

うに、生活状況等も含めさまざまな関係機関と協議しながら、今後、滞納処分にあたって

まいりたいと考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今の説明でもわかるわけですが、介護保険料は所得に応じて額が決まるわ

けでありまして、今、説明を受ければ、年金額が少ない。そうすると、介護保険料はそん

なに高くないわけですから、やはり一人でも多く介護保険が適用になるように配慮しなが

ら不納欠損処分にあたっていただくことをまずお願いをしておきます。答弁はいいです。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 16号、平成 23 年度西会津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 16号、平成 23 年度西会津町介護保険特別会計歳入歳出決算につい

ては、認定することに決定しました。 

日程第 10、議案第 17号、平成 23 年度西会津町簡易水道等事業特別会計歳入歳出決算の

認定についての質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  この簡易水道会計で、飲料水供給施設の青坂ですが、大震災によっての影

響を受けて水が濁ってしまったということがあったわけですが、そのことで、きれいな水

を青坂の人に供給するために、23 年度どういうことをなさったか。それと、その経費はど

の程度かかっておりますか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  青坂の飲料水供給施設のご質問にお答えいたします。 

青坂につきましては、地震によりまして水源が濁るというようなことで、各家庭に浄水

器を設置いたしまして、その浄水器によりまして、浄水したきれいな水を皆さんに飲んで

いただいているというような状況でございます。それに要した費用につきましては、200

万程度というようなことでございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 17号、平成 23 年度西会津町簡易水道等事業特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 17号、平成 23 年度西会津町簡易水道等事業特別会計歳入歳出決算

については、認定することに決定しました。 

日程第 11、議案第 18号、平成 23 年度西会津町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認

定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 18号、平成 23 年度西会津町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認

定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり可決及び認定することにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 18号、平成 23 年度西会津町水道事業会計剰余金の処分及び決算に

ついては、可決及び認定することに決定しました。 

日程第 12、議案第 19号、平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の認定

についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 19号、平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算の認定

についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 19号、平成 23 年度西会津町本町財産区特別会計歳入歳出決算につ

いては、認定することに決定しました。 

日程第 13、議案第 20 号、平成 24 年度西会津町一般会計補正予算（第４次）を議題とい

たします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 20 号、平成 24 年度西会津町一般会計補正予算（第４次）の調製につ

いて、ご説明を申し上げます。 

今次補正の主な内容でありますが、平成 23 年度決算の確定によります繰越金の増と、普

通地方交付税及び臨時財政対策債の額の決定に伴う増減のほか、旧奥川小学校改修のため

の集落活性化推進事業と地域経済の活性化を目的とした地域雇用再生・創出モデル事業に

要する経費を新たに計上、さらに本年７月の豪雨による災害復旧事業に要する経費や 10

月から実施されます 18 歳以下の医療費を無料化とする子育て医療費サポート事業などを

追加計上するものであります。 

これら歳入歳出の調整を行った結果、１億 9,249 万３千円の剰余金が生じましたので、

全額財政調整基金に積み立てることといたしました。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 24 年度西会津町の一般会計補正予算（第４次）は、次に定めるところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億 7,201万４千円を増額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 62億 5,962万８千円とする。第２項、歳入歳出予算の補

正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳
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入歳出予算補正による。 

債務負担行為。 

第２条、地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、第２表債務負担行為による。 

地方債の補正。 

第３条、地方債の補正は、第３表地方債補正による。 

補正の主な内容でありますが、事項別明細書でご説明を申し上げます。８ページをご覧

いただきたいと思います。 

まず歳入でありますが、９款地方交付税、１項１目地方交付税１億 2,576 万円でありま

す。これは、本年度の当初予算で見込んでおりました小学校統合に係る学校数と学級数の

減少について、急減補正分を留保していたことによる増と、本年度、新たに地域経済・雇

用対策費が創設され、当初試算よりも交付額が伸びたことなどによるものであります。な

お、平成 23 年度の交付決定額と比較いたしますと、1,394万円、率にして 0.5％の増とな

ったところであります。 

次に、11 款分担金及び負担金、１項２目災害復旧費分担金 30 万１千円であります。農

地及び農業用施設災害復旧事業の分担金であります。 

次に、12 款使用料及び手数料、１項１目総務使用料 21 万円でありますが、ケーブルテ

レビ使用料であります。 

次に、13款国庫支出金、２項６目総務費国庫補助金 2,500万円でありますが、旧奥川小

学校改修に充当いたします集落活性化推進事業補助金の新規計上であります。 

次に、14 款県支出金、１項１目民生費県負担金 17 万７千円であります。東日本大震災

被災者に係る災害救助費繰替支弁金であります。２項１目総務費県補助金 16 万５千円であ

りますが、再生可能エネルギー可能性調査事業であります。２目民生費県補助金 521万２

千円でありますが、18 歳以下の医療費無料化に係る子ども医療費助成事業であります。 

３目衛生費県補助金 510万４千円であります。放射線を測定する線量計の計測検査に係る

支援事業と被災者への健康支援体制整備事業などであります。４目労働費県補助金 683万

６千円は緊急雇用創出基金事業で実施をいたします地域雇用再生・創出モデル事業であり

ます。５目農林水産業費県補助金 333万３千円の減でありますが、農地・水保全管理支払

交付金の採択事業決定によるものなどであります。６目商工費県補助金 212万４千円であ

りますが、放射能簡易分析装置の検査員設置に係る事業であります。９目災害復旧費県補

助金 40万５千円でありますが、農地及び農業用施設災害復旧にかかる補助金であります。 

次に、17款繰入金、１項２目介護保険特別会計繰入金 432万２千円につきましては、前

年度事業費の精算に伴うものであります。 

次に、18款繰越金、１項１目繰越金１億 55万１千円であります。これは、平成 23 年度

分の繰越金でありますが、当初予算で 6,000万円を計上しておりましたので、その差額分

を増額するものであります。 

次に、19 款諸収入、５項４目雑入 28 万円であります。ケーブルテレビデジタル加入金

と県町村会からの復興応援助成金であります。 

次に、20款町債、１項２目過疎対策事業債 2,460万円と３目学校教育施設等整備事業債
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2,060 万円でありますが、小学校新築事業に係る組替などであります。５目災害復旧事業

債 250万円でありますが、農業施設に係る補助災害復旧事業であります。６目臨時財政対

策債 760万円の減でありますが、決定によるのであります。 

次に、12ページをご覧いただきたいと思います。歳出であります。 

２款総務費、１項５目財産管理費２億 4,509 万３千円でありますが、旧奥川小学校改修

に係る設計監理委託料及び工事費等で 5,260 万円、さらに財政調整基金への積立金１億

9,249 万３千円の計上であります。この結果、財政調整基金の補正後の積立残高でござい

ますが、10 億 6,528 万５千円となる見込であります。次に、６目企画費 61 万１千円であ

りますが、再生可能エネルギーに係る可能性調査事業委託料などであります。 

次に、３款民生費、１項１目社会福祉総務費 270万９千円でありますが、結婚祝金の増

額と国民健康保険特別会計診療施設勘定への産休代替に係る臨時職員賃金相当額の繰出金

であります。２項１目児童福祉総務費 227 万４千円でありますが、10 月から実施されます

18 歳以下の医療費を無料化とする子育て医療費サポート事業に要する経費を増額するも

のであります。３項１目災害救助費 17 万７千円でありますが、東日本大震災被災者が入居

しております公営住宅に係る修繕料であります。 

次に、４款衛生費、１項２目予防費 233万５千円でありますが、急性灰白髄炎、ポリオ

の予防接種につきまして、本年９月１日より、これまでの飲むタイプのワクチンから、注

射によるワクチンに変更し、より副作用が少なく安全性の面で優れている不活性化ワクチ

ンを導入することとなり、今後実施していく上で必要となる増額分の委託料を計上するも

のであります。４目健康推進費 584万６千円でありますが、原子力災害にかかる放射線の

線量計点検手数料と被災者への健康支援を行うための臨時職員賃金などであります。 

次に、５款労働費、１項１目労働諸費 683万６千円でありますが、地域経済の活性化を

目的とした緊急雇用創出基金事業で実施をいたします地域雇用再生・創出モデル事業に係

る委託料と事業費の組替であります。 

６款農林水産業費、１項３目農業振興費 312万円でありますが、産米改善対策事業補助

金とふくしまの恵み安全・安心推進事業に係る臨時職員賃金などであります。５目農地費

809 万３千円の減でありますが、農地・水保全管理支払交付金の採択事業決定によるもの

などであります。２項１目林業総務費 61万８千円の減でありますが、有害鳥獣駆除事業に

係る事業費の組替精査であります。 

７款商工費、１項２目商工振興費 77 万２千円でありますが、物産交流にかかる所要の経

費であります。４目消費者行政推進費 212万４千円でありますが、放射能簡易検査に係る

検査員の賃金について、これまで県からの派遣により対応してまいりましたが、10 月１日

から町が直接雇用するための経費であります。 

次に、８款土木費、１項道路橋りょう費でありますが、町道改良舗装事業に係る事業費

の組替等であります。 

次に、９款消防費、１項３目消防施設費 114万４千円でありますが、消防水利に係る修

繕料であります。４目防災費 210万円でありますが、防災行政無線に係る修繕料でありま

す。 

次に、10款教育費、１項３目学校給食費 143万６千円でありますが、給食調理員に係る
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予算の組替と給食センター施設設備に係る修繕料などであります。２項２目小学校の教育

振興費 286 万８千円の減でありますが、特別教育支援員に係る講師賃金等について、１名

分を県費で対応されたことによる減であります。４項３目文化財保護費 92万１千円であり

ますが、橋屋遺跡発掘調査に係る報告書の印刷製本費など今後必要な経費の調整を行うも

のであります。 

次に、11款災害復旧費、１項１目農業施設災害復旧費 300万円でありますが、本年７月

５日から６日にかけて降り続いた大雨による現年災害復旧工事費の計上と、過年災害復旧

工事費の不要額の減であります。 

次に、５ページにお戻りをいただきたいと思います。 

５ページは、第２表、債務負担行為であります。緊急雇用創出事業で実施をいたします

地域雇用再生・創出モデル事業につきまして、平成 24 年度から平成 27年度にかけて実施

をするため、設定をお願いするものであります。限度額は、平成 25 年度以降支出予定の

3,292万円であります。 

次に、第３表、地方債補正・変更であります。まず、過疎対策事業費でありますが、小

学校新築事業の追加充当などにより、限度額を３億 5,160万円を 2,460万円増額し、３億

7,620 万円とするものであります。次に、学校教育施設等整備事業費でありますが、小学

校新築事業の一部が過疎対策事業債で対応可能となったことから、限度額 4,870 万円を

2,060万円減額し、2,810万円とするものであります。次に、災害復旧事業費でありますが、

現年災の発生により、限度額 550万円を 250万円増額し、800万円とするものであります。

次に、臨時財政対策債でありますが、本年度の発行額が決定したことによりまして、限度

額２億 400万円を 760万円減額し、１億 9,640万円とするものであります。起債の方法、

利率、償還の方法につきましては記載のとおりでございます。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

７番、多賀剛君。 

○多賀剛  私、２点ほどちょっとお尋ねしたいんですが、まず歳入のほう、歳出にも同じ

金額があるんですが、９ページの県補助金、緊急雇用創出基金事業、地域雇用再生創出モ

デル事業、この事業に関しては、今までの緊急雇用創出基金事業とは違うものなのか、あ

るいは同じようなものなのか、その辺の内容を説明していただきたいと思います。 

それと歳出のほうで、13ページの民生費、社会福祉総務費の結婚祝金 115万１千円とあ

りますが、これはご結婚されれば 10万円の結婚祝金、もしくは町営住宅等の家賃半年分補

助というような祝金だと思いますが、私の記憶ですと、町営住宅等に入りたくてもなかな

か今空きがないので入れないというような状況でありましたが、この半端な数字をみると、

町営住宅の家賃補助に結婚祝金を充てられたかたはいらったのか、その辺をお尋ねします。 

あと、10款の教育費の学校給食費、給食調理員業務委託料が 130万７千円ほど減になっ

ております。おそらくこの上の臨時給食調理員賃金と一緒の意味なんでしょうけれども、

こういうふうになった原因は何なのか、その３点にをお尋ねします。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 
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○商工観光課長  それでは、お答えしたいと思います。 

まず１点目の地域雇用再生創出モデル事業についてのご質問でございますけれども、こ

の事業につきましては、今年度、年度途中に国のほうからの補正予算というような形で新

規に募集がありまして、これに町としまして応募したところでございます。したがいまし

て、今までの緊急雇用の一般的な緊急雇用、さらにふるさと雇用、それから重点雇用とい

うような、これまで三つの緊急雇用があったわけですけれども、それとは性格がちょっと

違う事業でございます。 

内容としましては、この事業では、この緊急雇用創出基金事業を活用しまして、現在町

が進めております交流人口の増加による地域経済の活性化というような、その一環としま

して、交流市区町村をはじめ、首都圏への物産展への出展、さらに物産品等の販売、そう

いった活動を行っているわけですけれども、こうした販売活動を含めまして、さらにそう

いった物産品を販売する流通システムを構築する、そういった調査業務につきまして、町

内の民間企業に委託しまして、雇用者の増加を図ろうというような、そういった内容でご

ざいます。 

具体的には、この事業を活用しまして、これまで町が行っておりました首都圏とか、交

流市町村でのイベントや物産展での物産販売等の活動の業務を手伝っていただくとか、さ

らにインターネットを使ったネットショップの構築運営、さらに消費者の安心安全を与え

るトレイサビリィティシステムの構築とか、さらにはそういった首都圏ばかりではなくて、

新たな市場の開拓、さらにアンテナショップなどについても、そういった開業に向けての

調査なども、そういった調査していただくというようなことで委託内容に含めているとこ

ろでございます。 

この事業につきましては、10 分の 10 の補助事業というようなことであります。実施期

間は、本日承認いただければ今年の 10 月１日から３年間というようなことで実施できる予

定でございます。雇用人数につきましても、４人ほど見込んでいる状況でございます。な

お、先ほど総務課長からお話ありましたように、債務負担行為を設定しておりますので、

そちらのほうもご承認かたよろしくお願いしたいというようなことでございます。なお、

全体の総事業費としては、3,975万ほどを見込んでいるところでございます。 

続きまして、結婚祝金でございますけれども、議員おただしのように、この祝金につき

ましては、新婚夫婦に対して定住促進、それから町の活性化を図るというようなことで、

新婚夫婦に対して一律 10万円を支給するというようなことと、町営住宅等に入居された場

合、家賃６カ月間を支給するというようなことでございます。お話ありましたように、現

在家賃の支給につきましては、今年度新規のかたについては、お二人について支給してお

ります。全体で３件家賃については支給しているんですけれども、１件のかたは昨年から

の継続で支給していると。２件については新規のかたというようなことで、家賃について

は３件ほど支給しております。 

それから、10 万円の支給につきましては、現在のところ 11 組のかたに支給したという

ようなことで、合計 14組のかたに支給しておりまして、昨年が１年間で 15人でありまし

たので、昨年並みの支給になっているというようなことで、今回補正を計上させていただ

いたというようなことでございます。 
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○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  学校給食費の７の賃金、13 の委託料のご質問についてお答えいたします。 

これにつきましては、議員お話のように、組替でございまして、実は給食調理員１名で

ございますが、ご都合により１学期いっぱいで１人お辞めになられまして、その代わりに

臨時の給食調理員ということで対処をするために、今回組替をさせていただいものでござ

います。 

○議長  ７番、多賀剛君。 

○多賀剛  この地域の雇用再生創出モデル事業、今お話聞きますと、物販のほうに力を入

れると、委託料が主な事業になるのかなというような感じがしますけれども、これはあん

まり委託で人任せにしないで、みんなが関わって町の活性化につながるような事業につな

げていただければなと思います 

あと、結婚祝金に関しましては、これは補正組むほど祝金を出せるということは、大変

うれしいことでありますので、これはこれでいいんですが、私は一般質問みたいなふうに

するなということでありますから深くは追及しませんが、この家賃補助をしていただきた

いというのは需要は結構あるような気がいたしますので、その辺を今後検討していただけ

ればなというふうに思います。 

以上で終わります。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  19 款の雑入なんですけれども、デジタル加入金と 18 万あがっているんで

すけれども、デジタル加入は 100％になったんでしょう。また、ならない場合どのような

措置を講ずる考えなのか、ちょっとお伺いいたします。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  19款の雑収入、デジタル加入金 18 万円のご質問にお答えします。 

これは、デジタル加入金という言葉で表示しておりますが、デジタルパック、ＳＴＢボ

ックスを新たに設置したいというかたにつきまして、１台当たり３千円というような加入

金をいただいております。新規加入ですと３千円というような形でいただいております。

その加入金 60台分、18 万円でございます。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  14款衛生費県補助金、昨日も質問した内容でありますが、まず自殺対策緊急

強化基金事業、昨日は 50万７千円、補正で 10万あがっております。それともう１点は、

その下の線量計等緊急整備支援事業として補正に 200万あがっております。昨日の説明の

中では、町の対応としては８時半から夕方の５時までの対応だという説明でありました。

この 10万円追加されたということは、県からの補助で 10 分の 10 ということで町の受け入

れとしてあげられたのか、補正されたのか、その点。 

その下の線量計等緊急整備支援事業、この内容についても昨日質問したましたが、線量

計等ということ、などというのは何か複数のような感じがしますけれども、その使い方、

使い道というのはどういうものが含まれているのか知りたいと思いますので、聞きたいと

思います。 

それと、今の線量計等については 200万円が補正されていますが、やはりこれも県の補
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助で、町でそのまま受けるということであったのか、それとも町が申請して、さらに 200

万円が必要だというこで補正されたのか、それを伺いたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、県支出金の内容についてお答えをしたいと思います。 

はじめに自殺対策緊急強化基金事業でございますが、この事業につきましては、当初予

算から歳出では本年度の講演会、さらにはチラシ等の作成、配布について予算計上してお

りましたが、このたび県のほうから本年度についても補助の対象になるということで内示

をいただきましたことから、歳入に計上したものでございます。 

次に、線量計等緊急整備事業でございますが、この内容につきましては、昨年度購入い

たしましたサーベイメーター、そして電子式積算個人線量計でございますが、これにつき

ましては、その校正料ということで点検整備に要する経費を県から補助としていただくも

のでございます。なお、精密機器でございますので、校正費、１年ないし２年に１度は点

検整備をして数値が正確に出るような校正というんだそうですが、そういう点検をすると

いうことで、それに要する経費を補助してもらうものでございます。 

○議長  ８番、青木照夫君。 

○青木照夫  今の説明ですと、県の補助の内容で組まれたということだろうと思いますが、

まず自殺対策緊急強化ということでありますが、これも一般質問の内容となるか、はずれ

ないようにしますが、近くでは命の電話ということで、約 10 年前からやっているところが

あります。私もそれに携わっていたことがありますが、この堅苦しい、例えば、同じ内容

でも自殺対策どうのこうのではなくて、やはり内容をみるといろんな選択肢があると、対

面式、また電話、またファックス、インターネットなどによるそういう対応というような

ものがあるようですが、できればやわらかい感じで相談のできる町民の、わざわざ時間帯、

時間帯じゃなくて、それぞれのお悩みのかたは、むしろ８時半、５時以外の時間帯で相談

をしたいということが多いようでありますので、その点をもう一度考えていただいていっ

たらどうかということであります。 

線量計に対しては、今の事業をさらに点検したりなんかするということでありましたが、

私も昨日の中で、サーベイメーターということで誤解していた面がありました。それはア

ルファ、ベータ、ガンマ線を測るということの理解が、それは線量計、空中線量を測ると

いう測量計だということであったわけですが、実際は線量計は 0.23、これはクリアしてい

ると、その中での実際の地表面はそれ以上のものがあるということがあります。そんな中

で、いろんな面で子どもの安心安全を守るための中の線量計等というような項目が 60億円、

県内ではあると、そういう中での予算化されたんだろうと思いますが、それ以上のことは

あれですが、とにかく、これからいろんな面で、いろんな値が高いということもでる可能

性もありますので、それは先進的に取り組んでいただければと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  再質問にお答えしたいと思います。 

はじめに、命の電話、気軽に相談できるような時間外も対応できるようなというご質問

でございましたが、本町におきましては、保健師等の対応は時間内で対応してございます。

県内、全国的にも夜間、さらには時間外、ＮＰＯ法人でありましたり、さまざまな団体が
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そのような相談に応じる対応をしているところもありますので、それらも調査しながら、

町民の皆さまがたにＰＲをしていきたいということで考えております。 

あと、線量計でございますが、先ほどちょっと答弁、ちょっと足りなかった部分がござ

いますが、サーベイメーターの校正６台分と、個人線量計の校正費 100台分ということで、

実際に使ったものについて校正をするということでございます。昨日も答弁申し上げまし

たが、広報等でＰＲをしながら、空間線量を自分で確認して、安全安心を自分で確認して

いただくように、今後も貸与に向けてＰＲをしてまいりたいと考えておりますので、ご理

解をいただきたいと思います。 

○議長  １番、三留正義君。 

○三留正義  １点だけお伺いしたいと思います。歳入の 14款県支出金の中で、農林水産業

県補助金というのがあるかと思うんですが、その中で、農地・水の交付金が 357 万５千円

カットといいますか、減っているようです。そして、歳出の６款農地費のほうでその分減

額にしているという形だと思うんですけれども、以前にこれ説明あったかちょっとわから

ない、自分の頭の中で整理がつかなかったのでもう一度この部分について説明を受けたい

と思うのでお願いいたします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  それでは、農地・水の歳入歳出の関係でご質問にお答えしたいと思いま

す。 

歳出のほうでちょっと説明をさせていただきますが、農地・水のこの事業につきまして

は、今年度から第２期事業ということで事業がスタートしました。スタートにあたって、

今後５年間、守っていかれる農地の対象農地を各集落の皆さんに確認をしていただきまし

た。その結果、負担金の一番上であります減額、94万３千円につきましては、対象農地が

１期対策に比べまして減少になりました。その分の事業費の４分の１の町の負担金が減額

になったということであります。１期対策に比べて対象農地、５％の減額になっています。 

それから下の交付金の減額でありますが、これにつきましては、19年度からはじまった

この事業、最終年度の昨年 23 年度から、新たに重点事業のスーパー重点事業といわれる各

集落が行っていた点的な重点事業を、一つの水系として５年間守っていくような事業を提

案した団体に対して交付をされるものでありまして、去年につきましては、新規の事業が

はじまったわけですが、県の４分の１の補助負担の関係で、ある程度の金額、200 万を上

限とする金額で２年間の事業の提案ということで、昨年は萱本堰の事業を提案して、西会

津水土里委員会として採択になっております。 

今年度につきましては、これの対象になる水系、町外五つの五カ村堰をはじめ、５カ所

の水系の対象農地を申請したわけですが、24 年度の事業については、県として新規採択は

しないということで方針が決まりましたので、これにかかわる分の県と町の負担金 715万

円の減額ということであります。 

○議長  10 番、清野佐一君。 

○清野佐一  歳入の 14款です。その一番上の再生可能エネルギーの可能性調査事業という

ことですが、いろいろ町長からの話にもありましたように、再生可能なエネルギー、太陽

光なり、バイオマスなり、るるあったわけですが、そういう可能性のあるものを一通りと
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いいますか、そういうのを調査されるのか、あるいは以前、私も質問の中でお聞きしたと

きに、やはり西会津町にとって可能なエネルギーの分野というか、があるだというような

話もありましたので、そういうのをまた重点的に、優先的にといいますか、調査をされて

対応されるのか、その辺の考え方をお聞きしたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

今回の、この再生可能エネルギーの調査でございますが、歳出のほう、12ページでご覧

いただきますと、12ページに企画費、６款企画費の中に委託料、さらには旅費というよう

なことであがっているわけでありますが、これ合わせますと 60 万円ございます。60 万円

の事業費をかけまして、西会津町で１カ所ぐらいは小水力発電について詳しく調査をして

みようと、可能性があるのかどうか調査をしてみようというようなことで、１カ所選定し

まして、今年、可能性調査という県の補助事業に申請をしまして実施するということでご

ざいます。歳入につきましては、16 万５千円というような形で内示を受けまして、60万円

で当初２分の１の補助というようなことで申請したわけでありますが、県も各町村からの

要望が多いということで、とりあえず 16 万５千円の内示だったわけですか、補正をとって、

できるだけ２分の１、30万円の補助にしたいというようなことで返答いただいておりまし

て、収入が多くなれば、そういった形で計上していきたいというふうに考えております。 

小水力につきましては、今年の春から西会津町で実施する、採算が取れるとするならば

どういったところがあるのかというようなことで、町としても調査をしてまいりました。

当初、上谷、程窪から降りてきます沢があるわけでありますが、そういったところが可能

性があるかなということで選定をして考えていたわけでありますが、やっぱり今の節にな

りますと、今年旱魃だということもありますが、相当水量が少なくなっておりまして、な

かなか厳しいのではないかというような話になりまして、今回、計上したのは奥川、弥平

四郎に向かっていきます大きな砂防堰堤がございます。奥川砂防堰堤。そこにつきまして

は、当然、奥川本流でございますので、水量も安定している、さらに大きなダムですので

落差も相当数確保できるのではないかというようなことで、その１カ所につきまして、ま

ずは調査をして小水力としてできるのかどうか、採算が取れるのかどうか、そういったこ

とも含めまして、今年検討していきたいというふうに考えております。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  歳入で、地方交付税についてまずお伺いします。計上された金額よりも地

方交付税が見込まれるということであります。ただ、23 年度の決算では、30億 2,000万で

すか、が地方交付税入っておりますので、まだ今後、地方交付税も見込まれると思います

が、当初の見込みよりも今年は、今年度は多少多く交付されるのかなという気がするわけ

ですが、そこら辺の交付税の実態といいますか、今後の見込み等もお聞かせをいただきた

いと思います。 

歳出では、企画費で今私聞こうと思いましたが、1 カ所ということでありますが、それ

はこれでしかたがないかもしれませんが、やはりお金が、補助とか何かもあるかもしれま

せんが、町全体の再生エネルギーは可能かどうかというあたりは、やっぱり把握すべきだ

と思います。ただこれはいいです。 
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あと、歳出、元の奥川小学校、これは全員協議会で説明を聞いたから理解をしているわ

けですが、町民のかたがたには説明をされていないわけですから、あえて聞くわけですが、

いわゆる耐震診断、Ｃクラスであったわけです。それを耐震の工事をしなくても使っても

いいということで結論が出たということでありますので、それはそれで私はいいなと思っ

ています。それじゃ、そのほかの小学校、群岡、新郷等も活用する場合には耐震の工事を

しなくても済むのかなと思いますが、耐震の工事をしなくてもいいんだということを改め

て説明をしていただきたいと思います。 

それから、町長の提案理由で食品のモニタリングですか、10 月からは県の補助を受けて

２名体制でやるということでありますが、全額県の補助金でおやりになるのか、この予算

書には、その支出がどう表れておりますかをお尋ねをいたします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  私のほうからは地方交付税の関係につきましてご説明を申し上げたいと思い

ます。 

今年度の地方交付税が普通地方交付税でございますけれども、今次決定いたしまして、

当初予算に計上した額よりも１億 2,500万ほど増額でございました。この要因につきまし

ては、先ほど議案説明の中でも触れましたけれども、一つは小学校が４月１日に統合いた

しました。これによりまして、学校数と学級数に減少が生じるわけでございますけれども、

このいわゆる、急に学校数、学級数が減りますと、交付税もがくんと落ちてしまうわけで

ありますが、その分については、当初予算の積算の中で約 5,000万ほど留保財源としてみ

させていただいておりました。これは普通交付税、交付割れをしないためにも例年若干の

金額について留保させていただいていおりますけれども、平成 24 年度の当初予算において

は、この小学校統合にかかる分を留保させていただいていたということでございます。 

それともう一つは、平成 24 年度から地域経済雇用対策費という項目が新たに設けられま

して、この中で当初の積算、国からある程度の積算の内容が示されたわけでございますけ

れども、実際に算定いたしました結果、3,700 万ほど、その伸びが多く交付されることに

なったということでございます。 

一方、基準財政収入額のほうで、地方特例交付金の項目がございまして、子ども手当の

地方公務員の分の支給相当分が減少する、あるいは自動車取得税交付金の分がエコカー減

税の関係で減少する見込みだということで、収入額のほうで 1,200万ほど減収が見込まれ

るということがございました。これらがありまして、トータル的には１億 2,500万の増額

というふうになったわけでございます。 

今後の交付税の見込みでございますけれども、普通交付税につきましては、これで決定

をいたしましたので、今後、何らかの制度改正がなければ増減する見込みがございません

けれども、あと残りますのが、特別地方交付税でございます。当初予算で例年どおり１億

9,000 万ほど見込ませていただいております。昨年の交付額が４億 2,500 万ほど交付され

たわけでございます。昨日、５番の猪俣議員にもお答えしたとおりでございますけれども、

この４億 2,500万のうちの 4,100万ほどが震災の関連の特別交付税ということでございま

した。震災の関係の特別交付税につきましては、これは一つは大きな被害があったところ

に優先的に、やはり交付されるということがございますので、本町は幸いなことに大きな
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被害はなかったわけでございます。そういうところを鑑みますと、震災の関係の特別交付

税は、そう多くは見込めないのではないかなというふうに考えております。 

あと、増減の増える要因としましては、一般的には災害が発生したりというときに増額

がされるわけでございますけれども、今のところそういった大きな被害もございませんの

で、昨年度よりは、やはり減額になるのではないかというふうに、現在のところ考えてお

りますので、どうかご理解をいただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  廃校舎、新郷小学校、群岡小学校を耐震補強しなくても活用できるのか

というご質問にお答えします。 

奥川小学校につきましては、ＲＣ造ではありますが、２階建てでございました。面積も

1,000 平米に満たなかったというようなことでございまして、活用できるというような返

答をいただいたところでございます。新郷小学校につきましては、２階建てということで

ございますが、群岡小学校は３階建てでございまして、３階建てはまず補強しないと、不

特定多数のかたが利用する施設として活用することは困難かなというふうに考えておりま

す。 

新郷小学校につきましては、ちょっと面積とかいろいろ今大丈夫だというようなことは

ちょっと申し上げられませんが、２階建てでありますので、活用できるのかなというふう

にも考えているところでございます。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  それでは、放射能検査にかかわる事業についてのご質問にお答えしたい

と思います。 

まず歳入では、９ページの商工費県補助金というようなことで、放射能簡易分析装置整

備事業ということで 212万４千円が歳入となっております。 

歳出は、18ページの商工総務費の消費者行政推進費というようなことで 212万４千円と

いうようなことで、これは 10 分の 10 の補助事業でございます。この事業につきましては、

国の消費者庁から依頼を受けまして、町民の皆さんが自家消費する食品、農作物等の放射

能検査にかかる人件費について補助をするものでございます。４月から９月までは、県の

直営事業ということで実施していたわけですけれども、この 10 月からは、県の補助事業で

実施するというようなことで、県のほうから人件費にかかる補助事業費 212万４千円を計

上したところでございます。 

これは 10 分の 10 の補助事業でありまして、持ち出しはございません。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 20 号、平成 24 年度西会津町一般会計補正予算（第４次）を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 20 号、平成 24 年度西会津町一般会計補正予算（第４次）は、原案

のとおり可決されました。 

暫時休議します。（１１時５８分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

日程第 14、議案第 21 号、平成 24 年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２次）

を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  議案第 21 号、平成 24 年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第

２次）についてご説明申し上げます。 

はじめに、本予算案の概要について申しあげます。 

事業勘定についてでありますが、今次の補正予算は、６月議会定例会においてご議決を

いただきました国保税率改正に基づき本算定を行い、その所要額を計上し、調製したもの

であります。 

本町では、第４期国保財政３カ年計画に基づき、被保険者の保険税の負担軽減を図るた

め、当初予算において国保給付費支払準備基金から 2,000万円を繰り入れしているところ

でありますが、さらに平成 23 年度決算剰余金から 1,000万円を減税財源として充当し、負

担軽減を図ったところであります。また、施設勘定につきましては、決算認定により平成

23 年度繰越金が確定したことや医療用機械器具費を追加し、それぞれ所要額を調製したも

のであります。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 24 年度西会津町の国民健康保険特別会計補正予算（第２次）は、次に定めるところ

による。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,684万円を増額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 10億 3,942万７千円とする。診療施設勘定の歳入歳出

予算の総額に歳入歳出それぞれ 5,097 万４千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ３億 9,595万円とする。第２項、事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の補

正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は第１表歳入

歳出予算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきたいと思います。 

８ページをご覧いただきたいと思います。事業勘定の歳入であります。 

１款国民健康保険税、１項１目一般被保険者国民健康保険税は、3,021 万７千円を減額

するものであります。医療給付費分と後期高齢者支援分、介護納付金分の現年課税分であ

り、税率の改正により、本算定した結果、また被保険者数で 118人減少などにより、当初

予算と比較して減額補正となりました。２目退職被保険者等国民健康保険税は、827 万７

千円の増額であります。退職被保険者数、60 歳～64 歳の増加によるものであります。 

３款国庫支出金、１項１目療養給付費等負担金は、2,013万１千円を減額するものです。
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現年度分の療養給付費、医療費の一定額分であります。２目高額医療費共同事業負担金は、

18 万１千円を減額するものです。 

９ページをご覧いただきたいと思います。 

１目財政調整交付金は、692 万１千円の減額でありますが、普通調整交付金として現年

度分の療養給付費、医療費の一定額と特別調整交付金であります。 

４款療養給付費等交付金、１項１目療養給付費等交付金 106 万８千円の増額は、社会保

険診療報酬支払基金からの退職被保険者に係る療養給付費に対する交付金であります。 

５款前期高齢者交付金、１項１目前期高齢者交付金 3,627 万５千円の増額は、平成 22

年度概算交付金の翌々年度の精算による増であります。 

10ページをご覧いただきたいと思います。 

６款県支出金、２項１目県財政調整交付金 286 万９千円の増額は、県財政調整交付金と

して現年度分の療養給付費、医療費の一定額分であります。２目災害臨時特例補助金は、

19 万５千円の計上でありますが、東日本大震災による避難者の医療機関窓口の一部負担免

除や減税等に対する特例補助金であります。 

７款共同事業補助金、１項１目高額医療費共同事業負担金は、222 万１千円を増額する

ものです。 

９款繰入金、１項１目一般会計繰入金 42万６千円の増額は、子育て医療費サポート事業

分、16 歳から 18 歳までの国保加入者 49 人分の医療費 10 月から１月診療分にかかる一般

会計からの繰入金であります。 

10 款繰越金、１項２目その他繰越金 3,758 万２千円の増額は、平成 23 年度繰越金の増

額であります。 

11ページをご覧いただきたいと思います。歳出であります。 

１款総務費、１項１目一般管理費は、43万１千円を追加するものでありますが、国保事

業に係る電算システム委託料の追加であります。 

２款保険給付費、１項１目一般被保険者療養給付費は、600 万円の減額であります。一

般被保険者療養給付費、医療費保険者負担金の減額でありますが、平成 23 年度の一般被保

険者の医療費は、月額 4,398 万９千円であったこと、また被保険者数が、昨年同時期と比

較し、118 人減少していること、１人当たりの年間医療費が増加傾向にあることなどを総

合的に判断し、一般被保険者の医療費月額を 4,450万円とし、年額５億 3,400万円とした

ことから減額となったものであります。 

３款後期高齢者支援金等、１項１目後期高齢者支援金 1,125万８千円の追加は、後期高

齢者医療制度への支援金であります。 

12ページをご覧いただきたいと思います。 

４款前期高齢者納付金等、１項１目前期高齢者納付金 20万３千円の減額は、国保被保険

者全体に占める 65 歳から 74 歳までの割合に応じて納付するものであります。 

６款介護納付金、１項１目介護納付金 137 万２千円の追加は、40 歳以上 65 歳未満の第

２号被保険者分の納付金の額が社会保険診療報酬支払基金から示されたことによる追加で

あります。 

７款共同事業拠出金、１項１目高額医療費共同事業医療費拠出金は、72万６千円の減額
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でありますが、80万円以上の高額医療費に対し、県内における市町村の保険料を平準化し、

国保財政の安定化を図るため、国保連合会に拠出するものであります。２目保険財政共同

安定化事業拠出金 143 万円の減額は、30 万円以上 80 万円未満の高額医療費に対し、小規

模保険者の運営基盤の安定化等を図るため、国保連合会に拠出するものであります。 

13ページをご覧いただきたいと思います。 

９款基金積立金、１項１目国保基金積立金 829 万８千円の追加は、繰越金財源から積み

立てるものであります。これによりまして平成 24 年度末見込額は、１億 3,195万９千円と

なる見込みであります。 

10款諸支出金、１項３目償還金は、療養給付費負担金等返還金 948 万７千円を追加する

もので、平成 23 年度の療養給付費等精算による返還金であります。２項１目診療施設勘定

繰出金は、435万７千円を追加するもので、特別調整交付金見込による繰出金であります。 

15ページをご覧いただきたいと思います。診療施設勘定の歳入であります。 

４款一般会計繰入金、１項１目一般会計繰入金は、155 万８千円を増額するもので、産

休代替等看護師経費分であります。２項１目事業勘定繰入金 435万７千円の増額は、特別

調整交付金見込による増であります。 

 ５款繰越金、１項１目 繰越金 2,515万９千円の増額は、平成 23 年度決算により確定し

た繰越金の計上であります。 

７款町債、１項１目町債は、1,990 万円の増額であります。福島県再生可能エネルギー

導入等による防災拠点支援事業の 10 分の 10 の補助を受け西会津診療所に太陽光発電施設

等を設置することに伴い、町単独事業として高圧受電設備や非常用自家発電装置等を設置

することとし、その財源として繰越金を充当しておりましたが、その単独事業について過

疎対策事業債の追加要望申請を提出しておりますことから、過疎対策事業債 1,990万円を

増額計上したものであります。 

16ページをご覧いただきたいと思います。 

歳出でありますが、１款総務費、１項１目一般管理費は、175 万２千円の追加は、産休

代替等看護師経費などであります。 

２款医業費、１項１目医療用機械器具費は、555 万５千円の追加でありますが、医用画

像システムや往診用血液分析機の購入経費であります。 

５款予備費、１項１目予備費は、4,366 万７千円の追加でありますが、歳入歳出予算の

調整によるものであります。 

以上で説明を終わらせていただきますが、本案につきましては、去る８月 27日開催の町

国民健康保険運営協議会に諮問し、適当である旨の答申をいただいているところでありま

す。よろしく、ご審議をいただきまして、原案のとおりご議決賜りますようお願い申し上

げます。 

大変失礼をいたしました。説明漏れがございましたので、追加で説明をさせていただき

たいと思います。 

補正予算書の５ページをご覧いただきたいと思います。 

５ページにつきましては、第２表地方債の補正でございます。過疎対策事業債限度額

2,250 万円を 4,240 万円に増額するものでございます。これにつきましては、先ほどご説
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明申し上げました西会津診療所の高圧受電設備、非常用自家発電装置を設置することに伴

います過疎対策事業債の増額でございます。なお、起債の方法、利率、償還の方法につき

ましては、補正前と同様でございます。大変失礼いたました。 

○議長  これから質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  せっかくのご提案が一つも質疑がないなんて失礼なことはできませんから、

お尋ねをします。 

一つは、前期高齢者交付金であります。今回、補正をされた金額が出ておりますが、24

年度の最終的な金額だと理解をしてよろしいかどうかということであります。 

施設勘定でお尋ねをするわけですが、今回、この補正予算には表れていませんが、医師

が３人体制になって、４月から５カ月過ぎて、今６カ月目に入っているわけです。そうい

う点では、補正の予算に表れてこないということは、当初予算を組んだとおりの推移でき

ているというふうに理解をするわけですが、それでよろしいかと。あとは、３人体制にな

って、どのように町民サービスの向上が図られているか、そこら辺もできればお答えをし

ていただきたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、ただいまのご質問にお答えいたします。 

はじめに前期高齢者交付金の額でございますが、本年度の額につきましては、社会保険

診療報酬支払基金のほうから通知のありました確定額でございます。確定額、最終確定額

でございます。 

２点目の医師３名体制になったことでの補正予算の対応とその効果というご質問でござ

いますが、24 年度当初予算の段階で、医師３名体制の人件費は当初予算に計上しておりま

した。そのために、補正対応はないものでございます。 

また、その効果ということでございますが、これまで西会津診療所、医師２名体制で診

療を行ってまいりました。患者数も増加し、また隣接する介護老人保健施設、さらには特

別養護老人ホーム、また往診も必要がございました。２名でそれを行ってきたわけでござ

いますが、大変過重な負担がかかっておりました。４月から３名体制になりまして、午前

中は３名の医師で患者さんを診ていただくということで、待ち時間も減少いたしました。

さらに午後はお一方は介護老人保健施設の診療を行うことが必要でございますので、お一

方は介護老人保健施設のほうに赴きます。さらに、午後の診察は１名ないし２名で行うと

いうことでございまして、月２回から３回は特別養護老人ホーム、さゆりの園の診察も行

わなければなりません。今の医療体制３名で、またさらには往診の患者さんも診なければ

ならないということでございます。さはに時間外の待機というのも、これまで時間外の待

機、また休日の待機も２名の先生で行っておりましたが、今度は３名の先生で時間外の待

機、また休日の待機ということで３人で分けることができるようになりました。施設等の

入所者の急変に伴う呼び出し、さらには診療所に急患で時間外に入ってこられるかたへの

対応、それらについてもスムーズな対応が２人よりは３人のほうが十分できるようになっ

てきたかと思います。 

なお、これまで大変厳しい時間の中でやっていただいておりましたけれども、往診につ
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きましても、毎日どなたかの先生が往診に行けるような体制にもなってまいりました。こ

れは在宅で往診を待っておられるかたに対するサービスの向上かと考えております。今の

状態で、ようやく本来の診療所、さらには周辺の介護施設、在宅での患者さんの対応とい

うのが軌道に乗りつつあるということで、今後さらに医療体制の充実を図ってまいりたい

と考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  大変失礼、あれですが、最初に聞くのを１点だけ忘れてしまったので、お

許しをいただきたいと思いますが、事業勘定の国庫支出金の療養給付費等負担金が 2,013

万減でありますが、もっとこの件について詳しく説明をしていただきたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  国庫支出金の療養給付費等負担金減額の理由でございますが、これにつ

きましては、現在のところ見込みではございますが、一つの理由といたしましては、１カ

月当たりの一般被保険者療養給付費が月額 4,450万円ということで、当初見込んでおりま

した額より減額になったこと、さらには今後、今年度から率が１％ほど県の調整交付金の

ほうに移りましたことから、減額調製ということで、見込みによる減ということでご理解

をいただきたいと思います。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  施設管理費のことなんですけれども、16ページ、医業費で 4,699 万８千円とな

っていて、ここに補正が 555万となっておりますよね。これは新しい先生が来るから、外

科とか整形のための補正なんでしょうか。それとも今ある機械では足りないから 500万く

らいを補正するんだということでしょうか。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  診療施設勘定の医療用機械器具費、追加 555万円の内容でございますが、

これにつきましては、西会津診療所における往診用の血液分析機、さらに医療画像システ

ムということで、昨年来実施しておりました地域医療の医療用画像システムですが、その

システムの補完する事業ということで補正計上したものでございますので、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長  ３番、渡部憲君。 

○渡部憲  新しい先生が来たら、また補正を組むということもあり得るわけですか、整形

の先生とか外科の先生がいらした場合は。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  お答えいたします。 

新しい医師の関係でございますが、どのような体制になるか、まだ決まっておりません

ので、それらの体制が決まりまして、所要の経費を追加したいということで考えておりま

す。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 
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これから議案第 21 号、平成 24 年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２次）

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 21 号、平成 24 年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２

次）は、原案のとおり可決されました。 

日程第 15、議案第 22 号、平成 24 年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第１次）を

議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  議案第 22 号、平成 24 年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第１次）

についてご説明申し上げます。 

今次の補正は、平成 23 年度決算が確定したことから繰越金の精算に伴う所要額を計上し、

福島県介護保険財政安定化基金特例交付金の内示により介護保険財政安定化特例基金を造

成するための所要額を計上し、補正予算として調製したものであります。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 24 年度西会津町の介護保険特別会計補正予算（第１次）は、次に定めるところによ

る。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,332万円を増額し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ９億 6,920万１千円とする。第２項、歳入歳出予算の補正の款項

の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予

算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきたいと思います。 

４ページをご覧いただきたいと思います。歳入であります。 

４款県支出金、３項１目財政安定化基金特例交付金は、346 万１千円を新規に計上する

ものであります。第５期介護保険事業計画期間中の保険料率の増加を抑制するため、県か

ら特例交付金を受け、基金を造成するためのものであります。 

５款財産収入、１項１目利子及び配当金は、１千円を増額計上するものであります。財

政安定化特例基金利子であります。 

７款繰越金、１項１目繰越金は、1,985万８千円を増額し、1,987 万８千円とするもので

あります。これは、平成 23 年度からの繰越金であります。 

５ページをご覧いただきたいと思います。歳出であります。 

２款保険給付費、１項４目居宅介護福祉用具購入費は、18 万円の減額でありますが、要

介護１から５までの介護認定者にかかる居宅介護福祉用具費、ポータブルトイレや入浴介

助用具等の１割個人負担を除く９割分の負担金見込額であります。５目居宅介護住宅改修

費は、36 万円を追加するものであります。これも、要介護１から５までの介護認定者にか
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かる居宅介護住宅改修費、手すりや段差解消のバリアフリー化などの経費、１割個人負担

を除く９割分の負担金見込額であります。２項３目介護予防福祉用具購入費は、18 万円の

追加でありますが、これは、要支援１・２の介護認定者にかかる介護予防福祉用具、ポー

タブルトイレなどの１割個人負担を除く９割分の負担金見込額であります。４目介護予防

住宅改修費は、36 万円の減額でありますが、これも、要支援１・２の介護認定者にかかる

居宅介護住宅改修費の１割個人負担を除く９割分の負担金見込額であります。 

３款基金積立金、１項１目介護給付費準備基金積立金は、540 万９千円を追加するもの

でありますが、平成 23 年度繰越金の中から精算返還金等を除き、今後の介護給付費の増嵩

に備えるため、介護給付費準備基金へ積立て、第５期介護保険財政の安定運営と健全財政

を図るものであります。この積立により、介護給付費準備基金の平成 24 年度末残高は、

4,673万５千円となる見込であります。２目財政安定化特例基金積立金は、346 万２千円を

新規に計上するものであります。平成 24 年度を初年度とする第５期介護保険事業計画中の

保険料率の増加を抑制するため、県から特例交付金を受け、基金を造成するためのもので、

介護給付費の増嵩などにより、必要に応じて繰入れするものであります。 

６款諸支出金、１項１目第１号被保険者保険料還付金は、11万８千円を追加するもので、

65 歳以上の第１号被保険者保険料の死亡、転出等による還付金見込額であります。２目償

還金は、1,000万９千円を追加するものであります。これは、平成 23 年度介護給付費確定

に伴います国県等への返還金であります。内訳についてでありますが、国庫負担金分が 395

万１千円、県費負担金分が 321万４千円、支払基金交付金分が 145万２千円などでありま

す。２項１目一般会計繰出金は、432 万２千円を計上するものであります。これは、平成

23 年度介護給付費確定に伴う町負担分 12.5％分と事務費等の町一般会計への精算返還金

としての繰出金であります。 

以上で説明を終わらせていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 22 号、平成 24 年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第１次）を採

決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 22 号、平成 24 年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第１次）

は、原案のとおり可決されました。 

日程第 16、議案第 23 号、西会津診療所太陽光発電施設等設置工事請負契約の締結につ
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いてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 23 号、西会津診療所太陽光発電施設等設置工事請負契約の締結に

ついてご説明させていただきます。 

議案の説明に入ります前に工事の概要等について説明させていただきます。お手元に入

札結果並びに議案説明資料を配付してございますので、ご覧ください。 

本事業は災害時の医療拠点となる西会津診療所に、太陽光発電施設を設置する工事であ

りまして、６月議会において説明いたしましたように、県の補助事業であります福島県再

生可能エネルギー導入等による防災拠点支援事業に採択されたことを受け実施するもので

あります。それに合わせて西会津診療所の電圧を安定させる事を目的に、介護老人保健施

設等周辺施設と一体となっている受電設備を分離する工事を同一工事として実施するもの

であります。 

工事の概要でありますが、説明資料の左上の標準的な太陽光発電システムの図のような

システムで発電をいたします。この図では余剰電力は売電するようになっておりますが、

今回の事業では余剰電力は売電いたしません。県補助事業の太陽光発電設備工事にあって

は、28.3キロワットの発電設備と33.2キロワットの蓄電装置設置を行うこととしており、

説明資料の下の配置図のように、太陽光接地台 210 平米の設置、太陽光発電モジュール 118

枚の設置をいたします。蓄電システムにつきましては、15キロワットのリチウム電池２面、

3.2 キロワットのリチウムイオン電池１面の設置などが主な工事の内容となっております。

非常電源につきましては、発電機と蓄電システムで対応しており、供給先につきましては、

レントゲン、検査機器、エアコン、コンセント、照明器具であります。そのうち蓄電シス

テムからは、照明器具とコンセントに通電され、約 16時間程度蓄電池での対応ができるよ

うになっております。 

本工事につきましては、予定価格が 5,000万円を超える大規模工事であることから、会

津管内に事務所を有する電気工事Ａランク業者、太平電気株式会社会津営業所、株式会社

ユアテック会津営業所、大槻電設工業株式会社会津営業所、株式会社八重電業会津営業所

を指名し、８月 31 日に入札会を執行したところであります。入札の結果、最低の価格で入

札した業者は、株式会社ユアテック会津営業所であり、その価格は 5,747 万３千円であり

ました。この入札額に消費税及び地方消費税相当額 287 万 3,650円を加えた合計 6,034万

6,650 円を契約金として、９月３日付、会津営業所長木村忠弘氏と、工事請負仮契約を締

結いたしました。なお、本工事の竣工期限は、平成 25 年３月 22 日であります。 

これを持ちまして、説明を終わりますが、工事予定価格が 5,000万円を超えることから、

地方自治法第 96 条第５項並びに議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第２条の規定により、議会の議決をお願いするものであります。 

よろしくご審議くださいまして、原案のとおりご議決賜りますようお願いいたします。 

○議長  これから質疑を行います。 

７番、多賀剛君。 

○多賀剛  ただいまの説明で入札の経緯、結果等はわかりましたが、このＡランクの指名
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業者というのは、当然町内になかったから、この会津地区のこの４者を選んだと、指名し

たというような内容で解釈しているんですが、この太陽光発電の業界というか、この業種

は大変、最近急激に伸びている業種でありまして、この会津地区にＡランクの業者、Ａラ

ンクに近いような業者というのは、この４社しかなかったのか。本町の業者では当然でき

なかったから指名しなかったのか、その点だけ確認の意味でお尋ねします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  1,000 万以上の工事は、Ａランク業者ということになりますので、町の

業者ではＡランク業者はおりませんので、会津管内で当町に指名参加願いを出しているＡ

ランク業者すべてを指名いたしました。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  それでは、何点からお尋ねをしたいと思います。 

太陽光発電は、統合された西会津中学校に最初設置されたわけでありますが、業者の責

任でやり直しをしたという経緯があるわけであります。今回、診療所に設置する発電機の、

いわゆる補償期間といいますか、それはどうなっておられますか。西中のようなことは決

してあってはならないわけでありますから、お尋ねをするわけであります。補償期間、あ

るいは瑕疵担保はどういうふうになっておるかということであります。 

それと、この発電施設の稼働できるといいましょうか、耐用年数といいますか、これは

何年でありますか。最初の性能がそのままずっと維持できるのかどうかということもあり

ますので、お尋ねをいたします。 

それと、売電をしないとこうおっしゃいましたが、なぜ売電をしないのか、できないの

かしないのか、やるとすればできるのか、ということであります。 

それと、この説明資料を見ました。いわゆる蓄電システムがこういうふうにして、診察

しているところにいくということだと思いますが、この資料ですと、診察室が１と２とい

うことで、今３人の先生で診察をしているわけでありますから、この診察室の３というの

はどこにあるのか、そこにもきちっとこの蓄電システムが配線されているのかということ

をお尋ねします。 

○議長  暫時休議します。（１３時４８分） 

○議長  再開します。（１３時４９分） 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  では私のほうから補償期間と耐用年数のご質問にお答えいたします。 

補償期間につきましては、製品が請負会社から承認があがって、その会社からの補償年

数というのは付くようになりますが、通常、請負工事におきましては、瑕疵期間は重要な

ものについては 10 年となっております。 

耐用年数については、通常、太陽光パネルについては 20 年ということでございます。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  売電の質問について、企画情報課のほうで今次の事業申請をしたという

ようなことでございますので、私のほうから答弁させていただきます。 

今回の補助事業につきましては、再生可能エネルギー導入等による防災拠点支援事業と

いう事業に採択を受けて事業を実施するということでございます。診療所のほかに５施設、
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全体で６施設の事業の採択を受けて、今後実施していくというようなことになります。こ

の事業にあたりましては、10 分の 10 の補助をいただけるというようなことでございます

が、あくまでも防災の拠点をつくっていくんだと、緊急時の対応をするための補助事業だ

というようなことでございまして、売電はできないという仕組みになっております。した

がいまして、余った電気は蓄電池に蓄電をして、夜間でも災害時に対応できるような形に

するということでございます。 

○議長  健康福祉課長、高橋謙一君。 

○健康福祉課長  それでは、現在の西会津診療所の診察室の状況についてご説明申し上げ

たいと思います。 

この図面につきましては、当初設計の図面でございまして、一昨年行いました増築分、

待合室の増築分ですとか、そういうものは入ってございませんが、現在、第３診察室とい

うことで使っておりますのは、ちょうど中ほど、上のほうに検尿検査室と書いてございま

すが、この検尿検査室を改造いたしまして、第３診察室ということで現在使用しておりま

す。ここの部分につきましても、非常用の電源が通ることになってございますので、ご理

解いただきたいと思います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  耐用年数が 20 年ということがわかりましたが、20 年間、常にといいます

か、同じ発電ができるのかなと、年々年数が経っていけば、発電の能力が低下の心配がな

いのかということもありますので、そこら辺も聞いておきたいと思います。そうすると、

もし低下をきたしすとか、あるいは何年に一遍点検といいますか、掃除といいますか、そ

ういうようなこともしなければならないと思いますが、そういう点ではどうなっておられ

ますか。 

私、素人ですからわかりませんが、この前、東北電力のかたとお話する機会があって、

この太陽光発電のことをお伺いしましたらば、光をどの角度で受けるかといいますか、そ

れによって発電能力がかなりの差がありますよという話がなされました。方位磁石のよう

に、いつも北、電気でいえば一番強い光を受けられるところ、熱を受けられるところに、

そのパネルが動けばいいんでしょうが、そういうシステムではないと思います。一番効率

のいい角度で設置できるように、監督といいますか、それをきちっとやっていただきたい

と思いますが、いかがですか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  耐用年数のご質問にお答えいたします。 

耐用年数が 20 年ということでございますので、20 年についてその発電能力が落ちると

いうことはないということでございます。 

それと、太陽光の角度のお話でございますが、このパネルにつきましては、今、診療所

の既存の屋根にそのまま付けるということなので、調整とかそのようなことはできないも

ので、その屋根の角度で太陽光パネルを設置するというようなことでおりますので、ご理

解願います。 

○議長  13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  私のお尋ねのし方が悪かったかもしれませんが、これを設置することによ
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って、定期的な点検だとか、検査を義務付けられているかいないか、お尋ねします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  その点検、掃除につきましてのご質問でございますが、点検、掃除につ

いては、義務がございませんが、来年度から予算を取って定期的に点検していきたいと、

そのように考えております。 

○議長  ２番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  補助で、全額補助で設置されるわけですけれども、これを付けることによ

って、売電しないのはわかりますけれども、町民にわかるように、これを付けることによ

ってどのくらい節約するか、試算はできているんでしょうか。試算がなくてやっていると

は私は思いませんけれども。あと合わせて、太陽電池では直流ができて、それをパワーコ

ンディショナーによって交流に変換するんですけれども、一般的にいわれているのは 10

年程度の寿命だといわれています。その点も考慮されているのでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  今回、補助申請をするにあたりまして、この太陽光システムによってど

れだけ発電するのか、そのシミュレーションというようなことでやっております。２万

4,443キロワットアワー１年間で、それだけ発電するというこでございます。だいたい今、

購入している単価で計算してみますと、年間 31万円程度の発電、売電をすればもっと高い

わけでありますが、その程度かなというふうに考えているところでございます。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  パワーコンディショナーのご質問にお答えいたします。 

パワーコンディショナーにつきましては、耐用年数が 10 年となっております。先ほど

20 年と申しましたのは太陽光モジュールの件でございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 23 号、西会津診療所太陽光発電施設等設置工事請負契約の締結について

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 23 号、西会津診療所太陽光発電施設等設置工事請負契約の締結につ

いては、原案のとおり可決されました。 

日程第 17、議案第 24 号、町道上野尻村中線消雪施設設置（さく井）工事請負契約の締

結についてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 24 号、町道上野尻村中線消雪施設設置（さく井）工事請負契約の
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締結について説明させていただきます。 

議案の説明に入ります前に工事の概要等について説明させていただきます。お手元に入

札結果並びに議案説明資料を配付してございますので、ご覧ください。 

本工事は上野尻集落中央を通る路線であり、住家がれんたんしており冬季間の除雪作業

には、排雪場がなく困難をきたしておりました。このことから、地下水による消雪につい

て検討をし、昨年地下水調査を実施し、地下水脈について確認ができたことから、消雪施

設の井戸設置を実施するものであります。 

本工事の内容でありますが、町道上野尻村中線の道路敷内に、直径 300ミリ深さ 200メ

ートルの井戸を２カ所掘削し、水中ポンプを設置するものであります。本工事につきまし

ては、井戸の掘削であるさく井工事であり、予定価格が 5,000万円を超えることから、町

に指名参加願いを提出しているさく井業者の中から、日本地下開発株式会社、株式会社興

和、株式会社高田地研福島営業所、庄建技術株式会社、奥山ボーリング株式会社福島支店、

株式会社福島地下開発、新協地水株式会社会津支店、日栄地質測量設計株式会社、東北ボ

ーリング株式会社福島支店、９社を指名し、去る８月 31 日に入札会を執行しました。入札

の結果、最低の価格で入札した業者は、日栄地質測量設計株式会社であり、その価格は

4,800 万円でありました。この入札額に消費税及び地方消費税相当額円を加えた合計額

5,040 万円を契約金として、９月３日付、同社代表取締役増井正明氏と、工事請負仮契約

を締結いたしました。なお、本工事の竣工期限は、平成 24 年 12 月 26日であります。 

これを持ちまして、説明を終わりますが、工事予定価格が 5,000万円を超えることから、

地方自治法第 96 条第５項並びに議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第２条の規定により、議会の議決をお願いするものであります。 

よろしくご審議くださいまして、原案のとおりご議決賜りますようお願いいたします。 

○議長  これから質疑を行います。 

13 番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今の説明を聞いておりますと、200 メーター掘って行くということであり

ます。これは事前の調査で 200メートルという結果が出たのか、この近辺のかたがたで、

自分で井戸を掘って地下水を使っておられるかたが、おられるのかおられないのか、いれ

ば上のほうから取れば影響が出るので、200 メートル掘り下げたのかなという気もします

が、その辺はどうですかということと。 

200 メートル掘り下げなくても、予定のといいますか、使用に耐えるだけの水量がもう

確保できるとなったならば、200 メートル掘る必要もないのではないかなという気がしま

すが、そこら辺はいかがですか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  井戸の深さのご質問についてお答えいたします。 

消雪につきましては、かなりの水を使用いたしますので、地表面近くの井戸ではちょっ

と水量が足りないというようなことで、昨年、地下水につきまして、電気を流したりして

地下水を調査するわけなんですが、約 200メートル程度のところに地下水脈があるという

ようなことで、確認して 200メートルを掘削するということでございます。なお、その 200

メートルに達しないうちに、所定の水量が出るということが確認されれば、それはそこで
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打ち止めとし、変更いたしまして、工事はそこでやめたいというふうに考えておりますの

で、ご理解願います。 

この井戸の上野尻につきましては、周辺の井戸については、家庭で使っている井戸はご

ざいました。それ確認しておりまして、万が一うちのほうで井戸を掘ったときに渇水とい

うようなことのないように、その辺のところは十分注意して工事を進めたいと考えており

ます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 24 号、町道上野尻村中線消雪施設設置（さく井）工事請負契約の締結に

ついてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 24 号、町道上野尻村中線消雪施設設置（さく井）工事請負契約の締

結については、原案のとおり可決されました。 

議案配付のため、暫時休議します。（１４時０８分） 

○議長  再開いたします。（１４時３５分） 

日程第 18、議案第 25 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを議

題とします。 

本案についての説明を求めます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  議案第 25 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてご説明を申

し上げます。 

本年 10 月４日で任期満了となります教育委員会委員につきまして、その職務の重要性を

十分に考慮し、選考いたしました結果、現職にあります井上祐悦さんを、引き続き、教育

委員会委員として任命したいので、なにとぞ万場一致を持って、ご同意を賜りますようお

願いを申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決定しました。 

これから議案第 25 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを採決し

ます。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 25 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについては、

原案のとおり同意することに決しました。 

日程第 19、議案第 26 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを議

題とします。 

本案についての説明を求めます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  議案第 26号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてご説明を申

し上げます。 

本年 10 月４日で任期満了となります教育委員会委員につきまして、その職務の重要性を

十分に考慮し、選考いたしました結果、現職にあります秦千代栄さんを、引き続き、教育

委員会委員として任命したいので、なにとぞ満場一致を持って、ご同意を賜りますようお

願いを申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決定しました。 

これから議案第 26号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを採決し

ます。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 26号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについては、

原案のとおり同意することに決しました。 

日程第 20、議案第 27 号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを議

題とします。 

本案についての説明を求めます。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  議案第 27号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてご説明を申

し上げます。 

本年 10 月４日で任期満了となります教育委員会委員につきまして、その職務の重要性を

十分に考慮し、選考いたしました結果、野沢５町内在住の渡部眞理子さんを適格者として

認め、任命したいので、ここにご提案申し上げる次第であります。 

渡部さんについて、ご紹介申し上げますと、昭和 33 年 12 月の生まれで、東京家政学院

大学・家政学部を卒業後、昭和 56年４月から辻クッキングスクール池袋校に勤務され、現

在は、町公民館生涯学習サークルドルチェの会の責任者を務めておられるほか、西会津町
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から情報を発信する会に所属され、会主催のパソコン相談会の相談役を務めるなど、住民

生活の向上に貢献されております。また、公職といたしましては、野沢小学校父母と教師

の会副会長、西会津中学校父母と教師の会会計、西会津町交通安全母の会監事、庶務を歴

任されており、温厚誠実な人柄から地域の厚い信頼を得られているかたであります。 

以上、略歴等についてご説明を申し上げましたが、その職務の重要性に鑑み、渡部眞理

子さんを教育委員会委員に任命したいので、なにとぞ満場一致をもって、ご同意を賜りま

すようお願いを申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決定しました。 

これから議案第 27号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてを採決し

ます。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 27号、教育委員会委員の任命につき同意を求めることについては、

原案のとおり同意することに決しました。 

日程第 21、議案第 28 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることにつ

いてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 28号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについ

てご説明を申し上げます。 

西会津町表彰条例の規定に基づき、尾野本松尾の故長谷川徳喜さんの功績について、平

成 24 年度自治功労者表彰における特別功労表彰に該当することから、去る８月 20 日開催

の町表彰審査委員会に審査を依頼したところであります。 

その結果、表彰が妥当である旨の答申をいただきましたので、特別功労表彰者の決定に

つきまして、町表彰条例第５条の規定に基づき、議会の同意をお願いするものであります。 

長谷川徳喜さんの功績でありますが、昭和 62 年７月から平成 23 年 12 月までの７期 25

年間、町議会議員として地方自治の伸展と町政の向上発展に貢献されました。特に、平成

７年７月からは福祉厚生常任委員会委員長を務め、その後も経済常任委員会及び総務常任

委員会の委員長として円滑なる議会運営に尽力されました。 

以上で説明を終了させていただきます。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決しました。 

これから議案第 28号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについて

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 28号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることにつ

いては、原案のとおり同意することに決しました。 

日程第 22、議案第 29 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることにつ

いてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 29号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについ

てご説明を申し上げます。 

西会津町表彰条例の規定に基づき、野沢牧の江川貞一さんの功績について、平成 24 年度

自治功労者表彰における特別功労表彰に該当することから、去る８月 20 日開催の町表彰審

査委員会に審査を依頼したところであります。 

その結果、表彰が妥当である旨の答申をいただきましたので、特別功労表彰者の決定に

つきまして、町表彰条例第５条の規定に基づき、議会の同意をお願いするものであります。 

江川貞一さんの功績でありますが、町消防団員として 44 年９月の長きにわたり、町民の

生命・身体・財産を守るため、率先して災害の予防、警戒、鎮圧にあたってきたところで

あります。特に、平成 18年４月からは副団長を２期４年、さらに平成 22 年４月からは、

団長として１期２年、消防団を統括し、団員の指導と意識の高揚に務めるとともに、消防

施設設備の強化拡充、消防技術の向上など組織強化に貢献され、地方自治の伸展と町政の

向上発展に尽力されたところであります。 

以上で説明を終了させていただきます。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決しました。 

これから議案第 29号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについて

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 
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したがって、議案第 29号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることにつ

いては、原案のとおり同意することに決しました。 

地方自治法第 117条の除斥の規定によって、10 番、清野佐一君の退場を求めます。 

（10 番議員退場） 

○議長  日程第 23、議案第 30 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めるこ

とについてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 30 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについ

てご説明を申し上げます。 

西会津町表彰条例の規定に基づき、尾野本下小島の清野佐一さんの功績について、平成

24 年度自治功労者表彰における特別功労表彰に該当することから、去る８月 20 日開催の

町表彰審査委員会に審査を依頼したところであります。 

その結果、表彰が妥当である旨の答申をいただきましたので、特別功労表彰者の決定に

つきまして、町表彰条例第５条の規定に基づき、議会の同意をお願いするものであります。 

清野佐一さんの功績でありますが、町消防団員として 42 年４月の長きにわたり、町民の

生命・身体・財産を守るため、率先して災害の予防、警戒、鎮圧にあたってきたところで

あります。特に、平成 12 年４月からは分団長、教養本部長、訓練本部長を、さらに平成

22 年４月からは副団長として１期２年間、団長を補佐し、団員の指導と意識の高揚に務め

るとともに、消防団の活性化に貢献され、地方自治の伸展と町政の向上発展に尽力された

ところであります。 

以上で説明を終了させていただきます。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決しました。 

これから議案第 30 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについて

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 30 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることにつ

いては、原案のとおり同意することに決しました。 

10 番、清野佐一君は入場願います。 

（10 番議員入場） 

○議長  日程第 24、議案第 31 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めるこ

とについてを議題とします。 
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本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 31 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについ

てご説明を申し上げます。 

西会津町表彰条例の規定に基づき、尾野本軽沢の鈴木洋さんの功績について、平成 24

年度自治功労者表彰における特別功労表彰に該当することから、去る８月 20 日開催の町表

彰審査委員会に審査を依頼したところであります。 

その結果、表彰が妥当である旨の答申をいただきましたので、特別功労表彰者の決定に

つき、町表彰条例第５条の規定に基づき、議会の同意をお願いするものであります。 

鈴木洋さんの功績でありますが、町消防団員として 41 年 10 月の長きにわたり、町民の

生命・身体・財産を守るため、率先して災害の予防、警戒、鎮圧にあたってきたところで

あります。特に、平成 10 年７月からは分団長、さらに平成 11 年８月からは庶務本部長と

して３期５年間、消防施設の近代化や消防技術の向上に努めるとともに、消防団の組織強

化に貢献され、地方自治の伸展と町政の向上発展に尽力されたところであります。 

以上で説明を終了させていただきます。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決しました。 

これから議案第 31 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることについて

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 31 号、西会津町特別功労表彰者の決定につき同意を求めることにつ

いては、原案のとおり同意することに決しました。 

日程第 25、常任委員会の管外行政調査実施申出についてを議題とします。 

各常任委員会より、それぞれの所管にかかる事項の現況を把握するため、閉会中の管外

の優良自治体及び施設等を調査したい旨の申出があります。 

お諮りします。 

各常任委員会から申し出のとおり、管外行政調査を実施することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、各常任委員会から申し出のとおり、管外行政調査を実施することに決定い

たしました。 

なお、その結果は 12 月議会定例会に報告をお願いいたします。 

日程第 26、議員派遣についてを議題とします。 
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来る９月 28日、金曜日に開催されます会津耶麻町村議会議長会主催の平成 24 年度会津

耶麻町村議会議員研修会及び 10 月 22 日、月曜日に開催されます福島県町村議会議長会主

催の町村議会議員研修会に、全議員出席するため、西会津町議会会議規則第 118条の規定

に基づき、議会の議決を求めるものであります。 

お諮りします。 

議員研修会への議員派遣について、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議員研修会に議員を派遣することに決定しました。 

なお、この際お諮りいたします。 

ただいま議決した議決事項について、諸般の事情により変更する場合には、議長に一任

を願いたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

日程第 27、議会運営委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会運営委員会より、お手元に配りました特定事件について閉会中の継続審査の申出が

あります。 

お諮りします。 

議会運営委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会運営委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決定し

ました。 

日程第 28、議会広報特別委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会広報特別委員会より、お手元に配りました特定事件について閉会中の継続審査の申

出があります。 

お諮りします。 

議会広報特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会広報特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決

定しました。 

日程第 29、議会基本条例制定特別委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会基本条例制定特別委員会よりお手元に配りました特定事件について、閉会中の継続

審査の申し出があります。 

お諮りします。 

議会基本条例制定特別委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異

議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会基本条例制定特別委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とす

ることに決定しました。 

本定例会に付議された事件は、以上をもって審議を終了しました。 

町長よりあいさつがあります。 

町長、伊藤勝君。 

○町長  ９月議会定例会閉会にあたり、一言ごあいさつを申し上げます。 

本議会は、平成 23 年度決算の認定や、当面する重要な案件 31 件でありましたが、すべ

て原案どおり認定・ご議決賜り、厚く御礼を申し上げます。予算執行にあたっては、万全

を期してまいる覚悟であります。 

議員各位には、なお一層のご活躍をお願いいたしまして、閉会のあいさつといたします。 

○議長  閉会にあたり一言ごあいさつを申し上げます。 

今期定例会は去る９月７日の開会以来、本日まで８日間にわたり、平成 23 年度の決算を

はじめ、平成 24 年度の補正予算など、多数の重要案件について、議員各位の終始極めて真

剣なご審議をいただき、議事進行に各位のご協力を得ましたことに対し、厚く御礼申し上

げます。 

本会議において、議員各位から述べられました意見なり、要望事項につきましては、特

に考慮され、執行の上に十分反映されますよう強く望む次第であります。 

議会と町は車の両輪に例えられますが、信頼と協働の車軸がしっかりつながらなければ、

町民を乗せることも、前に進むこともできません。相互の信頼の上での議論が重要と考え

ます。議会は現在、議会基本条例の制定に向け、議会がどうあるべきか、議員がどうある

べきか、一つ一つを確認しながら進めております。議会としましては、町との絆をしっか

りとつなげながら、町政伸展のため取り組む覚悟であります。 

これから、秋も深まってまいりますが、９月半ば、未だ厳しい残暑が続いております。

町当局をはじめ、議員各位におかれましては、この上ともご自愛くださいまして、町政の

より積極的なご推進にご尽力賜らんことをお願い申し上げ、閉会の言葉といたします。 

これをもって平成 24 年第７回西会津町議会定例会を閉会します。（１５時０９分） 

 

 


